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１．研究概要 

１－１．目的 

本研究テーマでは、蒸着重合法によりジアミンモノマーとジイソシアナートモノマーを

合成したポリ尿素膜（図B-(3)-1に本研究で作製した膜の化学反応式を示す）被覆により、

マグネシウム合金等の腐食し易い金属製品に溶剤を使用せずに塗膜（防食膜）を形成する

技術の開発を目指した。 

 

図B-(3)-1 ポリ尿素合成の化学反応式 

この技術により、現在一般的に腐食防止のためにおこなわれている塗装工程で排出され

る大量のVOCを削減することができる。塗装工程の一例を図B-(3)-2に示す。 

 

   

            図B-(3)-2 塗装工程の一例 
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この目標を達成するために、塗膜材料の開発と均一被覆技術を開発し、量産化技術の確

立をおこなった。そのため、1年目は、膜厚数ミクロン(基板サイズ100mm×75mm×0.28mm）

のサンプル合成で実用化レベルを確認、大量合成に関する研究。2年目は、大量合成技術の

確立(連続生産：2～5㎡基板面積)、サンプル配布による実証、膜材料の改良。3年目は、防

食膜として最適な材料の防食性能が小型実験装置および実用規模試作機で再現性良く発現

できることを実証し、大量生産に向けた装置の最適条件を検討し、さらに実サンプルをニ

ーズ業界･企業に試供することにより本塗膜技術の普及を図ることを目標とした。 

     

１－２．研究項目 

（１）塗膜材料の開発 

ジアミンモノマーとジイソシアナートモノマーの組み合わせで各種ポリ尿素膜をマグ

ネシウム合金基板上に被覆し、耐食試験（塩水噴霧 48 時間）をおこない、数種類のモノ

マー組み合わせから耐食性の優れた１種に絞り込みをおこなった。 

 

（２）均一被覆技術の開発 

耐食性の評価および機械特性等で想定客先の要求する性能を満足する材料組み合わせ

を用い、複雑形状基板への均一被覆技術の確立をするため、塗膜形成条件の最適化を図

った。 

 

   開発目標値： 膜析出速度 0.2μm/min 以上となる基板温度、排気速度、壁温、モノマ

ー蒸気圧の数値の最適化。板状基板表裏平均膜厚±20%以内、100mm×75mm

板状基板内膜厚分布±10%以内の達成。 

 

（３）蒸着重合装置を用いた実証研究  

これまでの研究結果を基に作製したインライン式量産装置による成膜サンプルについ

て評価を開始し、塗膜の品質について、実用化の見極めをおこなった。 

 

開発目標値： 2日間の塩水噴霧試験により実用レベルの耐食性を確認 

 

（４）実用化に資する導入シナリオとビジネスモデルの策定 

ターゲットを世界規格の 19.7mmΦスピーカーコーンに搾り、規格適合商品使用企業へ

のサンプル配布による評価・現行品市場調査を踏まえたビジネスロードマップの策定を

行い、スピーカー以外の用途応用（例えばノート PC やデジタルカメラ）の市場模索を実

施し、立体的形状の金属基板の防食被膜形成が重要であることを確認した。 
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１－３．研究成果 

（１）リスク削減効果 

マグネシウム合金の腐食防止として現在もっとも一般的なものが塗装であるが、図

B-(3)-3 のように、複数の工程がおこなわれ、各工程で VOC が排出されている。各工

程で排出される VOC の種類は下記のとおりである。 

 

マグネシウム合金の防食膜として本技術を用いることにより、上記 VOC の削減が期

待される。 

図 B-(3)-3 マグネシウム合金における現状の塗装仕様 

 

また今後、本技術が応用されると期待されるデジタルカメラやノートパソコンの筐

体への防食処理塗装により排出される VOC の量は下記のように試算される。 

 

化成処理材 

第一種指定化学物質 №43   ｴﾁﾚﾝｸﾞﾘｺ-ﾙ   83％ 

デジタルカメラ生産台数 

3000万台(2008年） 
処理面積 

1.2×106m2 

2.3×106m2×200g/m2＝4.6×108ｇ（460㌧）/年 

防食処理塗装プライマー処理（下塗り1回)に200g/m2のトルエンまた

はキシレン系の溶剤を使用すると仮定 

ノートパソコン生産台数 

480万台(2008年） 
処理面積 

1.1×106m2 

塗装下塗り（プライマー処理材） 

第一種指定化学物質 No.227 トルエン    40％ 

第一種指定化学物質 No.63  キシレン     5.5％ 

第一種指定化学物質 No.40  エチルベンゼン  5.5 ％ 

エポキシ樹脂49％ 

 

 

Mg合金筐体 

化成処理：リン酸系（１～２μm） 

下塗り：エポキシ系塗料（１５～２５μm） 

下塗り：ポリエステル系塗料（１５～２５μm） 

上塗り：アクリルメラミン系塗料（２０～２５μm） 
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（２）実用化 

ポリ尿素被覆マグネシウムの応用製品としてスピーカーコーンの実用化を進めている。

実用化に向けてはコストも重要になってくるため、生産装置のランニングコスト試算を

おこなった。 

以下が試算結果である。 

 

 

 

今後、実用化に向けてランニングコストの低減が必要となるため、生産能力の向上が

課題となる。 

   

１－４．論文、知的財産権など 

表 B-(3)-1 に、本開発で得られた特許などの成果件数を示す。詳細は別紙とする。 

 

            表 B-(3)-1 成果件数一覧 

  論文 口頭発表 特許 報道 

成果件数 １件 ５件   ２件   ３件 

 

 

Mgスピーカー 

3600万台(2010年） 

処理面積 

5×104m2 

５×104m2×200g/m2＝１×107ｇ（１0㌧）/年 

化成処理に200g/m2のエチレングリコールを使用すると仮定

必要電力                  11.8kw×10時間×21円/kw＝2,478円/日 

人件費（作業員2名）                        36,000円/日 

減価償却3000万円（5年償却）                    25,000円/日 

小計                                 63,478円/日 

1日あたり12,000個生産した場合     63,478÷12,000個＝5.3円/個 

1日あたり48,000個生産した場合     63,478÷48,000個＝1.3円/個 
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２．研究方法 

２－１．塗膜材料の開発 

①モノマーの選定 

ジアミンモノマーとジイソシアナートモノマーの組み合わせで各種ポリ尿素膜をマグ

ネシウム合金基板上に被覆した。ポリ尿素膜のモノマー構成の組み合わせは、モノマー

合成の難易や、コストの観点から、実用性の高い候補材料を選定した。 

表 B-(3)-2 および表 B-(3)-3 に本プロジェクトで使用候補であった市販のジイソシア

ナートモノマー、と市販のジアミンモノマーを示す。 

 

 表 B-(3)-2 ジイソシアナートモノマー 

 化学構造式 名 称 (略号) 期待される効果 原料製造販売元

芳
香
族 

 2,6-Toluene diisocyanate

（TDI) 

強靭性、耐薬品性、

耐熱性、低圧縮歪 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

 1,5-Naphthalene 

diisocyanate(NDI) 

強靭性、耐薬品性、

耐熱性、低圧縮歪 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

 Diphenylmethane 

diisocyanate （MDI) 

強靭性、耐薬品性、

耐熱性、低圧縮歪 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

 Xylylene diisocyanate 

（XDI) 
難黄変、高反応性 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

脂
環
族 

 1,3-Bis(isocyanatemethyl)

cyclohexane （H6XDI) 
無黄変、柔軟性 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

 4,4'-Dicyclohexylmethane 

diisocyanate（H12MDI) 
無黄変、柔軟性 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

 Norbornatediisocyanate 

（NBDI) 
無黄変 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

脂
肪族OCN-(CH2)6-NCO 

Hexamethylenediisocyanate

（HDI) 
無黄変、柔軟性 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

 

表 B-(3)-3 ジアミンモノマー 

 化学構造式 名 称 (略号) 期待される効果 原料製造販売元

芳
香
族 

 
4,4'-Diaminodiphenyl 

methane（MDA) 

強靭性、耐薬品性、

耐熱性、低圧縮歪 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 住友

化学㈱     

 1,5-Diaminonaphthalene 

(NDA) 

強靭性、耐薬品性、

耐熱性、低圧縮歪 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

 2,7-Diaminofluorene 

（FDA) 

強靭性、耐薬品性、

耐熱性、低圧縮歪 
東京化成㈱ 

脂
環
族 

 1,3-Bis(aminomethyl) 

cyclohexane（H6XDA) 
無黄変、柔軟性 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

OCN NCO

NCOOCN

NCO
OCN

OCN NCO

CH3

NCO

NCO

NCOOCN

NCOOCN

NH2H2N

H2N

H2N

NH2H2N

NH2H2N
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 4,4'-Methylenebis 

(cyclohexylamine)

（H12MDA) 

無黄変、柔軟性 
三井化学ポリウ

レタン㈱ 

脂
肪
族 

H2N-(CH2)6-NH2 
1,6-Diaminohexane 

（DAH) 
無黄変、柔軟性 

三井化学ポリウ

レタン㈱ 

H2N-(CH2)７-NH2 
1,7-Diaminoheptane 

（DAH7) 
無黄変、柔軟性 東京化成㈱ 

H2N-(CH2)１２-NH2 
1,12-Diaminododecane 

（DAD) 
無黄変、柔軟性 東京化成㈱ 

 

 

②性能評価 

マグネシウム合金基盤にポリ尿素を被覆したサンプルで耐食試験（塩水噴霧 48 時間）

をおこない、上記モノマー組み合わせから１種に絞り込みをおこなった。 

また、前項の各モノマー組み合わせで作製したポリ尿素膜の物性値を測定した。 

 

２－２．均一被覆技術の開発 

①成膜装置概略 

蒸着重合成膜装置の概略図を図 B-(3)-4 に示す。真空槽内に２種類の材料モノマー（ジ

アミン、ジイソシアナート）を導入する。導入されたモノマーは基板上で反応し、ポリ

尿素膜となる。 

   図 B-(3)-4 蒸着重合成膜装置概略図 

 

②マルチチャンバー成膜装置による成膜 

マルチチャンバー方式により成膜処理個数を多くし、実用化を視野にいれての成膜実

験をおこなった。成膜装置の写真および概略図を図 B-(3)-5 および図 B-(3)-6 に示す。 

NH2
H2N

真空槽（Tch） 

ジアミンモノマー 

ジイソシアナートモノマー 

排気速度（S） 

主ﾊﾞﾙﾌﾞ 

基板（Tsub） P1 

P２ 

Q1 

Q２ 

全圧 P=Q1/S+Q2/S 
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        図 B-(3)-5 マルチチャンバー成膜装置 

 

          図 B-(3)-6 マルチチャンバー成膜装置概略図 

 

搬入室と取出室を設けることにより、プロセス室での成膜中に次の試料を準備できる

ようにした。また、プロセス室を 2 つ設けることにより処理数の増加および異なる膜の

成膜も可能にした。 

プロセス室内には 300mm×600mm スペースが 3段成膜可能な構造である。プロセス室内

の成膜可能範囲を図 B-(3)-7 に示す。 

 

プロセス室 

搬出室

搬入室

プロセス室 

プロセス室１

搬送室

搬入室

取出室 

プロセス室２
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図 B-(3)-7 プロセス室内成膜領域 

 

 上記装置を使用し、膜厚分布、組成分布他、装置の信頼性等の検証をおこなった。 

 

 

 

 

③実用規模試作機の予備実験 

前項目までの実験結果から、マルチチャンバー方式では、成膜チャンバー内での均一

膜厚分布は困難であることがわかった。そこで、均一膜厚分布および再現性を得るため

に、インライン装置への移行の検討をおこなった。まず、実用規模試作機を立ち上げる

準備として、小型実験機で蒸着重合のインライン化が可能かの検証をした。 

装置のインライン化、つまりノズルの前を基板が進行しながら成膜するために基板進

行方向に垂直な方向の分布をよくしなければならない。そのためにモノマー噴出ノズル

の改良をおこない、成膜実験をおこなった。 

 

④実用規模試作機の製作 

前項目での実験結果をふまえて、実用規模試作機のインライン化をおこなった。成膜

装置の写真および概略図を図 B-(3)-8 および図 B-(3)-9 に示す。 

 

 イソシアナート 

 アミン 

蒸
発
源 
蒸
発
源 

上面図

側面図

成
膜
領
域 

モノマー 
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図 B-(3)-8 インライン式成膜装置 

 

 

             図 B-(3)-9 インライン式成膜装置概略図 

         

成膜のプロセスは、基板ホルダーに基板（ワーク）をセットして基板ホルダーを搬送

しながら成膜する。基板ホルダーは 1サイクルに 11 枚搬送可能。搬送速度は任意に変更

可能。 

上記装置を使用し、マルチチャンバー成膜装置と同様に膜厚分布、組成分布他、装置

の信頼性等の検証をおこなった。 

 

２－３．蒸着重合装置を用いた実証研究 

①耐食性評価 

実際のマグネシウム製品での評価に先立って、マグネシウム板材への成膜、評価をし

た。これまでの実験で選定したモノマーを用い、インライン式成膜装置で、マグネシウ

ム板材にポリ尿素を成膜し、耐食性評価をおこなった。 

まず、簡易試験として 1 mol/ｌの NaCl 溶液中にポリ尿素成膜をしたマグネシウムを

配置し印加電圧 25V をかけて耐食性を調べた試験概略図を図 B-(3)-10 に示す。 

   

 
 

 

   
  

蒸発源
基板トレイ 
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図 B-(3)-10 耐食性評価簡易試験 

 

②密着性評価 

耐食性と同様に、実際のマグネシウム製品での評価に先立って、マグネシウム板材へ

の成膜、評価をおこなった。実用化の際の評価としては、塩水噴霧試験後に密着性試験

をおこなうが、前評価として温水に浸漬後の密着性試験をおこなった。試験方法として

は、ポリ尿素成膜をしたマグネシウム板を 45℃の温水に 30min 浸漬し、その後、碁盤目

剥離試験をおこなった。 

 

２－４．実用化に資する導入シナリオとビジネスモデルの策定 

マグネシウム板材に成膜しての耐食性および密着性が良好であったので、実用化が期待

されるマグネシウムスピーカーにポリ尿素を成膜し、サンプル品を作製した。基板ホルダ

ーにスピーカー800 個搭載可能な冶具を作製し、成膜をおこなった。冶具概略図および写

真を図 B-(3)-11 および図 B-(3)-12 に示す。 

 

 

     図 B-(3)-11 冶具へのスピーカー配置図 

 

 

進行方 

１mol/l NaCl溶液 

＋－ 
２５V 

Mg 

PU

Al 
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図 B-(3)-12 成膜冶具 

 

 

 

３．研究結果と考察 

（１）塗膜材料の開発 

①モノマーの選定 

合成実験をおこなったモノマー組合せを表 B-(3)-4 に示す。平成 18 年度は 9 種類(表

B-(3)-4 中 H18 と記載)を合成し評価し，平成 19 年度は、平成 18 年度に合成した組合せ

を絞り込んだ 6種類に新たな組合せ３種類、あわせて 9種類(表 B-(3)-4 中 H19 と記載)

を合成した。なお斜線部は予備実験の結果、時間的な制約を考慮して中止とした。 
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表 B-(3)-4 ポリ尿素膜合成に使用したモノマーの組み合わせ 

 

 
芳香族 脂環族 脂肪族

TDI NDI MDI XDI H6XDI H12MDI NBDI HDI 

芳
香
族 

MDA 
H19 

 
  

H18-19

 

  H19 

 

H19 

 
    

NDA   
H18 

 
            

FDA 
H19 

 
            

H18 

 

脂
環
族 

H6XDA 
H19 

 
    

H19 

 

H18-19

 
      

H12MDA       
H19 

 
  

H19 

 
    

脂
肪
族 

DAH     
H18-19

 
          

DAH7     
H18-19

 
          

DAD 
H19 

 
  

H18 

 

H18-19

 

H18-19

 

H19 

 
    

 

②性能評価 

マグネシウム合金基盤にポリ尿素を被覆したサンプルで耐食試験（塩水噴霧 48 時間）

をおこない、上記モノマー組み合わせから１種に絞り込みをおこなった。以下に各モノ

マー組み合わせの試験結果を示す。なお、試験結果はレイティングナンバー（RN）で表

す。RN とは、試料の腐食状況の目視評価で、無欠陥は RN＝10，腐食面積率 50％以上を

RN＝0 とする。 

 

図 B-(3)-13 塗膜なし ＲＮ＝０ 

 

 

 

ジアミン  

ジイソシアナート  
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図 B-(3)-14 化成処理 ＲＮ＝１ 

 

 

図 B-(3)-15 DAD／MDI  0.6μm  ＲＮ=3 
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図 B-(3)-16 H6XDA／H6XDI  1.5μm ＲＮ=6 
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図 B-(3)-17 FDA／NDI 0.75μm   ＲＮ=8 
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図 B-(3)-18 MDA／MDI 1μm    ＲＮ＝8 
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 図 B-(3)-19 DAD／H6XDI 1μm  ＲＮ=10 
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以上の結果より、ジアミン：DAD（1,12-Diaminododecane、脂肪族）＋ジイソシアナー

ト：H6XDI（1,3-Bis(isocyanatemethyl)cyclohexane、脂環族）の組み合わせを採用した。 

 

②モノマーの組み合わせと性能 

前項の各モノマー組み合わせで作製したポリ尿素膜の物性値を測定した。下図

B-(3)-20 は各モノマー組み合わせと特性をまとめたものである。 

 

 

           図 B-(3)-20 モノマーの組み合わせと性能 

 

（２）均一被覆技術の開発 

①マルチチャンバー成膜装置の膜厚分布 

マルチチャンバー成膜装置でポリ尿素成膜をおこない、成膜領域内での膜厚分布を測

定した。モノマーは、研究開発項目①で選定した DAD と H6XDI の組み合わせで、成膜時

間は 30min でおこなった。結果は、同一面内での膜厚分布が大きく、また上段、中段、

下段での分布も大きいことが分かった。下段では面内分布は大きくないが、全体の膜厚

が極端に薄くなっている。分布ができる原因は、モノマー導入管付近が厚くなっている

ことから、モノマーの流れの影響と考えられる。膜厚分布の測定結果を図 B-(3)-21 に示

す。 
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              図 B-(3)-21 成膜領域内格段の膜厚分布 

 

以上より、マルチチャンバー方式では、均一な膜厚分布を得ることが困難であること

が判明した。 

 

②マルチチャンバー成膜装置の組成分布  

均一被覆にあたって、膜厚分布と同時に組成分布も重要な要素である。合成したポリ

尿素膜のモノマー組成比は、FT-IR（赤外分光光度計）を用いて 2270cm-1付近に現れる未

反応イソシアナートのピークを基準に判断する。成膜領域内の場所ごとの FT-IR 測定結

果を図 B-(3)-22 に示す。 

 

       

           図 B-(3)-22 成膜領域内（同一面内）組成分布 
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膜厚分布同様に成膜領域内での組成分布もできてしまう。原因は、膜厚分布同様にモ

ノマー導入口の位置と考えられる。 

 

③マルチチャンバー成膜装置の再現性 

膜厚分布および組成分布の測定を繰り返した結果、組成分布のばらつきが試行ごとに

違っていた。そこで、再現性をみるため同条件で成膜を数バッチおこない、同一位置の

組成を FT-IR 測定した。3バッチ分の測定結果を図 B-(3)-23 に示す。 

          

  

1 バッチ目 

 

 

        2 バッチ目 

        

 

        3 バッチ目 

図 B-(3)-23 バッチごとの FT-IR 測定結果 

 

1 バッチ目と 2バッチ目のピーク形状はほぼ同じであるが、3バッチ目のピーク形状は

明らかに他の 2 つと異なる。原因としては、成膜中の圧力が高いため、2 種類のモノマ
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ーが均一に拡散せずに、試行ごとに拡散の仕方が異なってしまうからだと考えられる。 

 

④成膜装置のインライン化に向けての予備実験 

インライン化への予備実験として、改良したノズルを使用しての成膜実験を行った。

基板進行方向に垂直な方向の分布を測定した結果を図 B-(3)-24 に示す。基板はノズル前

に固定。ノズル－基板間距離は 30mm。成膜時間は 3min でおこなった。 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 B-(3)-24．ノズル縦方向分布 

ノズル縦（インラインでは進行方向に垂直）方向の分布は、モノマー導入部（底辺か

らの距離２００mm 付近）で若干変動はあるが、導入部から下の部分ではほぼ均一となっ

た。また、上部はチャンバー天井に近いため、基板が温度の影響を受けている。 

また、ノズル横方向分布を図 B-(3)-25 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          図 B-(3)-25．ノズル横方向分布 

ノズル横（インラインでは進行）方向ではノズル中心から±50mm の範囲で 1μm 以上

（3min)成膜される。 

以上から、この成膜条件では成膜範囲は約 100mm、平均成膜ﾚｰﾄは 1μm/min で成膜可

能であると計算される。（図 B-(3)-26） 

これにより、開発目標値である膜析出速度 0.2μm/min よりも 5倍の速度で成膜が可能
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であることが確認できた。 

      

図 B-(3)-26．ノズル性能 

 

以上の結果から、インライン式成膜装置を作製し、成膜実験をおこなった。 

 

⑤インライン式成膜装置の膜厚分布 

インライン式成膜装置でポリ尿素成膜をおこない、成膜領域内での膜厚分布を測定し

た。モノマーは、研究開発項目①で選定した DAD と H6XDI の組み合わせでおこなった。

また、成膜条件の調整がしやすいように、蒸発源を１つのみ使用し、ワークの代わりに

Al 箔を設置し片面のみ成膜をおこなった。 

結果は、有効成膜領域内で±10%以内の膜厚分布を達成した。図 B-(3)-27 に有効成膜

領域および膜厚を示す。図の赤点線枠内が有効成膜領域、膜厚の単位はμm である。 

Al 箔での分布が良好であったため、実際にマグネシウム板(100mm×75mm)へ成膜をお

こない、膜厚分布測定をした結果、Al 箔同様、開発目標値である±10%以内の膜厚分布

を達成した。 
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          図 B-(3)-27 有効成膜領域内の膜厚分布 

 

⑥インライン式成膜装置の組成分布 

インライン式成膜装置でポリ尿素成膜をおこない、成膜領域内での組成分布を測定し

た。合成したポリ尿素膜のモノマー組成比は、前記と同様に FTIR（赤外分光光度計）を

用いて 2270cm-1 付近に現れる未反応イソシアナートのピークを基準に判断した。有効成

膜領域内の場所ごとの FT-IR 測定結果を図 B-(3)-28 に示す。 

 

 

           図 B-(3)-28 インライン式成膜装置の組成分布 

 

FT-IR 測定したピーク形状は、有効成膜領域内のどの部分でも一致している。以上よ

り、インライン式にしたことにより組成分布が改善されたことがわかる。 

 

1  1.2   1.2   1.2 

 

1.3    1.2   1.2   1.2 

 

1.2    1.2   1.2   1.3 
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⑦インライン式成膜装置の再現性 

これまでの実験で、マルチチャンバー成膜装置では膜組成の再現性がとれていないこ

とがわかった。そこで、インライン式成膜装置での再現性をみるため同条件で成膜を数

回おこない、同一位置の組成を FT-IR 測定した。3回分の測定結果を図 B-(3)-29 に示す。 

 

 

          成膜 1回目 

 

          成膜 2回目 

 

                  成膜 3 回目 

 

       図 B-(3)-29 成膜回数ごとの FT-IR 測定結果 

 

1～3 回目とも、FT-IR 測定結果のピーク形状は同じである。このことから、インライ

ン式にしたことにより成膜の再現性が改善されたことがわかる。 

以上より、インライン式成膜装置で成膜することによってポリ尿素膜の均一被覆がで

きることを示せた。 
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  ⑧基板両面成膜 

前項までは、蒸発源を 1 つのみ使用し、基板の片面のみの成膜検証をおこなった。片

面での均一被覆が確認できたので、次に、インライン装置の各蒸発源を 4 つ同時に使用

し、両面成膜をおこなった。成膜したポリ尿素膜の膜厚を図 B-(3)-30 に示す。測定およ

び評価がしやすいように、基板ホルダーの両面に Al 箔を設置し成膜を行った。 

 

 

             図 B-(3)-30．表面および裏面の膜厚 

 

以上より、板状基板表裏平均膜厚±5％での成膜が確認でき、開発目標値±20％をクリ

アすることができた。 

 

（３）蒸着重合装置を用いた実証研究 

①耐食性評価 

研究方法の項で記した耐食性評価簡易試験をおこなった。試験の結果、マグネシウム

に腐食はなく、成膜したポリ尿素膜に耐食性があることが示せた。上記試験をおこなっ

たポリ尿素成膜マグネシウム板とマグネシウム素材板の比較写真を図 B-(3)-31 に示す。 

 

2.0～2.1 1.9～2.0 膜厚(μm） 

2・4側(裏) 1・3側(表) 蒸発源 No 

 蒸発源２ 

 蒸発源３ 

 蒸発源４ 

 

蒸発源温度固定 

  蒸発源１ 
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  ポリ尿素成膜 Mg     Mg 素材 

図 B-(3)-31 耐食性の比較 

 

 

簡易試験で耐食性の確認ができたので、日本金属㈱にて塩水噴霧試験をおこなった。

試験時間は 48 時間でおこなった。試験結果は RN＝10 と良好であった。図 B-(3)-32 は試

験結果である。 

 

 

図 B-(3)-32 塩水噴霧試験結果 

 

 

 

②密着性評価 

試験結果は、剥離がなく、45℃での密着性は良好であった。試験結果を図 B-(3)-33 に

示す。 
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図 B-(3)-33 碁盤目試験結果 

 

前評価の結果が良好であったので、耐食性と同様に日本金属㈱にて密着性評価もおこ

なった。評価結果は 100 中 1 マスも剥がれる事がなく、100/100 だった。 

 

③サンプル成膜 

インライン装置を使用し、マグネシウムスピーカーに成膜したポリ尿素膜の FT-IR 測

定結果を図 B-(3)-34 に示す。ポリ尿素のピーク形状が確認でき、スピーカーサイズでは

あるが、立体形状に成膜できることが実証できた。 

また、インライン式成膜装置の試運転を繰り返し、開発目標である 16 バッチ／日、20

日間連続運転の可能性を見極めた。 

 

 

  図 B-(3)-34 スピーカーに成膜したポリ尿素の組成 

 

 

 

 

（４）実用化に資する導入シナリオとビジネスモデルの策定 

図 B-(3)-35 にマグネシウムスピーカーにポリ尿素成膜したサンプルの耐食性評価結

果を示す。48 時間の塩水噴霧試験で腐食しないことから、マグネシウムスピーカーへの

塗膜として実用化の可能性を示せた。 
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             ポリ尿素被覆      化成処理品（腐食発生） 

             図 B-(3)-35 サンプル品の評価結果 

 

また、客先にマグネシウムスピーカーサンプルを提出し、マグネシウムスピーカーの

音質評価をしていただいた。表 B-(3)-5 は、ポリ尿素成膜マグネシウムスピーカーの客

先(A 社)での音質評価である。この評価結果からも実用化の見通しができた。 

 

 

        表 B-(3)-5 従来スピーカーとマグネシウムスピーカーの比較(A 社) 

 

４．まとめ 

以上をまとめると、次のようになる。 

① 材料モノマーを選定し、マグネシウムの防食膜として必要な耐食性を有するモノマー組合

せとして、ジアミン：DAD（1,12-Diaminododecane、脂肪族）＋ジイソシアナート：H6XDI

（1,3-Bis(isocyanatemethyl)cyclohexane、脂環族）を採用した。 

② 実用規模試作機としてインライン式成膜装置を作製し、マグネシウム材への成膜実験をお

こない、膜析出速度 1μm/min となる各成膜条件を確立した。また、板状基板表裏平均膜

厚±5%以内、100mm×75mm 板状基板内膜厚分布±10%以内を達成した。 

③ ポリ尿素を成膜したマグネシウム板に対し 2日間の塩水噴霧試験をおこなった。試験結果

は RN＝10 と良好であった。 

④ 客先(A 社)にポリ尿素成膜のマグネシウムスピーカーサンプルを提出し、音質評価で良好

な結果が得られた。これにより、実用化への見通しが得られた。 

 

以上の研究成果から、VOC を使用せずにマグネシウム材料の防食膜を成膜するという技術

の実用化という本研究目的においては、ポリ尿素によるマグネシウム合金の腐食防止という

世界初の成果が得られ、マグネシウムスピーカーへの適用がされる見通しがなされた。 

今後の課題としては、本研究期間ではサンプル成膜の段階のため、大量生産をおこなった

従来品（PP,Aｌ合金） 

・全体的に曇った感じ 

・奥行き感や表現力は若干弱い

・声の透明度が低い 

Mｇ合金 

・分解能が高く明瞭なサウンド 

・低歪 

・透明度高い 
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際の品質の安定性の確立が要求される。課題解決のために、装置構造および成膜条件の最適

化をはかり、量産化に対応可能とする。 

また、今回の研究ではマグネシウムスピーカーへの成膜をおこなったが、現在、ノート PC

の筐体としてポリ尿素成膜マグネシウムのサンプル製作依頼も受けており、立体的形状の金

属基板の防食被膜形成の重要性を感じている。今後は、さらに様々な形状のマグネシウム材

料への適用を検討し、対応可能な成膜条件を見出し、本塗膜技術のさらなる普及を目指す。 

本塗膜技術のさらなる普及により、現在の課題になっている塗装工程の多さによるコスト

の問題が解決され、マグネシウム合金の用途拡大がなされると期待できる。 
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２－Ｂ－（４） テーマ名：有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発 

― (有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセスの開発) － 

 プロジェクトリーダ：所属 ケミクレア 氏名 三浦 偉俊    

実施企業   株式会社ケミクレア 

      独立行政法人産業技術総合研究所 

1、研究概要 

1-1 背景    

 エステル類はそれ自体で香料、工業用殺菌剤などのコモディティ薬品として広く利用さ

れているが、また医農薬や太陽電池用増感色素に代表される機能性材料の中間体としても

重要な化合物である。 

機能性材料の中間体として重要な機能性エステル類の一般的な製造法は１）DCC（ジシク

ロヘキシルカルボジイミド）等の高価な脱水縮合剤を使ってカルボン酸とアルコールを直

接反応させる方法や 2）カルボン酸をいったん塩化チオニル等のハロゲン化剤で活性な酸ク

ロリドに変換し、塩基の存在下でアルコールを反応させる方法が広く使われている（図

B-(4)-1）。  

カルボン酸
R CO2H R' OH

C
O

NCN H
NC

H
N

O
+

SOCl2

SO2  +  HCl OR'R

O

R Cl R' OH+

DCC
廃棄物(DCC尿素)

KOH

KCl

アルコール

アルコール
酸クロライド

エステル

 

         図 B-(4)-1：エステル類の一般的製造法 

 

1）の方法は縮合剤に起因する多量の産業廃棄物が副生し、また 1）、2）両方法ともに縮

合剤やハロゲン化剤の製造に多量の有害化学薬品が使われている。このような理由で機能

性エステル類の製造はトータルでみると、環境負荷が非常に大きく、かつ E ファクター（化

学合成反応で副生成物量を目的生成物量で除した値）が高いプロセスであるため、その多

くは中国やインドなど環境規制の緩い外国に生産が委託されているものと推測される。し

かしながら、これらの国でも規制強化により製造法の改善や変更が強く求められているの

が現状である。 

コモディティエステル類の生産量は機能性エステルに比べ、PET（Polyethylene 

Terephthalate の略）などのポリマーを除いても桁違いに多く、その製造は遥かに E ファク

ターの低い方法が使われている。ポリマー型エステル類の製造はエステル交換法が主であ

るが、大半はカルボン酸とアルコールを直接反応させるフィッシャー法（図 B-(4)-2）によ

るのが一般的である。 
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R CO2H R' OH+ C
O

OR'R
+ H2O

H2SO4（触媒） / toluene

平衡反応
共沸剤による除去カルボン酸 アルコール エステル  

図 B-(4)-2：フィッシャー法反応式 

 

しかしながらこの方法にも 1）硫酸などの腐食性の高い有害薬品を触媒として使うこと、

2）平衡をずらし収率を向上させる目的で共沸剤を多量に使うこと、3）反応時間が長く、

エネルギーコストや人件費が高いこと、などの欠点がある。 

このようにエステル製造のプロセスには、反応溶剤を兼ねてトルエンや四塩化炭素等の

PRTR（Pollutant Release and Transfer Register の略、化学物質排出移動量届出制度） 規

制物質が多量に使用されているのが現状であり、環境負荷低減のネックにもなっている。

多量の有機溶剤の使用は VOC（Volatile Organic Compounds の略、揮発性有機化合物）削

減という社会のニーズにも合致しないために、製造プロセスの改善は早急に解決されるべ

き重要課題の一つである。 

以上のような理由で有害廃棄物や有害化学薬品、特に VOC が大幅に削減でき、E ファクタ

ーと環境リスク、エネルギーコストの低いクリーンな新規エステル合成プロセスの開発と

実用化が近年強く望まれている。 

 

1-2 本研究の目的 

本研究は、有害化学物質リスク削減プロジェクトのインプラント対策技術開発の一環と

して、上記の欠点を克服した工業的な「有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセスの

開発」を目的とした。 

具体的には機能性エステル類のうちから将来増産が期待される 1）ハロゲン化酢酸エステ

ル類と、2）アミノ酸エステル類をターゲットとして選び、有害化学薬品と VOC、副生廃棄

物が大幅に削減でき、かつ省エネ化も同時に実現できる「高効率・低リスク型エステル合

成プロセス」を確立することである。 

 

1-3 研究の方法 

上記目的達成のために、コモディティエステル類の製造に広く利用されているフィッシ

ャー法を、エネルギー利用効率の高いマイクロ波加熱を利用して、有機溶剤や硫酸などの

有害化学物質を使わず、水以外の廃棄物の副生しないクリーンで汎用なエステル合成プロ

セスに再構築することを目指して研究開発を行った。 

 

1-4 開発課題と実施計画  

ブロモ酢酸とベンジルアルコールのエステル化をモデル反応として選び（モデル化合物

の選択理由は後述）、無触媒・無溶剤条件という単純化された系でマイクロ波加熱（マイク

ロ波を選択した理由は後述）を使って、装置設計を含むエステル化の基本プロセスを確立

する。 
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上記モデル反応では基質の構造特異性により触媒は添加しなくても良いが、プロセスの

汎用化には基質の適応範囲を大幅に拡大することが必要であり、そのためには高性能触媒

の開発が必須である。その目的で、新規高性能触媒を分子設計の手法を駆使してテーラー

メイドで開発する。これにマイクロ波加熱を組み合わせて形成される、新規反応場の複合

効果を利用して、反応の効率化による高速化と選択性の向上を図る。これと並行してマイ

クロ波反応装置の設計と安全性確保のために必要な誘電データなどの物性測定を行い、基

礎データを集積する。また、適応範囲拡大及び基本プロセスの水平展開として、アミノ酸

エステル製造のための最適条件設定の基礎検討も行う。更に、新規プロセスの早期実用化

と普及を図るために、中国や国内のメーカーのヒアリングも含む市場調査を実施し、これ

らの結果をもとに技術の導入と普及のためのビジネスモデルを策定する。 

この戦略をもとに以下の 4 項目の開発課題を設定し、株式会社ケミクレアと独立行政法

人産業技術総合研究所が分担・協力して研究を行った。また、触媒開発等の基礎検討の一

部は国立大学法人岐阜大学工学部への再委託で実施した。 

 

① 実用化エステル大量合成プロセスの開発（ケミクレア） 

自己触媒能の期待できるブロモ酢酸ベンジルの製造をモデル反応（選定理由は後述）

として、マイクロ波加熱による無触媒・無溶剤のクリーンな工業的製造プロセスを開発

し、装置設計を含む基本システムを構築し効果を実証する。 

② マイクロ波加熱による高効率・低リスク型エステル合成法の開発（産総研） 

効率的でかつ安全性の高いマイクロ波反応装置の設計とシステム化に必要な基礎デー

タを集積するための基盤研究を行う。また、汎用化の目的で、①の基本システムの水平

展開としてアミノ酸エステルの製造に適した最適条件設定のための基礎検討を行う (マ

イクロ波反応装置設計の重要性は後述) 。 

③ 新規反応場によるエステル合成の開発（ケミクレア、再委託先：岐阜大学工学部） 

 当該エステル化プロセスの汎用化のために、分子設計の手法を用いてテーラーメイド型

新規触媒の開発を行う。次に、新規触媒とマイクロ波加熱の組み合わせで形成される新規

反応場の複合効果を有効に利用するための基礎検討を行う。 

④ 実用化に資する導入シナリオとビジネスモデルの策定（ケミクレア） 

 当開発エステル化プロセスの早期実用化と普及のためのビジネスモデルを策定する。ビ

ジネスモデルはプロジェクトの方向性のチェックと事業化見通しを判断する材料とする。 

 

上記 4 項目の検討で開発された技術の有機的な結合とブラッシュアップによって、当該

エステル化プロセスの汎用化が図られ、普及により国内市場に貢献できる。さらに国際競

争力強化などの波及効果も期待される。 

 

ブロモ酢酸ベンジルをモデル化合物に選んだ理由 

この化合物は医農薬やファインケミカルの重要な中間体であるが、ケミクレアで製造実

績があり、従来法と新規開発技術の比較が正確にできるのが最大の理由である。また、ブ
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ロモ酢酸は酸性度が高く自己触媒能が期待され、触媒の添加が不要になり反応システムと

装置設計が簡単になることが予測されたためである。 

                       

マイクロ波加熱選択の理由         図 B-(4)-3：マイクロ波加熱概要 

 マイクロ波は有史以来の伝統的な加熱

とは異なり、被加熱物を直接・均一に高

速加熱できる新しいエネルギー源であり、

食品やセラミックスの加熱、乾燥、焼成、

ゴムの加硫、樹脂の架橋等に広く用いら

れ、近年ナノ微粒子等の機能性材料の製

造等にも顕著な効果が認められる。 

その一方で、有機反応への応用は遅れ

ていたが、近年デスクトップ型マイクロ

波合成装置の普及により、多くの合成反

応が報告がされるにいたっている。これ

らの例からは、反応の高速化（数十倍～

千倍）や選択性の向上や無溶媒化が認め

られる。 

加熱手段をマイクロ波に変えることにより、製造設備の小型・簡略化、反応工程の削減、

低環境負荷化、省エネ化による炭酸ガス排出量の削減、低コスト化、品質向上等の効果が

期待される。これらのうち特にエネルギーコスト削減効果が期待され、製造プロセスへの

マイクロ波技術の適応の必要性は高まっているが、これまで実用化された案件は、分子内

転移反応に代表される分子内反応が主であり、エステル合成など分子間反応への応用は極

めて少なく、クリアすべき技術的課題も多い。 

 

マイクロ波反応装置設計の重要性と課題  

マイクロ波反応装置設計における問題点は、液相の分子間反応に適した設計指針が未確

立なことであった。本検討で解決すべき重要課題の一つは、マイクロ波照射装置の設計と、

それに効果的な脱水法を組み合わせた新規システムの構築にあった。 

開発課題 4 項目の目標スペックは以下の通りである。  

 ①実用化エステル大量合成プロセスの開発 

   ・E ファクター5 以下 

・反応時間 6 時間以内 

・収率 80%以上 

・年産数トンレベルの製造装置の設計と実証 

 ②マイクロ波加熱による高効率・低リスク型エステル合成の開発 

・プロセス実用化に必要なマイクロ波利用のための要素技術の確立。 

・効率的なエステル合成に必要な反応条件の検討(既存の触媒の利用など) 

Ⅲ.2－208



  ・アミノ酸エステル合成プロセスの基盤研究 

 ③新規反応場によるエステル合成の開発 

      ・開発プロセスの高効率化と汎用化のための新規高性能・高選択性触媒の開発 

・マイクロ波加熱と新規触媒の組み合わせで形成される新規反応場を有効に利用する

エステル合成プロセスの基礎検討 

 ④実用化に資する導入シナリオとビジネスモデルの策定 

 ・本開発技術導入のための市場調査 

・リスク削減効果の自己評価と導入シナリオの策定 

・ビジネスモデルの作成 

 

1-5 本研究の意義 

 上に述べたように、マイクロ波反応装置を使う化学反応プロセスの早期実用化の要望は

国内外を問わず非常に高いが、コスト削減対策に追われる国内の民間企業では新規プロセ

ス開発が必要とされる基礎的研究は後回しになっている。高効率で低リスクのエステル化

プロセスが開発できれば、国内の環境リスク低減に留まらず、海外に依存している E ファ

クターの高いエステル類などの化学物質の国内での製造も可能となり、国際競争力の強化

につながる。このような基盤的研究は国家プロジェクトで実施することが好ましく、開発

要素と学術的検討内容のバランスを考慮すると産官学による共同開発が好ましく、最も効

果的であると考えられる。 

 

2、研究結果 

2-1 実用化エステル大量合成プロセスの開発（ケミクレア） 

《要約》 

ブロモ酢酸ベンジルをモデル化合物に選び、マイクロ波加熱と物理的脱水法を組み合わせ

たベンチ式モデルプラントを設計・製作した。この方式の採用により、トルエン（PRTR 規制

物質）を全く使用しないで、年間トンレベル（年産 14 トン）のエステルの製造が可能であり、

更に、廃棄物処理費を 7 割以上削減できることが実証された。E ファクターは目標 5 以下に

対して 0.86(リスク削減効果)を達成した。 

  

図 B-(4)-4 モデル反応（ブロモ酢酸ベンジルエステルの合成） 

OH + BrCH2COOH O + H2O

O

Br

ベンジルアルコール
　Mw 108.14
　沸点 208℃

ブロモ酢酸
　MW 138.95
　沸点 203℃

水
　Mw 18.02
　沸点 100℃

ブロモ酢酸ベンジル
　MW 229.07
　沸点 170℃/22ｍｍHg  

 

《検討の詳細》 

 モデル化合物のブロモ酢酸ベンジルは、現在、共沸溶媒としてトルエンを多量に使う E
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図B-(4)-5：通常加温ｖｓマイクロ波加温
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ファクターの高い方法によって生産されている。これをクリーンなエステル化プロセスに

再構築するために、以下の順番で検討を行った。 

 

① 反応の無溶媒・無触媒化の検討 

ブロモ酢酸は強酸であり、自己触媒反応が期待される。そこで無溶媒・無触媒条件での

反応を行い、化学平衡時のエステル転換率をチェックした。反応はオイルバス加熱でも、

マイクロ波でも概ね同様に進行し、副生する水を除去しない条件では 60%で停滞した。 

 

② 脱水法の検討 

 水の除去が重要なファクターであることが解った。そこで、この系に組み込む最適の脱

水法を探すため、以下の 3 つを検討した。 

1）脱水剤を使う方法：通常の脱水剤の効果は極めて低く、モレキュラーシーブ以外は実用

性が低かった。また、装置設計の際にシステム化が難しく、採用に至らなかった。 

2）膜分離による脱水法：ゼオライト膜を検討した。反応促進効果は確認されたものの能力

不足のために断念した。 

3）物理的脱水法：適度の減圧条件下で、水を系外に留去する方法が効果的であった。 

以上の結果から、減圧下の水の留去プロセスをシステムに組み込むこととした。 

 

③ マイクロ波反応装置の基本設計（マルチモード照射の採用） 

ブロモ酢酸ベンジルの製造において、図 B-(4)-5 に示したようにマイクロ波加熱のほうが

従来の加熱法よりも効果的であることが分かった。エネルギー利用効率と装置設計の容易さ

から当該エステル化反応装置にはマイクロ波加熱を採用した。また、マイクロ波の照射法二

種を検討した結果、シングルモードおよびマルチモード照射の差は少なく、装置設計の自由

度の高いマルチモード照射を

採用した。なお表中の転化率と

は、残存原料量を使用原料量に

て除した値である（注：ここで

シングルモードとは一方向か

らのマイクロ波照射法であり、

マルチモードとは多方面から

の乱反射様のマイクロ波照射

法である。通常、大スケールに

適しているのは後者であるこ

とが知られている）。 

 

④ 反応温度（多段階昇温の効果）、減圧度の設定 

詳細な検討の結果、反応温度は 125～150℃、減圧度は 100mmHg 前後が好ましい事が分かっ

た。また、初期の反応温度が高いほど、不純物が生じやすい傾向にあることも明らかとなり、
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減圧＆水除去ライン

反応初期

反応中期

オーバーフロー

反応前基質

反応終期

減圧＆水除去ライン

図B-(4)-6： 流通式反応装置略図

段階的昇温が有効であることが分かった。以上のような理由で連続釜型反応方式を検討した。 

 

⑤【多段階昇温－流通式（CSTR）】の採用 

 スケールアップにおいて、1 つの反応器

でバッチ式生産をくりかえすよりも、反

応器の直列連結で構成される流通式の連

続釜型反応装置（CSTR）が有利な場合が

多い。とりわけマイクロ波加熱反応には

この方式が適していると考えられる。図

B-(4)-6 にシステムの概念を示す。 

 

 

 

 

⑥ マイクロ波加熱を用いたエステル化反応装置の設計 

連続釜型反応装置（CSTR）の設計のために必要な基礎データの集積を行った。 

流通式では、滞留時間分布関数を考慮した設計が必要である。 

   N=1（反応器１つ）   E(θ) = exp(－θ)  

   N≧2（反応器２つ以上） E(θ) = [NN / (N-1)!]*θN-1exp(-Nθ) 

 シミュレーションの結果は以下の通りである（図 B-(4)-7）。 

図B-(4)-7：　滞留時間分布図
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 この図の解析で滞留時間分布が正規分布に近い形となるために 3つ以上の反応器の連結が

必要であり、滞留分布関数と反応速度式 x=kt / (1+kt)（x：転化率、k：反応速度定数、t：

時間）を組み合わせて予測すると、3 段階昇温（一段あたりの熟成時間 15 分）で転化率は

75%以上に達するはずである。 

 上記の検討を踏まえて、マイクロ波加熱反応容器を 3 段に連結した段階的昇温装置を選

択した。基本設定は以下の通りである。 

・ 反応器のサイズは１L（反応溶液量は 500mL：流速最大 33mL/分）。 

・ 3 つの反応器を直列に繋ぎ、低温、中温、高温の３段階にて反応させる。（総反応時間

は 15 分×3 台＝45 分）最大流速 33mL/分で、エステルの生産能は 3kg/h となる。 
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・ 水の留去は減圧で行う。そのため反応器上部に水の留出ラインを取り付ける。 

・ マイクロ波の出力は最低でも 500 ワットから 1,000 ワットの能力が必要。 

・ 原料タンクから反応容器への反応基質のフィードは、チューブ式送液ポンプで行い、

残りはオーバーフロー送液で行う。非常時に緊急停止ボタン一つで停止する安全性シ

ステムの導入が必要。 

・ 温度計は光ファイバ温度計を使用する。 

・ 反応容器の材質：オーバーフィード部はガラス、それ以外は PTFE（Polytetra 

fluoroethylene の略）製とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦実証試験 

 上記設計に基づき試作したモデルプラントを使って、実証試験を行った。次表に従来法

と新規開発プロセスの比較を挙げた。 

表 B-(4)-1 従来法と新規開発プロセスの比較 

 従来法 

（バッチ式スチーム加温） 

新規開発プロセス 

（マイクロ波、CSTR ラボ実験）

使用溶媒 トルエン（PRTR 対象物質） なし → VOC 削減効果 

容器サイズ 2000L 1L×3 

E ファクター 3.12 0.83 

廃棄物処理費 171 円/ kg 40 円/ kg 

収率 97% 80% 

単位時間得量 14.7kg/ 時間 3.0kg/ 時間 

発生 CO2量 

（消費電力より） 

0.62kg / kg 0.26kg / kg 

→ CO2削減効果 

エネルギーコス

ト 

22 円/ kg 14 円/ kg 

長所 

 

収率が高い 

単位時間当りの得量多い 

迅速加熱 

エネルギーコスト低い 

人件費・産廃処理費が低い 

短所 

 

反応時間が長い 

トルエンの使用 

濃硫酸の使用 

単位時間当りの得量が少ない 

 

原料供給ライン

光ファイバー
温度計

オーバーフローライン

水留出、減圧ライン

図B-(4)-8： 一段目装置内部

反応液流れ

一段目反応装置

二段目反応装置

図B-(4)-9： 装置全体図
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《成果と課題》 

【成果】 

 ・マイクロ波を使用したモデル反応装置を試作し、連続生産が可能であることを実証し

た。また炭酸ガス排出量とエネルギーコストの削減に成功した。エステルの収率は 80%、

年生産能力 14 トン。                     （目標達成） 

・無触媒・無溶剤による新規エステル合成プロセスを構築し、E ファクター0.8 と大幅な

廃棄物処理費削減（7 割以上削減）を達成した。          （目標達成） 

 

【課題】 

 ・単位時間あたりの得量を上げるためのスケールアップ検討。 

 ・スケールアップ検討に必要となる基礎データの集積と整備。 

 

 

2-2 マイクロ波加熱による高効率・低リスク型エステル合成法の開発（産総研） 

《要約》 

 マイクロ波加熱を利用したブロモ酢酸のエステル化反応プロセスの開発をめざし、最適

反応条件や装置の設定、さらに安全性確保のために必要な要素技術の基礎検討を行った。

また、当該エステル化反応プロセスの適応可能な基質の範囲を広げるため、水平展開とし

てアミノ酸のエステル化反応プロセスを取り上げ、その反応条件設定のための基礎検討を

行った。 

 

《検討の詳細》 

① ブロモ酢酸ベンジルエステル合成における反応物質の誘電特性評価とエステル化反応へ

の効果 

マイクロ波加熱の加熱効率は物質が電気的絶縁体（誘電体）の場合、その物質の誘電特性

に依存する。物質の誘電特性ε&は誘電率 ε’、誘電損失 ε”を係数とした複素式 

"' εεε i+=&    (1) 

であらわされる。マイクロ波を誘電体に照射すると、物質がマイクロ波と相互作用し加熱さ

れる。その発熱量は 

VEP 2
0 "εωε=    (2) 

として表わされる。ω は角周波数、ε0は真空の誘電率、E は電界強度、V は被加熱物の体積

であり、式(2)からマイクロ波で効率良く加熱するには誘電損失が高い材料が有利であること

があることがわかる。 

一方、マイクロ波高吸収物質はマイクロ波エネルギーを内部浸透させ難く、マイクロ波低

吸収物質は内部加熱可能であるが急速加熱させ難い。マイクロ波電力が半減する距離を電力

半減深度 Dといい、 

δεω tan'/1032.3 7×=D    (3) 

であらわすことができる。ここで、tanδ は損失角と呼ばれ、tanδ=ε”/ε’である。この
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電力半減深度の 2～2.5 倍の距離がマイクロ波の内部加熱深度と考えられている。マイクロ波

による加熱および内部浸透を考察していくにはこれらの値を考えなければならない。 

 物質の誘電特性はマイクロ波の周波数や反応温度に大きく依存することがあり、マイクロ

波加熱プロセスを安全に操業するにはこれらの依存性を正確に把握する必要があるが、これ

まで物質の温度依存性についてはほとんど報告がない。 

我々は、本プロジェクトのターゲットであるブロモ酢酸とベンジルアルコールによるエス

テル化反応において、反応状態下での反応溶液の誘電特性を測定し、誘電特性がエステル化

反応にどのように影響しているかを検討した。 

誘電率の測定は、温度調節器を備えた同軸プローブを用いて行った。ブロモ酢酸は強酸性

で金属を腐食するのでステンレスなどの通常の金属からなる測定プローブは使用できないた

め、金メッキすることにより腐食対策とした。 

ブロモ酢酸とベンジルアルコール、1：5（モル比）の混合物の温度を変えて誘電測定を行

った。図 B-(4)-10 に誘電正接（tanδ）と反応温度の相関関係を示す。誘電正接は 80℃付近

で最大値を示し、さらに温度上昇につれて大きく低下した。この結果は、実機での想定反応

温度（125〜160℃）領域ではマイクロ波の注入しすぎによる反応の暴走は起こらない結果を

示しており、ブロモ酢酸ベンジル合成の反応系では実用装置の安全性が確保できることが判

明した。 

            

図 B-(4)-10 ブロモ酢酸ベンジル反応状態での誘電特性 

ブロモ酢酸：ベンジルアルコール=1:5 

 

② アミノ酸エステル合成プロセスの検討 

アミノ酸の直接エステル化反応では、アミノ基がカルボキシル基と容易に反応すること

から、エステル化に際してはこれを保護しておくことが必要となる。アミノ基の保護には

Fmoc（9-fluorenylmethoxycarbonyl）などの共有結合性基が良く使用されるが、反応試薬

が高価であることに加え、反応前の保護および反応後の脱保護反応工程が必要である。本

プロジェクトでは、実用化の観点から、より安価で簡便に保護− 脱保護が可能なブレンス

テッド酸による保護法を用いて反応条件等を検討した。ブレンステッド酸を保護基とする

ことにより、アミノ酸がイオン性化合物となるため、マイクロ波照射条件下では導電加熱

による発熱効果も期待できる。 
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 アミノ酸エステルの一般的合成法は、反応中に生成してくる水をトルエン等の共沸溶媒を

使って除去するものである。基質と共沸溶媒と兼用するアルコールの使用を検討した。アル

コールには沸点がトルエンに近く、水と分離の良い 1-ブタノールを選択した。また触媒と塩

形成のために p-トルエンスルホン酸を使った。反応は、マイクロ波の吸収効率の向上から予

想されたように短時間で進行することがわかった。 

R
H
C

NH2

C

O

O C4H9

C6H4H SO3 CH3

R
H
C

NH2

COOH + + C4H9OHCH3 SO3H

 

    図 B-(4)-11 アミノ酸ブチルエステル p-トルエンスルホン酸塩の合成 

 

この反応では、マイクロ波照射が従来のオイルバス加熱に比べて効率的であり、加速が認

められる（表 B-(4)-2 および図 B-(4)-12a）。詳細な温度測定の結果、マイクロ波照射は内部

温度が急激に上昇するだけでなく、還流温度も油浴よりも高いことが明確になった（図

B-(4)-12b）。この局所加熱効果が、マイクロ波による反応促進の理由だと考えられる。 

  

 表 B-(4)-2： マイクロ波及び油浴でのアミノ酸のブチルエステル化 

    収率 

No. アミノ酸 マイクロ波 油浴中 

1 グリシン 93% 37% 

2 L-アラニン 83% 49% 

3 L-フェニルアラニン 91% 67% 

4 L-ロイシン 59% 20% 

5 L-アスパラギン酸 72% 33% 

   触媒：p-トルエンスルホン酸、アルコール：1-ブタノール 20ml、反応時間：10分 

 

 

図 B-(4)-12 L-ロイシンのブチルエステル化反応 

(a)反応時間と収率の関係 (b)反応時間と反応温度の関係 
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アミノ酸エステル合成反応状態下での誘電特性の評価 

今回の測定では、触媒（p-TsOH）を添加しているため、加温するとエステル化が進行し系

内の組成が変化する結果、誘電特性に影響することが考えられる。そこで一定温度で加熱し

ながら誘電測定を行い、その時点での溶液を分取しエステル化率を核磁気共鳴スペクトル（1H

– NMR）を用いて評価した。 

 ロイシン：BuOH：p-TsOH＝1 : 12 : 1.2 のモル比で反応を進行させた時の誘電データを図

B-(4)-13 に示す。100ºC に到達した時点で測定を開始し、このときエステル化は 18.4%進行

していた。この時点から 60 min の間に反応は 57.6%まで進行したが、比誘電率および誘電損

失に変化はなかった。今回の組成をもつ反応溶液では、反応進行度に対して誘電特性の変化

がないことが明らかとなった。 

 

図 B-(4)-13 ロイシン− ブタノール溶液の誘電特性の経時変化 

誘電特性に関して、以上の検討に加え、アミノ酸―アルコール溶液のアミノ酸濃度依存性、

アミノ酸の種類による依存性、エステル化率の依存性等を検討した。その結果、アミノ酸濃

度 19 mol%までは、アミノ酸の種類やエステル化率による誘電特性への影響は小さく、初期

の誘電特性値を反応終始の考察材料として利用できることがわかった。また、実際の反応条

件で誘電特性を評価した結果、反応温度が最適値を超えるあたりで最大を示すことから、マ

イクロ波の局所集中等の原因で異常過熱が起こる場合でもマイクロ波の吸収は低下し、反応

の暴走は回避されることを示しており、このような場合でも安全性が確保できたと考えられ

る。 

 

《成果と課題》 

【成果】 

 ・室温〜180℃での実反応条件での誘電特性評価法を確立した。       （目標達成） 

 ・エステル化反応のマイクロ波電力半減深度測定を実施した。     （目標達成） 

・マイクロ波利用アミノ酸エステル合成プロセスに適した反応装置を選定した。 

（目標達成） 

【課題】 

 ・マイクロ波利用エステル合成法が適用できるアミノ酸の種類の拡張。 

 ・アミノ酸エステル合成の反応速度解析とそのスケールアップ化。 
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2-3 新規反応場によるエステル合成の開発（ケミクレア、再委託：岐阜大学工学部） 

《要約》 

 リサイクル使用が可能な酸性イオン液体型の新規触媒を開発した。シリカゲルに吸着する

ことにより回収と再利用が容易になり、廃棄物はさらに減少することが期待される。また、

従来の触媒ではまったく反応が起こらなかった立体障害の大きい基質でもエステルが合成可

能な新規フッ化リン酸モノエステル型触媒も開発した。これらの新規触媒の開発によって本

エステル合成プロセスの適応範囲は大幅に拡大した。さらに、マイクロ波加熱との併用によ

り形成される新規反応場の複合効果を検討した。 

 

《検討の詳細》 

ブロモ酢酸ベンジルをモデル化合物として確立した基本エステル化プロセスでは、ブロモ

酢酸の酸性度の高さにより、触媒の添加は必要なかった。しかしながら基質の適応範囲を拡

大し、プロセスを汎用化するためには高性能触媒の開発が必要となる。分子設計の手法を駆

使して、マイクロ波吸収効率を高めたイオン液体型触媒を新規に開発した。図 B-(4)-14 にこ

の触媒の効果を要約した。保護型アミノ酸（5ca）に適用したときの収率は良好であり、この

触媒をシリカゲルに吸着して使用することにより、回収・再利用がさらに容易になる。また、

リサイクル使用が可能であることも分かった。    

 

① イオン液体型固体触媒・無溶媒系 （適応範囲の拡大検討：図 B-(4)-14） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    図 B-(4)-14：イオン液体型固体触媒・無溶媒系（適応範囲の拡大検討） 

 

置換基検討 1

a Carboxylic acid 3 (1 mmol) and alcohol 4 (1 mmol) were used.
b Carboxylic acid 3 (2 mmol) and alcohol 4 (1 mmol) were used.

3a R1 = BrCH2; 3b R1 = BrCH(CH3); 3c R1 = CbzNHCH2
4a R2 = PhCH2; 4b R2 = CH2CH2OH; 4c R2 = (Z)-CH2CH=CHCH2OH; 4d R2 = PhCH(CH3)

工業用殺菌剤
(スライムコントロール剤)

工業用殺菌剤
(スライムコントロール剤)

R1 OH

O
R2OH+

R1 OR2

O

3 4
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5

NN SO3HHO3S

CF3SO32

neat, 80 °C, Time
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@ silica gel
(5 mmol / g of silica gel)

O

O
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5ba (74%)a
Time (48 h)
Recovery of cat. (quant.)

H
N

O

O
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Time (30 h)
Recovery of cat. (quant.)

O

O
Br O Br

O
O

Br

O

Br OO

5ab (68%)b
Time (48 h)
Recovery of cat. (quant.)

5ac (76%)b

Time (48 h)
Recovery of cat. (quant.)

Br
O

O

Ph

5ad (37%)a
Time (27 h)
Recovery of cat. (quant.)

Br O

O

Ph

5aa (83%)a
Time (24 h)
Recovery of cat. (quant.)
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② フッ化リン酸モノエステル型触媒の開発 

 エステル化反応における基質の選択性を高める目的で、分子内に疎水場を持つフッ化リン

酸モノエステル型触媒を開発した（図 B-(4)-15）。 

 この触媒は基質の選択性が非常に高く、硫酸ではまったく反応が起こらなかった基質でも、

生成物エステル(a)を得ることができた（Entry1 vs Entry3）。 

Br
OH

O

PhHO

Catalyst
5 mol%

temp, time

Br
O

O

Ph

a

PhOPh

cb

PhPh

Entry Catalyst Temp
(°C)

Time
(h) a

Yield (%)
b c

1

2

3
OPF

OHO

H2SO4

100

100

80 1

5.5

22.5

0

75

76

0

3

1

60

35

44
 

      図 B-(4)-15：フッ化リン酸モノエステル型触媒によるエステル合成 

 

③ マイクロ波との併用による複合効果の検討 

 新規触媒とマイクロ波加熱の併用により形成される新規反応場の複合効果を有効に利用す

る目的で基礎検討を行った。 

前述のブロモ酢酸ベンジルをモデル化合物とする基本プロセスに、これらの新規開発触媒

を添加して、マイクロ波加熱との併用効果の検討を行った。無溶媒条件でのエステル化反応

において、イオン液体型触媒もフッ化リン酸モノエステル型触媒も加速が認められ、小さい

ながらもエネルギーコストの削減効果が確認された。これに対して有機の保護基でブロック

されたアミノ酸のエステル化では、イオン液体型触媒がより効果的であった。さらに塩保護

型のアミノ酸のエステル化では、スルホン酸系触媒の利用により、非常に大きな併用効果が

観測された。その原因はアミノ基の保護に使う有機酸によって、極性の高い塩が形成され、

マイクロ波吸収効率が極端に増加したものと推察している。これらの検討結果から、新規反

応場を有効に活用するためには、マイクロ波の吸収効果なども考慮した触媒の分子設計など

が重要であることが示唆された。 

  

《成果と課題》 

【成果】 

・プロセスの汎用化と効率向上のために必要な新規触媒を開発した。  （目標達成） 

・マイクロ波加熱と高性能触媒の併用による新規反応場の複合効果が確認された。       

（目標達成） 
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 ・マイクロ波加熱の基質依存性効果を確認し、触媒の分子設計に利用できる知見を得た。   

（目標達成） 

【課題】 

・マイクロ波加熱と併用による、複合化による相乗効果が少ない基質への対策。 

 

 

2-4 実用化に資する導入シナリオとビジネスモデルの策定（ケミクレア） 

《要約》 

文献調査および企業のヒアリング等により中国における化学物質規制と進出日系企業

の動向を調査した。さらに当該「有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセス」に係

るビジネスモデル構築のための調査研究も実施し、本開発技術の導入によるリスク削減

効果と波及効果を見積もった。また、早期実用化に関する導入シナリオを策定しビジネ

スモデルを完成した。 

 

《検討の詳細》 

ファインケミカルの製造では E ファクターは 20～100 以上と言われている。国内におけ

る環境規制の強化に加えてコストダウン要求もあり、これらの E ファクターの高い反応の

多くは環境規制がゆるく人件費の安い中国やインド、東南アジアに流出しているものと考

えられる。機能性エステル類の製造も例外ではない。しかしながら中国では環境規制が強

化されつつあり、さらに人件費の高騰などもあって、これらの化合物の製造を日本国内に

戻す動きも一部にはでてきている。国内で製造する場合においても、当然従来の E ファク

ターの高いプロセスを使うことは許されず、国際競争力を強化する意味においてもクリー

ンなエステル化法の開発が強く望まれてきた。 

中国における規制強化の状況、それに対応する進出日系企業の動向のヒアリングを含む

調査を行い、これにケミクレア独自の調査結果と国内市場調査も加えて、当該新規エステ

ル化プロセスの効果と波及効果を見積もり、技術の早期実用化と普及を図る目的でビジネ

スモデルを策定した。 

 

① 外部調査 

平成 19 年度にヒアリングも含む「中国における化学物質規制と進出日系企業の動向調

査」を、そして平成 20 年度には「有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセスに係る

ビジネスモデル構築に関する調査」を実施した。これにケミクレア独自の調査結果も組

み合わせてビジネスモデル策定のための基礎データとした。 

 

○ 中国市場 

外部調査の結果とケミクレアの中国の子会社からの情報を総合すると、規制強化で環

境リスク削減を強く求められている日系進出企業の状況が明らかになった。要約すると、

製薬関係の企業は主に中国沿岸部に進出しており、今後さらに規制強化が厳しくなること
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が予想される地域に集中している。医薬品の日本国内の市場は横ばいであるのに対して、

中国市場は毎年 15～20%程度の高い伸び率（金額にして約 3000 億円／年）を示しており、

さらに成長が見込め非常に魅力のある市場であることも解った。市場獲得のために中国に

生産拠点を移管している日系製薬企業のヒアリング調査の結果を総合すると、省ごとに「化

学物質規制」が乱立しており、対策も「どこから手をつけたら良いのか定まらない状態」

にある。中国でのビジネスの継続には、早急な環境負荷削減の対策が必要であるとの意見

が大半を占めていた。医薬品製造プロセスの E ファクターは一般的には 20～100 とされて

おり、そのなかには重要中間体であるエステル化プロセスも多く含まれているものと考え

られる。エステル化工程だけを請け負うオンデマンドビジネスの可能性も示唆された。 

 

○ 国内市場 

 本プロジェクトの①実用化エステル大量合成プロセスのモデル化合物に選定したブロモ

酢酸エステル類は年間 200 トン以上が国内で製造されており、増加傾向にある。またアミ

ノ酸エステル類も、最も構造が単純なグリシン･エチルエステル（塩酸塩）だけでも農薬・

殺虫剤ピレスロイドの原料として年間 2000 トン～3000 トンの生産量がある。 

アミノ酸エステル類は、色素増感太陽電池（DSC）の中心素材である増感色素や液晶材料、

さらに不斉反応触媒等の機能性材料の重要な中間体である。太陽電池の調査報告によれば、

2010 年には 3000 億円以上の市場規模である。現在はシリコン系太陽電池が主であるが、仮

に DSC がこのうちの 10％のシェアを獲得すると仮定すると、年間に消費される増感色素は

赤色色素一種類だけでも1tを越える。その出発原料であるアミノ酸エステル類は色素の100

倍以上の生産量が必要になると見込まれる。このように 10 年後にはアミノ酸エステルを含

む機能性エステルの生産量はそれぞれ 10 倍以上の伸びが期待される。機能性エステルの市

場規模拡大と国際競争力の強化に対応するためには、有害化学物質の使用量・廃棄量の削

減が可能なエステル化プロセスの開発と導入、普及が不可欠になってくる。 

 

② ビジネスモデル 

○ 中国市場 

 本開発技術の中国市場への導入シナリオとして医薬品製造プロセス（E ファクター：20

～100 以上）を選び、導入によるメリットを勘案した。本技術により、廃棄物と有害薬品の

削減目標は容易に達成されるが、それに加えて医薬品に特有な残留溶媒対策（例えばトル

エンの濃度限界値は 890ppm）も同時に可能である。この理由で医薬品製造プロセスでも、E

ファクターが高いエステル化工程だけでも改善されれば導入の効果は大きいものと考えら

れる。エステル化工程だけを受注するオンデマンド合成ビジネスも成り立つことが期待で

きよう。中国市場の法規制の強化とコスト削減要求等が追い風となり、製薬を中心とした

進出日系企業の本技術の導入によるメリットは大きく、その波及効果も大きいものと考え

られる。 
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○ 国内市場 

本開発エステル化プロセスは、①有害廃棄物フリーであること、②廃棄物処理設備への

投資削減が可能であること、③医薬品に於ける残留溶媒対策（例えばトルエンの濃度限界

値は 890ppm）が可能であること、④溶媒回収精製コストの削減が可能であること等の多く

の利点がある。国内市場調査で明らかになった機能性エステル類の生産量拡大へむけて、

有害化学物質の使用量と廃棄物の大幅な削減が不可欠となってくる。そのうえ地球温暖化

の一因となる二酸化炭素の排出量の削減も要請がある。上記の利点を有する本技術の導入

は、国際競争力の強化という点においても有効であると考えられる。 

 

③ 波及効果 

以上述べてきたようにファインケミカル分野だけに限定してもエステル化反応の潜在市

場は日々拡大傾向にある。当該技術の導入は、これらのニーズに充分対応できるものと考

えられる。また、本技術の水平展開としてコモディティエステル分野や PET に代表される

エステル型ポリマー製造への適用、更に、一連の合成のエステル化工程に限定したオンデ

マンド合成ビジネスの創成も視野に入れると、種々の波及効果が期待できる（図 B-(4)-16）。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

            図 B-(4)-16：本技術における波及効果 

 

《成果》 

企業のヒアリングを含む調査を実施し、中国における化学物質規制と進出日系企業の

動向と当該有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセスの導入によるリスク削減効果

と波及効果を見積もった。さらに早期実用化に関する導入シナリオを策定し、ビジネス

モデルを完成し、事業化のための今後のプロジェクトの方向決定のための指針とした。      

（目標達成） 

 

１. コモディティエステルへの対応１. コモディティエステルへの対応

当該技術のメリット（有害廃棄物削減、省エネなど）が、

コモディティエステルへの当該技術の応用により、最大限に発揮される。

２. オンデマンド合成ビジネス

原料 中間体Ａ 中間体Ｂ 中間体Ｃ 最終製品

従来法:Ｅファクター（※1）大

マイクロ波利用:Ｅファクター低減

工程全体のＥファクター
大幅低減

３. ポリマーへの展開

合成樹脂
•ＰＥＴ 698t/年

•ＰＢＴ 202t/年
•不飽和ポリエステル樹脂 164t/年

繊維

•ＰＥＴ 295t/年
モノマー

•ＭＭＡモノマー 543t/年
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3、目標の達成度と課題 

 本プロジェクトは、医農薬品や太陽電池用増感色素に代表される機能性材料の中間原料

として重要なハロゲン化酢酸エステル類およびアミノ酸エステル類の工業的規模の製造に

利用できる新規エステル化プロセスの開発にターゲットを絞り、1）副成廃棄物や製造に使

用する有害薬品の大幅な削減と 2）反応プロセスの高速化による省エネ化を実現することを

目的として実施した。 

 

 

《達成度》 

目標の達成度は以下の通りである。 

① 実用化エステル大量合成プロセスの開発 

・ブロモ酢酸エステルの大量合成に必要なマイクロ波加熱、効果的脱水法や反応器設計等の

要素技術を開発して、これらを複合化した有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセス

を構築した。ベンチ式モデルプラントを製作して、連続生産等の実証試験によるプロセス

改良等を行い、大量合成に適応可能なスケールアップの指針を得た。     (目標達成) 

目標               実証試験結果 

E ファクター：5 以下         0.83              (目標達成) 

反応時間 6 時間以内         45min               (目標達成) 

収率 80%以上             80%              (目標達成) 

年産数トンレベルの製造装置の設計  年産 14 トン          (目標達成) 

 

② マイクロ波加熱による高効率・低リスク型エステル合成法の開発 

・マイクロ波加熱を利用したブロモ酢酸のエステル化反応プロセスの開発をめざし、最適

反応条件や装置設計、さらに安全性確保のために必要な要素技術の検討を行った。また、

当該エステル化反応プロセスの適応可能な基質の範囲を広げるため、水平展開としてア

ミノ酸のエステル化反応プロセスを取り上げ、その反応条件設定のための基礎検討を行

った。 

→室温〜180℃での実反応条件での誘電特性評価法を確立した。マイクロ波反応における

プロセス安全性指針や装置設計指針を取得した。             (目標達成) 

→マイクロ波利用によるアミノ酸のエステル化条件や反応装置の基礎検討を実施して、マ

イクロ波利用の有効性を確認した。                  (目標達成) 

 

③ 新規反応場によるエステル合成の開発 

・エステル合成反応に適したイオン液体や高効率触媒の開発を行い、マイクロ波との併用

による新規反応場の複合効果を利用するための基礎検討を行った。 

→プロセスの汎用化と効率向上のために必要な新規触媒としてイオン液体型触媒、フッ化

リン酸モノエステル型触媒を開発した。                  （目標達成） 

→マイクロ波加熱と高性能触媒の併用による複合効果を確認した。    （目標達成） 
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④ 実用化に資する導入シナリオとビジネスモデルの策定 

・本プロジェクトで開発した技術によるリスク削減効果と波及効果を見積もり、実用化

に関する導入シナリオを策定した。さらに周辺分野への本開発技術の利用拡大を目的

として、本開発技術の将来適応可能な製品や市場等を調査し、ビジネスモデルの作成

を行った。 

→本開発技術の導入によるリスク削減効果と波及効果を見積った。    （目標達成） 

→実用化に関する導入シナリオを策定し、ビジネスモデルを作成した。 （目標達成） 

→本開発技術の将来適応可能な製品や市場等を調査した。        （目標達成） 

 

 

《課題》 

本開発プロセスの早期実用化と事業化のためにはスケールアップ検討が重要である。単位

時間あたりの得量を上げるためには、反応速度を上げる必要があり、高性能触媒の開発が重

要である。一方、マイクロ波反応装置の大型化には、反応速度の詳細な解析等の基礎データ

の集積が必要である。また、安全性評価も重要となる。上記の検討課題 4 項目の有機的な結

合と、ノウハウも含む一層の技術のブラッシュ･アップが必要である。 

 

 

《まとめ》 

本開発研究は、有害化学物質リスク削減インプラント対策技術であり、クリーンなエス

テル合成プロセスの構築を目的とするものであり、有害化学薬品、特に VOC と副生廃棄物

の大幅な削減に加え、省エネ化の実現も目的としている。具体的には、コモディティエス

テル類の製造に広く利用されているフィッシャー法を、エネルギー利用効率の高いマイク

ロ波加熱を利用して、有機溶剤と硫酸などの有害化学物質を使わず、水以外の廃棄物の副

生しないクリーンで汎用なエステル合成プロセスに再構築することを目指して研究を行っ

た。この基本プロセスを完成させ、汎用化することによって普及させるためには、より性

能の高い新規触媒の開発とマイクロ波の組み合わせで形成される新規反応場の複合効果の

利用が重要な課題である。当該新規プロセスの普及を図るために、ビジネスモデルを策定

し、将来増産が期待できる機能性エステルを予想し、現在はその開発･事業化を推進してい

る。開発ターゲット商品の決定とマイクロ波反応装置の大型化を中心とするスケール･アッ

プ技術の確立が最重要であるが、それは上記の方法の有機的な組み合わせとノウハウを含

む技術のブラッシュ･アップで充分実現可能と思われる。 

 

 

《特許の取得、成果の普及》 

新規触媒については特許による権利化が重要であるが、当該プロセス開発技術はノウハウ

部分が多く、プロセスの普及のためにできる限り公開の方針をとっている。 

・触媒に関する特許 1件（準備中 1） 
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・研究発表･講演 5件（発表予定 3件） 

・発表論文 1 報 

・総説 1 報 

・化学工業日報 3件 

・CHEMICAL  ENGINNERING1 件 
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２－Ｂ－（５） 革新的塗装装置の開発 

プロジェクトリーダ：加美電子工業株式会社 代表取締役社長 早坂 裕 

実施企業   加美電子工業株式会社、独立行政法人産業技術総合研究所 

 

１． 研究概要 

１－１ 塗装工業界における VOC 排出削減対策の必要性 

塗装業界における主要な塗装方法である有機溶剤系塗料によるスプレー塗装は、高い塗装

仕上げ品質（塗膜均一性、平滑性、鮮映性など）を保有することから、各産業分野に幅広く

採用されている。特に、高い意匠性を要求されるプラスチック塗装（全塗装市場の約 10％）

においては、必須の塗装方法として活用されている。そのため、塗装工業は、下図に示すと

おり、平成 12 年度の全産業（固定発生源）VOC 排出総量、約 150 万トンのうち、33％の 50

万トンの VOC を排出しており、全産業の中で最大の VOC 排出業種である原因となっている。

現在、VOC は光化学オキシダントや浮遊粒子状物質の原因物質であり、2010 年度までに VOC

を 3 割削減する目標を決定しており、代替技術の開発が急務となっている。 

図 B-(5)-1 平成 12 年度業種別 VOC 排出量割合 

（「揮発性有機化合物（VOC)排出インベントリについて」（報告）揮発性有機化合物

(VOC)排出インベントリ検討会（平成 20 年 3月）） 

 

１－２ 有機溶剤系塗装の VOC 発生量 

有機溶剤系塗料によるスプレー塗装は、スプレー塗装時、塗料の低粘性化を図り、微細な

粒径を得るために、多量の希釈溶剤（ポリマーの 2 倍量）を用いており、塗料原料（ポリマ

ー＋真溶剤）に含まれる真溶剤（ポリマーと同量）と合わせると、塗料ポリマーの 3 倍量の

有機溶剤を使用しており、塗装工業が、最大の VOC 発生業種となる原因となっている。 

塗料
33%

燃料（蒸発ガス）
12%

その他
10%

工業用
洗浄剤

6%

印刷インキ
9%4%

粘着剤
剥離剤

　　　4%
ラミネート用

接着剤

反応溶剤　4%
抽出溶剤等

接着剤
4%

製造機器類　　　4%
洗浄用シンナー

化学品原料　4%

ドライクリーニング溶
剤　3%

ゴム溶剤
2%

食料品等（発酵）　2%

VOC排出量 
1,472 千 t/年

平成 12 年度
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１－３ 本研究開発が目指す塗装装置 

本研究開発は、従来の有機溶剤系塗装装置における塗料スプレー装置部分を、二酸化炭素

スプレー装置[塗料供給装置＋混合器＋定圧スプレーガン]に置き換える、小規模改造で、VOC

排出量を 1/3 以下に抑制することが実現可能な装置の開発を目標としている。また、従来の

塗装技術において使用されている多量の希釈溶剤を、少量の二酸化炭素（塗料ポリマーの 1/3

量）に置換することにより、溶剤コストを 1/3 以下に低減可能な、低ランニングコストの塗

装システムの開発を目指すものである。  

 

１－４ スプレー塗装の原理 

 スプレー塗装は、塗料樹脂が含まれた塗料をスプレーガンから吐出し、霧化状態にした上

で塗装対象物に付着させ、その後膜にして硬化させるものである。塗料樹脂は一部の例外を

除き、粘度が高いため、溶剤で充分希釈し粘度を下げた上でスプレーガンから吐出すること

になる。また、霧化して粒子が塗装対象物に接触後、隣の粒子と合一して膜となる際にもあ

る程度の流動性が必要である。造膜時に粘度が低すぎる場合は、たれとなって塗膜の意匠性

が低下し、造膜時の粘度が高すぎる場合はユズ肌の原因となる。このことから造膜時の最適

粘度が存在するといえる。この造膜時に必要な粘度は、霧化に必要な粘度より大きく、有機

溶剤スプレー塗装では、溶剤による希釈で低粘度化をはかった塗料をスプレーガンから放出

した後、霧化状態で多くの溶剤が気化し粒子の粘度が造膜に必要な粘度になったところで塗

装対象物に接触するよう調整する。これを図示すると図 B-(5)-2 のようになる。 

スプレーに関与

（揮発性の低い溶剤、

揮発性の高い溶剤）

レベリングに関与

（揮発性の低い溶剤）

樹脂

＋

揮発性の低い溶剤

＋

揮発性の高い溶剤

揮発性の高い溶剤

 

図 B-(5)-2 スプレー塗装と溶剤の関係 

 

１－５ 二酸化炭素の性質 

 有機溶媒などの液体に二酸化炭素などの気体を圧力をかけて接触させると、気体が液体に

溶けて液体の体積が膨潤する現象が観測される。これをガス膨張液体と呼ぶ。 

 中をくり貫いた円筒形のサファイア容器に塗料を入れ、二酸化炭素を上部から加圧導入し

た場合の液面の様子を図 B-(5)-3 に示す。圧力の増加に伴い気相の二酸化炭素が液相側に溶

解し、液面が上昇する現象が見られる。この状態で、サファイア円筒容器内でステンレス球

を落下させると、液面が上昇した膨張液体の方が落球速度が速く、粘度が低下していること

がわかる。このように、高圧をかけた二酸化炭素は、液体を膨潤させ、粘度を下げる働きが
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ある。この働きは、スプレー塗装の希釈溶剤（シンナー）の働きそのものである。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　圧力

　 塗料は二酸化炭素で大きく膨張　　

2倍
3倍

4倍

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　圧力

　 塗料は二酸化炭素で大きく膨張　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　圧力

　 塗料は二酸化炭素で大きく膨張　　

2倍
3倍

4倍

 

図 B-(5)-3 塗料の膨張の様子 

 

 このように希釈溶剤の働きを持つ二酸化炭素であるが、二酸化炭素の溶解量は圧力により

大きく変化する。また、二酸化炭素の溶解には高圧が必要であり、噴霧環境が常圧の場合、

溶解しきれなくなった二酸化炭素が直ちに液相から排出され、それに伴い粘度の上昇が起き

る。常圧の環境下でのスプレー塗装の場合、造膜は大部分の二酸化炭素が抜けた状態で行わ

れる。即ち、二酸化炭素は図 B-(5)-2 でいうところの「揮発性の高い溶剤」に該当する。 

 

ＣＯ２供給ポンプ

塗料

二酸化炭素

塗料供給ポンプ

噴霧ガン

混合器

CO2

VOC削減

微粒化

ＣＯ２供給ポンプ

塗料

二酸化炭素

塗料供給ポンプ

噴霧ガン

混合器

CO2

VOC削減

微粒化

ＣＯ２供給ポンプ

塗料

二酸化炭素

塗料供給ポンプ

噴霧ガン

混合器

CO2

VOC削減

微粒化

供給ポンプ

噴霧ガン

VOC

VOC

塗料
+

希釈溶剤
供給ポンプ

噴霧ガン

VOC

VOC

塗料
+

希釈溶剤

有機溶剤系塗装装置

二酸化炭素塗装装置

 

図 B-(5)-4 有機溶剤系スプレー塗装と二酸化炭素スプレー塗装の比較 

 

１－６ 有機溶剤系スプレー塗装と二酸化炭素塗装の比較 

 本研究開発が目指す二酸化炭素塗装は、有機溶剤系スプレー塗装の希釈溶剤を二酸化炭素

に置き換えたものである。図 B-(5)-4 に有機溶剤系スプレー塗装と二酸化炭素スプレー塗装
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の比較を示す。有機溶剤系スプレー塗装の場合、塗料と希釈溶剤を霧化出来る粘度になるよ

うに混合し、混合液をポンプで塗装ガンに送って噴霧する。このときの塗料と希釈溶剤の混

合比は、塗料に依存するが、樹脂用の塗料の場合は概ね 1：1 である。一方、二酸化炭素塗料

の場合は、二酸化炭素を希釈剤として使用するので、通常の常温常圧下で事前に混合調整す

ることが出来ない。そこで、後述する高圧容器内での事前混合（バッチ式）か、図 B-(5)-4

に示したような配管内での混合（連続式）を行う必要がある。このようにして、塗料と二酸

化炭素の混合物を塗装ガンに送ることで、霧化を行う。有機溶剤系スプレー塗装の場合は、

霧化後溶剤の揮発が始まり、塗料中に含まれている溶剤と希釈溶剤の成分が VOC となって大

気中に放出される。一方、二酸化炭素塗装の場合は、VOC の排出は塗料中に含まれている溶

剤にとどまり、代わりに二酸化炭素が排出される。なお、二酸化炭素の使用量は、有機溶剤

系の希釈溶剤の 3 分の 1 という少量で済むことが実験より明らかになっている。VOC の排出

量を比較したグラフを図 B-(5)-5 に示す。 

従来法（有機溶剤塗装）

提案法（二酸化炭素塗装）

塗　料　(１重量部）

VOC成分　（塗料1重量部に対してVOC0.5重量部飛散）

塗　料　(１重量部）

VOC成分　（塗料1重量部に対してVOC1.5重量部飛散）

 

図 B-(5)-5 有機溶剤系スプレー塗装と二酸化炭素スプレー塗装の VOC 排出量の比較 

 

１－７ バッチ式塗装と連続式塗装 

 二酸化炭素塗装を実現するための方法として、大きく分けてバッチ式塗装と連続式塗装の

2 つの方法が考えられる。バッチ式塗装は、高圧容器の中であらかじめ塗料と二酸化炭素を

混合しておき、背圧をかけながら塗料と二酸化炭素の混合液を塗装ガンに送り塗装する方法

である。それに対し、連続式塗装法は塗料と二酸化炭素を別ラインで供給して配管内で混合

して噴霧する方法である。バッチ式塗装法は、あらかじめ塗料を入れた圧力容器に二酸化炭

素をポンプで導入したのち、二酸化炭素を充分溶解させてから噴霧する方式である。この方

式の利点は、ポンプが二酸化炭素導入用ポンプ１台で済むこと、使用する塗料が少量で済む

ことである。欠点は、容器内に気相と液相の 2 相状態にした場合は二酸化炭素の飽和溶解に
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条件が限定されてしまうことと、高圧容器内であらかじめ調合するため調整用の高圧容器が

必要となること、その関係で連続噴霧には向かないことである。なお、高圧容器内に気相を

設けず１相状態を実現すれば、二酸化炭素の飽和溶解以外の条件での調整が可能であるが、

気相を設けない場合は温度の変化により容器内の圧力が急上昇する可能性があるため、定圧

で容器の内容積を変化させる機構を設ける必要があるなど、装置に工夫が必要である。一方、

連続式塗装方法は、塗料用と二酸化炭素用にそれぞれポンプを用意する必要があるものの、

ポンプの流量調節による任意の混合比での試料調整を行うことが出来、かつ連続運転にも向

いた方法である。本プロジェクトでは、開発途中の塗料のスクリーニングでは少量での試験

が出来るバッチ式塗装法を用い、有望と判定された塗料に関しては実用機として組み上げた

連続式塗装装置で塗装条件出しを行って、それぞれの装置の特長を生かした研究開発を効率

化した。 

  

１－８ 二酸化炭素塗装の利点 

 二酸化炭素塗装の一番の利点は、高い意匠性である。実績のある溶剤系塗料の樹脂を使用

し、かつ微粒化が進むため、高レベルの密着性、耐摩耗性、光沢性の実現が可能である。特

に、樹脂部品の塗装に関しては、水系塗装に対して高い優位性を有する。また、希釈剤とし

ての VOC を使用しないため、環境負荷が低減するとともに、希釈剤コストの低減が見込まれ

る。環境負荷という点では、VOC 排出の抑制だけではなく、二酸化炭素の排出という点でも

有利である。これは、希釈剤の有機溶剤を原油から製造するエネルギーに比べ、火力発電所

や化学工場から排出する二酸化炭素をコンプレッサーで圧縮して製造できる液化炭酸ガスの

製造エネルギーが圧倒的に少ないため、希釈剤として塗装で使用する二酸化炭素の排出を考

慮しても、有機溶剤系塗装と比べ二酸化炭素の総排出量は低減されるためである。競合技術

である水系塗装が空調負荷のため有機溶剤系塗装と比べ二酸化炭素の排出量が激増すること

を考慮すれば、二酸化炭素塗装は二酸化炭素を使って二酸化炭素の排出を減らす最良の方法

であるといえる。また、不燃性の二酸化炭素を使用することで安全性向上の効果がある。な

お、使用する二酸化炭素は少量であるため、通常の環境であれば排風機後の二酸化炭素濃度

が 0.1％の増大でしかなく、窒息等の危険は皆無である。このように、二酸化炭素塗装は、

塗膜の性能に妥協することなく、大幅な VOC 削減と、二酸化炭素排出の削減を実現する画期

的な塗装であるといえる。 

 

Ⅲ.2－229



２． 研究方法 

２－１ 二酸化炭素塗装用塗料の開発 

２－１－１ 噴霧に必要な要件 

塗料原液に二酸化炭素を溶解した状態で噴霧するためには、二酸化炭素が溶解した状態で、

一相でなければならない。一般に二酸化炭素を溶解させると樹脂の溶解性が低下するので、

二酸化炭素を添加した状態での相状態を塗料開発時に充分把握しておく必要がある。 

また、塗料原液に二酸化炭素を溶かして噴霧するわけであるが、噴霧時において十分粘度

が低下していることが重要である。加えて、噴霧時の粘度は微粒化にも影響を与えており、

低い粘度の方が霧化が良好になる。そのためには、二酸化炭素の溶解量に関係なく粘度が低

い塗料を作る、もしくは二酸化炭素の溶解により劇的に粘度が下がるという設計をしなくて

はならない。二酸化炭素の溶解により粘度が劇的に下がる塗料は二酸化炭素との親和性が高

く二酸化炭素を多く溶かす溶剤を使用したものである。二酸化炭素との親和性は、二酸化炭

素の溶剤に対する溶解量の検討から類推出来る。 

 

２－１－２ 造膜過程に必要な要件 

二酸化炭素は常温常圧で気体であるため、ノズルから噴霧された後に、塗着前に大部分が

抜けてしまう。その結果、造膜過程は塗料原液だけで行うことになる。塗料原液に揮発性の

高い溶剤を使用した場合、塗着前にそれらの溶剤も一部は揮発するため造膜性能が低下する

ことになる。以上のことから、希釈溶剤が造膜過程で残っていることを前提に設計した塗料

は二酸化炭素塗装には通用しないことになる。すなわち、塗料原液だけで十分造膜すること

が必要条件である。 

噴霧のために溶解した二酸化炭素の大部分は、噴霧時に大気中に放出されるものの一部は

塗着後まで残り、気泡の原因となる。気泡を取り除くことが出来るかどうかは、塗膜の硬化

速度と脱泡速度の関係で決まる。塗膜面の泡を抑えるためには、造膜速度より脱泡速度が速

いことが必須である。 

 

２－１－３ 二酸化炭素塗装用塗料の開発手法 

二酸化炭素適合塗料の設計にあたり塗料の樹脂成分（ポリマー・モノマーなど）、樹脂成分

を溶解する真溶剤、助溶剤、希釈溶剤などが高圧下の二酸化炭素とどのような挙動を示すか

を調査した。加えて、樹脂とこれらの混合物である塗料についても、二酸化炭素存在下の諸

物性について評価した。必要な情報としては、二酸化炭素の溶解量、粘度の低下、相状態（混

合物である塗料の場合）である。更には、バッチ式の塗装装置や連続塗装装置を利用し塗料

の評価、塗装実験を行い、塗料と高圧下の二酸化炭素の混合時に於ける塗料の粘性低下など

が確認出来、塗料設計指針とするデータが採取出来た。 

開発時における研究協力体制を図 B-(5)-6 に示す。なお、19 年度のクリア塗料開発に関し

ては加美電子工業が塗料会社に調合指示を出して開発を行う方法で行い、20 年度のカラー塗

料開発に関しては塗料会社への委託契約成立後は、塗料設計指針を塗料会社に公開して、研

究開発を加速させた。 
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図 B-(5)-6 開発スキーム 

 

２－１－４ 塗料とその原料の諸物性・相状態測定 

塗料及び塗料原料の二酸化炭素存在下における評価には、次に示す 3 つの装置を用いて行

った。 

   

図 B-(5)-7 塗料状態観測容器 3種 

 

塗料とその原料の 

諸物性・相状態測定 

（産総研） 

蒸発速度を考慮し

ながら溶剤を変更

完成 

塗料開発（加美電子・塗料会社） 

塗料の選択・改良 

 

塗料評価（産総研） 

二酸化炭素添加時の相状態・

粘度の把握 

塗装（加美電子・宮城県・産総

研） 

塗装、意匠性評価 

塗着NVの測定（宮城県） 
塗装不良の原因の一例 

 

・二酸化炭素添加で相分離 

・粘度低下不足 

・二酸化炭素の抜けが悪い 

・造膜と硬化速度のミスマッチ 

・塗装むら 
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図 B-(5)-7 左の観測容器は、円筒のサファイアをくり貫いたものを上下で挟んだ容器であ

る。この容器の全面には目盛りがついており、液面の観測が可能となっている。また、本容

器内に金属球を入れて落下速度を観測することで動粘度を求めることが可能となる。ただし、

本装置は落球速度をビデオカメラにて観測する手法をとるため、クリア塗料には有効である

が、カラー塗料には適用出来ない。 

図 B-(5)-7 中央の観測容器は、カラー塗料解析用に 20 年度に新規に開発した観測容器であ

る。両窓タイプの高圧容器の中心にバイアル瓶を設置した観測容器であるバイアル瓶には目

盛りがついており、塗料の二酸化炭素による膨張が観測出来る。また、バイアル瓶は安価で

あり簡単に交換出来ることから、カラー塗料や硬化のおそれのある塗料の評価には、このタ

イプの容器を用いて評価した。 

図 B-(5)-7 右の観測容器は、片窓タイプの高圧容器である。内径 35mm の大きさをほこり、

マグネチックスターラーの攪拌子を入れて撹拌が容易である。加えて洗浄が容易という特徴

を持つ。ただし、二酸化炭素添加による膨張を評価することには不向きなので、塗料のポリ

マー析出の有無など、相状態の把握を重視する場合にのみ使用した。 

実験の方法であるが、評価する試料を選択した観測容器に所定量導入した後に、観測容器

を密閉し、二酸化炭素を二酸化炭素導入口から導入する。撹拌出来る容器の場合は撹拌を行

い、撹拌が出来ないものに関しては長時間静置し、平衡に達した頃を見計らって、写真撮影、

ビデオ撮影、目視等の手法を用いて観測した。 

 

２－１－５ 塗膜の平滑性評価 

クリア塗料による塗膜においては、塗膜表面の平滑性の程度により「ユズ肌（オレンジピ

ール）」と呼ばれる塗膜性状が現れる。このような塗膜性状の評価は、熟練者の目視判定、あ

るいは、標準サンプルとの比較によるものである。しかし、塗装条件の違いによる塗膜形成

の変化を捉えるためには、得られた塗膜の状態を記録し、その状態を定量的に評価する必要

がある。ここでは、塗膜の表面状態（平滑性）を定量的に表すため、塗膜評価方法の検討を

行った。 

クリア塗膜の状態を観察するために蛍光灯を映し込んだ硬化塗膜の写真を図 B-(5)-8 に示

す。この写真のような「ユズ肌」は塗膜表面の形状により現れていることから、塗膜の表面

形状によりユズ肌の程度を表現できると考え、塗膜表面粗さの測定を行った。 

 

図 B-(5)-8 ユズ肌が現れている塗膜の外観 

 

２－２ 二酸化炭素塗装装置の開発 

２－２－１ 実験室レベルの流通式塗装試験装置の設計・製作 
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 本装置は、流通式塗装方式（連続式塗装）を主体に構築したが、従来行われてきた知見を

活用すべくタンク式塗装方式（バッチ式塗装）も考慮し、両方式が試験できる装置として設

計・製作した。具体的には、塗料タンク、低圧フィルター、CO2供給ポンプ、塗料供給ポンプ、

ユニットクーラー、1次圧調整弁、CO2冷却器、CO2加熱器、塗料加熱器、混合器、混合物加熱

器、高圧塗料タンク、高圧フィルター、二次圧調整弁、密度粘度測定部、高圧可視化窓、自

動開閉弁、噴霧ガン及び計装装置・制御装置等から構成される。本装置は、すべて高圧ガス

保安法に準じて製作した。図B-(5)-9に試験装置のフローを、図B-(5)-10に概観写真を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 B-(5)-9 流通式塗装試験装置のフロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 B-(5)-10 流通式塗装試験装置の概観写真 

 

２－２－２ 塗装ラインに設置する実用塗装装置の開発 

流通式塗装試験装置（塗料流量 30～50g/min）の開発での検討結果に基づき、実用化装置

Ⅲ.2－233



（塗料流量 50～80g/min）を設計・製作し、塗装ロボットとのインターフェース技術の検討

を通して、本装置を加美電子工業の実塗装ラインに組み込んだ。なお、本実用化装置の塗装

対象は樹脂部品への UV 硬化型クリア塗料に限定した。 

 本装置は、塗料タンク、洗浄剤タンク、低圧フィルター、CO2供給ポンプ、塗料供給ポンプ、

CO2流量計、塗料流量計、ユニットクーラー、１次圧調整弁、CO2冷却器、CO2加熱器、塗料加

熱器、混合器、高圧フィルター、噴霧ガン及び計装装置・制御装置等から構成される。図

B-(5)-11 にフローを、また図 B-(5)-12 に概観写真をそれぞれ示す。実用化装置では、塗料

替えや洗浄を考慮して、複数の塗料タンクならびに専用の洗浄剤タンクも考慮した。さらに、

塗料ラインと CO2ラインのストップ弁を噴霧ガンと一体化して製作することにより、塗装中断

時の噴霧ガンノズル先端部の二酸化炭素による洗浄を容易に行える構造とした。 

 

図 B-(5)-11 実用化塗装装置のフロー（2 点鎖線内が高圧ガス保安法申請部分） 

 

図 B-(5)-12 実用化塗装装置の概観写真（左：装置本体、右：3 次元塗装ロボット） 
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３． 研究結果と考察 

３－１ 二酸化炭素塗装用塗料の開発 

３－１－１ 塗料とその原料の評価 

本プロジェクトの中では、200 以上のサンプルを評価しているが、その評価がどのような

ものであるか、例を用いて説明する。図 B-(5)-13 は、図 B-(5)-7 左の観測容器を用いて、塗

料に使用されるある溶剤 A について二酸化炭素添加による様子を測定したものである。これ

によると、圧力を上げることにより、二酸化炭素の溶解による膨張が起こり、粘度が低下し

ていることがわかる。 
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図 B-(5)-13 溶剤 A の液相の体積と粘度の変化 

 

 次に塗料の相状態について、どのような現象が観測されるか一例を図 B-(5)-14 に示す。こ

れは、もともとは透明な塗料が二酸化炭素の圧力を 6MPa にしたところで懸濁し始めたときの

様子を写真撮影したものである。このような状態になった場合、懸濁の程度等を慎重に考慮

の上、塗装可能かどうかの判定をすることになる。とはいうものの安定な噴霧を広範囲な条

件で実現することを念頭に置いた場合、写真のような状態にならない塗料設計を行うことが

望ましい。 

 

図 B-(5)-14 二酸化炭素の圧力 6MPa において懸濁した塗料 

 

３－１－２ 表面粗さと目視評価 

図 B-(5)-15（b）～（f）に、ポリカーボネート基板に塗装したアクリル系 UV 硬化型クリ

ア塗膜の概観と表面粗さ Rz 値、目視評価の関係を示す。図 B-(5)-15 に示す Rz 値は、塗装面

中央付近を数回測定したうち、ブツや空孔が入ったデータを除いた 3 測定の平均値である。

なお、図 B-(5)-15（a）は未塗装のポリカーボネート基板を測定したものである。目視評価
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による評点は、熟練者がクリアトップコートの品質として評価したものであり、評点 1 と 2

が合格、3以降は不合格である。 

表面粗さと目視評価結果を比較すると、Rz が大きいほど評点が悪くなり、表面粗さと目視

評価の結果には相関があることがわかった。また、目視評価での合格と不合格の境界（評点

2-3 間）では、Rz が 0.37 で合格、Rz が 0.47 で不合格である。このことから、クリアトップ

コートの品質としては Rz 値 0.40 程度を基準として、それよりも小さい場合を合格、大きい

場合を不合格とすることができ、表面粗さを指標とすることで塗膜品質の定量的な評価と品

質の判定が可能であることがわかった。2液クリアアンダーコート、2液有色アンダーコート、

1 液クリアトップコートについても同様の検討を行った結果、目標とする平滑性の数値化を

図ることが出来た。 
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表面粗さ
Rz : 0.37

表面粗さ
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図 B-(5)-15 表面粗さ RZと目視評価の関係 
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３－１－３ 二酸化炭素適合（クリア）塗料の開発 

 クリア塗料の開発にあたり、加美電子工業内での実用化を念頭に置き、携帯電話や自動車

内装品のトップコートに使用される UV 硬化型クリア塗料の開発を最優先に行った。 

塗料とその原料の諸物性・相状態測定実験の結果ならび塗着 NV の測定結果をもとに、 

・高圧 CO2下に於いて塗料中の樹脂成分が析出せず、塗料粘度が低下し、安定した流動性を維

持できる組成であること。 

・噴霧された粒子は細かく、被塗装物に塗着後 CO2が塗膜中より容易に離脱すること。 

・被塗装物に噴霧粒子が塗着後平滑（レベリング）な塗膜形成をする条件を満たすこと。 

の要件を満たす塗料を塗料メーカー3社の協力を得て開発した。 

開発を行うにあたって、塗料中の樹脂組成を大幅に変更することは本来発揮すべき塗膜物

性を損なうことになるため、溶剤組成の変更を開発の重点課題とした。塗膜物性を損なわな

い前提で樹脂組成を変更する場合は樹脂と溶剤、CO2の三元系での溶解度を考慮し塗料を設計

した。 

特に UV 硬化型塗料の開発について溶剤組成の変更他、塗料中のモノマーが高圧下の CO2と

適度に溶解するものを新たに選択し塗料を開発した。二液硬化型塗料の開発については比較

的分子量が小さい材料で構成し、塗膜形成後、加熱反応硬化の過程で目標の物性が発現する

ような組成にした。 

最終的に、塗料に占める真溶剤比率が 50%の通常タイプの UV 硬化型塗料 1種と、耐擦傷性

に優れた無機・有機ハイブリッド塗料１種、真溶剤を 60％削減した高固形分タイプの塗料 1

種の合計 3 種類のクリア塗料の開発に成功した。また、無機・有機ハイブリッド塗料に関し

ては、真溶剤比率が 50%の通常タイプの塗料に加えて、塗料中の真溶剤を全廃した無溶剤型

塗料の開発に成功した。この成果は当初目標の VOC 排出の 2/3 削減を超える、VOC 排出の 100%

削減を実現するものである。 

実用レベル品として開発した UV クリア塗料を携帯電話ボタンに試用し、得意先にサンプル

評価を依頼した結果、UV クリアハードコート、耐擦傷無機・有機ハイブリッド塗料及び高固

形分タイプの塗料について合格レベルと判定された。 

 

３－１－４ 二酸化炭素適合（有色）塗料の開発 

先に開発したクリア塗料に対し顔料、アルミパウダーを分散した有色塗料を試作開発した。

使用した顔料は塗料用樹脂に幅広く相溶性のある特殊樹脂中に顔料を微細かつ高濃度に分散

したペースト状加工顔料である。特殊樹脂は硝化綿、エチルセルロース、アルキッド樹脂、

メラミン樹脂、エポキシ樹脂、ポリウレタン樹脂、塩ビ・酢ビ共重合体、塩化ゴム、環化ゴ

ムなどの樹脂及び油、可ソ剤と広い相溶性を持っている。 

UV 塗料への顔料分散は、UV クリア塗料と相溶性のある特殊樹脂に透明度が高く分散の良好

な顔料を選択して、分散塗料化した。 

塗料の開発にあたり、UV 塗料の開発を三菱レイヨン、無機・有機ハイブリッド塗料の開発

をアトミクス、1液型・2 液型の塗料をオリジン電気が加美電子工業からの委託を受けて開発

に協力した。 
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最終的に、希釈溶剤を使用しない UV カラークリア塗料 2 色、2 液アクリルウレタン塗料 2

色（希釈溶剤削減率 80％）、1 液アクリル塗料 2 色（希釈溶剤削減率 50％）、2 液アクリルメ

タリック塗料 2 色（希釈溶剤削減率 80％）、下塗/トップ UV カラークリア塗料 2 色（希釈溶

剤削減率 100％）、1 液メタリック塗料（希釈溶剤削減率 50％）の合計 6種類、各 2色の有色

塗料の開発に成功した。 

それぞれの写真を図 B-(5)-16、B-(5)-17、B-(5)-18、B-(5)-19、B-(5)-20、B-(5)-21 に示

す。 

 

図 B-(5)-16  UV カラークリア塗料（レッド・ブルー） 

  

図 B-(5)-17  2 液アクリルウレタンカラー塗料（レッド・ブルー） 

  

図 B-(5)-18 1 液アクリルカラー塗料（レッド・ピンク） 

  

図 B-(5)-19 2 液アクリルメタリック塗料（ブルー・グリーン） 

 

図 B-(5)-20 下塗／トップ UV カラークリア塗料（レッド・グリーン） 

 

図 B-(5)-21 1 液メタリック塗料（シルバー・ブルー） 
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３－２ 二酸化炭素塗装装置の開発 

３－２－１ 実験室レベルの流通式塗装試験装置（実証装置）の設計・製作 

革新的塗装装置の構築を目的に、流通式塗装試験装置（塗料流量 30～50g/min）を製作し、

同装置の運転を通して、塗料と二酸化炭素との効率的な混合技術の検討や混合物の連続・安

定噴霧技術の検討を行い、二酸化炭素塗装装置に必要な基盤技術の確立を図った。 

 

３－２－２ 塗料と二酸化炭素との効率的な混合技術の開発 

流通式塗装試験装置における最も重要な開発ポイントは、塗料と二酸化炭素との迅速かつ

完全な混合の実現にある。これに対して本開発では、混合性能が極めて高いマイクロ混合器

の採用を計画した。具体的には、マイクロ混合器として市販の T 字混合器に加え、中心衝突

型マイクロ混合器を試作し、ダッシュマン反応による混合性能評価により、流通式塗装試験

装置で採用する混合器を絞り込んだ。 

マイクロ混合器は外径 1.6mm 配管用のティ字継手として市販されている一般的なティユニ

オン（Swagelok 社、SS-100-3、内部流路 ID 1.3mm、スタンダードティ（以下、STD と略））

とガスクロマトグラフ用継手（Swagelok 社、SS-1F0-3GC、内部流路 ID 0.3mm、ローデッドボ

リュームティ（以下、LDV と略）を用いた。また、新たに本研究で開発した中心衝突型マイ

クロ混合器も用いて、混合性能の評価を行った。図 B-(5)-22 にティユニオンの断面図を、図

B-(5)-23 に中心衝突型マイクロ混合器の写真と概念図を示す。 

ID 0.3mm
ID 1.3mm

STD TEE
Swagelok SS-100-3

LDV TEE
Swagelok SS-1F0-3GC

L=1.3mm L=9.2mm

 

図 B-(5)-22 ティユニオン断面図 

塗料

CO2

塗料

CO2 塗料塗料

CO2CO2

塗料

CO2

 

図 B-(5)-23 中心衝突型マイクロ混合器 

 

 試験結果より、混合性能は全流量域で、優れている順に LDV＞中心衝突型マイクロ混合器

＞STD の傾向を示したが、高流量域になるとその混合性能の差は小さくなっており、LDV と中

心衝突型マイクロ混合器ではほとんど差が認められない結果であった。今回の塗料流量が 30

～50g/min であることを考慮すると、混合性能からは LDV の採用が最適と考えられるが、塗
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料によっては高粘性で付着性（閉塞性）があることも想定され、その場合、混合部を開放で

きる中心衝突型マイクロ混合器の方がメンテナンス性が優れている。従って、流通式塗装試

験装置（実証装置）では、中心衝突型マイクロ混合器を採用した。 

 

３－２－３ 流通式塗装試験装置の運転結果 

 代表的な実験結果を以下に示す。本結果をもとに実用化装置の設計を行った。 

塗装実験 1 

 塗料として市販の紫外線硬化型クリア塗料（シンナー無添加）を対象に塗装実験を行った。

代表的な塗料組成は、樹脂成分 49％、真溶剤 47％、添加剤 4％であり、樹脂成分は多官能ア

クリレートを主成分に熱可塑性アクリレート、ウレタンアクリレートをそれぞれ含んでいる。

真溶剤は含有量の多い順にトルエン、酢酸ブチル、n-ブチルアルコール、キシレン、エチル

ベンゼンからなり、添加剤としては光重合開始剤のほか微量の紫外線吸収剤及び表面調整剤

が含まれている。運転モードは、7MPa の定圧運転モードとし、その時の塗料流量は 45g/min、

CO2は 9g/min（塗料流量の 20％）であり、高圧可視化窓により塗料/CO2混合物が一相状態で

あることを確認した。噴霧ガンはノズルオリフィス相当径 0.15mm を用いてプラスチック板に

手吹き塗装を行なった。このとき、塗料/CO2混合物は、CO2添加前 11～12cp が添加後 1～2cp

の粘度に低下していることをオンライン粘度計で確認した。塗装後のプラスチック板は、5

分間室温で保持した後、50℃の乾燥器内で 10 分間セッテイング乾燥を行い、その後、紫外線

照射機で塗膜を硬化させた後、塗膜面の評価を行った。その結果、平均膜厚は 20μm、平均

粗さ 0.4μm であり、塗料と同量のシンナー加えて行う有機溶剤エアスプレーと同等で実用レ

ベルの塗膜であると評価された。なお、同じ紫外線硬化型クリア塗料をシンナー無添加でエ

アスプレー塗装した結果、膜厚は 20μm で平均粗さ 0.9μm と 2倍以上の粗さとなることを確

認した。従って、二酸化炭素塗装の優位性が立証された。 

塗装実験 2 

紫外線硬化型クリア塗料についてさらに 1 種類、塗装実験を実施した。組成は、樹脂（多

官能アクリレート）約 80％、真溶剤（イソプロピルアルコール）約 20％に少量の光重合開始

剤からなる、新規な塗料を用いた。塗装方法は塗装実験 1 とほぼ同等としたが、噴霧ガンは

2 次元塗装ロボットに搭載して塗装を行った。塗料/CO2混合物の粘性は、CO2添加前 40cp が添

加後、数 cp に低下した。塗装後、塗装実験 1 と同等の処理を行ない、塗膜面を観察した結果、

実用上問題のない塗膜が形成されていることを確認した。本塗料は、樹脂分が 80％と高く、

シンナー無希釈なので、VOC 削減効果は非常に高いことが明らかである。 

塗装実験 3 

次に、2液硬化型アクリルウレタンクリア塗料について、塗装実験を行った。主剤組成は、

樹脂（アクリルポリオール）が 42％、真溶剤 58％（内トルエンが主成分、酢酸イソブチルを

含む）であり、硬化剤組成は、樹脂が 55％（ポリイソシアネートプレポリマー）、真溶剤が

45％（トルエンのほかプロピレングリーコールモノメチルエーテルアセテート、酢酸エチル

を含む）である。実験は、主剤と硬化剤を 5：1の配合比で事前に混合し、塗料タンクに充填

して行った。塗料（主剤+硬化剤）に対して、重量比で 20～30％の CO2を添加して塗装を行っ
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た。その他の条件及び方法は塗装実験 2 と同様である。塗料粘性は CO2添加前 50～60cp が添

加後、数 cp に低下した。塗装後のプラスチック板は、5分間室温で保持した後、50～60℃の

乾燥器内で 10 分間乾燥を行い塗膜を硬化させた後、塗膜面の評価を行った。その結果、塗膜

は形成されているものの、平滑性に問題が残った。そのため、塗膜のレベリング性能をあげ

るべく、上記配合比の塗料に専用の希釈シンナーを重量比で 20％添加して、同等の塗装操作

及び後処理を行った結果、実用上問題のない塗膜が形成されていることを確認した。 

塗装実験 4 

次に、1 液硬化型アクリルクリア塗料について、塗装実験を行った。塗料組成は、樹脂が

28％、真溶剤 72％である。樹脂成分は主成分がアクリルであり、他にニトロセルロースを含

み、真溶剤は含有量の多い順にエステル系、アルコール系、炭化水素系そしてケトン系から

なる。実験は、塗料に対して、重量比で 20％の CO2を添加して塗装を行った。その他の条件

及び方法は塗装実験 3の通りである。塗料粘性は CO2添加前 120～140cp が添加後、20cp 以下

に低下した。しかしながら短時間の塗装（噴霧）は行えたものの、プラスチック板表面にぶ

つぶつ状の塗料塊が多数付着した状況であり、均一な塗膜の形成には至らなかった。そのた

め、レベリング性を良くするために、上記塗料に真溶剤成分のみを重量比で 20～40％添加し

たところ、均一な塗膜が形成され、実用上問題のない塗膜と評価された。ただし、本塗料組

成であっても、連続塗装の安定性という観点からは問題が残った。本現象は、配管の一部（特

に二酸化炭素ライン）に塗料中の樹脂成分が析出することによる閉塞トラブルであった。こ

のため、二酸化炭素ラインに真溶剤をあらかじめ少量添加した結果、長時間安定した運転が

実現できた。 

 

３－２－４ 実用化装置による実証試験 

加美電子工業の実塗装ラインに組み込んだ実用化装置を用いて樹脂部品への紫外線硬化型

クリア塗料を対象に連続運転を行い、実用化装置の試験・評価・改良（耐久性・安全性・不

具合の解消）を行うと同時に、装置価格低減（目標：500 万円/装置）のためのフロー・装置

構成の検討を実施した。 

塗料として紫外線硬化型クリア塗料（シンナー無添加）を対象に塗装実験を行った。塗装

対象物は携帯電話部品（ボタン部分）とし、一度に 18 台分の部品を塗装した。運転モードは、

定量運転モードとし、その時の塗料流量は 44g/min、CO2は 9g/min（塗料流量の 20％）であり、

その結果、噴霧ガンにノズルオリフィス相当径 0.15mm のノズルを用いたところ噴霧圧力は

7MPa となった。噴霧ガンは 6軸塗装ロボットに搭載して塗装を実施した。塗装後の携帯電話

部品は、5分間室温で保持した後、50℃の乾燥器内で 10 分間セッテイング乾燥を行い、その

後、紫外線照射機で塗膜を硬化させた後、塗膜面の評価を行った。その結果、平均膜厚は 15

μm であり、非常に良好な塗膜であること、18 台全てが問題なく塗装されていること（不良

品なし）などを確認した。その後、本塗装品はユーザーにサンプル出荷を行い合格の評価を

得た。すなわち、本二酸化炭素塗装が実用レベルとして合格していることをユーザーレベル

の評価で確認した。また本試験において塗着効率の評価も行い、従来方式の有機溶剤エアス

プレー方式より約 10％高い塗着効率（約 30％）であることを合わせて確認した。 
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また、本装置を用いて複数の塗料会社の紫外線硬化型クリア塗料を長時間塗装したが、特

に問題は生じず、実用化塗装装置として有効であることが示された。 

 

３－２－５ 工業化装置の構築 

実用化塗装装置の運転を通して、紫外線硬化型クリア塗料に対しては大きな技術的問題も

なく工業化装置として構築できたと考えられる。しかしながら、装置価格低減（目標 500 万

円/装置）という観点からは今後、引き続き詳細な検討が必要である。平成 19 年度に製作し

た流通式塗装試験装置（実証装置）から 20 年度に製作した実用化装置への移行では、フロー

の簡略化（塗装方式を連続式に限定、加熱方式改良その他）を中心的に行い、流量増加（約

1.6 倍）にも係わらず製作原価はほとんど変わりなく製作を行った。ただし、500 万円/装置

という目標達成には、フローの簡略化だけでは到底不可能であり、高圧ポンプ・バルブ及び

各種計装品等汎用品の大量購入及び設計圧力の緩和（現状 20MPa→10MPa）など設計条件の見

直しや標準設計化、さらには高圧ガス保安法としての型式認定化などの検討が不可欠である。

これらを総合的に行えば、500 万円/装置という目標も見えてくると判断した。 

 

３－３ 実用化に資する導入シナリオとビジネスモデルの策定 

加美電子工業は二酸化炭素を利用する革新的な塗装装置と二酸化炭素塗装に適合する塗料

を開発し、市場展開を計画している。加美電子工業が現在市場展開している小型部品の塗装

市場は比較的正確に把握可能であるが、革新的な塗装装置の対象とするスプレー塗装全体の

市場規模・範囲の把握は今後の事業展開に不可欠である。このような背景を踏まえ三菱総合

研究所に調査を依頼し以下の結果を得た。 

19 年度調査結果は、本プロジェクトで開発する革新的な塗装装置（二酸化炭素塗装装置）

と二酸化炭素適合塗料の市場導入に向けたビジネスモデル案の実現に向けた課題の抽出と、

その解決に向けた検討を行い、ビジネスモデル構築の基礎資料を得た。調査の報告によると、

塗装工業界は、事業者の規模が様々であり、その投資余力や環境意識が多様である、あるい

は代理店制度による囲い込み等が行われ、現場の職人気質があり、変化を拒む体質も残って

いる等、塗装工業界特有の課題を有することが判明した。 

こういった状況を鑑み、20 年度は、本プロジェクトで開発する革新的な塗装装置（二酸化

炭素塗装装置）と二酸化炭素適合塗料の市場展開計画を明確にするために、本技術のターゲ

ットユーザーであるスプレー塗装業界における VOC 排出規制対策動向を調査するとともに、

本技術に対する潜在的ニーズを調査した。さらに、調査結果を踏まえ、本プロジェクト開発

成果の潜在的ユーザーを対象にしたワークショップを開催するとともに、潜在的ユーザーへ

の営業を念頭においた情報発信ツールの整備を行った。 

大手自動車会社と大手電気会社を対象としたヒアリング調査では、技術に関する期待が大

きいものの次のような課題が明らかとなった。 

・技術的な観点からは、具体的な定量データによるコスト削減効果、VOC 削減効果などを

示すことのできる資料（技術資料）が必要であると言える。 

・「二酸化炭素」を使用するということに関して、本質的ではないものの、温暖化対策に
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対する関心が社会的に高まる中で、抵抗感が否定できないことが明らかになった。これ

に対しては、プロモーションの観点から対策が必要である。 

潜在的ユーザーに対する情報発信を目的としたワークショップは、104名の参加者を得た。

参加者は、自動車メーカー、携帯電話、塗料メーカー、塗装専門メーカー、塗装機・装置メ

ーカー、エンジニアリング会社、家電メーカー、塗料販売店、業界団体（日本塗料工業会）

など多岐の業態にわたった。アンケートによると参加者の殆どが革新的塗装技術の可能性に

ついて高い関心を示し、装置などの市場展開の時期や予想価格に関する質問、テスト塗装の

依頼、見学希望など具体的な反応があった。またセミナー終了後、加美電子工業及び産総研

にも問い合わせがあった。特に、加美電子工業で本格的な量産が始まった場合の具体的情報

が期待されており、営業展開するにあたっては、これらの情報をできるだけ迅速に提供でき

る体制構築・システム構築が必須であると言える。 

 

３－４ 市場調査の結果から今後の展開について 

 今後の事業展開を図 B-(5)-24 に具体的に示した。本事業により加美電子工業に設置した二

酸化炭素塗装の実用化装置の完成度を高め、加美電子工業で実際に塗装を行っている高意匠

性を必要とする携帯電話・自動車内装樹脂部品への実用化を図る。現在量産ラインに設置す

るための塗装機を製作中であり、2010 年 4 月からの稼働を目指している。並行し、図 B-(5)-24

に示したプランに基づき、小型樹脂部品以外への用途拡大に向けた対応を開始した。既に自

動車車体、光学電子樹脂部品、高級木工家具の分野については，実用化に向けた共同研究を

ユーザー企業とスタートさせて、それぞれの用途に適した塗装機と塗料の開発を進めている。 

図 B-(5)-24 今後の展開 

NEDOプロジェクト／革新的塗装装置の研究開発

（平成19年6月～平成21年3月）

低VOC・CO2塗装基本技術確立

携帯電話・自動車内装樹脂部品

 （高意匠・高塗膜品質） 

○噴霧量（少量） 50ml/min 

○NEDOプロで実証 

高級木工家具類 

○噴霧量（少量） 50ml/min

○NEDOプロ技術の延長線 

光学電子樹脂部品 

（薄膜塗装） 

○噴霧量（少量） 30ml/min

○NEDOプロ技術の延長線 

家電製品（樹脂） 

○ 噴 霧 量 （ 少 ～ 中 ）

100ml/min 

○有色対応（色換え・洗浄）

自動車・車体樹脂部品 

○ 噴 霧 量 （ 多 量 ）

500ml/min 

○有色対応（色換え・洗浄） 

自動車・車体 

○噴霧量（多量） 1000ml/min

○大面積塗装、高効率塗装

 CO2負荷低減 

産総研 

塗装装置開発 

加美電子工業 

塗料開発 
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４． 結言 

 19 年度の目標と達成状況を次に示す。 

当初目標 開発状況 達成状況 

希釈溶剤を全廃した 3 種類の

クリア塗料を開発する 

次の 3種類のクリア塗料を開発に成功した。 

・塗料に占める真溶剤比率が 50%の通常タイプの

UV 硬化型塗料（希釈溶剤全廃） 

・耐擦傷性に優れた無機・有機ハイブリッド塗料

１種（希釈溶剤全廃） 

・希釈溶剤全廃に留まらず塗料中の真溶剤を60％

削減した高固形分タイプの塗料（計画以上の成

果） 

◎ 

実験室レベルの塗装装置を開

発し、翌年度の実用レベルの

塗装装置の設計に必要なデー

タを得る 

流通式塗装試験装置を開発して、混合器や運転条

件の検討を行い、開発したクリア塗料での良好な

塗装結果を得ると共に、実用化装置の開発に必要

な設計データを取得した。 

○ 

 20 年度の目標と達成状況を次に示す。 

当初目標 開発状況 達成状況 

希釈溶剤を全廃した 4 種類の

有色塗料をそれぞれ複数色開

発する 

次の 6種類のカラー塗料の開発に成功した。 

・希釈溶剤を使用しない UV カラークリア塗料 2

色（希釈溶剤全廃） 

・2 液アクリルウレタン塗料 2 色（希釈溶剤削減

率 80％） 

・1液アクリル塗料 2色（希釈溶剤削減率 50％） 

・2 液アクリルメタリック塗料 2色（希釈溶剤削

減率 80％） 

・下塗/トップ UV カラークリア塗料 2 色（希釈溶

剤全廃） 

・1液メタリック塗料（希釈溶剤削減率 50％） 

なお、2 液塗料に関しては家電外装レベルの品質

を基準とすると計画通り希釈溶剤全廃を実現し

ているが、加美電子工業の高意匠性情報家電向け

の塗装基準では希釈溶剤 80％減となる。達成状

況であるが、希釈溶剤の削減率で研究目標の未達

があるが、開発した塗料の種類で研究目標を上回

っており、達成状況を○と判定した。 

○ 

当初目標には含まれず 塗料中の真溶剤を全廃した VOC 排出ゼロの高固

形分タイプのクリア塗料を開発（当初計画にはな

い成果） 

◎ 

実用レベルの塗装を実用レベ

ルの歩留まりでクリア塗装す

る実用化装置を開発する 

塗装台に実際の小型樹脂部品を敷き詰めてクリ

ア塗装し、全ての部品について良好な塗装を確認

した。塗装した部品をユーザーにサンプル出荷

し、合格の評価結果を得て、本塗装機による塗装

が実用レベルであることを確認した。 

○ 

500万円/装置を目指した工業

化装置の検討 

塗装品に合わせたスペックの絞り込みと量産効

果により、500 万円/装置を実現するための設計

を行った。 

○ 
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塗装装置に関しては当初目標を達成した。塗料開発に関しては有色塗料について VOC 削減

率で未達ものがある一方、シンナー全廃だけではなく塗料原液に含まれる VOC をも全廃した

塗料開発に成功するなど、当初目標を著しく超えた塗料の開発に成功した。加えて塗料の種

類については計画以上の数を開発しており、全体として当初目標を達成したといえる。高意

匠性樹脂部品を塗装出来る二酸化炭素塗装装置と塗料の開発は世界初の成果である。また、

本塗装方法は環境低負荷なうえ、経済的にも既存の塗装法よりもランニングコストが低減さ

れ有利であり、早期の実用化が見込まれる。 

今後の展開であるが本プロジェクトにおいて、二酸化炭素塗装に関する基盤技術と、加美

電子工業が主力とする携帯電話・自動車電装用の小型樹脂部品向けの塗装機、および加美電

子工業の必要仕様を満足するトップコート用の塗料を開発した。現在は、量産ラインに設置

するための塗装機を製作中で、2010 年 4 月からの稼働を目指しており、実用化目前である。 

また、ビジネスモデル調査の一環として開催したワークショップでの意見交換やその後の

問い合わせを受けて、小型樹脂部品以外への用途拡大に向け、自動車車体、光学電子樹脂部

品、高級木工家具への展開に向けた共同研究をプロジェクト終了後にスタートさせて、それ

ぞれの用途に適した塗装機と塗料の開発を進めている。さらに、小型樹脂部品への塗装に関

しても加美電子工業以外の会社での量産ラインへの装置導入に向けた共同研究をスタートさ

せている。研究リソースの問題もあり全分野への急速な普及という訳にはいかないものの、

少なくとも 2010 年より着実な普及をはかって行く予定である。このように二酸化炭素塗装の

適用範囲は広く、二酸化炭素塗装という１つのジャンルを形成すると期待される。 

 

(1) 研究発表・講演（口頭発表も含む） 

発表年月

日 
発表媒体 発表タイトル 発表者 

2007年9

月15日 

 

化学工学会第39
回秋季大会 

高圧二酸化炭素存在下におけるジアルキルケ

トンの膨張率 

相田努、相澤崇史、

金久保光央、南條弘

2008 年 2

月15日 

平成19年度 産総
研 環境・エネル
ギーシンポジウ
ム4  

二酸化炭素塗装システムの開発 相澤崇史、相田努、

南條弘、鈴木明、川

﨑慎一朗 

2008 年 2

月27日 

第3回エコケミカ
ルシンポジウム 

革新的塗装装置の開発 相澤崇史 

 

2008 年 3

月19日 

化学工学会第73
年会 

酢酸エステルおよびケトン類の液相二酸化炭

素モル分率に対する膨張率の考察 

相田努、相澤崇史、

金久保光央、南條弘

 

2008 年 9

月24日 

化学工学会第40
回秋季大会 

二酸化炭素膨張液体の溶液構造の解析 相田努、相澤崇史、

金久保光央、南條弘

2008 年 9

月25日 

化学工学会第40
回秋季大会 

連続式二酸化炭素塗装装置の開発 早坂宜晃、早坂裕、

雪下勝三、鈴木明、

川﨑慎一朗、相澤崇

史、相田努、佐藤勲

征、千代窪毅 
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2008 年 9

月25日 

化学工学会第40
回秋季大会 

二酸化炭素塗装における塗膜形成と塗膜評価 佐藤勲征、千代窪毅、

宮本達也、千葉亮司、

相澤崇史、相田努、

鈴木明、川﨑慎一朗、

早坂裕、早坂宜晃、

雪下勝三 

2008 年 2

月15日 

 

平成20年度 産総
研 環境・エネル
ギーシンポジウ
ム3 

二酸化炭素を用いた低VOC・高意匠性塗装の実

現 

相澤崇史、相田努、

南條弘、鈴木明、川

﨑慎一朗、雪下勝三、

早坂宜晃、佐藤勲征、

千代窪毅 

 

(2) 発表論文 

発表年月

日 
発表媒体 発表タイトル 発表者 

2009年7

月30日 

塗装工学, 44, 
230-237 

高圧マイクロ混合器を用いた二酸化炭素塗装

技術の開発 

鈴木明、川﨑慎一朗、

相澤崇史、小野實信、

早坂裕、雪下勝三、

早坂宜晃、佐藤勲征、

千代窪毅、中塚朝夫

 

 (3) 特許等 （出願済特許等リスト） 

出願日 受付番号 出願に係る特許等の標題 出願人 

2009年3

月31日 

特願2009-088479 二酸化炭素塗装方法及びその装置 鈴木明、川﨑慎一朗、

早坂宜晃 

2009年3

月31日 

特願2009-088501 二酸化炭素を用いた一液型・二液型塗料の塗装

方法及びその装置 

鈴木明、川﨑慎一朗、

早坂宜晃 

 

(4)受賞実績 

受賞年月

日 
受賞名 受賞内容 受賞者 

2009年7

月16日 

第３回ものづく
り日本大賞特別
賞 

有害化学物質フリー革新塗装プロセスの

開発 

早坂裕、鈴木明、相

澤崇史、川﨑慎一朗、

小野實信、雪下勝三、

早坂宜晃、中塚朝夫、

佐藤勲征、千代窪毅

 

(5)新聞発表等 

掲載日 掲載媒体 掲載題目 

2008年3月14日 日経産業新聞1面 油性塗装 有機溶剤不要に 

2008年2月27日 化学工業日報10面 CO2使いスプレー塗装 

2008年5月2日 宮城版NHK クローズアップみやぎ 

2008年5月25日 全国版NHK クローズアップみやぎ 

2009年10月14日 化学工業日報 CO2溶媒利用技術実用へ～車載・携帯部品の塗装～VOC排出

大幅に削減～年内にも工業化装置 
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２－Ｃ－（１） 有害化学物質削減支援ツールの開発 

プロジェクトリーダー ：東京大学 副学長 前田 正史 

実施企業：株式会社三菱化学テクノリサーチ       

株式会社三菱総合研究所           

 

 

１．研究概要 

本研究開発は、VOC（Volatile Organic Compounds：揮発性有機性化合物）の排出削減につ

いて、VOC 対象物質の代替、使用・発生抑制、排出物の処理といった技術的な手段により直

接削減するのではなく、これら削減技術に関する幅広い情報を VOC 排出事業者に提供するこ

とにより、間接的に VOC を削減することを目指すものである。 

VOC の削減については、よく知られるように法規制と自主的取組とのベストミックスによ

り、2010 年度までに 2000 年度比 3割削減を目指すこととされている。しかしながら、VOC 排

出量は平成 18 年度実績推計段階では 20％削減にとどまっており、平成 22 年度までに 30％削

減の目標に向けて、さらに 14 万トン程度の削減が求められている。なかでも自主行動計画に

属さない“その他分”のより一層の削減の必要性が大きくなっている。 

このような自主行動計画に属さない排出事業者の多くは、中小事業者であり、“削減対策と

してどのような方法があるのかわからない！”、“対策には多大な投資が必要で、自社で採用

できるような対策がないのではないか？”といつた戸惑いが見られる。このため、本研究で

は、このような状況に対応するため、インターネット上で VOC 発生抑制・排出削減対策に関

する情報を提供し、複数の対策について自社の条件で各種試算ができ、対策選定の手助けを

する Web ツール【略称：VOC ナビ】を開発し、実際の運用を行うことで、より使い易いツー

ルへと改良していくことを行った。 

 

インターネットで上記情報を提供し、
排出削減を支援する

「Ｗｅｂツール（ＶＯＣナビ）」が有用

VOC排出削減
の枠組み

(規制と自主的取組）

に対し

中小事業者中小事業者
の戸惑い

複数の対策につき
自社の条件で各種
試算ができ、対策選
定を手助けする

■ 削減対策としてどのような方法があるのかわからない！

→ 様々なVOC削減技術の選択肢を提供
■ 対策には多大な投資が必要で、自社で採用できるような対策はないのでは
ないか？

→ あまりお金をかけずにVOCを削減する・VOC削減と同時にコストを
削減できる方法の紹介
■ 製品納入先からVOC削減を求める動きへの対応が急務！

→ 顧客からの要請（グリーン購入、企業イメージなど）
＊VOC対策（水性化等）で受注が増えた事例

■ 環境に配慮した企業を評価する社会情勢の強まり！

→ 企業姿勢のアピール（環境対策、省資源・省エネへの積極性）
→ 悪臭対策にもなり、近隣住民からも好印象
■ その他の効果

→ 作業環境改善（社員の健康保持、消防法の規制緩和など）

● 対策ガイドや削減マニュアルが作成され、普及努力が行
われているが、さらに多様な情報伝達手段が望まれる。

 
図 C-(1)-1 “VOC ナビ”開発の背景と意義 
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第一のツール利用者ターゲットは、前述のように“VOC の使用現場で VOC 対策を検討され

る方”であるが、VOC 対策技術を開発される方（技術サプライヤー）や VOC 政策・施策を立

案される方（行政担当者）も充分、有効に活用することができるツールとなる。 

物質ごと/業種ごと/事業規模ごと

のVOC排出状況のベンチマーク

適用可能性処理技術の抽出

処理装置の効果・コストの概算

概略見積依頼

排出量の算出

削減効果の試算

対策技術の選定

コストの概算

概略見積依頼

現場でVOC対策の検討をされる方

技術開発の企画をされる方

政策・施策の立案をされる方

VOCの国内における現状を知りたい方

こんなことが出来る！
こんなことが分かる！

こんな方におすすめ！

重点業務分野

ｽﾌﾟﾚｰ塗装・脱脂洗浄

グラビア印刷・接着

に応じた内容で

全VOCを対象に

検討

対象６物質

トルエン
キシレン

クロロホルム
塩化メチレン

トリクロロエチレン
テトラクロロエチレン

について
詳細情報を提供

 

図 C-(1)-2 “VOC ナビ”でできること 

上記のような背景と基本コンセプトのもとに、平成 17 年度から平成 20 年度の 4 ヵ年にわ

たり、VOC ナビ（VOC 削減支援ツール）の開発を実施した。大略は図Ｃ-(1)-3 に示すとおり

である。 

脱脂洗浄用途の代替原料
に関するデータ収集と解析

トルエン、ＴＣＥを対象に
ミクロフローの基本構成
を作成

脱脂洗浄適用可能技術の
検索および適用効果の試算に
ついて基本構造を作成

ＷＥＢツールの基本機能と
階層構造を作成

用途／工程別
排出割合の表示

３物質（トルエン、ＴＣＥ、
ＰＣＥ）／２００３年度
マクロフロー作成

＋３物質（キシレン、ＤＣＭ、
ＣＦ）
：計６物質／２００４年度
マクロフロー作成

６物質／２００５年度
マクロフロー作成

１８業種／４用途／５物質の
計３７組についてミクロ
フロー解析とデータ作成

７５業種／９用途／５物質の
計１７８組について
ミクロフロー解析と
データ作成

重点業務別ＩＰ対策
スプレー塗装、脱脂洗浄、
グラビア印刷、接着

・コスト等推算式の改良
・重点業務別ＥＯＰ対策
試算機能作成

・対策技術指定方式から、
適用可能技術候補提示方式
に変更
・概略コスト、削減効果提示

・プロトタイプＷＥＢツール
作成
・画面改良設計

・新機能のソフト作成
・試用版作成→試験公開
ユーザー意見→ツール改良
・掲示板開設

対象物質対象物質
（マクロフロー）（マクロフロー）

対象業種対象業種
（ミクロフロー）（ミクロフロー）

ＥＯＰ対策ＥＯＰ対策
（工場出口での（工場出口での
処理対策）処理対策）

ＩＰ対策ＩＰ対策
（原材料・（原材料・
機器変換、機器変換、
工程内改善）工程内改善）

ＷＥＢツールＷＥＢツール
の開発の開発

Ｈ１７年度
ツール構成要素の開発

Ｈ１８年度
プロトタイプ開発

Ｈ１９年度
試用版を試験公開

Ｈ２０年度
情報･機能拡充

トータルVOCの
使用／排出フロー
作成（塗装・印刷）

トータルVOCの
使用／排出フロー
作成（塗装・印刷）

処理対策ごとの
CO2発生量の算出

処理対策ごとの
CO2発生量の算出

含有物質に応じた
技術選別と前処理
技術情報の提供

含有物質に応じた
技術選別と前処理
技術情報の提供

・複数メーカーへの
概略見積一括依頼

・複数メーカーへの
概略見積一括依頼

Ｖ
Ｏ
Ｃ

ナ

ビ
（
Ｖ
Ｏ
Ｃ
削
減
支
援
ツ
ー
ル
）

ＶＶ

ＯＯ

ＣＣ

ナナ

ビビ

（Ｖ
Ｏ
Ｃ
削
減
支
援
ツ
ー
ル
）

（Ｖ
Ｏ
Ｃ
削
減
支
援
ツ
ー
ル
）

ビジネスビジネス
モデル検討モデル検討

VOCナビ
利用
ニーズ

VOCVOCナビナビ
利用利用
ニーズニーズ

ビジネスモデル
検討

ＶＯＣナビ潜在利用者
数・削減効果

の推定

ＶＯＣナビ潜在利用者
数・削減効果

の推定

 

図 C-(1)-3 “VOC ナビ”開発の 4 年間と成果 
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概ねⅰ)開発初期段階では、マクロからミクロに至る VOC の実績フローの分析と提示方式の

検討及び削減対策技術データの収集と適用技術の評価を中心に、ⅱ）中期段階では、IP（イ

ンプラント）対策と EOP（エンドオブパイプ）対策を含めた技術適用による効果試算機能の

拡充と Web ツールとしての試運用を、ⅲ）最終段階では、試運用で得られた意見・要望を踏

まえて、複数メーカーに対する概略見積一括依頼機能の作成及び CO2発生量の算出等のツール

としての機能拡充に重点をおいて行った。各作業要素毎の展開は以下のとおりである。 

対象物質の我が国全体での流れを示すマクロフローの作成では、作成対象を、早急に削減

が求められる塩素系有機溶剤として、トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン、塩化メ

チレン、クロロホルムの 4 物質、使用量の多い有機溶剤としてトルエン、キシレンの 2 物質

の計 6物質を対象物質として取り上げた。平成 17 年度では、このうちまずトルエン、トリク

ロロエチレン、テトラクロロエチレンの３物質を対象に 2003 年度のマクロフローを作成し、

続く平成 18 年度に、塩化メチレン、クロロホルム、キシレンを加えるとともに、6物質すべ

てについて 2004 年度のマクロフローを作成した。さらに、平成 19 年度は、これら 6 物質に

ついて 2005 年度のマクロフローを解析・作成し、追加・更新を行った。 

個別の事業所での上記対象物質の物質収支を示すミクロフローの作成では、平成 17 年度に

トルエン、トリクロロエチレンを対象に業種、用途、物質を軸に事業所でのフロー（ミクロ

フロー）を示すその基本構成を検討、確立した。平成 18 年度には 18 業種、4 用途、5物質の

計 37 組（業種、用途により、使用、排出しない物質があるため単純な掛け算の組合せ数とは

異なる）について、ミクロフロー解析とデータ作成を行い、平成 19 年には、これを 75 業種、

9 用途、5 物質の計 178 組のミクロフローへと拡張した。平成 20 年度については、塗装・印

刷用途について特定の物質ではなくトータル VOC でのミクロフローを検討・追加した。 

VOC 使用事業所での工場出口での対策である EOP（エンドオブパイプ）対策については、平

成 17 年度に、まず脱脂洗浄について、適用可能な技術を検索し、その適用効果を試算する手

法を構築し、平成 18 年度には、これをユーザーが対象技術を指定する方式から、適用可能技

術の候補とその概略コスト、効果を提示する方式へ変更した。平成 19 年度には、集積された

処理装置メーカー等のデータに基づいて、コスト等推算式の精度向上を図るとともに、重点

業務（脱脂洗浄、スプレー塗装、グラビア印刷、接着）についても、EOP 対策適用の試算が

できる機能を追加し、平成 20 年度には、含有物質に応じた技術選別と前処理技術に関する情

報提供機能の充実を図った。 

VOC の削減を、原材料・機器の変換、工程内改善といった手法で実現する IP（インプラン

ト）対策については、平成 17 年度に脱脂洗浄用途について、代替原料に関するデータ収集と

解析を実施、平成 18 年度には用途・工程別の排出割合の表示を行った。平成 19 年度には、

これらデータをもとに、上記重点４業務について IP 対策の実施の効果等を試算表示する機能

を構築した。さらに、平成 20 年度については、EOP 対策も合わせて、VOC 対策による CO2発生

量が試算できる機能を追加した。 

一方、Web ツールの開発という側面では、平成 17 年度に Web ツールの基本機能と構造につ

いて検討し、平成 18 年度には具体的な画面設計を行い、Web ツールのプロトタイプ版を作成
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した。平成 19 年度は、これをインターネット上で試験公開するなど普及啓発活動を合わせて

実施、得られたユーザー意見を踏まえて機能改良を行った。平成 20 年度には、このうち特に

ユーザー拡大に有効と考えられる複数メーカーへの概略見積一括依頼機能を追加するなどユ

ーザーフレンドリーな機能拡充に取り組んだ。 

また、開発した VOC 削減ツールをビジネスベースで運用し得るかの検討を平成 19 年度より

開始し、その中でツールの潜在利用者数や削減効果の推定を行うとともに、VOC ナビ運用の

ビジネスモデルの検討を実施した。 

 

 

２．研究方法 

２.１ 有害化学物質削減支援ツール（VOC ナビ）用データ収集・分析 

２.１.１ マクロフロー解析ツール用データ収集・分析 
ある化学物質が、どれくらい市場に投入され、どういうルートをたどって最終的にどう

なるのか。そういった化学物質の生産から廃棄までの流れを見える化した「マクロフロー」

を、本ツールで対象とした 6 物質について作成し、VOC としての排出状況や排出ポイント

を把握するための参考資料として、ツール上で提供する。 

 フロー作成に使用したデータの収集・整理手順は以下の通りである。 

ライフサイクルの把握 

 6 物質それぞれの基本物性、代表的な製造方法、主な用途、及び排出後の挙動等の概要

を各種文献により把握した。 

統計データの収集・整理 

 日本全体における生産量や輸入量などの統計データを、経済産業省または財務省などの

資料や、関連業界団体の統計資料等により収集した。 

用途別需要量データ 

 経産省委託調査報告書や関連業界団体の資料を基に、各用途への需要量を推定した。 

PRTR データの整理（業種別・用途別） 

 PRTR データは、6 物質について業種ごとに集計し、またそれらをさらに用途ごとに分類

した。用途の分類は、届出事業所の業務内容等からの推定により行った。 

 

２.１.２ ミクロフロー解析ツール用データ収集・分析 
ミクロフロー解析では、マクロフロー解析で把握した要削減ポイントの用途や業種につ

いて、要削減ポイントをさらに絞り込むための情報（使用・排出実態）を把握する。 

このような情報として、ミクロフロー解析ツールでは、以下の情報を提示する。 

① ミクロフロー解析結果 

② 従業員規模別大気排出量のグラフ、散布図 

③ 詳細排出状況解析 

 

上記の①は、化学物質を取り扱っている事業所において、業種（大分類、小分類）、従業
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員規模、化学物質名、用途を指定した場合の事業所内の平均的な物質フローである。業種

の小分類まで区分けすることによって、業種の特性をさらに詳細に見ることができる。 

また②は、化学物質・業種（大分類）ごとに、事業所の従業員規模別の大気排出量を示

したグラフおよび該当する事業所の従業員規模と大気排出量の値をマッピングした分布図

である。③は、VOC の主要排出源である塗装工程、洗浄工程、印刷工程、接着工程につい

て、VOC の使用状況等を示すデータである。 

データ収集・分析は、以下の手順で進めた。 

・ 基礎データの収集・分析 

・ ミクロフロー推計（モデル、推定式は平成 18 年度の成果をベースとした） 

・ データベース作成 

 

基礎データの分析においては、表 C-(1)-1 に示すような事業所レベルのデータおよび統

計データなどを元にした。 

 

表 C-(1)-1 基礎データの収集・分析の際の利用情報 

資料名 記載データ 検討事項 

経済産業省・環境省 PRTR

届出データ（化管法第11条

に基づく開示） 

PRTR 届出事業所ごとの業種、従

業員数、化学物質、排出量、移動

量など。 

事業所レベルでの業種ごとの排出量

等の検討。 

経済産業省｢VOC 排出抑

制に係る自主行動計画｣ 

工業団体ごとの VOC の年度の使

用量・排出量など。 

VOC として算出されているので、他

の資料と併せて、物質ごとの使用

量・排出量を検討。またその結果か

ら排出係数を算出。 

自治体の条例で収集して

いる取扱データ 

自治体の条例によって集められた

事業所ごとの溶剤取扱量等。 

事業所ごとの溶剤取扱量等のデータ

を設定。そこから排出係数を設定。 

社団法人日本塗料工業会

｢平成 17 年度 塗料からの

VOC 排出実態推計のまと

め｣（平成 19 年 2 月）、｢平

成 18 年度 塗料からの

VOC 排出実態推計のまと

め｣（平成 20 年 2 月） 

塗料の種類（シンナー含む）および

用途ごとの出荷量。 

トルエン、キシレンなどの用途ごとの

排出係数を算出。 

環境省｢PRTR 対象化学物

質の排出削減に向けた取

組事例集｣（平成17年8月） 

業種、従業員規模、事業内容、製

造工程、対象物質、排出ポイント、

排出の算出方法、物質の年度ごと

の取扱量・排出量など。 

63 事例が紹介されている。 

左記事例の中から今回の対象物質

の取扱い事例を抽出し、排出係数を

算出。また、工程の詳細を検討。 

企業の環境報告書、CSR

報告書および web 情報 

VOC の使用量・排出量、取扱製品

など。 

上記検討の補足。 

経済産業省「工業統計表 

産業編」 

業種、従業員規模ごとの事業所

数、原材料使用額等、製造品出荷

額等。 

業種（小分類）ごと、従業員規模ごと

の VOC 使用量の参考情報。 

また、これらのデータだけでは不十分であるので、塗装工程、印刷工程、接着工程につ

いて、事業所へのアンケート調査を実施し、VOC（トルエン、キシレンなど）の事業所ごと

の取扱量、廃棄物量、回収・再生量、排出抑制対策の実施状況等の基礎データの収集を行

った。 

ミクロフロー解析でデータベースを作成した業種、用途、化学物質を表 C-(1)-2 に示す。

なお、データは業種（小分類）レベルで作成した。 
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表 C-(1)-2 ミクロフロー解析の作成データ一覧 

業種（大分類） 用途 化学物質 

印刷・同関連業 印刷（出版グラビア） トルエン 

印刷（軟包装グラビア） トルエン 

全 VOC 

化学工業 化学原料/加工溶媒 キシレン 

テトラクロロエチレン 

トリクロロエチレン 

クロロホルム 

トルエン 

塩化メチレン 

プラスチック製品製造業 塗装（その他） トルエン 

全 VOC 

その他 塩化メチレン 

ゴム製品製造業 接着 トルエン 

鉄鋼業 脱脂洗浄 テトラクロロエチレン 

トリクロロエチレン 

非鉄金属製造業 脱脂洗浄 テトラクロロエチレン 

金属製品製造業 脱脂洗浄 テトラクロロエチレン 

トリクロロエチレン 

塩化メチレン 

塗装（その他） キシレン 

全 VOC 

一般機械器具製造業 脱脂洗浄 トリクロロエチレン 

塗装（その他） キシレン 

全 VOC 

電気機械器具製造業 脱脂洗浄 トリクロロエチレン 

塩化メチレン 

塗装（その他） キシレン 

全 VOC 

輸送用機械器具製造業 脱脂洗浄 トリクロロエチレン 

塩化メチレン 

塗装（その他） キシレン 

トルエン 

全 VOC 

精密機械器具製造業 脱脂洗浄 トリクロロエチレン 

その他の製造業 脱脂洗浄 テトラクロロエチレン 

塩化メチレン 

塗装（その他） トルエン 

全 VOC 

洗濯業 クリーニング テトラクロロエチレン 

注）データは業種（小分類）レベルで作成した。 

 

２.１.３ 用途別排出パターンのデータ収集・分析 
印刷用途を中心として、VOC 排出事業所を選定し、VOC 利用実態および排出濃度や排出風

量など VOC の大気への排出状況に関する現場測定を実施し、対策技術についての知見を得

た。 

この分析結果等を基に、削減支援ツールの利用者による入力値である、VOC 利用量、稼

働時間等と排出濃度、排出風量との関係を定量的に明らかにし、データベース化すること

を目的として、用途ごとに VOC 排出特性を峻別する代表的パターンを設定した。設定した

排出パターンは以下のとおりである。 
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表 C-(1)-3 設定した用途別排出パターン 

＜金属洗浄(例)＞ 

 パターン１ パターン２ パターン３ パターン４ 

排ガス風量 

（m3/分） 
10 40 60 100 

排ガス種類 

（主成分） 
塩化メチレン 塩化メチレン トリクロロエチレン トリクロロエチレン

排ガス濃度 

（ppm） 
1,500～2,500 500～800 250～500 150～400 

排ガス温度 35℃ 

原ガス性状 不純物として切削加工油を含む 

電動機仕様 全閉外扇屋外形×E 種絶縁形 

稼働時間 8h/日、週 5 日稼働 

供給電源 60Hz×220V×3 相 

付帯設備 チラー設備等運転に必要な設備 

装置設置場所 屋外建屋に設置 

 

２.１.４ 削減対策技術の適用性評価・検索ツール用のシーズ特性データの収集・分析 
実測結果等及びそれに基づく代表的パターン分類と排出濃度等の条件設定に基づき、EOP

削減対策技術のサプライヤーに対して、アンケート調査・ヒアリング調査を実施し、サプ

ライヤー保有の技術・装置ごとの適用可能化学物質、技術・装置のイニシャルコスト、ユ

ーティリティ等の使用量とランニングコスト、所要面積、適用事例を収集し、データベー

ス化した。この際、実測結果に基づく条件設定を行った上で、データ収集とデータベース

化を図った。 

一方、VOC を使用している工程の中で、原材料や使用機器、あるいは作業方法等を改善

することで VOC の排出を削減できる、いわゆるインプラント(IP)対策の手法について、対

策の種類の説明や、対策導入のための情報提供を行い、さらにツールのユーザーが独自の

条件を入力して効果やコストを検討できる IP 検討ツールを開発した。該検討機能に必要な

IP 削減対策技術に関する効果やコストの情報は、各工業会や国の調査報告書等を基に、専

門家へのヒアリング等を参考にしながら収集・分析し、ツール上で入力するユーザーの条

件に応じた効果とコスト変化を算出するためのアルゴリズムの開発へつなげた。 

 

２.１.５ VOC 排出削減対策毎の二酸化炭素排出量データの収集・分析 
EOP 削減対策技術関連データ 

算定にあたっての基本的な考え方について、以下のとおり整理した。 

・ 原則として、温室効果ガス算定報告公表制度の算定範囲（＝排出事業所からの直接排

出＋電気・熱使用に伴う間接排出）に合わせる。具体的には以下を算定対象とした。 

- VOC 削減装置が消費するエネルギーの使用に伴う CO2排出量増加分 

- VOC の分解・燃焼に伴う CO2排出量増加分 

・ CO2以外の温室効果ガスについては原則として考慮しない。 

IP 削減対策技術関連データ 
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インプラント（工程内）における VOC の削減対策に関して有効な手段の一つに、原材料

を低 VOC のものに変換する方法がある。しかし、より広い視野で環境問題を捉えた場合、

原材料を変換することが新たに及ぼす環境負荷についての考慮が必要になる。 

そこで本ツールでは、使用する原材料の種類と量に応じて、その製造までの CO2排出量を

算出し、原材料の変換にともなう環境負荷の変化についての参考値を表示する。 

 

 

３．研究結果と考察 

３.１ 有害化学物質削減支援ツール（VOC ナビ）の開発 

３.１.１ 支援ツールの全体構成 
ハードウェア構成 

本ウェブシステムを実現するために、下記のハードウェアを導入した。 

表 C-(1)-4 ハードウェア構成 

種類 ハードウェア仕様 

WEB サーバ 

CPU Xeon3.06GHz 

RAM 2GByte 

HDD SerialATA2 143Gbyte×2（RAID1） 

DB サーバ 

CPU QuadCore Xeon L5410 2.3GHz （L2 Cache：6MB×2） 

RAM 2GByte 

HDD SerialATA2 160Gbyte×2（RAID1） 

メールサーバ 

CPU Xeon2.8GHz 

RAM 2GByte 

HDD SerialATA2 80Gbyte×2（RAID1） 

ファイアーウォール

(以後、F/W と記す） 
型式 NetScreen50 

 

 

ソフトウェア構成 

本ウェブシステムを実現するために、下記のソフトウェアを導入した。 

表 C-(1)-5 ソフトウェア構成 

種類 ソフトウェア仕様 

サーバ側 WEB サーバ 

OS CentOS 

WEB Apache2.0 

APP Tomcat4.1.31 
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プログラム

実行環境 
Java2（1.4.0） 

DB サーバ 
OS CentOS 

DB PostgreSQL8.1.4 

メールサーバ 
OS CentOS 

MAIL qmail 

プログラムで使用するソフトウェ

アと標準仕様目安 

CSS Level 2 

Java Script 1.2 

JSP 1.2 

XML 1.0 

Struts 1.3.8 

クライアント側 

稼動ブラウザ）Internet Explorer 6 以上 / Netscape 

6 以上   

推奨ブラウザ）Internet Explorer 6.0 以上 

 

 

ネットワーク構成 

本システムを実現するために、下記に示すネットワーク環境を構築することにした。本

システム内には、個人情報を取り扱う機能が含まれているため、ネットワーク環境の構築

にあたっては、セキュリティについて可能な限り考慮した。 

 

 

 

図 C-(1)-4 ネットワーク構成 
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サイト構成 

本ウェブサイトは、以下の構成となっている。 

 

                   

  【HOME】         

  【業務別削減策】  【フローと削減技術】    

   スプレー塗装   削減対策の効果を知る   

    対策の選択   事業所で見る排出状況 

    原材料機器の変換   工程で見る排出状況   

    作業の改善   削減技術シミュレーション 

    処理装置の導入  VOC 排出状況を調べる   

   脱脂洗浄    全体で見る排出状況   

    対策の選択    トルエン   

    原材料機器の変換    キシレン   

    作業の改善    トリクロロエチレン 

    処理装置の導入    テトラクロロエチレン 

   グラビア印刷     塩化メチレン 

    対策の選択    クロロホルム 

    原材料の変換   業種で見る排出状況   

    作業の改善    トルエン   

    処理装置の導入    キシレン   

   接着      トリクロロエチレン 

    対策の選択    テトラクロロエチレン 

    原材料の変換    塩化メチレン 

    作業の改善    クロロホルム 

    処理装置の導入   全体排出状況解析   

  【資料請求・見積依頼】     トルエン   

        資料請求・見積依頼のしかた    キシレン   

   資料請求・見積依頼     トリクロロエチレン 

   これまでの資料請求・見積依頼    テトラクロロエチレン 

  【利用のひろば】    塩化メチレン 

        このツールの使い方     クロロホルム  

   このツールについて   詳細排出状況解析   

           目的別使い方の例    塗装工程   

   条件選択のヒント   洗浄工程   

   お問い合わせ先    印刷工程   

   What's New    接着工程   

  【VOC 関連情報】        

   VOC ニュース   削減技術の情報    

   VOC 関連サイト    対策装置の検索   

       工程内対策の検索   

  ＊HOME         

  ＊サイトマップ      

  ＊プライバシーポリシー      

                    

図 C-(1)-5 支援ツールのウェブサイト構成（サイトマップ） 
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３.１.２ マクロフロー解析ツールの開発 
マテリアルフロー 

対象とする 6 物質について、生産から廃棄までの国内の流れを示したマテリアルフロー

を作成し、WEB 上でユーザーに提供するツールを開発した。 

業種フロー 

対象とする 6 物質について、PRTR 制度により公開された排出量を業種ごとにまとめ、大

気への排出量の多い順に並べた業種フローを作成し、WEB 上でユーザーに提供するツール

を開発した。 

 

３.１.３ ミクロフロー解析ツールの開発 
ミクロフロー解析ツールでは、以下データを表示する。 

① ミクロフロー解析結果 

② 従業員規模別大気排出量のグラフ、散布図 

③ 詳細排出状況解析 

上記の表示項目のうち、①のツール画面上での表示イメージを以下に示す。 

 

 

図 C-(1)-6 ミクロフロー解析結果の表示の例（全 VOC の場合） 

３.１.４ EOP 削減対策の適用性評価・検索ツールの開発 
本ツールでは、EOP 削減対策に関して大きく「削減対策シミュレーション」「削減技術情報

の検索」「業務別の EOP 対策の検討」の 3つの機能を有している。 
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削減対策シミュレーション 

 

図 C-(1)-7 項目の選択画面 

上記の項目を全て入力後、削減対策シミュレーションを実行する（ページの「計算」ボ

タンをクリックする）ことで、図 C-(1)-8 のように削減対策シミュレーションの計算結果

が表示される。画面左側の事業所に入る矢印は、事業所で 1 年間に使用する化学物質の量

を、右側の事業所から出る矢印は、削減技術適用前後の事業所からの予測排出量を示して

いる。 

 

図 C-(1)-8 削減対策シミュレーション計算結果の画面 

技術検索 

「削減技術情報の検索」では、削減技術、メーカー名を選択することにより、条件に合

った削減技術を一覧表示することが可能である。 

Ⅲ.2－258



削減技術(大分類、小分類)、供給メーカーを選択し、検索ボタンを押すことで、検索結

果が表示される。検索結果では、以下の情報を参照可能である。 

・ 適用事例：他社事例、外部ホームページの適用事例を参照可能 

・ 供給メーカー、装置・手法名情報：供給メーカーの企業ホームページ及び供給メーカ

ーの企業ホームページ内の製品情報を参照可能 

 

 

図 C-(1)-9 検索結果の表示画面の例 

 

３.１.５ IP 削減対策の適用性評価・検索ツールの開発 
 

IP 検討ツールは、VOC の排出が多い業務分野（スプレー塗装、脱脂洗浄、グラビア印刷、

接着）について作成した。WEB ツール「VOC ナビ」上に、この 4 つの業務分野についてより

簡易な操作で対策検討ができる「業務別削減策」というカテゴリを設け、分野ごとに現状

認識と IP 及び EOP の対策検討が一貫して実施できるような形式のページ構成で作成した。 

 

表 C-(1)-6 IP 検討ページの構成 

ページ 内容 

対策の選択 

対策を行っていない一般的な工程における VOC 排出の現状について

認識してもらい、対策手法の概要を説明し、ツールによる対策検討の

ナビゲーションを行う。 

原材料・機器の変換 
工程内で使用する、VOC を含む原材料や機器または装置を変換する

手法について、ユーザー個別の条件を用いて導き出した VOC 排出削
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減効果と必要コストの目安を提示する。 

作業の改善 

工程内で VOC を扱う作業方法に関して、VOC 排出に影響する項目に

ついて説明し、VOC 削減のための改善の方向性及びそれによって期

待される効果と必要コストの一般的な目安を提示する。  

 

３.１.６ VOC 排出削減対策における二酸化炭素排出量算出ツールの開発 
EOP 削減対策技術 

2.1.5 で設定した算定ロジックを用いて、VOC 排出削減対策ごとの二酸化炭素の排出量

算出が可能なツールを開発し、「削減対策シミュレーション」と「業務別の EOP 対策」に

実装した。 

IP 削減対策技術 

インプラント（工程内）の VOC 排出削減対策技術に関する CO2排出量の算出は、対策前と

対策後に使用する原材料の種類と使用量に応じて行う。算出ツールは原材料・機器変換法

画面に設置し、ここで現在使用中の原材料と検討する対策用原材料を選択し、さらに使用

量を入力することで、これらを用いたそれぞれの原材料の製造までの CO2排出量の算出を行

い、VOC の削減効果を示す結果表と合わせて表示する形式とした。 

 

３.１.７ 概略見積一括依頼機能の開発 
概略見積一括依頼機能は、VOC 排出事業者がサイトを通じて技術サプライヤーに対して

見積依頼を行うことができる機能である。当機能での排出事業者と技術サプライヤーの最

適なマッチングにより、対策促進につながるものと考えられる。本機能のオペレーション

の流れを図 C-(1)-10 に示す。 

排出事業者 削減支援ツール 技術サプライヤ

対策技術検索

見積依頼先選定

見積依頼シート記
入･依頼実行

依頼を受けた技術サプライ
ヤにお知らせメール配信

お知らせメール着信

ツールにログイン、
見積依頼シート確認

見積検討・作成

見積書受領 見積書発送

依頼内容説明
依頼内容確認

直接連絡・交渉

依頼を行った排出事業者
にお知らせメール配信

お知らせメール着信

情報漏洩ナシの安心感情報漏洩ナシの安心感

（ユーザーアドレス、
依頼メールの管理に

関与を限定）

排出事業者 削減支援ツール 技術サプライヤ

対策技術検索

見積依頼先選定

見積依頼シート記
入･依頼実行

依頼を受けた技術サプライ
ヤにお知らせメール配信

お知らせメール着信

ツールにログイン、
見積依頼シート確認

見積検討・作成

見積書受領 見積書発送

依頼内容説明
依頼内容確認

直接連絡・交渉

依頼を行った排出事業者
にお知らせメール配信

お知らせメール着信

情報漏洩ナシの安心感情報漏洩ナシの安心感

（ユーザーアドレス、
依頼メールの管理に

関与を限定）

情報漏洩ナシの安心感情報漏洩ナシの安心感

（ユーザーアドレス、
依頼メールの管理に

関与を限定）

 

図 C-(1)-10 オペレーションの流れ 
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本機能によって、排出事業者は、気に入った幾つかの技術サプライヤーに対して、サイ

ト上から直接、見積もり依頼を行うことができるようになる。 

技術サプライヤーが見積依頼を受けた後は、技術サプライヤーでの通常の営業活動と同

様に、直接、排出事業者と連絡を取り、商談の交渉を進めることになる。 

 

３.２ VOC ナビの普及活動と利用状況 

ワークショップの開催 

 VOC ナビの普及のため、ワークショップを開催した。開催日時・開催場所等の一覧を以下

に示す。 

表 C-(1)-7 ワークショップ開催日時・開催場所等 

開催回数 開催日 開催場所 参加人数 

1 2007 年 10 月 11 日 東京都千代田区（株式会社 三菱総合研究所） 午後： 注１ 

2 
2008 年 1 月 28 日 岡山市（岡山コンベンションセンター） 

午前：12 名 

3 午後：19 名 

4 
2008 年 1 月 30 日 福岡市（アスクビル） 

午前： 7 名 

5 午後：15 名 

6 
2008 年 7 月 18 日 東京都千代田区（株式会社 三菱総合研究所） 

午前：15 名 

7 午後：18 名 

8 
2008 年 7 月 29 日 大阪市（NEDO 技術開発機構 関西支部） 

午前： 9 名 

9 午後：12 名 

10 2008 年 8 月 20 日 東京都千代田区（株式会社 三菱総合研究所） 夜間：19 名 

注１：当日参加があったなどにより、参加数不明。 

注２：一部の開催回については、参加人数ではなく、申込人数。 

 以下にワークショップ参加者を対象に実施したアンケート調査結果を示す。 

 

【VOC 対策のニーズ】 

・ 物質、用途については、現在、ツールに掲載されているものおよび今年度開発予定の

ものについてのニーズが高かった（物質：トルエン、キシレン、用途：塗装、洗浄、

印刷等）。 

 

【コンテンツについて】 

・ 対策技術の情報については、利用ニーズが高かった。 

・ 事業者が求める情報項目としては、対策技術のメーカー名よりも、むしろ技術の内容

に関する情報（削減効果、ランニングコスト、導入事例）を求めている傾向が見られ

た。 

 

【操作性について】 

・ 操作性については、否定的な意見は少なかったが、あまり有効な意見は得られなかっ

た。 

 

【運用形態について】 

・ VOC 対策の情報入手先については、インターネットからという意見が多かった。（本

ツールの利用についても期待できる感触を得た。） 

・ 事業者の情報入手先は、インターネット以外に、原材料・装置に販売業者・メーカー、

業界団体、展示会が挙げられる。→本ツール普及については、このようなルートを検

討することが重要であると考えられる。 

・ サプライヤーからは自社技術を登録したいという意見が多かった。登録料金として

は、1商品当たり 1万円～10 万円程度が妥当であるという意見が多かった。 
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３.２.１ VOC ナビの公開と利用状況 
公開時期と VOC ナビの開発状況 

平成 19 年 8 月、業務別 VOC 排出削減対策検討機能（スプレー塗装編）を完成してウェブ

サイト用の基本機能が整ったのを機に、8月 27 日にインターネットでの一般公開を開始し

た。VOC 排出削減支援ツールの機能と一般公開を開始したことを 8月 28 日に開催された産

業環境管理協会の VOC 対策セミナーで発表した。引き続き脱脂洗浄編を作成し、9月 12 日

～9月 14 日に東京ビッグサイトで開催された国際洗浄産業展に出品し、利用方法のデモン

ストレーション行った。以上のように、平成 19 年度のソフト開発予定項目が完了したわけ

ではないが、ソフト開発と並行して、作成した機能を逐次一般公開して多くの人に使って

もらい、わかり難い点、使い難い点、ツールに期待する機能等利用者の声を集め、それを

参考にツール改良を進めた。 

開発プロジェクトにおいても平成 19 年 10 月 11 日にワークショップを東京で開催し、ツ

ール機能の概要とインターネットを使っての利用方法の説明を行い、利用普及を図った。 

 

アクセス数と利用者分析結果 

VOC ナビの VOC 対策検討機能完成に伴い、ウェブサイトへのアクセスデータを 2008 年 1

月から収集し、利用状況を調査・分析を実施した。 

ウェブサイトへのアクセス数をページビュー数の月間推移でみると、平成 20 年前半は月

間 8 千ページ前後で推移していたが、ワークショップ等 VOC ナビの普及活動を活発に実施

した7月以降1万5千ページ前後に増加し、11月以降は2万 5千ページ前後になっている。 

 VOC 排出事業者からのアクセスを業種分類すると図 C-(1)-11 に示したとおり、電機・電

子製造業、輸送機械製造業（自動車製造、自動車部品製造）、化学工業、ゴム製品製造業で

全体の 75％を占める。電機・電子製造業、輸送機械製造業においては、製造工程に洗浄、

塗装等 VOC を取り扱う工程があり、VOC 排出抑制に取り組んでいるためアクセスが多いも

のと思われる。 

 

 

28%

26%
19%

13%

6%
4% 4%

　　　電機・電子

　　　自動車・同部品

　　　化学・ゴム

　　　機械

　　　住宅・家具

　　　印刷・塗装

　　　製薬

 

図 C-(1)-11 業種別アクセス分析（排出事業者） 

 

2008 年 1 月から 2009 年 2 月までのツールの各機能のアクセス数を各月 4 ページ以上の
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アクセスについて集計した結果を表 C-(1)- 8 の中央に示す。 

見積依頼機能は 2008 年 7 月から利用開始したので、アクセス数の比率を比較するには

2008 年 7 月以降のアクセス数で分析するのがよい。 

また TOP ページは除外して利用比率を比較した結果を表の右部分に示す。 

業務別の塗装と削減対策情報検索の利用数が多いことがわかる。また、見積依頼のペー

ジに 3,600 のアクセスがあり、関心が高いことを示しているので、今後実際に見積依頼が

実施されるよう、フォローアップが必要である。 

 

表 C-(1)-8 VOC ナビの利用ページ分析 

ツール機能 08/01-09/02 08/07-09/02 

 ｱｸｾｽ合計 比率％ ｱｸｾｽ合計 比率％ 

  TOP ページ 18,295 20.1 10,529    － 

  業務別         

    塗装 12,620 13.8 7,157 15.7

    洗浄 5,899 6.5 3,308 7.3

    印刷 6,868 7.5 3,945 8.7

    接着 3,137 3.4 2,266 5

  処理対策(シミュレーション） 2,360 2.6 1,299 2.9

  マクロフローと解析 5,507 6 3,194 7

    業種フローおよび工程図 2,789 3.1 1,689 3.7

  ミクロフローと解析 5,125 5.6 3,001 6.6

  情報検索（処理装置） 8,057 8.8 5,050 11.1

  情報検索（工程内対策） 5,505 6 3,888 8.6

    見積依頼 3,618 4 3,618 8

  利用のひろば 8,486 9.3 5,056 11.1

  ＶＯＣニュース 2,882 3.2 1,990 4.4

       合計 91,148 99.9 55,990 100.1

 

３.３ VOC ナビ開発の成果 

３.３.１ VOC ナビ利用による VOC 排出削減量推計 
今回、開発を行った“VOC ナビ”は利用可能な対象業務や対象物質が必ずしも特定範囲

に限定されるものではないが、特に実務的な検討を実施する対象として、VOC 排出量の多

い『スプレー塗装』、『脱脂洗浄』、『グラビア印刷』、『接着』を取り上げている。そこで、

これら 4 業務に係る VOC 排出量を見ると、平成 18 年度推計で 563,513 トンであり、これが

本ツールがより積極的に働きかけ得る VOC 排出量（＝VOC 削減ポテンシャル量）と考える

ことができる。 

そこで、ツールによる排出削減期待効果を、 

VOC 排出削減期待量 ＝ VOC 削減ポテンシャル量 × トリガー率×対策実施効果 

＊ここで、 

トリガー率 ：VOC ナビの利用が契機となって排出事業者が対策を実施する率 

対策実施効果：対策を適用することで VOC が削減される割合（EOP 対策で 80％、IP 対策で 30％と想定） 

と考え、トリガー率を平成 22 年時点で EOP 対策で 1％、IP 対策で 3％と想定すると、平成

22 年度の削減期待量は、 
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563,513 トン × （0.01 × 0.8 ＋ 0.03 × 0.3）＝ 9,580 トン 

と、削減必要量 14 万トンに対して 1 万トン程度の貢献となる。 

さらに、中小事業者向けに今後開発される技術を積極的にツールに取り込むことにより、

平成 22 年から平成 27 年にかけて、EOP 対策については年 1％ずつ、IP 対策については 2％

ずつ、トリガー率がアップしていくものと想定すると、平成 27 年度までに VOC ナビが契機

となって削減が期待される量は、EOP 対策：83,414 トン、IP 対策：71,850 トンと合計約

15.5 万トンとなり、平成 22 年度の 4業務起因排出量 56.4 万トンに対して、28％程度の効

果をも期待しうる。 

 

408,249

563,513ﾄﾝ

IP：
71,850ﾄﾝ

IP：5,072ﾄﾝ EOP：
83,414ﾄﾝ

EOP：4,508ﾄﾝ

117万ﾄﾝ

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

平成２２年 平成２７年

○平成22年までに必要とされる削減量
14万ﾄﾝに対して、1万ﾄﾝ弱の貢献

○さらに、中小事業者向けに開発される
技術を積極的にツールに取り込むこと
で、平成22年：56.4万ﾄﾝに対して、平
成27年までに15.5万ﾄﾝ（28％）の削
減効果も期待しうる

注1） 563,513ﾄﾝは洗浄、塗装、印刷、接着用途に使用される全VOC量
（ H18推計排出インベントリー調査）

注2） ツール利用によるトリガー率EOP対策については平成22年1％で、年1％ずつ
アップ、IP対策については平成22年で3％、で年2％ずつアップ、対策実施による
削減効果をEOP80％、IP30％と想定

上記4業務
に係る
VOC

排出量

 

図 C-(1)-12 “VOC ナビ”による VOC 削減期待効果 

３.３.２ VOC ナビ潜在利用者数の推計 
対象とする分野は、VOC の主要な排出源である洗浄、塗装、接着、印刷の潜在的なユー

ザー数(事業所数)を各種統計等に基づいて推計すると下表のように、6万～7万件程度とな

る。これ以外にも、ラミネート加工などの企業が対象になると考えられる。 

 

表 C-(1)-9 事業所の推計結果 

分野 事業所数（推計値） 

洗浄分野 5.0 万事業所 

塗装分野、接着分野 11.5 万事業所 

印刷分野 0.7 万事業所 

合計 17.2 万事業所 
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４．結言 

４.１ ビジネスモデルの検討 

VOC ナビでは、３．で示すような VOC 削減に関する幅広い情報を無料で発信するため、VOC

削減を検討している多くの排出事業者のアクセスが期待される。これらのアクセス者は技術

サプライヤーにとっての有望な潜在顧客であるため、本サイト内に自社製品・サービス情報

を掲載することで効果的な広告宣伝が可能となる。VOC ナビ自立化の検討に当たっては、技

術サプライヤーにとっての広告宣伝媒体としての価値に着目し、技術サプライヤーからの広

告宣伝費を主な収益源とするビジネスモデルを構築するに至った。 

有害化学
物質削減
支援サイト
（VOCナビ）

技術
サプラ
イヤー

排出事業者

情報収集（無料）

（技術、メーカー、削減効果）

無料利用（一部有料）

企業情報登録（任意）

基本登録料、商品登録料

資料請求保証広告料

バナー広告料

資料請求企業情報

市場情報（集計結果）

パンフレット送付、営業マンからのアクセス

排出事業者
（契約者） 契約内容申告

キャッシュバック

成功報酬請求

成功報酬支払い

契約実績情報の登録

￥

￥有害化学
物質削減
支援サイト
（VOCナビ）

技術
サプラ
イヤー

排出事業者

情報収集（無料）

（技術、メーカー、削減効果）

無料利用（一部有料）

企業情報登録（任意）

基本登録料、商品登録料

資料請求保証広告料

バナー広告料

資料請求企業情報

市場情報（集計結果）

パンフレット送付、営業マンからのアクセス

排出事業者
（契約者） 契約内容申告

キャッシュバック

成功報酬請求

成功報酬支払い

契約実績情報の登録

￥

￥

 

図 C-(1)-13 ビジネスモデル概要図 

 

上記のビジネスモデルを前提に、事業収支の試算を行った。詳細な算出条件は以下に示す。 

なお、図に示すビジネスモデルの中で、資料請求保証広告料（排出事業者から技術サプライ

ヤーに対して見積もり依頼があった場合、依頼件数に応じて技術サプライヤーに対して広告

料を課金するもの）は請求手続きが煩雑になるため、徴収しないものして試算している。 

 

表 C-(1)-10 事業収支算出条件 

# 項目 設定条件 

1 技術サプライヤー数 500 社（2009 年度以降の伸び率 0%） 

2 技術サプライヤーの 

サイト登録率 

2009 年度 10%、2010 年度 20%、2011 年度 30%、2012

年度 35%、2013 年度 40% 

3 技術サプライヤー1社当りの 

商品登録点数 

平均 2.0 点 

4 1 日当りのサイト訪問者数 2009 年度 200 人、2010 年度 300 人、2011 年度以降

600 人 

5 サイト訪問者の見積依頼率 1.0% 

6 見積依頼 1回当りの企業数 1 回当り 3社に一括見積依頼 

7 技術サプライヤーに対する 

サイト登録基本料金 

5000 円/月 

8 技術サプライヤーに対する 

商品 1点当り登録料金 

1000 円/月 
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9 バナー広告料金 掲載場所や大きさに応じて 3段階に設定 

①200 千円/月、②100 千円/月、③50 千円/月 

10 広告枠の稼働率 上記バナー広告枠の稼働率は、2009 年度 20%、2010

年度 60%、2011 年度以降は 70% 

11 見積依頼した排出事業者から見

積依頼後にサプライヤーへコン

タクトを取る率 

20% 

12 #11 のコンタクト後に契約が成立

する率 

5% 

13 #12 の平均契約単価 3,000 千円 

14 技術サプライヤーから徴収する

成功報酬率 

契約単価の 5.0% 

15 徴収した成功報酬額のうち、契約

した排出事業者への還元率 

契約単価の 2.0% 

16 事業運営人件費 9,000 千円/年 

17 サーバーホスティング費用 4,680 千円/年 

18 ドメイン使用料 8 千円/年 

19 アプリケーション保守費用 1,700 千円/年 

20 バナー広告のソフト開発および

運営費 

2009 年度 1,500 千円、2010 年度以降 500 千円 

21 プロモーション活動費 4,000 千円/年 

22 その他運営経費 1,200 千円/年 

23 減価償却費 ソフト開発費に対して 5年間の定額償却 

 

この算定条件に基づく収支計算結果は以下の通り。 

 

 

表 C-(1)-11 収支計算結果 

単位:千円

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 5年間累計

売上高 千円 6,222 14,115 20,379 23,532 25,632 89,880

サプライヤー登録基本料 千円 3,000 6,000 9,000 10,500 12,000 40,500

商品登録料 千円 1,200 2,400 3,600 4,200 4,800 16,200

見積依頼情報料 千円 0 0 0 0 0 0

バナー広告料 千円 1,320 3,960 4,620 4,620 4,620 19,140

成功報酬 千円 702 1,755 3,159 4,212 4,212 14,040

変動費 千円 0 0 0 0 0 0

固定費 千円 22,288 21,488 21,688 21,888 21,888 109,240

営業利益 千円 -16,066 -7,373 -1,309 1,644 3,744 -19,360  
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売上高と営業利益の推移
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図 C-(1)-14 収支計算結果（グラフ） 

 

４.２ VOC ナビ継続運営のための課題 

ウェブサイトの研究開発終了後も引き続き VOC ナビを運営し、VOC 排出削減を支援するこ

とが重要であり、運営機関の候補について検討した。 

候補機関としては 

① VOC ナビ開発者 

② 情報提供ウェブサイト運営者 

③ 公的機関、公的団体 

が考えられる。 

4.1 で検討したビジネスモデル収支計算においては、ウェブサイト運営費を賄う収入を得

ることが非常に厳しいという試算結果がでており、ウェブサイト運営単独で営利事業として

運営していくことが難しく、シンクタンクを業とする①が運営することが困難な状況にある。 

そこで、②のように既にウェブサイト運営を実施しているサイト運営者に情報提供サービ

スの拡大という形で運営を移管する可能性に期待し、ヒアリング調査を行った。その結果、

ウェブサイト運営単独では収益事業とはなっておらず、別のサービス提供や商品販売のため

の情報提供を補完する役割と位置づけて運営している状況であった。また民間企業が運営す

る場合、収益悪化時に VOC ナビの運営を企業の都合で中止することが想定され、事業者の VOC

排出削減を支援する公共性の高いサイトの継続的利用が担保できないことになる。 

このような観点から、③公的機関・公的団体による運営が望ましいが、この場合でもサイ

ト運営費の裏づけが必要である。 

今後の光化学スモッグの発生状況等社会的ニーズの動静により、化学物質排出削減対策支

援の強化が求められる際に、公的機関による VOC ナビの運営が実現することを期待したい。 
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４.３ VOC ナビの今後の方向 

“VOC ナビ”は現在まで Web 上の運用成果としては、3.2 で述べたように、一定数のアクセ

ス者数を確保しているものの、明確な削減実績にまでは至っていない。 

これは、“VOC ナビ”のツールとしての使いにくさ（ツール側の要因）やツールの存在自体

が必要とされるユーザーに知られていない（ツール広報側の要因）も大きいものの、現段階

では排出事業者（想定ユーザー）が削減の必要性を十分に認識していない、もしくは対策に

対する切迫感に欠けるといったユーザー側の要因や“VOC ナビ”に現時点で登録されている

技術がユーザーのニーズ（価格や性能）とはマッチしていないというサプライヤー側の要因

も大きいものと考えられる。 

平成 22 年度に VOC 規制の成果レビューが行われ、その結果として、（特に中小事業者を中

心として）VOC 排出抑制への要請が加速化すると考えられることから、VOC 削減対策に対する

切迫感は今後高まっていくものと想定される。その際に“VOC ナビ”がこれまでの対策に比

べ格段に安価で優良な VOC 対策技術に関する情報を取り込んで行くことができれば、ユーザ

ーとサプライヤーのニーズが合致し、VOC ナビがそのためのトリガー役という本来の機能を

発揮する場が拡大してくるものと考えられる。すなわち、ビジネスベースでのツール運営は

現段階では難しいため、フォローアップ研究として、リンク先の更新などのデータベースの

メンテナンスを実施する。2ヶ年を目処にこのようなフォローアップを継続し、VOC 削減要請

の加速化状況などを鑑みて、公的団体もしくは開発事業者のホームページでの公開に移行さ

せることとする 

 

ＶＶ
ＯＯ
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の
開
発

の
開
発((

44
ヶ
年
）

ヶ
年
）

平成２２年 平成２７年

ＶＯＣナビへの期待拡大

対応物質・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
機能の拡張など

“VOCナビの
戦略的拡大！

ＶＯＣ排出
規制（取組成
果）のレビュー

ＶＯＣ排出
規制（取組成
果）のレビュー

ＶＯＣＶＯＣ排出抑制へ排出抑制へ

の要請が加速化の要請が加速化

（特に中小事業者（特に中小事業者
を中心として）を中心として）

現状のＶＯＣナビ現状のＶＯＣナビ

（データ・機能）の（データ・機能）の

維持・管理の継続維持・管理の継続

格段に安価で優良な格段に安価で優良な

VOCVOC対策技術の実用化対策技術の実用化
ex.ex.
○○革新的塗装革新的塗装
○○インキ回収型システムインキ回収型システム
○○水性塗料など水性塗料など

 

図 C-(1)-15 “VOC ナビ”の今後の導入・展開シナリオ 
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Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて 

1. 実用化、事業化の見通し 

研究開発テーマ毎の実用化、事業化の見通しを一覧表として表Ⅳ-1-1及び表Ⅳ-1-2に示す。 

表Ⅳ-1-1 研究開発テーマ毎の実用化、事業化の見通し 

エンドオブパイプ技術(A) 

研究開発 

テーマ 

研究開発 

内容 
製品イメージ 

分野・ 

プロセス
削減物質 

実用化、事業化 

の見通し 

A-（1） 
吸着エレメントと
プラズマを組合
わせた難処理有
害化学物質除去
の研究開発 

吸着剤を担持し
たハニカム吸着
エレメントで
VOC を吸着濃
縮し、プラズマ
で分解無害化
する装置の開
発。 

［連続式プラズマ分解装置］ 
 50～1200m3/時間 
 吸着困難な VOC 及び 
 100ppm 以下の汎用 VOC 
［バッチ式プラズマ分解装置］ 
 1200～12000m3/時間 
 100ppm 以下の汎用 VOC 

印刷、塗装 
化学工業 
医療 

ホルムアルデヒド、 
アセトアルデヒド、 
エチレンオキシド 
トルエン、キシレン、 
ベンゼン、 
エチルベンゼン 

自主研究により電極板の耐
久性を向上する。 
スクリーン印刷事業所、自
動車板金工場など近隣の悪
臭の苦情対策を狙う。平成
20 年より医療現場のホルム
アルデヒド規制が強化され、
市場調査中。技術の普及は
今後の需要による。 

A-（2） 
直接加熱式 VOC
吸着回収装置の
研究開発 

VOC 吸着回収
における溶剤加
熱脱離工程を、
スチームを用い
ずに電磁場のエ
ネルギーを用い
て行う、小型、
低コスト、高効
率な装置の開
発とモニタリン
グ技術の開発。 

［不燃性 VOC 吸着回収装置］
処理風量 3～10m3/分 
 

金属加工業
(洗浄工程) 

トリクロロエチレン、
テトラクロロエチレ
ン、ジクロロメタン 

回収装置の価格は 1 台 300
万円目標として、平成 22 年
(2010 年)度の事業化を目指
す。 
溶剤(VOC)回収業者との連
携、普及拡大。 

［可燃性 VOC 吸着回収装置］
処理風量（平均）50m3/分 

印刷、塗装
の乾燥工
程、化学工
業の反応溶
媒除去 

トルエン、キシレン 自主研究により高周波等の
加熱技術を用いた装置の実
用化を目指す。トルエン代
替の酢酸エチルなどに対
応。平成 23 年(2011 年)度
の事業化を目指す。 

A-（3） 
吸着相オゾン酸
化による排出有
害物質の完全分
解処理 

VOC とオゾンを
シリカ系吸着剤
に吸着・高度に
濃縮して、酸化
反応により VOC
を分解する、小
型、高性能な分
解処理装置の
開発。 

［排ガス処理装置］ 
処理容量:10-100m3/時間、寸
法 L0.6m×W0.6m×H1.5m、 
処理対象濃度～100ppm 

印刷、塗装 トルエン、キシレン 

研究開発事業は平成 18 年
度で終了した（実施機関解
散等）。 ［排水処理装置］ 

処理容量:2m3/日、寸法 L0.5m
×W0.5m×H1.5m、 
処理対象濃度～10mg/L 
 

繊維工業、
金属加工業
(洗浄工程) 

アセトアルデヒド、 
トリクロロエチレン 

A-（4） 
マイクロバブル
の圧壊による有
害化学物質の高
効率分解技術の
開発 

マイクロバブル
圧壊により発生
する OH ラジカ
ル等による有害
物質分解の高
効率化検討、高
性能で実用的な
排水処理技術
の開発。 

排水処理装置 
排水処理システムの設計、提
案。活性汚泥法等の既存処理
システムと組み合わせたシス
テムの提案。 

プラスチック
加工業 
金属加工業
(洗浄工程) 
化学工業、
繊維工業 

有害化学物質 
フェノール、 
N,N-ジメチルホル
ムアミド、 
トリクロロエチレン 

研究開発事業は平成 17 年
度で終了した（技術検討委
員会判断）。 

A-（5） 
大気圧・空気プラ
ズマを利用した
揮発性有機化合
物(VOC)等の無
害化装置の開発 

大気圧・空気プ
ラズマ発生シス
テムによる VOC
分解試験、VOC
を高速に分解す
る小型・安価な
大風量処理装
置の開発。 

排ガス処理装置 
処理風量～60m3/時間、濃度
～1000ppm、吸着困難なＶＯＣ

化学工業 
医療 
自動車排ガ
ス 

ホルムアルデヒド、 
トルエン、キシレン、 
ベンゼン、 
エチルベンゼン 

風量向上等自主研究を行
い、2 年以内を目処にドラフ
トチャンバー用途のデモ機
での性能検証を行う。 
小風量・高濃度・多成分
VOC 処理の適用業種、密
閉空間での循環処理等の
用途を検討。 

A-（6） 
デュアルメンブレ
ンシステムによる
ガソリンベーパー
回収装置の開発 

脱水膜、VOC
膜の組み合せ
による水分フ
リーのガソリン
ベーパー回収
装置の開発、炭
素脱水膜開発。 

ガソリンベーパー液化回収装
置 
ガソリンスタンドでの給油時に
発生するガソリンベーパーを
液化して回収する。処理量：90
Ｌ/分 

ガソリンスタ
ンド 

トルエン、キシレン、 
ベンゼン、 
エチルベンゼン、 
その他炭化水素 

平成 21 年度から炭素膜を
用いた耐久試験等の継続研
究を行い、平成 23 年度より
実ガソリンスタンドでの実証
試験、平成 24 年度、市場導
入を図る。 

A-（7） 
含塩素 VOC 高
効率分解固定化
装置の研究開発 

含塩素 VOC を
分解し、塩素を
固定化する分解
固定化剤の開
発、VOC 無害
化プロセスの開
発、並びに、分
解固定化装置
の開発。 

含塩素 VOC 分解回収装置 
 処理量ジクロロメタン 8～30
ﾄﾝ/年 
 濃度 1,000ppm 以下  

金属加工業
(洗浄工程) 

トリクロロエチレン、 
テトラクロロエチレ
ン、 
ジクロロメタン 

今後の需要増を狙う。平成
24 年度、市場導入を図る。 
ジクロロメタンを対象として、
小規模事業所をターゲットと
する。 
回収メリットの出にくい混合
物処理：化学工業等の合成
反応用途も検討。 
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表Ⅳ-1-2 研究開発テーマ毎の実用化、事業化の見通し 

インプラント技術(B)、システム・ソフト技術(C) 

研究開発 

テーマ 

研究開発 

内容 
製品イメージ 

分野・ 

プロセス
削減物質 

実用化、事業化 

の見通し 

B-（1） 
非フェノール系樹
脂原料を用いた
レジスト材料の
開発 

非フェノール系
樹脂原料を過酸
化水素を用いて
選択的にエポキ
シ化する手法を
用い、PRTR 削
減対象物質を用
いずに、電気・
電子材料に好
適に用いられる
レジスト材料等
の新規製造法
の開発。 
 

絶縁材料 電子材料 ビスフェノール-A、 
ホルムアルデヒド 

エレクトロニクス用途につい
て、平成 19 年度からサンプ
ル供給を行い、客先の様々
な要求特性に応えられるよ
う、特性改善を行ってきた。
平成 21 年に生産を予定。ノ
ンハロゲン化による電気絶
縁性を活かし、他の電子材
料への用途拡大を行う。 

B-（2） 
革新的水性塗料
の開発 

VOC 含有量を
著しく低減して、
塗料成分以外
は水で構成され
る水性塗料の開
発。 
 

焼付け型低 VOC 水性塗料 塗装、金属
製品・機械
への塗装 

トルエン、キシレン、 
エチルベンゼン 
 

平成 21 年度に自主研究に
より実用的なレベルの開発
を終了させ、平成 22 年度中
には鋼製家具を中心とした
一般工業塗装分野に上市
する計画。 

B-（3） 
溶剤フリー塗装
技術の研究開発 

蒸着重合法を用
いて合成したポ
リ尿素によっ
て、マグネシウ
ム合金等の金
属製品を防食膜
で被覆する塗装
代替技術の開
発。 

防食被覆膜 
小型家電マグネシウムスピー
カー、ＰＣ筺体等 

塗装、金属
製品への塗
装 

トルエン、キシレン 
 
 

家電市場、中でも音楽業界
を中心とした、マグネシウム
スピーカーの量産化・事業
化を現在進め市場参入を図
る。 

防食被覆膜 
ＰＣ筺体等 

継続研究により製膜条件の
最適化を行い、3 次元立体
形状物への応用を図り、市
場拡大に伴う事業化を展開
したい。筐体等への応用は
平成 23 年(2011 年)度製品
化を目処。 
 

B-（4） 
有害廃棄物フ
リー高効率エス
テル合成プロセ
スの開発 

エステル合成プ
ロセスにおける
副成廃棄物や
製造に使用する
有害薬品を削減
しうる、マイクロ
波加熱方式によ
るエステル合成
プロセスの開
発。 
 

マイクロ波加熱を用いたエステ
ル製造プロセス 
 ハロゲン化酢酸エステル類
（医薬･農薬中間体） 
 アミノ酸エステル類（医薬･太
陽電池用色素中間体） 

化学工業、
化学品製造
プロセス 

トルエン、キシレン、 
四塩化炭素、 
ベンゼン 
 
 
 

平成 21～22 年度は市場拡
大が見込まれるアミノ酸の
エステル化プロセスの完成
に注力。平成 24 年度、事業
化を目指す。 
継続研究により新規触媒等
要素技術のブラッシュ･アッ
プ、スケール･アップを目指
す。 

B-（5） 
革新的塗装装置
の開発 

高い塗装仕上
げ品質を有する
有機溶剤系塗
料の希釈剤を二
酸化炭素で代替
して、VOC 排出
量を抑制する二
酸化炭素塗装
の実証、塗装装
置及び塗料の
開発。 
 

二酸化炭素塗装 
低 VOC スプレー塗装 

塗装、樹脂
製品・金属
製品への塗
装 

トルエン、キシレン、 
エチルベンゼン 
 
 

加美電子工業の量産ライン
に設置する塗装機は平成
22 年(2010 年)4 月からの稼
働を目指す。実用化目前。 
工業化課題（操作性・連続
安定性）を解決して工業化
装置確立を目指す。用途拡
大に向け、自動車車体、光
学電子樹脂部品、高級木工
家具への展開に向けた共同
研究をスタートした。 

C-（1） 
有害化学物質削
減支援ツールの
開発 

VOC の使用・排
出状況、VOC 削
減技術及び技
術適用による削
減効果、削減技
術のコスト情報
等を事業者等に
提供することに
より、VOC 排出
削減を支援する
Web ツールの開
発。 

ソルーションサイト型の WEB
システム 

塗装、洗浄、
印刷、接着
を伴う製造
業及びその
他右記６物
質を取り扱う
プロセスを
有する産業
分野 

トルエン、キシレン、
ジクロロメタン、トリ
クロロエチレン、テト
ラクロロエチレン、ク
ロロホルムの６物質
及び塗装・印刷業
務で使用する全ＶＯ
Ｃ 

計画されたツール機能は完
成し、平成 19 年度から
WEB 上に無償公開して、
ウェブサイトで利用されてお
り実用化できている。ビジネ
スベースでのツール運営は
現段階では難しい。現在、
VOC ナビの維持・管理を
2 ヶ年を目処に自主的に継
続中。VOC 削減要請の加
速化状況などを鑑みて、公
的団体もしくは開発事業者
のホームページでの公開に
移行させる計画。 
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以下、研究開発テーマ毎の実用化、事業化の見通しを記す。 

 

Ａ－（１）：吸着エレメントとプラズマを組合わせた難処理有害化学物質除去の研究開発 

委託先：西部技研 

本研究で開発したプラズマ分解は、燃焼法、吸着法といった従来の技術では経済的に処理困難な

VOCを分解できるだけでなく、動力が電気のみであり必要なときのみ起動すればよい（オペレーショ

ンが容易）、小型・軽量（狭いスペースにも設置可能）、などの特長を有している。本技術を応用する

ことで、中小事業所が簡単に導入・設置・運転管理できる装置の開発が期待できる。試作機による長

期実証、耐久試験から、電極および電源の最適化、開発を進め、製品としての完成度を高めた。電極

板の耐久性が1年以上あるものの、引き続き、改良を検討している。市場性については、VOC排出量は

少ないが、住居などの生活環境に排出源が隣接する悪臭の苦情対策をターゲットと考えている。小規

模印刷事業所（スクリーン印刷）、自動車板金工場などは、都市型VOCの代表的な発生源である。平

成20年3月より医療現場におけるホルムアルデヒド規制が強化されたが、吸着プラズマ分解装置はこ

のような低濃度でも有害性の高いVOCの除去に優位性がある。現在市場調査を実施し、この種の用途

向け製品化の可能性を検討している。技術の普及は今後の需要による。 

 

A－（２）：直接加熱式VOC吸着回収装置の研究開発 

委託先：エンバイロメント・テクノロジー・ベンチャーズ・産業技術総合研究所 

本研究で開発したVOC吸着回収装置は、高効率な吸着回収、蒸気を使わない再生、回収溶剤の再利

用による溶剤コスト削減、VOCモニタリングと回収溶剤管理システムによる環境対応と省力化を、

ユーザーへ同時に提供できるものである。 

これまでVOC排出対策がほとんどされていない金属加工の中小事業所の洗浄工程をターゲットに、

そこで多く使用されている洗浄槽面積1m2の洗浄装置に対応した、トリクロロエチレンなど不燃性VOC

用吸着回収装置を開発した。開発装置は水蒸気を使わないため、低価格、小型、維持管理が容易、回

収されたVOCが高品質であるなどの特長がある。装置能力、実用性、信頼性、低ランニングコスト等

の開発目標を達成し、かつ、回収溶剤は再利用が可能でユーザーにコストメリットを提供できる。更

なる低価格化と小型化にむけては、吸着剤等の見直しなどで対策の目処がつき、回収装置の価格は1

台300万円を目標として、2010年度の事業化を目指す。さらに溶剤(VOC)回収業者との連携で、ユー

ザーが装置導入しやすい環境を作り、普及拡大を狙う。一方、印刷業などで使われるトルエンなどの

可燃性VOCに対しては、高周波等の加熱技術を用いた回収装置について、自主研究により装置の実用

性評価、大風量化、実用化を目指している。開発装置は、再生工程で蒸気を使わないため、トルエン

などの代替VOCとして需要が伸びている酢酸エチルなどの水溶性VOCの回収も可能であり、装置の普及

が見込まれる。また、本開発技術の核は「吸着剤の新規な再生方法」であり、吸着剤を用いた産業装

置へ広く展開できる可能性がある。 

 

Ａ－（３）：吸着相オゾン酸化による排出有害物質の完全分解処理 

委託先：産業創造研究所･岩尾磁器・東洋インキエンジニアリング 

排水処理では排水量2m3/日（トリクロロエチレン・アセトアルデヒド濃度数十mg/L程度）レベルの

ユーザーサイト、排ガス処理では排ガス量10～100Nm3/時間（トルエン・キシレン濃度100ppm程度）

レベルのユーザーサイトに実機または実験機を持ち込み実証運転を行い、分解性能及び低コスト性を
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PRし、技術普及を図る。排水処理については、平成19年度に、小容量（2m3/日)の装置を実用化・上

市し、同時に 5m3/日レベルの装置へスケールアップを図る。排ガス処理については、平成19年度に

処理容量10～100 Nm3/時間の処理装置を上市し、出版・印刷業、食品産業等で排ガス量が少ない小規

模事業所への適用・販売を目指す。また、平行して100m3/時間以上の大規模処理容量へのスケール

アップを検討し、化学工業、半導体工業等排ガス量の大きな事業所への適用・販売も目指す。 

実施機関解散等の理由により研究開発事業は平成 18年度で終了した。 

 

Ａ－（４）：マイクロバブルの圧壊による有害化学物質の高効率分解技術の開発 

委託先：ＲＥＯ研究所・産業技術総合研究所 

本システムの特長は、空気から生成されるオゾン以外使用しないこと、生成ラジカルの酸化作用に

よる分解なので、汚泥の発生が抑制できること、閉鎖系システムにできるため、大気中に揮発成分を

排出しないことが挙げられる。これらのことから難分解性の有害化学物質を含む排水の分解に適して

いる。削減対象の有害化学物質は、フェノール、N,N-ジメチルホルムアミド、トリクロロエチレンを

含む排水を対象としており、適応分野は、化学工業、プラスチック製品製造業、繊維工業が挙げられ

る。実用化時期は、平成 19年度中を目標としている。 

技術検討委員会判断により研究開発事業は平成 17年度で終了した。 

 

Ａ－（５）：大気圧・空気プラズマを利用した揮発性有機化合物(VOC)等の無害化装置の開発 

委託先：イマジニアリング 

本研究で開発した大気圧・空気プラズマによる VOC 分解は、信頼性が確保された既存の部品から構

成されており、装置費用・維持費用が低い、オペレーションが容易、狭いスペースにも設置可能など

の特長を有している。当初は、ドラフトチャンバーへの適用を想定していたが、現在開発したものは

要求処理風量の約 1/10 以下であり、即ドラフトチャンバーへの適用は難しい。一方で、高濃度のガ

スの分解が可能であることから、今後、プラズマ点数の増加によるリアクター性能の向上、触媒技術

との組み合わせによる性能向上等を図り、ドラフトチャンバー用処理風量に対応できる対策を講じる。

今後 2年以内を目処にデモ機での性能検証を行い適用業種での実用化を目指す。本技術による VOC 処

理の特徴は、小風量・高濃度・多成分処理に適することから、密閉空間内の VOC 処理や、自動車排ガ

スの有害物除去等への適用を想定して市場の調査、導入方法などを検討し実用化を進める。 

 

Ａ－（６）：デュアルメンブレンシステムによるガソリンベーパー回収装置の開発 

委託先：タツノ・メカトロニクス・産業技術総合研究所 

デュアルメンブレンシステムによるガソリンベーパー回収装置は、給油時に大気へ放出されるガソ

リンを水分フリーで 99％以上回収でき、VOC 排出削減と石油資源の有効利用に寄与する。装置導入に

あたっては複雑な配管工事を必要とせず、欧米には無い新しい回収システムである。また、給油時の

臭気問題、火災の危険を低減できる。市場導入を促進するため、平成 21 年度は、装置全体の耐久性

能、実ガソリンスタンド 2 年分(給油量 1700 キロリットル)を確認するとともに、コスト面で製品化

に不可欠な炭素脱水膜のモジュール化、システム開発を行う（継続研究）。平成 23年度より実ガソリ

ンスタンドでの実証試験、平成 24 年度、市場導入を図る。本技術開発成果の波及が期待されるク

リーニング業界、工業充填業界等における溶剤回収・再利用の可能性を検討している。 
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Ａ－（７）：含塩素 VOC 高効率分解固定化装置の研究開発 

委託先：ＪＦＥソルデック 

エンドオブパイプの技術として、含塩素VOC高効率分解固定化装置は既存技術の吸着法あるいは燃

焼法の市場と競合しないユーザー層に適用可能であると判断しており、今後更に規制強化（ジクロロ

メタン50ppm）で新たに需要が生じることが期待できる。設備建設市場は最小でジクロロメタン排出

量3700トン/年から最大で11600トン／年が見込まれる。初期参入ターゲットとする市場としては、含

塩素系VOCのなかで排出量が最も多く、安価で高洗浄性能をもち、発癌性他毒性が比較的軽微なこと

から今後も使用の継続が予想されるジクロロメタンで、さらに、現在回収装置が設置されていない排

出濃度が1000ppm以下で、排出量年間8～30トンの小規模事業所に絞る。次の事業展開としてはジクロ

ロメタン単体処理ではなく、回収メリットの出にくい他の含塩素VOCとの混合物処理にも参入し、化

学工業等の合成反応用途を市場として事業化してゆく計画である。今後の需要によるが、平成24年度

に市場導入、平成27年度(2015年)を目処に削減規模として100トン／年を目指す。また、本開発の高

効率分解固定化技術の波及分野としては、フロンの分解・回収処理への応用の可能性がある。 

 

B－（１）：非フェノール系樹脂原料を用いたレジスト材料の開発 

委託先：昭和電工・産業技術総合研究所 

近年電気・電子材料の分野では、小型化がさらに進み、さらなる回路の微細化が要求されている。

今後もこの分野の需要は益々増大すると見込まれているが、一方では、回路の微細化に伴い、電気絶

縁性の低下が問題となっており、将来解決が必要な課題である事は自明である。従って、本研究で得

られた成果であるノンハロゲン化の特長を活かし、さらなる配線の狭ピッチ化が要求されており、か

つ今後の市場の大幅な伸びが期待できる。エレクトロニクス分野の中の特定用途へまずはターゲット

を定めて、平成 19 年度にはサンプル供給を行い、客先の様々な要求特性に応えられるよう、特性改

善を行った後、平成 21 年に生産を予定している。また、ノンハロゲン化による電気絶縁性を活かし、

他の電子材料への用途拡大を行うために、コストダウンを積極的に進めていく必要がある。さらには、

VOC 削減のさらなる波及効果と本材料の普及を目指し、汎用一般用途の低 VOC 型エポキシ塗料市場な

どを見据えた取り組みを行う。 

 

B－（２）：革新的水性塗料の開発 

委託先：日本ペイント 

革新的水性塗料と競合する技術の中でVOC含有量0％の粉体塗料とは、現有設備を有効利用できる点

で、溶剤型ハイソリッド塗料とは、低VOC、溶剤臭気、引火火災の危険性などの点で革新的水性塗料

の優位性が認められる。また、近隣住民への火災、臭気の問題解消などのメリットと昨今の原油価格

高騰などを考慮すれば十分に競争力がある。革新的水性塗料は、実証試験を行った白系淡彩色だけで

なく様々な色相への対応性や、また、室内用途向け水系艶消し技術の開発などを含め、平成21年度に

実用的なレベルの開発を終了させ（自主研究）、平成22年度中には鋼製家具を中心とした一般工業塗

装分野に上市する計画である。本研究開発技術は、特に水性化を目指す領域に応用・適用可能と考え

られ、建設機械や鉄道車両などの工業塗装分野や、自動車塗装の分野にも展開していきたいと考える。 
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Ｂ－(３)：溶剤フリー塗装技術の研究開発 

委託先：シルバー精工 

金属防食皮膜としてのポリ尿素蒸着重合皮膜塗装技術は、有機溶剤を使用する下地処理・塗装方法

と比較して、有機溶剤を一切使用しないため、VOCを全廃することができる。また、本開発技術は高

い防食性、良好な製膜速度、均一被覆性を有する。マグネシウム合金に対する耐食面から、家電市場、

中でも音楽業界を中心とした、マグネシウムスピーカーの量産化・事業化を現在進め市場参入を図っ

ている。更に、製膜条件の最適化を行うことで、PC筐体等の3次元立体形状物への応用を図り（継続

研究）、市場拡大に伴う事業化を展開したいと考えている。現在、筐体等への応用は平成23年(2011

年)製品化を目処に進めている。本開発技術の普及により、マグネシウム合金の塗装工程の多さ、煩

雑さによる高コストの問題も解消され、マグネシウム合金の用途が拡大すると期待される。 

 

B－（４）：有害廃棄物フリー高効率エステル合成プロセスの開発 

委託先：ケミクレア・産業技術総合研究所 

本開発において、マイクロ波加熱方式を用いた合成プロセスにより、年間生産量でトンレベルのブ

ロム酢酸エステルの製造が可能であり、副成廃棄物や製造に使用するトルエン等有害薬品を大幅に削

減できることが実証された。同時に、本プロセスは省エネも達成しうる。生産量が順調に伸びている

ブロム酢酸エステル類には本開発で確立した基本プロセスの延長で対応可能と考えられるが、技術普

及のためには汎用化が必要である。本開発プロセスの適応範囲を拡大するためには、新規触媒などを

中心とする要素技術のブラッシュ･アップと複合化による高機能化、マイクロ波反応装置の大型化を

中心とするスケール･アップ技術の確立が課題である。この目的で平成21～22年度は市場拡大が見込

まれるアミノ酸のエステル化プロセスの完成に注力する予定である（継続研究）。平成24年度に事業

化を目指す。更に、本技術の水平展開としてコモディティエステル分野やPETに代表されるエステル

型ポリマー製造への適用等の波及効果が期待できる 

 

B－（５）：革新的塗装装置の開発 

委託先：加美電子工業・産業技術総合研究所 

本開発において、二酸化炭素塗装に関する基盤技術と、加美電子工業が主力とする携帯電話・自動

車電装用の小型樹脂部品向けの塗装機及び加美電子工業の必要仕様を満足するトップコート用の塗料

を開発し、最終目標を達成した。高意匠性樹脂部品を塗装出来る二酸化炭素塗装装置と塗料の開発は

世界初の成果である。本塗装方法は環境低負荷なうえ、経済的にも既存の塗装法よりもランニングコ

ストが低減され有利である。現在は、量産ラインに設置するための塗装機を製作中であり、平成 22

年(2010 年)4 月からの稼働を目指しており、実用化目前である。工業化課題（操作性・連続安定性）

を解決して工業化装置確立を目指す。更に、小型樹脂部品以外への用途拡大に向け、自動車車体、光

学電子樹脂部品、高級木工家具への展開に向けた共同研究をスタートさせて、それぞれの用途に適し

た塗装機と塗料の開発を進めている（継続研究及び自主研究）。このように二酸化炭素塗装の適用範

囲は広く、二酸化炭素塗装という１つのジャンルを形成すると期待される。 

 

C－（１）：有害化学物質削減支援ツールの開発 

委託先：三菱化学テクノリサーチ・三菱総合研究所・産業技術総合研究所 

VOC の広域・事業所内フロー分析、VOC 削減技術並びにサプライヤー、VOC 削減効果試算、コス
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ト・見積情報等の VOC 削減に関する総合的な情報を提供が可能なツールを開発した。計画されたツー

ル機能は完成し、平成 19 年度から WEB 上に無償公開して、ウェブサイトで利用されており実用化で

きている。ビジネスベースでのツール運営は現段階では難しいため、ツールの公開と並行し、フォ

ローアップ研究として、リンク先の更新などデータベースのメンテナンスを実施している。2 ヶ年を

目処にフォローアップを継続し、VOC 削減要請の加速化状況などを鑑みて、公的団体もしくは開発事

業者のホームページでの公開に移行させる計画である。また、本ツールは VOC 以外の有害化学物質を

対象とするなどの拡張性を有しているものと考えている。 
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添付資料 
 

 

・イノベーションプログラム基本計画 

・プロジェクト基本計画 

・技術戦略マップ（技術戦略マップ 2008、技術戦略マ

ップ 2009） 

・事前評価関連資料（事業の概要、スケジュール、事

前評価書、パブリックコメント募集の結果） 

・成果要約集（研究発表・講演、発表論文、特許等、

受賞実績、新聞発表） 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・イノベーションプログラム基本計画 



平成２０・０３・２５産局第７号

 平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日 

 

 

環境安心イノベーションプログラム基本計画 

１．目的 

資源制約を克服し、環境と調和した持続的な経済・社会の実現と、安全・安心な国民生

活を実現するため、革新的な技術の開発等を通じた地球全体での温室効果ガスの排出削減、

廃棄物の発生抑制（リデュース）、製品や部品の再使用（リユース）、原材料としての再

利用（リサイクル）推進による循環型社会の形成、バイオテクノロジーを活用した環境に

優しい製造プロセスや循環型産業システムの創造、化学物質のリスクの総合的な評価及び

リスクを適切に管理する社会システムの構築を推進する。 

 

２．政策的位置付け 

第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定）及び分野別推進戦略（２００６年

３月総合科学技術会議）における国家的・社会的課題に対応した研究開発の重点推進分野

である環境分野及び国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠な研究

開発の推進分野であるエネルギー分野に位置付けられるものであるほか、次のとおりであ

る。 

○ 「地球温暖化対策技術研究開発の推進について」（２００３年４月総合科学技術会議） 

総合科学技術会議重点分野推進戦略専門委員会に設置された温暖化対策技術プロジェ

クトチームでまとめられた上記報告書における研究開発推進戦略に対応するものである。 

○ Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ－エネルギー革新技術計画（２００８年３月経産省公表） 

重点的に取り組むべきエネルギー革新技術「２１」を含むものである。 

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定） 

目標達成のための対策と施策のうち地球温暖化対策技術開発の推進に位置づけられる

ものである。 

○ イノベーション２５（２００７年６月閣議決定） 

イノベーション立国に向けた政策ロードマップ－技術革新戦略ロードマップ「世界的課

題解決に貢献する社会―ものづくり技術分野」の中で「３Ｒ型設計・生産・メンテナン

ス技術、製品の設計・製造段階でのリサイクル阻害物質の使用排除を可能とする技術、

製品中の有用・有害物質管理技術の開発・標準化」が資源を有効利用し、環境に配慮し

たものづくり技術として位置づけられている。 

○ ２１世紀環境立国戦略（２００７年６月閣議決定） 

今後１、２年で重点的に着手すべき八つの戦略の中で「３Ｒ関連法制度等の充実や技術

開発の支援を通じて、製品のライフサイクル全体での天然資源投入量の最小化や再生資

源の高付加価値製品への利用を促進し、資源生産性の更なる向上と環境負荷の低減を図

る」との方針が示されている。 

○ 経済成長戦略大綱（２００６年７月財政・経済一体改革会議） 

「環境と経済の両立を図るため、金融面からの環境配慮を進めるとともに、環境技術の

開発、３Ｒイニシアティブやアジア環境行動パートナーシップ構想による優れた技術・
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制度の国際的な普及と標準化等に向けた取組を進める」との方針が示されている。 

○ 産業構造審議会廃棄物・リサイクル小委員会基本政策ワーキンググループ報告書（２０

０８年１月） 

「近年、安定供給が懸念されているレアメタルの中には、使用製品からの回収・再利用

技術が確立していないものもあることから、回収された使用済製品から効率的に抽出す

るための新たな技術の開発にも取り組むべきである。」とされている。 

○ バイオマス・ニッポン総合戦略（２００６年３月閣議決定） 

バイオマスの変換に関する戦略として、経済性の向上、革新的な変換技術の開発に取り

組むこととしている。 

○ 新産業創造戦略２００５（２００５年６月経済産業省） 

先端的新産業分野として揚げられた戦略７分野の一つの「環境・エネルギー・機器・サ

ービス」及び「健康・福祉・機器・サービス」に該当し、「「技術戦略マップ」を活用

し、効果的な研究開発を促進する」ことが今後の取組として指摘されている。 

○ 「新・国家エネルギー戦略」（２００６年５月経済産業省） 

省エネルギーフロントランナー計画において省エネルギー技術開発の一層の推進を図

ることとしている。  

○ バイオテクノロジー戦略大綱（２００２年１２月ＢＴ戦略会議取りまとめ） 

持続可能な快適社会の実現（よりよく暮らす）に向けて、バイオテクノロジー（ＢＴ）

を活用して、画期的な新製品の開発と工業生産の抜本的効率化を図るとともに、生産に

要する環境負荷を大幅に減少させることとしている。 

３．達成目標 

Ⅰ．地球温暖化防止新技術 

(１) 世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減するという長期

目標のもと、経済成長と温室効果ガスの排出削減の双方を同時に達成できる革新的技術を

開発し、それらを通じて２０１３年以降の次期枠組みに主要排出国の参加を促すための国

際協力を推進 

【目標】 世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減 

 

(２) 「京都議定書」で課せられた温室効果ガス削減目標の達成（「京都議定書目標達成計画」

に示された各部門の目安としての目標（基準年比）は以下のとおり） 

【目標】 

①エネルギー起源ＣＯ２： ＋０．６％ 

②非エネルギー起源ＣＯ２： ▲０．３％ 

③メタン： ▲０．４％  

④一酸化二窒素： ▲０．５％ 

⑤代替フロン等３ガス： ＋０．１％ 

（※）「京都議定書目標達成計画」とは、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基

づき、「京都議定書」の▲６％削減約束を確実に達成するために必要な措置を定め

るものをいう（平成１７ 年４ 月閣議決定、平成１８年７月一部変更）。  

 

Ⅱ．３Ｒ 
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２０１５年度までに以下の目標の達成を図る。 

①資源生産性：約４２万円／トン （２０００年度：約２６万円／トン） 

②循環利用率：約１４～１５％ （２０００年度：約１０％） 

③最終処分量：約２３百万トン （２０００年度：約５６百万トン） 

（備考） 

○資源生産性＝(ＧＤＰ)/(天然資源等投入量)  

○循環利用率＝(循環利用量)/(循環利用量＋天然資源等投入量)  

 

Ⅲ．環境調和産業創造バイオ 

バイオプロセスによって有用物質を生産し、廃棄物や汚染物質を発酵等により処理又

は再資源化するという、循環型の産業システムを実現するために必要な技術基盤の構築

を図るとともに、遺伝子組換え体の産業利用における安全性管理の充実を図る。具体的

には、工業プロセスにバイオテクノロジーを導入することや、微生物や植物機能等を活

用したモノ作り技術の開発、バイオマス利用、及びバイオ技術による産業廃水等処理技

術の開発等を通して、環境調和型産業の創出に資する。  

  

Ⅳ．化学物質総合評価管理 

化学物質のリスクの総合的な評価を行いつつ、リスクを評価・管理するための技術体

系を構築する。そのために、化学物質のリスクに係る国民の理解増進のための基盤、事

業者が自らリスクを判断する手段及び国が規制等の施策を講ずる際の手段として、化学

物質のライフサイクルにわたるリスクの総合的な評価管理を行うための手法を確立する

とともに、リスクの削減に資するプロセス、手法の開発、さらには知的基盤を整備する。 

 

４．研究開発内容 

Ⅰ－１．ＣＯ２固定化・有効利用技術 

排出される二酸化炭素を分離回収・固定化することや、有用物質に変換する技術を開発

する。 

（ⅰ）共通技術開発等 

（１）プログラム方式二酸化炭素固定化・有効利用技術開発 

①概要 

二酸化炭素の固定化・有効利用技術開発は、現時点においては基礎的研究分野に属

する研究が多く、長期的観点からの取り組みが必要不可欠。このため本事業では将来

において実現可能性の高い二酸化炭素固定化・有効利用技術に関する革新的な技術シ

ーズを発掘し、実現可能性を確認した上で、基盤技術として確立する。  

②事業期間 

１９９９年度～２０１１年度 

③実施形態 

適切な研究課題、実施企業等を選定し、先端的研究、基盤技術研究の２段階で実施。  

（２）地球環境国際研究推進事業 

①概要 

地球温暖化問題の解決に向け、ＣＴＩ（気候変動技術イニシアティブ）等の国際的
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な枠組みを活用し、諸外国との研究協力を進めることにより、世界的な温暖化問題へ

の取り組みを強化する。 

②事業期間 

２００２年度～２０１１年度 

 

③実施形態 

諸外国との連携のもと、テーマ毎に適切な研究体制を構築し実施。 

 

（ⅱ）二酸化炭素分離回収・貯留・隔離技術開発 

（１）低品位廃熱を利用する二酸化炭素分離回収技術開発 

①概要 

二酸化炭素を分離回収するための、低温再生可能な吸収液を開発し、鉄鋼プラント

の低温度レベルの廃熱と高濃度二酸化炭素排ガスを用いてパイロット試験を実施して、

二酸化炭素分離回収コストが大幅に削減されることを実証する。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、ＣＯ２分離回収コストを大幅に削減する技術を実証する。 

③研究開発期間 

２００４年度～２００８年度 

 

（２) 分子ゲート機能ＣＯ２分離膜の技術研究開発 

①概要 

圧力を有するガスからのＣＯ２/Ｈ２の分離用に期待されている膜技術の実用化ス

テップの前進を目的に、分子ゲート機能分離膜の高圧下におけるＣＯ２/Ｈ２選択性の

向上、分離膜モジュールの大型化に取り組む。 

②技術目標及び達成時期 

２０１５年頃において、石炭ガス化複合発電(ＩＧＣＣ)等の圧力ガスから従来の３

分の１程度（１，５００円/ｔ-ＣＯ２程度）のコストでＣＯ２を分離回収することを

可能とする技術の確立を目指す。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（３）二酸化炭素地中貯留技術研究開発 

①概要 

火力発電所等の大規模発生源から分離回収された二酸化炭素を地中帯水層へ貯留す

る技術を開発し、実証する。 

②技術目標及び達成時期 

貯留した二酸化炭素のモニタリング技術、挙動予測手法、環境影響・安全性評価手

法の開発、及び全国貯留層賦存量調査を行う。さらに、早期に火力発電所等の大排出

源を対象とした大規模実証に着手し、２０２０年までに実用化の目途をつけることを

目指して技術開発を推進する。  

③研究開発期間 

フェーズ１：２０００年度～２００４年度 
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フェーズ２：２００５年度～２０１２年度 

 

（４）二酸化炭素の海洋隔離に伴う環境影響予測技術開発 

①概要 

火力発電所等の大規模発生源から分離回収された二酸化炭素を海洋中層に放流・隔

離を行った場合に、海洋環境へおよぼす影響を評価する技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、海洋隔離に伴う海洋中二酸化炭素の挙動予測技術の確立、隔

離可能性及び有効性評価、生物影響評価技術の開発を推進する他、国際的な連携の強

化と海洋隔離実施に対する国際的・社会的合意の形成に向けた取り組みを行う。  

③研究開発期間 

フェーズ１：１９９７年度～２００１年度 

フェーズ２：２００２年度～２００６年度 

フェーズ３：２００７年度～２０１１年度 

 

（５）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金） 

①概要  

高炉ガスからの効率的な二酸化炭素分離と中低温排熱の有効活用及び水素を炭素

（コークス）の一部代替として鉄鉱石を還元する革新的製鉄プロセスの開発を行う。  

②技術目標及び達成時期 

最終的な技術開発目標として製鉄プロセスにおけるＣＯ２排出量を３０％削減する

ことを目指し、２０５０年までに実用化する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１７年度 

 

（ⅲ）大規模植林 

（１）バイオ技術活用型二酸化炭素大規模固定化技術開発 

①概要  

バイオエタノール化に適した樹木への環境耐性付与を遺伝子技術により実施し、こ

れら原料樹木の不良環境下での効率的な植林技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

事業４年目までに、未利用の不良環境地でも生育できる高セルロース樹木を遺伝子

技術により開発し、実証植林を行う。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１１年度 

 

Ⅰ－２．脱フロン等技術 

代替フロンの排出量を抑制するため、代替フロンを削減する技術（脱フロン等技術）を

開発する。 

（１）革新的ノンフロン系断熱材技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、住宅・建築物の省エネ
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ルギーという社会適用性に応えるため超微細発泡等による断熱性能の向上のための技術

開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

既存のノンフロン断熱材では達成できていない断熱性能を実現し、更には従来のフロ

ン断熱材の断熱性能を超える高断熱性能を実現する断熱材を平成２４年頃を目途に開発

する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（２）ノンフロン型省エネ冷凍空調システムの開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、家庭用・業務用及び運

輸用エアコン及びショーケース等に使用可能なノンフロンかつ高効率を達成でき、安全

性についても配慮された新たな冷凍システムの開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

２００９年度までに、ノンフロン（自然冷媒等）型省エネ冷凍・空調システムを開発

する。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００９年度 

 

Ⅱ．３Ｒ 

（ⅰ）建設ストック３Ｒ対策 

（１）革新的構造材料を用いた新構造システム建築物研究開発（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、我が国鉄鋼業の約５

０％を占める建設市場において、建築物のメインフレームに高強度鋼を用いることで、

①鉄鋼部材の軽量化（リデュース）とそれに伴う輸送効率の向上、②高強度化、非溶

接化に伴う部材のリユース促進、 ③製造・施工の省エネ・省力化等を図る。 

同時に、柔剛混合構造（高強度鋼とダンパーの組み合わせ）技術の確立、関連法規

への対応等により、震度７にも耐えうる新構造システム建築物の建設が可能となり、

我が国で大きなリスクである大規模地震災害から国民を守り、安心安全社会の実現に

寄与する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１３年度までに、最大規模の地震（震度７）に対しても倒壊・損壊しない建築

物を高強度鋼（８００Ｎ／ｍｍ２級鋼材）とダンパーの組み合わせによる柔剛混合構

造により実現を図るものであり、国土交通省や民間企業と連携してこの建築物のメイ

ンフレームに必要な高強度鋼部材、接合法等の開発を行う。主な研究開発目標は以下

の通りである。 

・震度７弾性新構造システム開発 

・高強度部材の製造技術開発 

・超高強度接合部品開発  

・高強度部材の接合技術開発 
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③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（ⅱ）金属資源等３Ｒ対策 

（１）希少金属等高効率回収システム開発（再掲） 

①概要 

小型電子・電気機器にはベースメタルや、金、銀等の貴金属の他、インジウム、ニ

ッケル等の希少金属等を含有している。現状では、これらの機器が廃棄された後は、

非常に高温で処理する乾式製錬技術を用いてリサイクル・処理されているため、多大

なエネルギーを消費するばかりか、回収可能な金属が銅、金、銀等に限定されており、

その他の希少金属等は回収できずに廃棄処分されている。このため、湿式製錬技術を

活用した高効率な最適技術の開発等を通じて、回収工程の省エネルギー及び希少金属

等の回収率向上を図る。 

②技術目標及び達成時期 

・従来方法（乾式製錬）で処理する場合に比べて、大幅な省エネルギーの実現 

 （省エネルギー効果：原油換算で約７８万ｋｌ／年削減） 

・廃小型電子・電気機器、廃超硬工具等中に含まれる希少金属等の回収率の向上 

（インジウム０％→９０％、ニッケル５０％→９５％、コバルト０％→９５％、タ

ンタル０％→８０％、タングステン９０％→９５％、レアアース０％→８０％） 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１０年度 

 

（２）希少金属代替材料開発プロジェクト（再掲） 

①概要 

希少金属は、特殊用途において希有な機能を発揮する一方で、その希少性・偏在性・

代替困難性から、市場メカニズムが必ずしもうまく機能せず、その供給停止は川下の

経済成長の制約要因となりうるリスクを伴っている。近年、「コンピュータによる材

料設計」、「ナノテクによる微細構造制御」等が飛躍的に向上した結果、従来できな

かった、「コンピュータによる最適制御設計による候補元素系の探索」、「結晶粒界、

界面の制御等マイクロ構造の制御」等が可能となりつつあることから、こうした最先

端技術を用いることで、希少金属の新たな代替／使用量低減技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、以下希少金属元素の使用原単位について現状と比較して以下

の低減ができる製造技術を開発し、ユーザー企業、大学等の外部機関に対して機能評

価のためにラボレベルで提供できる（試料提供）水準に至るまでの技術を確立するこ

とを目標とする。また、製品の機能や製造コストは現状と同等を少なくとも維持する

ことを前提とする。 

・透明電極向けインジウム（Ｉｎ）  ：現状から５０％以上低減 

・希土類磁石向けディスプロシウム（Ｄｙ）  ：現状から３０％以上低減 

・超硬工具向けタングステン（Ｗ）  ：現状から３０％以上低減 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 
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Ⅲ．環境調和産業創造バイオ 

（１）植物機能を活用した高度モノ作り基盤技術開発 

（ⅰ）植物利用エネルギー使用合理化工業原料生産技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、現在の化学工業プロ

セスに代わる、植物の有する有用物質生産能を活用した省エネルギー・低環境負荷型

の工業原料生産プロセスへの変換を促進する。具体的には、工業原料の生産に関わる

重要な物質生産プロセスに関する代謝系をゲノム情報に基づき解析するとともに、有

用物質生産制御に必要な一連の代謝遺伝子群の発現を統一的に制御する技術の開発を

行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに、工業原料として有望なバイオマスとしてイソプレノイド、油

脂などの有用物質生産に関わる代謝経路とその調節メカニズム及び生産物質の蓄積・

移動に係るメカニズムの解析を行い、関連遺伝子情報を整備するとともに、統括的発

現制御技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００２年度～２００９年度 

（ii)植物利用高付加価値物質製造基盤技術開発 

①概要 

動物や微生物による物質生産と比較して、安全性が高い、生産コストが低い、省エ

ネルギーで環境調和型といった特徴を有する植物を活用した高機能タンパク質等の高

付加価値物質生産（モノ作り）の基盤技術を開発するために、有用物質を高効率に高

生産させる組換え植物の基盤技術を開発するとともに、閉鎖型人工環境下での高効率

な栽培技術の開発を一体的に進める。  

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、実用植物において実用可能なレベルまで有用物質を効率的に

高生産・高蓄積させる組換え植物を開発するとともに、目的有用物質を安定かつ均一

に生産・蓄積させる栽培技術を確立し、その生産の実用性を閉鎖型人工環境下におい

て確認する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（２）微生物機能を活用した環境調和型製造基盤技術開発（再掲） 

（ⅰ）微生物機能を活用した高度製造基盤技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーかつ環

境負荷が少ないといった特徴を有する微生物機能を活用した有用物質の革新的な生産

プロセス（モノ作り）の技術を構築するため、産業用途に必要な機能既知遺伝子で構

成されたゲノムを持ち、物質生産性向上につながる性能を備えた高性能宿主細胞の創

製や、微生物反応の多様化・高機能化技術を開発するとともに、バイオマスを原料と

して有用物質を体系的かつ効率的に生産する（バイオリファイナリー）ための基盤技

術を開発する。 
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②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、物質生産性向上につながる性能を備えた高性能宿主細胞を創

製するとともに、バイオプロセスの実用化適用範囲の拡大のための微生物反応の多様

化・高機能化技術の開発を行う。バイオリファイナリー技術については、バイオマス

を高効率で糖化し、糖から高効率で各種化成品の基幹物質を生産するバイオプロセス

体系を構築する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

（ii）微生物群のデザイン化による高効率型環境バイオ処理技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、従来エネルギー多消

費・廃棄物多排出型であった廃水・廃棄物処理において、微生物群の構成及び配置等

を人為的に制御（デザイン化）することで、その処理効率を大幅に向上させ、省エネ

ルギーで廃棄物も少ない高効率型廃水、廃棄物処理の基盤技術を確立する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、特定有用微生物群を人為的に安定導入・維持もしくは人為的

に空間配置・優先化させる等のデザイン化技術を開発し、従来の廃水、廃棄物処理に

比べより高効率で省エネルギーな処理技術を開発するとともに、実用化に資するため

の実証可能なテストプラント規模にて評価する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（３）バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発（再掲） 

①概要 

バイオマスに関する燃料分野と化成品分野の融合・連携を図り、食料と競合しない

セルロース系原料から、より低コストで高効率なエネルギー化を可能にする先進的・

革新的な新技術の確立を目指すとともに、バイオ燃料の製造のみならず、プロパノー

ル、ブタノール製造、化学品の製造の実用化を目指した技術開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、セルロース系バイオマスを原料とし、バイオ燃料製造の従来

技術に比べて画期的に優れた効率や低コスト化を可能とする糖化・発酵等の基盤技術

を開発するとともに、バイオマス利用に資する微生物の利用基盤技術の開発を行う。

さらに、プロパノール等の高効率取得のための触媒開発等により、化成品製造の実用

化を目指した技術開発を行い、バイオマスに関する燃料分野と化成品分野の融合・連

携を図る。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１２年度 

 

Ⅳ－１．化学物質総合評価管理 

（１）化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発（運営費交付金）  

①概要 

化学物質のリスクを共通指標で比較、検討し、事業者等における代替物質の選択の際
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に、リスクの相互比較が可能となるリスク評価手法及び社会経済分析等リスクトレード

オフ解析手法を構築する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、代表的な化学物質用途群につき、化学物質のライフサイクルに

応じたあらゆる暴露を考慮した排出量推計手法や室内暴露評価手法等環境動態解析手法

を構築する。さらに、用途群内の物質間でのリスクトレードオフ解析手法を開発する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（２）ナノ粒子の特性評価手法開発（運営費交付金） 

①概要 

ナノ粒子のキャラクタリゼーション、計測技術の確立とともに、生体影響等評価手法、

暴露評価手法及びナノテクノロジーによるリスク不安に対処したリスク管理手法を開発

する。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、ナノ粒子のキャラクタリゼーション及び計測技術を確立すると

ともに、２０１０年までに、生体影響等評価手法、暴露評価手法及びリスク評価手法を

開発し、ナノ材料のリスク評価指針及びナノ粒子の管理指針の提言を行う。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（３）構造活性相関手法による有害性評価手法開発（運営費交付金） 

①概要 

従来の動物実験による反復投与毒性試験に代わり、in silico や類推等を用いた予測・

評価を可能とするため、既知の周辺情報やそれらから得られる新たな知見を基に、より

的確に効率よく毒性を評価可能とする有害性評価支援システムを構築する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、公開されている反復投与毒性試験データや毒性作用機序情報が

搭載されたデータベース、肝臓における代謝産物・代謝経路を予測する手法、及び対象

とする化学物質の標的臓器・症状やその毒性の強さの範囲等を予測する手法を開発する。

さらに、それらを統合した有害性評価支援システムを構築する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（４）石油精製物質等簡易有害性評価手法開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から、石油製品等に含まれる化学物質による

リスクを把握し、必要な対策を適切に行うことを可能とするため、in vitro 培養系技術

等の活用により遺伝子組換え細胞等を用いたin vitro 系簡易有害性予測手法、また、ト

キシコゲノミクスを活用した短期動物試験結果と相関する遺伝子発現データセットを開

発する。 

②技術目標及び達成時期 
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２０１０年度までに、遺伝子導入技術、幹細胞分化誘導技術、生物発光技術等を適用

した培養細胞を用いて、試験期間１ヶ月程度、発がん性、催奇形性及び免疫毒性を予測

評価できる試験手法を開発し、また、遺伝子発現解析技術を短期動物試験に適用し、２

８日間反復投与試験結果と相関する遺伝子発現データセットを完成させる。また、標準

的な試験プロトコールを策定する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

Ⅳ－２．化学物質リスク削減技術開発 

（１）有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発（運営費交付金） 

①概要 

環境中に広く排出され、人の健康や生態系へのリスク（有害性×暴露量）を及ぼすお

それのある有害化学物質を効率的に削減、代替する技術について、リスク削減効果が高

く、広く導入・普及が可能となる実用化基盤技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、ＰＲＴＲ制度（化学物質排出把握管理促進法に基づき有害なお

それのある化学物質について、事業所からの環境中への排出量及び廃棄物としての事業

所外への搬出量等を把握・集計・公表する制度）の排出実態の公表結果等を活用し、環

境影響が懸念される有害化学物質の優先順位付けを行い、選定された有害化学物質に対

する削減、回収、無害化技術、代替物質の開発及び代替プロセスの構築等を行う。特に、

２００５年度から大気汚染防止法において規制対象となる揮発性有機化合物（ＶＯＣ）

に重点を置き、同法で定められた「ＶＯＣの排出量を２０１０年度までに２０００年度

比で３割削減すること」に資する技術開発を行うこととする。 

③研究開発期間 

２００４年度～２００８年度 

 

（２）アスベスト含有建材等回収・処理等技術開発事業（運営費交付金） 

①概要 

今後、解体廃棄物として、大量の排出が予測されるアスベスト含有建材を対象として、

そのアスベスト含有状況について簡易かつ確実な探知・分析を可能とし、安全性、信頼

性の高い回収・処理を実現する関連機器・システムの技術開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに、アスベスト含有製品の使用時、解体・回収・廃棄時においてオ

ンサイト方式で検出感度0.1wt%超レベルに検出できる計測技術を確立し、アスベストを

含む建材等の回収・除去現場におけるアスベストの飛散及び暴露を最小化し、回収・除

去の安全性及び信頼性等を確保する技術を確立する。また、アスベスト含有廃棄物の無

害化処理又は再資源化段階における安全性、効率性に優れた技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２００９年度 
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５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組） 

【導入普及促進】 

○ 排出量の多い品目・業種や処理困難物を中心にリサイクルシステムなどの実証・市場化対

策に関するフィージビリティ・スタディを実施する。 

○ サプライチェーングループを対象に、部品等の仕様と原材料の使用・副産物の発生状況等

に関する診断を実施し、製品設計及び製造プロセスの同時改善の方向性に関する提案、指導

を行うとともに、取組事例を分析・評価し、資源投入量の抑制効果の高い優良な事例を公開

する。 

○ 商品選択に資するわかりやすい３Ｒ配慮情報（省資源性や再生資源・部品の使用状況等）

を消費者に提供し、環境配慮型製品の市場拡大を推進するため、指標の策定や、情報提供手

法の確立、製品の情報検索が可能なシステムの検討・開発を行う。 

○ ３Ｒ対策が講じられている製品等の市場開拓を促進するため、政府が環境物品等を率先購

入することを定めたグリーン購入法について、同法の判断基準が引き続き３Ｒ対策を適切に

反映するようにしていく。 

○ 化学物質の有害性評価、暴露分析、リスク評価等のデータベースの構築を図るとともに、

それらの手法の各種活動（事業者の自主管理活動、事業者、地方自治体等が国民とリスクコ

ミュニケーションを図る活動等）等への導入を図る。 

○ 公害防止設備に対する優遇税制等の支援を行う。 

【法規制・制度改革】 

○ 二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）の国内での本格実施に必要な法規制・制度の整備等に関

して検討を行う。 

○ 資源有効利用促進法等のリサイクル関連法制度によるスキームを活用して、３Ｒ対策を網

羅的に講じることにより、循環型社会の構築を図る。 

○ 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（カルタヘナ

法）に基づく立入検査で査収した生物が遺伝子組換え生物であるか否かを判断するための基

盤的な技術の高度化や収去方法を確立すること等により、的確な法律の執行体制を整備する。 

【ガイドライン】 

○ 事業者による自主的取組を促進する観点から、産業構造審議会において策定している「業

種別・品目別廃棄物処理・リサイクルガイドライン」（自主的な目標の設定）について、３

Ｒ対策を加速する観点から適宜フォローアップを行い、改定を行う。 

【基準・標準化】 

○ 各プロジェクトや民間における技術開発等で得られた成果のうち、標準化すべきものにつ

いては、適切な標準化活動（国際規格（ＩＳＯ/ＩＥＣ）、日本工業規格（ＪＩＳ）、その

他国際的に認知された標準の提案等）を実施する。 

○ ＣＯ２回収・貯留後のモニタリング、植林等によるＣＯ２固定化量の計算、バイオマス利

用時のＣＯ２排出削減量の評価、環境影響や安全性評価手法など、ＣＯ２固定化・有効利用

を推進するに当たって標準化が必要となる事項については、研究・開発状況や社会情勢を常

に意識しながら計画的に標準化を推進する。 

○ リサイクル品などの３Ｒ配慮製品に対する需要の創出・拡大を図るため、「環境ＪＩＳ策

定促進のアクションプログラム」に基づき、リサイクル品等の品質基準及び試験評価方法の

規格（環境ＪＩＳ）の策定を引き続き推進する。 

○ バイオマス由来プラスチックにおけるバイオマス含有量測定の標準化を推進するととも
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に、生分解性プラスチックに係る微生物嫌気分解試験方法の国際標準化を着実に実施する。  

○ 高精度・簡易有害性評価システムの開発については、２０１４年度を目途に有害性評価手

法等を経済開発協力機構（ＯＥＣＤ）にテストガイドラインとして提案することを検討し、

国際標準化を推進する。 

【調達促進】 

○ バイオマス由来プラスチック等、生物機能を用いた生産プロセスにより生産された製品に

ついて、グリーン購入法に基づく調達品目として位置付けられるべく検討を行う。 

【広報・啓発】 

○ 研究開発プロジェクトの成果について広く普及啓発を図るため、シンポジウム等を行う。  

○ ３Ｒの普及・促進を図るため、毎年１０月を「３Ｒ推進月間」とし、この期間を中心とし

て、３Ｒ活動への関係者の取組を促すための「３Ｒ推進功労者等表彰」や、循環ビジネス振

興のための「資源循環技術・システム表彰」等の普及啓発活動を実施する。 

【知的基盤整備】 

○ 国内外との共同研究等を通じ、革新的な温暖化対策技術や方策についての情報交換に資す

る、情報ネットワークの構築等を図る。 

○ 物質生産用に開発された汎用宿主細胞や取得した生物遺伝資源は、独立行政法人製品評価

技術基盤機構に整備し、社会に幅広く提供する。 

○ 独立行政法人製品評価技術基盤機構の化学物質管理センターにて事業者・国民・公的機関

の化学物質管理に関する冷静な対話（科学的知見の共有）を促進するための知的情報基盤整

備を図る。 

【国際協力】 

○ 生物多様性条約に基づく遺伝子資源へのアクセス促進事業において、日本のバイオ関連企

業の遺伝資源保有国（途上国）の遺伝資源に対するアクセスを促進するための技術的環境整

備及び遺伝資源へのアクセス実施の調整を行う。 

【他省庁との連携】 

○ 総合化学技術会議が推進する科学技術連携施策群の「食料・生物生産研究」及び「総合的

リスク評価による化学物質の安全管理・活用のための開発技術」、ライフサイエンスＰＴ、

社会還元プロジェクトの下での関係府省間における適切な連携の実施。 

【プロジェクト等の間の連携】 

○ ＣＯ２固定化・有効利用技術のロードマップに基づき、技術シーズ発掘型技術開発事業成

果のプロジェクトへの取り込みや、プロジェクト間の連携により、効果的な固定化・有効利

用システムの実現を図る。 

○ 植物機能を活用したモノ作り基盤技術開発に係る２つのプロジェクト間での、遺伝子高発

現技術やモデル植物での基盤技術及び実用作物への技術展開に関する情報交換を推進する。 

 

６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

・事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事業名

に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付金

の総額の範囲内で当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

・プログラム目標等については、京都議定書目標達成計画の評価・見直しプロセスに伴う対

応を行う。 

・各プロジェクトを横断的観点からマネージメントする体制を整備し、技術の進捗状況や社
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会情勢等を踏まえた適切な資源配分、技術成果のレビュー、普及施策の検討、実施すべき

技術開発テーマ・領域・分野等の検討等を実施する。 

 

７．改訂履歴 

（１）平成１２年１２月２８日付け、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計

画、化学物質総合評価管理プログラム基本計画制定。 

（２）平成１４年２月２７日付け、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画

制定。生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１２・１２・２７

工総第１５号）は、廃止。平成１４年２月２８日付け、革新的温暖化対策技術プログラム

基本計画、３Ｒプログラム基本計画、化学物質総合評価管理プログラム基本計画制定。化

学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１２・１２・２７工総第１４号）は、廃止。 

（３）平成１５年３月１０日付け制定。革新的温暖化対策技術プログラム基本計画（平成１４・

０２・２５産局第１６号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１４・０２・２５産局第１３

号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１４・０２・２５

産局第５号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１４・０２・２５産局第

７号）は、廃止。 

（４）平成１６年２月３日付け制定。革新的温暖化対策技術プログラム基本計画（平成１５・

０３・０７産局第１８号）及びエネルギー環境二酸化炭素固定化・有効利用プログラム基

本計画（平成１５・０３・０７産局第１９号）は、革新的温暖化対策技術プログラム基本

計画に統合することとし、廃止。３Ｒプログラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第

６号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１５・０３・０

７産局第３号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１５・０３・０７産局

第８号）は、廃止。 

（５）平成１７年３月３１日付け制定。地球温暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１６・

０２・０３産局第１３号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第５号）、

生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第

１５号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第３号）

は、廃止。 

（６）平成１８年３月３１日付け制定。地球温暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１７・

０３・２５産局第８号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１７・０３・２９産局第１号）、

生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第

２号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１０号）

は、廃止。 

（７）平成１９年４月２日付け制定。地球温暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１８・

０３・３１産局第９号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１０号）、

生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局弟

３号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１１号）

は、廃止。 

（８）平成２０年４月１日付け、環境安心イノベーションプログラム基本計画制定。地球温暖

化防止新技術プログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第６号）、３Ｒプログラム

基本計画（平成１９・０３・１９産局第５号）、生物機能活用型循環産業システム創造プ

ログラム基本計画（平成１９・０３・１６産局第２号）、化学物質総合評価管理プログラ
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ム基本計画（平成１９・０３・２０産局第２号）は、本イノベーションプログラム基本計

画に統合することとし、廃止。 
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・プロジェクト基本計画 



 (環境安心イノベーションプログラム) 

「有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発」プロジェクト基本計画 

 

                       バイオテクノロジー・医療技術開発部 

                            化学物質管理技術グループ 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

平成１３年４月より「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関す

る法律」に基づくＰＲＴＲ制度(環境汚染物質排出移動登録)の導入、平成１５年６月の化審法

(化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律)の改正などにより、今後は化学物質の製造、

利用、廃棄段階などのライフサイクルに亘る適切な管理が潮流となってきている。一方、リス

クが懸念される化学物質や化学物質を含む製品は、社会で広く、大量に使用されるようになっ

て、一旦、環境中に排出されてしまった化学物質を回収、無害化処理するには莫大なコストが

掛かってしまい、産業界が単独で対応することは非常に困難な状況である。このため、従来か

ら事業者によって進められてきた自主的な化学物質管理を一層促進するため、リスクが懸念さ

れる化学物質を、中小企業を含む事業所等が自主的に回収、無害化処理できる新しい技術を国

が主体となって開発し、早期の導入・普及を促進することにより有害化学物質の速やかな削減

を図りながら、事業者の自主管理の促進を支援することにより、環境と調和した健全な経済産

業活動と安全、安心な国民生活に資することが必要である。 

本研究開発では、ＰＲＴＲ対象化学物質のリスク削減に資するインプラント対策１)やエンド

オブパイプ対策２)を中心とした回収、無害化、代替物質生産技術、代替プロセス等に関する研

究開発課題に対する対策技術を民間企業等から公募し、抜本的なリスク削減に資する実用化基

盤技術を開発する。 

本研究開発はリスクが懸念されるＰＲＴＲ対象化学物質のリスク削減を図るための技術開発

であり、「環境安心イノベーションプログラム」におけるリスク削減技術の一環として実施する。 

 

注１)製造、使用段階において、リスクの少ない化学物質への代替、反応工程中における副生成

物、有害化学物質の発生を抑制するプロセスへ転換する技術 

注２)製造プロセス等で使用、生成した有害化学物質等を煙突や排水という最後の段階で回収、

無害化等する技術 

 

（２）研究開発目標  

人の健康や生態系への影響などが懸念されるＰＲＴＲ対象化学物質について削減順位付けを

行い、これらの化学物質のリスク削減に資する回収、無害化、代替物質生産技術、代替プロセ

ス等以下の研究開発課題に関する実用化基盤技術を平成２０年までに確立することを目標とす

る。 

 

【研究開発課題】 

① インプラント技術：削減対象物質を用いないプロセスへの新規転換技術、及び新規代替

物質の開発等 

② エンドオブパイプ技術：回収、排出抑制、無害化等により、環境への排出量の削減率 

９０%以上(回収率×無害化率)を達成できる新規削減技術 
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③ その他：効率的なリスク削減が可能となる新たな技術(システム、ソフト)の開発 

 

（３）研究開発の内容  

本研究開発では、国から公表されているＰＲＴＲ制度の集計結果を活用し、生産量、取扱量、

排出量、移動量が多い物質、国民の健康不安、関心が高い物質等から優先的に排出抑制に取り

組む。一方、技術開発の対象となる化学物質が多い点、また、研究開発費が限られていること

に鑑みて、研究機関、企業等から提案された対策技術の中で、抜本的なリスク削減効果、導入・

波及効果、コスト等を考慮して、これらの点で真に優れた技術開発を優先的に実施する。具体

的な削減対象物質は、１）排出量が大きい、２）リスクが大きい又は大きいことが疑われる、

３）環境規制の動向、等を踏まえて、当面、ＰＲＴＲ集計結果及びＥＰＡ(米国 環境保護庁)

によるリスク評価手法により削減対象物質の順位付けを行い、これらの評価結果に基づき (1) 

ＰＲＴＲ制度による国への届出対象物質(点源)から上位２０物質、(2) ＰＲＴＲ制度により国

が推計した対象物質(非点源)から 上位１０物質(但し、(1)の重複物質を除く)を行う(別紙参

照)。また、本研究開発では、工場等から大気、河川に排出される削減対象物質に関するインプ

ラント技術、エンドオブパイプ技術等について研究開発テーマ毎に削減率、汎用性、低コスト

等の開発目標を設けて行うこととする。 

 

２．研究開発の実施方式  

（１）研究開発の実施体制  

  本研究開発は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下「ＮＥＤＯ技術開

発機構」という）が公募によって選定する企業、民間研究機関、独立行政法人、大学等に委託

することにより実施する方式を採用する。 

 

（２）研究開発の運営管理  

  研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯ技術開発機構は、研究開発テーマ毎にプ

ロジェクトリーダーを設置するものとし、研究開発の責任の所在を明確にする。また、ＮＥＤ

Ｏ技術開発機構はプロジェクトリーダー等と密接な関係を維持し、更には、国内外の類似する

技術開発の把握に努め、本研究開発の目的及び目標に照らして適切な運営管理を行う。具体的

には、プロジェクトリーダー、委託先機関等からのヒアリングにより、開発目標に対する成果

状況などの報告を受けるほか、自ら当該分野の国内外における技術開発動向の調査を行い、次

年度の業務委託の可否や、実施内容、予算規模の見直しを図る。優れた研究成果を上げている

研究開発テーマに対しては、研究加速についても弾力的に対処するなど予算の効果的配分に努

める。また、成果の早期達成が可能と認められた研究開発テーマについては、期間内であって

も研究を完了させ、実用化へ向けた実質的な研究成果の確保と普及に努める。 

 

３．研究開発の実施期間 

  本研究開発の期間は、平成１６年度から平成２０年度までの５年間とする。 

 

４．評価に関する事項 

  ＮＥＤＯ技術開発機構は、別途定められた技術評価に係わる指針及び技術評価実施要領に基

づき、技術的及び産業技術政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義

並びに将来の産業への波及効果等について外部有識者による、中間評価を平成１８年度、事後
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評価を平成２１年度に実施する。なお、評価の時期については、当該研究開発に係わる技術動

向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 

 

５．その他の重要事項 

（１）研究成果の取扱い  

ＮＥＤＯ技術開発機構は、研究開発実施者に対して、研究成果の公開を義務づけるとともに、

特許等に関する通常実施権付与についても、研究開発実施者自らの実施に支障のない場合にお

いて研究開発実施者以外の企業（関連企業以外のものも含む）に対しこれを付与させることを

原則とし、もって研究成果の広範な導入・普及に努めるものとする。 

 

（２）知的財産権の帰属 

  委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構  新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則として、

全て受託者に帰属させることとする。 

 

（３）基本計画の変更 

  ＮＥＤＯ技術開発機構は研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、研究開

発動向、産業技術政策動向、第三者による評価結果、研究開発費の状況、当該研究開発の進捗

等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究体制等、基本計画の見直しを弾力的に行うこ

とができるものとする。 

 

（４）根拠法 

  本プロジェクトは独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法（平成１４年法律第

１４５号）第１５条第１項第２号に基づき実施する。 

 

 

６．基本計画の改訂履歴 

（１）平成１６年３月１６日 ＮＥＤＯ技術開発機構によって基本計画を策定。 

（２）平成１７年３月    研究開発の目的、研究開発課題、研究開発の内容に関して、

進捗状況を勘案して、一部、変更、削除した。 

（３）平成２０年 7 月    イノベーションプログラム基本計画の制定により、「（１）研

究開発の目的」の記載を改訂。 
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別紙 

【本研究開発で対象とする化学物質】 

 本研究開発における優先的に取り組む削減対象物質は(1)ＰＲＴＲ制度による国への届出対

象物質(点源)から上位２０物質、(2) ＰＲＴＲ制度により国が推計した対象物質(非点源)から

上位１０物質(但し、(1)の重複物質を除く)とする。具体的な化学物質は下記のとおり。 

 

(1) ＰＲＴＲ制度による国への届出対象物質 (工場等の固定発生源)： 

1)トルエン  2)ベンゼン  3)フェノール  4)キシレン  5)1,2-ジクロロエタン 

6)フタル酸ビス(2-エチルヘキシル) 7)エチルベンゼン  8)アニリン 9)塩化ビニル 10)塩

化メチレン 11)クロロホルム  12)スチレン 13)有機スズ化合物 14)トリクロロエチレン  

15)テトラクロロエチレン  16)ニトロベンゼン 17)N,N-ジメチルホルムアミド 18)アクリ

ロニトリル  19)エチレンオキシド 20)四塩化炭素 

 

(2) ＰＲＴＲ制度により国が推計した対象物質 (移動体、家庭等からの排出)： 

1) フタル酸ジ-N-ブチル 2) P-ジクロルベンゼン 3)リン酸トリ-n-ブチル 4) 2-アミノエタ

ノール 5)ホルムアルデヒド 6) リン酸トリス(2-クロロエチル) 7)臭化メチル 8)直鎖アル

キルベンゼンスルホン酸及びその塩 9)ビスフェノールＡ 10)アセトアルデヒド 
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・技術戦略マップ 

（技術戦略マップ 2008、技術戦略マップ 2009）



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術戦略マップ 2008



 

 

 

 

 

 

 

 

化学物質総合評価管理分野 
 

 

 

 

 

現在、世界中で１０万種類を超える化学物質が製造され、幅広い産業で様々な用途で使用さ

れるとともに、快適な生活の実現に大きく貢献している。 

しかしながら、化学物質には固有の性質として何らかの有害性（ハザード）があり、人や生

物が空気、水、食物等を通してこれに曝されると（暴露）、悪影響を及ぼす可能性（リスク）が

ある。このような悪影響を未然に防止し、化学物質の有用性を活かしていくには、化学物質の

リスクを適切に管理していく必要がある。 

リスク管理を行うには、リスクの科学的な評価技術と削減技術が必要である。本分野は２つ

の技術体系に分けられる。１つは「化学物質総合評価管理技術開発」で、その目的は数万に及

び化学物質のリスクを正確に把握し、必要な対策を適時適切に行うため、有害性（分解性、蓄

積性等）、暴露等の基盤情報の収集とこれに基づくリスク評価を行うなど知的基盤を整備すると

ともに、それらの情報に基づき各種評価手法の開発等を行うことである。もう一つは、「化学物

質リスク削減技術開発」であり、化学物質の製造に伴う環境負荷の低減、省資源及び省エネル

ギーを図るため、製造工程において有害化学物質を使用しない等の新規化学プロセスを開発す

ることである。【参考資料１：化学物質のリスクとその管理】 
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化学物質総合評価管理分野の技術戦略マップ 

 

Ⅰ．導入シナリオ  

（１）化学物質管理分野の目標と将来実現する社会像 

経済産業活動を環境と調和させ安全・安心な国民生活を実現するために、以下のことを

目標とする。これらの目標を達成するためには、研究開発のみならず、実用化するための

導入普及促進策、標準化等の関連施策を一体的に推進する必要がある。 

・行政、企業等で、科学的に評価されたリスクを認識した上での化学物質の使用 

・行政、企業、国民等のリスクコミュニケーションのもとで、透明で合理的な化学物質

管理についての理解促進 

・揮発性有機化合物（ＶＯＣ）等の削減が進むことにより、環境負荷の改善に寄与し、

国民の健康や生活環境を保全 

・日本の産業の国際競争力の強化 

（２）研究開発の取組み 

化学物質のリスクを管理する一つの方法として不可欠となるが、化学物質のリスクを削

減する技術であり、工場から最終的に排出される段階での回収・分解、有害性の高い物質

を用いないプロセスへの転換あるいは、よりリスクの低い物質への代替転換がといったも

のがある。また、過去に環境中に排出された化学物質の回収・無害化といった技術もリス

ク削減技術として位置付けられている。リスク削減技術の目的は、より良い環境の実現で

ある。 

 上述の状況認識を踏まえた今後の研究開発の方向性として、２０３０年までを見据えた

ロードマップを策定する。 

 リスク評価については、有害性や暴露量に情報があるものについてはリスク評価が可能

となった。しかし他方、データが少ない物質への容易な転換が行われる例も出てきている。

これは現状ではデータが不足しているために、異なる物質間におけるリスク比較が困難な

ためでもある。この状況を解消するために、不足データを類推しリスクを比較する手法の

開発が必要とされている。また、リスク評価を実施するうえで必要となる有害性評価につ

いても膨大な数の化学物質について信頼に足るデータが不足しているが、全ての物質に時

間と費用をかけ動物実験による有害性評価を行うのは現実的でない。そのため、動物試験

によらない、遺伝子組換え細胞等を用いた有害性予測手法、また、遺伝子発現解析技術を

活用した発がん性予測手法、化学物質の構造情報等から計算機を用いて有害性を予測評価

手法といったものが求められている。さらに、科学的に未解明な故にリスク不安が生じて

いる工業用ナノ粒子について、リスク評価を行う体制を整備する必要がある。これらは、

比較的緊急性の高い課題である。より長期的な視点に立てば、種差や個人差、複合暴露の

影響を定量的に評価できる高精度な有害性評価技術や、実環境中でのモニタリングとそれ

をフィードバックして高精度化した暴露推定モデルが必要とされる。これらの点は工業用
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ナノ粒子についてもほぼ同様である。 

一方、化学物質によるリスクを低減するための技術に関しては、短期的には排気施設や

排水施設等の最終段階で有害性の高い物質を回収、分解する技術の開発が求められ、より

長期的には、製造・使用段階においてリスクの少ない化学物質への代替化技術が中心とな

っていくべきと考えられる。特に、中央環境審議会で施策目標とされた、『２０１０年に揮

発性有機化合物（ＶＯＣ）の排出量を２０００年に比較して３０％削減する』ことを達成

することが、当面の重要課題となっている。 

さらに、リスク評価・管理にかかる手法の確立とともに、リスク削減技術の先駆的な開

発をもって産業の競争力向上に資するものと考える。 

（３）関連施策の取組み 

〔導入補助・支援〕 

・化学物質の有害性評価、暴露分析、リスク評価等のデータベースの構築を図る。 

・化学物質の有害性評価、暴露分析、リスク評価等の手法の各種活動（事業者の自主管理

活動、事業者、地方自治体等が国民とリスクコミュニケーションを図る活動等）等への

導入を図る。 

・公害防止設備に対する優遇税制等の支援を行う。 

〔基準・標準化〕 

・各プロジェクトで得られた成果のうち、標準化すべきものについては、適切な標準化活

動（国際規格（ＩＳＯ／ＩＥＣ）、日本工業規格（ＪＩＳ）、その他国際的に認知された

標準の提案等）を実施する。 

〔国際標準化〕 

・高精度・簡易有害性評価システムの開発については、２０１４年度を目途に有害性評価

手法等を経済開発協力機構（ＯＥＣＤ）にテストガイドラインとして提案することを検

討し、国際標準化を推進する。 

〔知的基盤整備〕 

・独立行政法人製品評価技術基盤機構の化学物質管理センターにて事業者・国民・公的機

関の化学物質管理に関する冷静な対話（科学的知見の共有）を促進するための知的情報

基盤整備を図る。 

〔他省庁との連携〕 

・総合科学技術会議で行われている科学技術連携施策群の環境分野の一つとして「総合的

リスク評価による化学物質の安全管理・活用のための開発技術」の中で厚生労働省、国

土交通省、農林水産省と情報を共有し連携を保ちつつ事業を推進。 

（４）民間での取組み 

民間企業の取組みとしては、有害化学物質の排出によるリスクを低減するため、化学物

質関係法令の遵守に止まらず、化学物質の自主的な管理を推進する。具体的には、化学物

質審査規制法（以下、化審法）及び化学物質排出把握管理促進法（以下、化管法）に対し
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て適切な対応がなされており、また、２０１０年までにＶＯＣ排出削減に対しての自主的

な取組みが推進されている。さらに、必要な研究開発を通じて、有害化学物質の自主的な

管理を高度化していく。【参考資料２：化学物質総合管理関係法令】 

（５）改訂のポイント 

 研究開発の取組みのリスク削減対策にアスベスト建材等安全処理技術開発を位置付け

た。 

 

Ⅱ．技術マップ 

（１）技術マップ 

① 化学物質リスク評価・管理技術開発 

行政や企業の直面するリスク評価・管理の課題（ニーズ）と、それを解決しうる技術（シ

ーズ）を調査により抽出し、技術開発課題を整理した。 

また、リスクを管理するためにはそれを評価する技術が必要であり、リスクを評価する

ためには暴露を評価する技術及び有害性を評価する技術が必要であることを、階層構造と

して示している。 

② 化学物質リスク削減技術開発  

まず、製造、解体、処理事業者が事業活動に伴い、影響を及ぼす環境を「大気」、「水域」、

「土壌」と分類し、一旦製品となり、使用時あるいはそれ以降に影響を及ぼすものを「製

品」という分類とした。次に、それぞれについて削減すべき化学物質を抽出し、「プロセス

転換技術」、「回収・分解技術」、「原料転換技術」等技術分類をおこない、その削減に有効

な技術開発課題を整理した。 

（２）重要技術の考え方 

リスク評価・管理に関する委員会とリスク削減技術に関する委員会において重要技術の

考え方を整理し、その分野に応じた評価指標抽出し、それに基づいて重要技術の選定を行

った。化学物質リスク評価・管理技術開発、化学物質リスク削減技術開発ともに、重要技

術開発課題をゴシック体（太字）で示した。【参考資料３：重要技術選定の評価項目と評価

方法について】 

（A)  化学物質リスク評価・管理技術開発 

重要技術の選定にあたっては、次の四つの評価指標を設定し、それぞれの指標を三段階

で評価した。 

①  化学物質総合評価管理リスクトレードオフに基づく最適管理に資する。    

①-1リスク評価に必要な情報を効率的に取得できる。 

①-2情報不足による不確実性を低減、定量化できる。 

①-3リスク管理選定におけるリスク転嫁を回避し、コミュニケーションと適切な意志

決定に役立つ。 

②  海外動向に対する日本の影響力発揮に資する。 
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まず、上記の①-1～①-3 と②の４つの評価指標のうち一つでも◎評価となった技術は、

重要技術と選定した。また、三つ以上の指標で○評価を得た技術についても、多目的型技

術として重要技術として選定した。さらに、我が国の独自の事情を考慮する必要があるも

のについては、特別に重要技術に加えた。 

（B)  化学物質リスク削減技術開発 

重要技術の選定にあったっては、次の三つの評価指標を設定し、それぞれ三段階で評価

した。 

① リスク削減効果 

a.ハザードや排出削減量から見たリスク削減ポテンシャル 

b.コスト 

② 産業競争力強化 

上記の指標にうち①の指標についてはa、bの２つの指標に分けられ、そのうちどちらか

が◎評価が得られたもの、又は両方○以上の評価が得られたものであって、さらに②の指

標についても○以上の評価を満たすものについて重要技術として選定した。 

（３）改訂のポイント 

 技術戦略マップ2007からの変更なし。 

 

Ⅲ．技術ロードマップ 

（１）技術ロードマップ  

①  化学物質リスク評価・管理技術開発 

２０１０年頃までに化学物質管理の第２世代を構築させるべく化学物質管理関係法令等

による規制と企業の自主管理のベストミックスの下、物質ごとにリスクを減らすことを目

標にし、開発すべき概ねの時期を期間とともに示した。また、その後２０２０年頃までを

化学物質管理の第３世代と位置づけ、リスクとベネフィットとのバランスを考慮し、リス

クコミュニケーションを通じてリスクと向き合う社会を構築することを目標にし、開発す

べき概ねの時期を示しロードマップを策定した。将来的には、複数物質間のリスクを比較

したり、感受性の個人差や多様なライフスタイルにも留意して、科学的知見に基づく高度

な技術により、全体としてのリスクを低減させるような管理を目指すべきであり、安全・

安心な国民生活と活力ある産業を実現することが求められている。 

リスク評価の一手法として描かれている工業用ナノ粒子のリスク評価については、研究

開発が緒に付いたばかりであり、やや他の技術開発とは進展の度合いが異なるので別立て

にした。（なお、技術マップについては、リスク評価・管理本体のマップに表した。） 

また、各技術開発の繋がりをわかりやすく示すため、重要技術開発以外の技術開発につ

いても明朝体で記載するとともに、各技術開発のアウトカムを矢印で示して技術開発との

因果関係を示すことによって、本ロードマップで何を目指しているのかを明確にした。 
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②  化学物質リスク削減技術開発 

   国際競争力のある技術で化学物質によるリスクを抑えて快適な生活を実現するために、

２０１０年にＶＯＣの排出量を２０００年に比較して３０％削減することや、２０２０年

にヨハネスブルグ宣言の目標である化学物質の人への健康と環境にもたらす影響を最小化

にするための技術目標を示すとともに、さらに長期的な視点に立ち２０３０年までリスク

削減をするための技術開発をロードマップ上に展開した。技術の方向性としては、短期的

には有害性の高い物質を環境に出さない排出段階で回収や分解を行う技術が、より長期的

には有害物質を使わない、あるいは生成しないプロセスへの技術転換が中心となっていく

べきと考えられる。 

（２）改訂のポイント 

 技術戦略マップ2007からの変更なし。 
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ＶＯＣ排出抑制への対応（2010年まで）

化学物質総合評価管理分野の導入シナリオ化学物質総合評価管理分野の導入シナリオ

目
標

○行政、企業等で、科学的に評価されたリスクを認識した上での化学物質の使用
○行政、企業、国民等のリスクコミュニケーションのもとで、透明で合理的な化学物質管理についての理解促進
○揮発性有機化合物（ＶＯＣ）等の削減が進むことにより、環境負荷の改善に寄与し、国民の健康や生活環境を保全
○日本の産業の国際競争力の強化

2005 2010 2015 2020

国
内
外

の
動
き

VOCの排出 ２００
０年度比３割程度
削減（２０１０年）

HPV2０００物質の
有害性価終了
（2010年、提案中）

REACH導入
（2008年）

ヨハネス
ブルグ宣
言達成

ＨＰＶ52００
全物質の有
害性評価終
了（2020年）

政
府
の
対
応

リ
ス
ク
削
減 技術の普及・標準化推進

法律改正への対応

化学物質に係る戦略的情報収集・提供基盤、
評価ツール等の整備

評価手法の活用及び普及、人材育成、アジ
ア協力

国際的な動向を踏まえた新たな評価法の適
用範囲を検証し、ＯＥＣＤへ提案

化審法規制対象物質のリスク評価及び
管理の実施、安全性情報の収集・把握

リ
ス
ク
評
価
管
理

税・財投制度

企
業
の
取
組

化学物質適正管理

研
究
開
発
の
取
組
み

リ
ス
ク
削
減

有害性評価手法

暴露評価手法

知的基盤の整備

有害化学物質の排出削減や革新的な環境
調和型生産技術

環境汚染の修復・無害化処理のための基盤
技術の確立

リ
ス
ク
評
価
管
理 リスク評価手法

有害性評価、暴露評価に基づく体系的リスク評価手法の開発

リスク顕在化学物質の対策技術

環境負荷・健康影響等防止技術開発

VOC削減技術開発

化管法に基づく自主管理の促進及び
安全性情報の流通促進

国 内

国 外

化審法・化管法への適切な対応

研究開発の推進

化学物質安全性データ取得、レスポンシブルケア活動の推進

有害化学物質排出抑制への対応

有害性評価、暴露評価に
基づくリスク評価手法の開発

2004

高精度または簡易な
暴露評価手法開発

高度リスク評価手法開発

シンポジウム、セミナー、講習会等の開催

大気汚染防止法、土壌汚染対策法、水質汚濁防止法等

環境技術実証モデル事業、シンポジウム・セミナー・講習会等の開催

公害防止設備に対する優遇税制、低利融資

トキシコゲノミクス手法による
簡易で安価な有害性評価手法開発

構造活性相関(SAR)手法による
有害性予測システムの開発構造活性相関(SAR)手法による

分解性・蓄積性予測システムの開発

in vitro手法による
簡易で安価な有害性評価手法開発

安全性情報集約・提供データベース等の基盤整備

OECD QSARバリデーション

OECDテストガイドライン（ＴＧ）化に向けた活動

化審法・化管法
一体見直し

化審法・化管法
一体見直し（２）

新規化学物質への対応

既存化学物質への対応

Ver.2（Ver.1に暴露手法を加えて管理）
リスク評価に基づく規制化学物質管理
Ver.1（モニタリング、生産量のみで管理）

化審法

化学物質の自主管理の促進化管法

体系的リスク評価総合知識データベースの構築

2007

POPS条約発
効（２００４年）

改正大防法
（規制と自主
理によるVOC
排出削減）施
行（２００６年）

大防法改正
（２００４年）

アスベスト回収・処理技術開発
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技術NO.

1 費用対効果を考慮した合理的リスク管理手法 ○ ○ ○

2 ◎ ○

3 不確実性を考慮して多くの物質をリスク管理する手法 ○ ○ ◎ ○

4
評価の優先順位やＴｉｅｒｅｄApproach*を考慮した効率的リスク管理体系の構
築

○ ○ ○

5 ストック汚染*のリスク管理手法 ○

6 化学物質とそれ以外のﾘｽｸとのﾄﾚｰﾄﾞｵﾌを考慮したﾘｽｸ管理手法 ◎ ○

7 ○ ○ ○

8 リスク管理の研究項目の優先順位付け手法

9 地域のリスク管理手法 ○

10 費用対効果を考慮した合理的リスク管理手法 ○ ○ ○

11 サプライチェーン含有物質トレース手法* ○ ○ ○ ○

12 複数物質間・製品間でリスクを比較し、自主管理するための手法 ○ ○ ○

13 製品のリスク管理手法 ○

14 地域（工場付近）のリスク管理手法 ○ ○

15 リスクに基づくナノ粒子のリスク管理手法 ○ ○ ◎

16 新規技術に関する社会受容性や意思決定に関する研究※ ○ ○

17 ベネフィットの現状把握と予測のための手法※ ○ ○

18 化学物質以外のリスクなどトレードオフを考慮したナノ粒子のリスク管理手法 ○ ◎ ○

19 管理策の効果（回避されたリスク）の経済評価手法 ◎ ○

20 化学物質のリスクとそれ以外のリスクの統一指標の開発 ○

21 データ等の不確実性を前提としたリスク管理技法 ○ ○ ○ ○

22
リスク評価結果やリスク管理政策の状況等をわかりやすくまとめ、定期的に国民に
提供するための情報整備

○

23 有害性評価書、初期リスク評価書の整備 ○

24 リスク評価の表現方法（指標等）の標準化・規格化 ○ ○

25 専門家の見解を集約したリスク管理ガイダンスの整備

26
リスク評価・管理DBの開発（管理対策・技術の事例やその効果が判定できるツー
ル、国際調整の事例等）

○ ○

27 ヒト健康について共通の指標で評価する手法 ○ ○ ○

28 ヒト・生態リスクの統一指標の開発 ○ ○

29 優先順位付け手法 ○

30 不確実性を含んだリスク指標の開発 ○ ○

31 情報量基準等に基づくデータ、モデルの選択技法 ◎

32 ナノ粒子のリスク評価手法 ○

33 ○ ○ ○ ◎

34 多種多様なナノ粒子に対するリスク評価の優先順位付け手法 ○ ○ ◎

35 リスク評価手法のガイドライン作成と標準化・規格化 ○

36 ガイドライン改定システムの確立 ○

37 製品からの直接暴露の評価手法 ○ ○ ○ ○

38 ストック汚染による暴露の評価手法 ○

39 地域別の暴露評価手法 ○ ○ ○

40 感受性の高い集団の暴露評価手法 ○ ○

41 ライフスタイル別の暴露評価手法 ○ ○

42 ○ ◎

43 不確実性を含んだ暴露指標の開発 ○

44 生態系のリスク評価のための暴露評価手法

45 生態系食物網構造解析手法 ○

46 シックハウス症候群の暴露評価手法 ○ ○

47 自然発生源のある物質の暴露評価手法 ○

48 ナノ粒子の暴露評価手法 ○ ○ ○

49 暴露シナリオ構築 ○ ○ ○ ○

50 環境・生体中のナノ粒子計測技術、キャラクタリゼーション技術 ○ ○ ○ ◎

51 ナノ粒子の環境中挙動モデル ○ ○ ○ ○

52 ナノ粒子排出シナリオ構築 ○ ○ ○ ○

53 ナノ粒子排出量推定手法 ○ ○ ○

54
ナノ粒子の暴露評価手法の高度化
（環境中での反応等の挙動の詳細化等）

○ ○ ○

55 モニタリングデータの暴露評価適用手法 ○ ○ ○

56 サンプリングスキーム構築(生物相ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｽｷｰﾑ含む） ○

57 バイオアッセイモニタリング手法*(環境測定による化学物質の暴露把握手法） ○

58 人・生態系の暴露検出のためのバイオマーカー迅速検出センサー ○ ○ ○

59 環境中微量物質マルチセンサー ○ ○

60 携帯型環境(室・車内等含む）微量物質検出センサー ○ ○

61 生体中微量物質検出センサー ○ ○

62 土壌、地下水汚染暴露評価手法※ ○ ○

63 化学反応(分解、反応生成）を考慮した環境中運命モデル ○ ○ ○

行政が行うリスク
管理に必要な手

法

要素技術

環境中運命評価手法

社会ニーズへの
対応

新規の物質・技術や懸念されているリスクへの対応

新規の物質・技
術や懸念されて
いるリスクへの
対応

ナノ粒子の暴露評価手法

新規の物質・技
術や懸念されて
いるリスクへの
対応

ナノ粒子のリスク評価手法

知的基盤

社会ニーズへの対応

技術分類
技術開発課題

（重要技術は、ゴシック太字で示す）

化審法のリスク管理手法

監視化学物質のリスク管理手法

特定化学物質のリスク管理手法

リスクトレードオフに基づく最適管理手法

暴露評価

製品単位のリスク管理手法

環境中や生体中濃度モニタリングとその活用

環境中や生体中濃度センサー

環境に配慮した設計（DfE)*手法

新規の物質・技
術や懸念されて
いるリスクへの
対応

ナノ粒子のリスク管理手法

②海外動向
への日本の
影響力発揮
という観点
からの評価
項目

①化学物質総合評価管理（第3世代）　リスク
トレードオフに基づく最適管理をブレークダウ
ンした評価項目

リスク管理

リスク評価

【評価項目c.
】　リスク管
理策選定にお
けるリスク転
嫁を回避し、
コミュニケー
ションと適切
な意思決定に
役立つ。

【評価項目b.
】　情報不足に
よる不確実性を
低減、定量化で

きる。

【評価項目a.
】　リスク評
価に必要な情
報を効率的に
取得できる。

ナノ粒子のリスク評価手法の体系化、高度化（Tiered Approach、より複雑な暴露シナリ
オ等）

複雑なシナリオのリスク（混合物や複合暴露等）や感受性やライフスタイルに留意し管理
するための手法

代替物質のリスクなど化学物質間のリスクのトレードオフを考慮したリスク管理手法

要素技術

排出量、環境条件などの最悪ケースも反映されるように暴露シナリオを体系化

地域のリスク管理手法

社会ニーズへの対応

企業の自主管理
を支援するための

手法

工場単位のリスク管理手法

社会ニーズへの
対応

知的基盤

化学物質総合評価管理分野の技術マップ（リスク評価・管理技術開発）

◎　その評価項目に照らして、特に優れた技術
○　その評価項目に照らして、優れた技術

○が3個以上の技術もしくは◎が1個以上の技術を
「重要技術」とした（知的基盤は除く）。
なお、技術名に※の付いた技術は、「評価項目③日本固有の状況を反映させる観点」か
ら加点した。
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技術NO.技術分類
技術開発課題

（重要技術は、ゴシック太字で示す）

②海外動向
への日本の
影響力発揮
という観点
からの評価
項目

①化学物質総合評価管理（第3世代）　リスク
トレードオフに基づく最適管理をブレークダウ
ンした評価項目

【評価項目c.
】　リスク管
理策選定にお
けるリスク転
嫁を回避し、
コミュニケー
ションと適切
な意思決定に
役立つ。

【評価項目b.
】　情報不足に
よる不確実性を
低減、定量化で

きる。

【評価項目a.
】　リスク評
価に必要な情
報を効率的に
取得できる。

化学物質総合評価管理分野の技術マップ（リスク評価・管理技術開発）

◎　その評価項目に照らして、特に優れた技術
○　その評価項目に照らして、優れた技術

○が3個以上の技術もしくは◎が1個以上の技術を
「重要技術」とした（知的基盤は除く）。
なお、技術名に※の付いた技術は、「評価項目③日本固有の状況を反映させる観点」か
ら加点した。

64 PRTRデータの暴露評価適用手法(届出データ、非届出データ含む) ○ ○ ○

65 モニタリングスキーム構築 ○ ○

66 ライフサイクルでの用途推定手法 ○ ○ ○

67 用途ごとの排出推計手法 ○ ○ ○ ○

68 精度評価を伴ったＰＲＴＲデータの推計法 ○ ○ ○ ○

69 PRTRデータ妥当性評価手法 ◎ ○

70 観測値から排出量を推定する逆解析手法 ○ ○ ○

71 より高精度なマテリアルフロー分析手法 ◎ ○

72 ○ ◎

73 暴露評価手法のガイドライン作成と標準化・規格化 ○ ○

74 個体群への影響の定量化に必要な生活史パラメータ等の整備と推定手法 ○

75 シックハウス症候群の有害性評価手法 ○ ○ ○

76 複合暴露の有害性評価手法 ○ ○ ○

77 世代別感受性を考慮した有害性評価手法 ◎

78 ○ ○ ○

79 ○ ○ ○

80 ナノ粒子の体内動態研究 ○ ○ ○

81 トレーサー技術 ○ ○ ○

82 体内動態ﾓﾃﾞﾙｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ手法 ○ ○ ○

83 ○ ○ ○

84 ○ ○ ○

85 吸入暴露装置 ○ ○

86 in vivo、in vitro試験用の液相・気相でのナノ粒子サンプル作成技術 ○ ○ ○

87 有害性の体系的試験戦略（Tiered Approach等）の構築　　　　 ○ ○ ○

88 カテゴリーアプローチ等相対的な有害性の推定手法 ◎ ○ ◎

89 ナノ粒子の有害性評価の高速化、高度化のための手法（in silicoの手法等） ○ ○ ○

90 分解性・蓄積性QSAR（新規物質の試験結果活用等による適用性拡大） ◎ ○ ○

91 有害性QSAR(感作性・変異原性・生態エンドポイント等） ◎ ○ ○

92 メカニズムを考慮したQSAR ◎ ○ ○ ○

93 カテゴリーアプローチ手法 ◎ ○ ○

94 蓄積性試験のin vitro試験法 ○ ○

95 その他in vitroの簡易なスクリーニング手法(ヒト細胞などを用いた） ○ ○

96 マルチエンドポイント型有害性評価手法 ◎ ○ ○

97 in vitroの簡易でハイスループットに対応可能な評価手法 ○ ◎

98 in vivoでの高速の評価手法 ○ ○

99 in silico人体、in silico生態系 ◎ ○ ○

100 ヒト培養細胞を用いた種差を回避した有害性評価手法 ○ ○ ○ ○

101 遺伝子発現解析技術を用いた種差による感受性差評価技術 ○ ○ ○

102 遺伝子発現解析技術を用いた個人の有害性評価技術 ○ ○ ○

103 単純なPBPK*/TD*モデル　（in vitro等の試験結果を適用して改善） ○ ○

104 詳細なPBPK / TDモデル（細胞応答や臓器・組織応答のシミュレーション） ○ ○

105 有害性検出バイオマーカー探索手法 ○ ○ ○

106 実験室でのミニ生態系（マイクロコズム） ○ ○ ○

107 タンパク質等の上位階層での網羅的解析技術 ○ ○ ○

知的基盤 108 有害性情報のＤＢ化 ○

知的基盤 109 有害性評価手法やデータ収集に関するガイドライン化と標準化・規格化 ○ ○

*ADME(Absorption, Distribution, Metabolism, Excretion) 吸収、分布、代謝、排泄。

*バイオアッセイモニタリング手法

*Tiered Approach

*ストック汚染

*３Ｒ(Replacement, Reduction, Refinement) 動物試験の代替（Replacement）, 動物数の削減（Reduction）, 苦痛の削減（Refinement）を目指すもの。

*サプライチェーン含有物質トレース手法

*ADME/Tox(ADME toxicity) ADMEを解明する手法。実験系も含む。

*PBTK(physiologically-based toxicokinetics) 化学物質の体内動態を記述したモデル。

*PBTK/TD(PBPK toｘico-dynamics) 化学物質の体内動態に加え、細胞組織内での影響を記述したモデル。

*DfE(Design for Environment)

試供生物(バクテリア、細胞、水棲生物など）の生物学的応答の度合いに応じて、環境サンプルの毒性の大きさを評価する手法であり、未知の毒性物質の影響評価や複数の化学物質を同時に摂取した場合の総
括的な影響を評価することが可能。

環境に配慮した設計。

要素技術

高精度な手法（不確実性因子低減のための手法）

高速（簡易・安価）な手法

発がん性、生殖毒性、神経毒性等、
高コスト・長期を要する毒性の高度な
評価手法

ADME*/Tox*のメカニズムの分子レ
ベルでの解明手法（たんぱく質の役
割等）

知的基盤

社会ニーズへの
対応

新規の物質・技術や懸念されているリスクへの対応

ナノ粒子の有害性評価手法

排出のモニタリング、排出データの活用、最適化

有害性評価

排出量推定手法

製品に含まれる化学物質の情報をサプライチェーンに沿って授受する手法。

in vivo試験やスクリーニングのためのin vitro試験によるナノ粒子特有の
ヒト・生態系の有害性評価手法（試験動物からヒトへの外挿手法含む）

in vitro 試験によるナノ粒子特有の生体影響検出手法（バイオマーカーの決定手法等）

in vivo 試験によるナノ粒子特有の生体影響検出手法（バイオマーカーの決定手法等）

生態系の有害性評価のための特有な技術（底質毒性試験法や成長段階別の有害性推
定手法）

暴露評価に必要なツールやデータ等（暴露シナリオ、食物摂取量、人口、用途別排出係数、
地域の気象、海象、水文土壌データ、物質の蒸気圧等の物理化学的性状、物質の環境中
半減期等）のDB化

多くの物質を効率的にかつ合理的に評価するために評価ステップを数段階に分けて行う方法。具体的にはまず初めにスコアリングによって、評価する化学物質の優先順位付けを行った
り、一連の評価の初期のステップで簡単な（かつ安全サイドに立った）評価を行うことで、化学物質を網羅的にふるいにかけ、よりリスクの疑いの高い物質についてのみ詳細なリスク評価を
行うような評価の方法。

土壌のように、いったん汚染されると拡散による希釈効果はあまり期待できず蓄積するので、汚染物質の排出を止めても、そのままでは長期にわたり汚染状態が改善されにくいような汚
染。
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化学物質総合評価管理分野の技術マップ（リスク削減技術）

削減対象
物質

対策課題 技術NO.
開発課題

(太字は重要開発課題）

将来的にその技
術

の必要性
（キーワード）

評価項
目②

産業競
争力強
化

技術開発確保：基
礎力
技術力優位：チャ
ンピオン

a.
ハザードや排
出削減量から
見たリスク削
減ポテンシャ
ル
◎：大
○：中
△：小

b.
コスト（コスト
が安いほど普
及しやすく、リ
スク削減に貢
献）
◎：安い
○：中くらい
△：高い

◎：高い
○：中くらい
△：低い

大気 109 無溶媒による合成、分離･抽出プロセス プロセス ・クマリン誘導体の無溶媒合成
トルエン、キシレ

ン
化成品、医農薬 添加剤 技術開発確保 ◎ ○ ○

110
アルコール系、飽和炭化水素系溶媒によ
る合成、分離･抽出プロセス

溶媒、プロセ
ス

･アルコール溶剤による環境調和型アゾ化
合物類の合成

トルエン、キシレ
ン

化成品、医農薬 色素 技術力優位 ◎ ○ ○

111
水溶性触媒による水系溶媒、イオン性流
体等による高選択グリーン化

溶媒、触媒

･金属錯体触媒によるオキソ反応、選択水
素化、異性化反応
・水溶性錯体触媒、相間移動触媒によるシ
ンプル化反応

トルエン、キシレ
ン

化成品、医農薬 原材料 技術開発確保 ◎ △ ◎

112 VOCフリー塗装、洗浄、印刷、接着 プロセス
・超臨界CO2*による塗装、洗浄プロセスの
開発

トルエン、酢酸ブ
チル

塗装、印刷 塗料 技術力優位 ◎ △ ○

プロセス
転換

113 環境調和型エマルションプロセス
材料、プロセ

ス

･（界面活性剤を使用せずに）超音波を利用
してエマルジョンを生成して洗浄する技術の
開発

トルエン、キシレ
ン

化成品、医農薬 分析用材料 技術開発確保 ◎ ◎ ○

114
複合酸化物触媒等による低温接触分解プ
ロセス

触媒 ・酸化鉄系触媒及びプロセスの開発
トルエン、n-ブタ

ン
石油製品 燃料ガス 排出規制対応 ◎ ○ ◎

115
炭素系、無機系膜モジュールによるガソリ
ンベーパー、消毒・滅菌剤の回収・分解

材料、プロセ
ス

・VOC分離用シリコーンゴム中空糸膜の開
発

トルエン、エピク
ロロヒドリン

石油製品、医療用品 分離膜 排出規制対応 ○ ◎ ○

116 光触媒材料による分解処理
触媒、プロセ

ス
・可視光型光触媒によるVOC・NＯx分解装
置の開発

トルエン、n-ブタ
ン

石油製品 VOC分解装置 排出規制対応 ◎ ○ ○

117
機能性膜、炭素性繊維膜、吸着材による選
択・分離プロセス

材料、プロセス ･メソ細孔性活性炭素繊維膜の開発 トルエン、キシレン 化成品、医農薬 原材料 排出規制対応 ◎ ○ △

118
機能性シリカ・ゼオライト、高表面積活性炭
等による回収

材料、プロセス
・ナノ多孔性酸化チタン膜の開発と回収プロセ
ス

トルエン、キシレン 化成品、医農薬 分離膜 排出規制対応 ◎ ○ △

119 特殊反応場利用VOC分解システム 触媒、プロセス

・低温プラズマと触媒による低濃度分解装置
・吸着剤濃縮による低温プラズマ分解装置
 ・キューリー点制御による高効率回収装置

トルエン、n-ブタン 石油製品 VOC分解装置 排出規制対応 ◎ ○ △

120
無機･有機ハイブリット膜、複合酸化物、層
状化合物等による分離・回収、分解プロセス

材料、プロセス

・生分解性生体高分子材料含有ハイブリット
膜の開発
・メンブレンリアクターの開発

トルエン、n-ブタン 石油製品 分離膜 排出規制対応 ◎ ○ △

有害副生
物

（金属、難
分解性物
質等）

121
融合反応場を利用したプロセスのグリー
ン化、シンプル化

触媒、プロセ
ス

・超音波、マイクロ波、高周波反応場を利用
したナノ材料合成、有害物質の分解、殺菌
プロセス
・イオン性流体、超臨界流体による高選択
反応(水和、水素化、メチル化等プロセス
・超高温/高圧反応による新規無機有機ハ
イブリット材料プロセス
・メンブレンリアクターの開発

トルエン、キシレ
ン

化成品、医農薬 原材料 技術開発確保 ◎ ○ ◎

122
選択加熱（マイクロ波など）によるシンプル
反応化

触媒、プロセ
ス

・高選択加熱による芳香族ポリカーボネート
の製造

トルエン、キシレ
ン

化成品、医農薬 原材料 技術開発確保 ◎ △ ◎

123
マイクロリアクター*等によるプロセスのシ
ンプル化及び高速化

触媒、プロセ
ス

・多段衝突型マイクロリアクターによるアル
デヒド類の高速・高選択合成

トルエン、キシレ
ン

化成品、医農薬 医薬原料 技術開発確保 ◎ △ ○

124
新規酸化・還元触媒による有機合成のシン
プル化

触媒、プロセス
・メソポーラスシリカ系触媒による直接フェノー
ル合成

亜酸化窒素、臭素 化成品、医農薬 合成触媒 技術力優位 △ ○ △

125
低品位炭化水素からのオレフィン、合成ガ
ス製造プロセス

触媒、プロセ
ス

・酸化ダイヤモンド－ニッケル触媒による合
成ガス製造法

NOｘ, SOx 化成品 原材料 技術力優位 ○ ○ ◎

126
CO2,DME等を利用した化成品製造プロセ

ス
触媒、プロセ

ス

・超臨界二酸化炭素を使用したホルムアミド
誘導体の製造
・DMEからのプロピレン製造プロセスの開発

NOｘ, SOx 化成品、石油製品 原材料 技術力優位 ○ ○ ◎

127
未利用資源（超重質留分、バイオマス等)
からの有用原料転換プロセス

触媒、プロセ
ス

・重質留分の脱アルキル化による単純芳香
族化合物の製造

NOｘ, SOx 化成品 原材料 技術開発確保 ○ ○ ○

128
低品位化石資源中の硫黄、重金属等の
除去と再資源化

触媒、プロセ
ス ・硫化水素による金属水銀の除去技術 Hg,V, S, Ni, As 石油製品

有害物処理シ
ステム

資源確保、多様化 ◎ △ ○

129
有害残渣を併産しない生分解性ポリマー製
造プロセス

触媒、プロセス ・酵素触媒による生分解性ポリマーの製造 NOｘ, SOx 化成品 医療用材料 技術開発確保 ○ ○ △

130
低級飽和炭化水素等からの化成品製造プ
ロセス

触媒、プロセス
・メタンの選択的直接酸化による化成品製造
用触媒の開発

NOｘ, SOx 化成品、石油製品 合成触媒 資源確保、多様化 ○ △ ○

131
バイオ資源、廃棄物からの化成品製造プロ
セス

触媒、プロセス
・超臨界溶媒処理による化成品原料の製造
技術

NOｘ, SOx 石油製品 原材料 資源確保、多様化 ○ △ △

132
複合酸化物触媒等による希薄NOｘ分解装

置
触媒

・Ba(La)Mn(Mg)系複合酸化物を用いるNOx
の直接分解反応

NOｘ 化成品、石油製品
有害物処理シ
ステム

技術力優位 ○ ◎ ○

133 低NOxの燃焼システム プロセス
・予混合システムの開発
・低NOxバーナーの開発

NOｘ 化成品、石油製品 燃焼システム 技術力優位 ○ ◎ ○

134
ハロゲン、シアン、ホスゲン化合物等を用
いないクリーン化

触媒
・CO2を原料とする非ホスゲン法ウレタン製
造、ポリカーボネート製造

臭素、シアン、ホス
ゲン

化成品、医農薬 原材料 技術開発確保 ◎ ◎ ◎

135
新酸化法（過酸化水素、オゾン、分子状酸
素等）によるノンハロゲン化

触媒
・ヘテロポリ酸担持Ru触媒によるテレフタル
酸の製造

臭素 化成品、医農薬 原材料 技術力優位 ◎ ◎ ◎

分解 136 微量有害物質の酸化分解プロセス 触媒
・金属酸化物触媒、複合酸化物触媒等による
によるダイオキシン類の完全分解

ダイオキシン 廃棄物処理業
有害物処理シ
ステム

技術力優位 △ ◎ △

アスベスト
飛散防止
技術

137 高効率剥離・回収、飛散防止システム
材料、プロセ

ス

・コーティング材（保水剤、増粘剤等）による
飛散防止
・コーティング材（硬化性高分子材料等）に
よる劣化防止
・無人ロボットのマニピュレーター及びその
動作制御システムの開発

アスベスト
産廃処分業
ビル･住宅

コーティング
材、アスベスト
処理システム

ヒト健康対策 ◎ ◎ ○

138 スラッジ等の資源化・減量化 プロセス

・めっきスラッジフェライト化装置の開発
・新規凝集剤の開発
・メッキ廃液の長寿命化
・スラッジの安全な再利用方法の開発（用途
開発）

Pb、Sn、Zn 金属、非鉄金属
有害金属回収
システム

技術開発確保 ◎ ○ ◎

139
界面動電現象*による有害金属イオン等の
回収、除去

材料、プロセス
・鉄陽電極界面動電法による珪砂からの汚染
物質の除去

Cd、Pb、Hg、As、Cr 金属、非鉄金属
有害金属回収
システム

技術開発確保 ◎ ○ △

140
高性能イオン交換膜、多機能吸着材による
選択回収・除去

材料
・Mg又はMg合金系吸着材による金属イオン
等の除去

Cd、Pb、Hg、As、
Cr、F、B

金属、非鉄金属
有害金属回収
システム

技術開発確保 ○ ○ △

141
高分子、超分子等による有害金属イオンの
選択除去

材料
・イミノジ酢酸基を有するキレート樹脂吸着剤
の開発

Cd、Pb、Hg、As、Cr 金属、非鉄金属 吸着剤 技術開発確保 ◎ △ △

142 微量トリハロメタン等の分解・除去 触媒、材料 ・Si系光触媒による高速、完全分解 トリハロメタン等 化成品、金属製品
有害物処理シ
ステム

ヒト健康対策 △ ◎ ○

143 トリクレン等の分離・完全酸化分解 材料
・トリクレン吸着高性能イオン交換膜、多機能
吸着材の再生技術

トリクロロエチレン 化成品、医農薬
有害物処理シ
ステム

ヒト健康対策 △ ○ ○

144
オゾン、UV等による微量有害ハロゲンの分
解

プロセス ・オゾン噴射ダイオキシン分解炉の開発
ダイオキシン、農

薬等
下水道、廃棄物処理

業
有害物分解炉 ヒト健康対策 △ ○ △

145 難分解性物質の完全分解 プロセス
・光触媒、超臨界水による完全分解装置の開
発

ダイオキシン､PCB
等

下水道、廃棄物処理
業

有害物処理シ
ステム

ヒト健康対策 △ ○ △

評価項目①

リスク削減効果

主な削減対象物
質

主な排出産業
（技術の適用先）

その技術に
よって生産さ
れる製品

具体的な開発テーマ例開発要素

分解

プロセス
転換

NOｘ等

水域

回収

プロセス
転換

回収、分
解

プロセス
転換

VOC/溶
媒

ハロゲン
等

原料転換

金属イオ
ン等（F, B
を含む）

分解・除
去

有機ハロ
ゲン

リスク削減効果指標a.bの項
目がどちらか◎かどちらも○
以上であり、産業力競争力
が○以上のものを満たすも
のを重要技術とした。
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146 PFOS、PFOAの代替物質 材料 ・非フッ素系界面活性剤の開発 PFOS、PFOA 化成品、繊維
PFOS、PFOA
の代替物質

国際規制対応 ○ ○ △

147 PFOS、PFOAの計測、回収・無害化 プロセス

・ヘテロポリ酸光触媒、過硫酸酸化剤、亜臨
界水＋鉄粉等による完全分解・無害化技術
の開発

PFOS、PFOA 化成品、繊維
PFOS、PFOA
の処理システ

ム
ヒト健康対策 ○ ○ △

148
高性能分離膜による微量金属の濃縮・資源
化

材料
・弱酸性、弱塩基性キレート修飾高分子分離
膜の開発

Se、Pb、Cr等 金属、非鉄金属 分離膜 技術開発確保 ◎ ○ △

149
高性能吸着材による微量有害金属の回収・
無害化

材料
・ゼオライト及び（ＰｂＯ）ｘ（ＦｅＯ）ｙ（Ｆｅ２Ｏ３）１
－ｘ－ｙ・ａＨ２Ｏよりなる有害金属吸着材

As、Cd、Hg等 金属、非鉄金属 吸着材 技術開発確保 ◎ ○ △

プロセス
転換

150
酵素、光触媒等による選択酸化･分解プロ
セス

バイオ、触媒 ・酸化チタン系光触媒複合材料 の開発 六価クロム 化成品 機能性触媒 技術力優位 ◎ △ △

151 新規耐熱性酵素による生物分解処理 バイオ
・遺伝子組み換え酵素による環境汚染物質
分解技術

N,P系化合物 下水道業
有害物分解酵

素
技術開発確保 ○ ○ △

152 マイクロバブル*による完全分解 プロセス
・オゾンマイクロバブル処理と吸着脱リンを組
み込んだ排水処理

フェノール等 化成品
有害物処理シ
ステム

技術力優位 △ ○ ◎

153 生物的脱窒素を利用した除去 バイオ
・フェノール利用脱窒菌による生物処理
・Anammox菌利用排水処理技術

N系化合物 下水道業
有害物処理シ
ステム

技術開発確保 △ ○ △

154 バイオジオフィルター*等による分離・分解 バイオ ・石灰硫黄系濾材の開発 N,P系化合物 下水道業
有害物処理シ
ステム

技術開発確保 ○ △ △

155
レアメタル、貴金属等の精錬やリサイクル
における有害併産物の回収・無害化

プロセス

・インジウムの精錬プロセスにおける砒素、
亜鉛の回収、無害化
・鋼材のリサイクルにおけるクロム、ニッケ
ルの回収

As、Zn等 金属、非鉄金属
有害金属回収
システム

資源確保、多様化 ◎ ○ ◎

156 有害重金属イオンの選択回収 プロセス
・イオン電極による底泥を含む土壌からの
重金属除去技術

Pb、As、Hg 金属、非鉄金属
重金属処理シ
ステム

技術開発確保 ◎ △ ◎

157
高選択結合酵素、たんぱく質等による無害
化・固定化

バイオ ・非天然重金属固定化用たんぱく質の開発 Ｐb,Ｃd,As,Ｈｇ 金属、非鉄金属
重金属固定化

酵素
技術開発確保 ◎ ○ △

158
包接化合物等による重金属等のIn-situ回
収

材料
・シクロデキストリン等による高選択回収材料
の開発

Ｐb,Ｃd,As,Cr 金属、非鉄金属
重金属処理シ
ステム

技術開発確保 ◎ ○ △

159
ファイトレメディエーション*による重金属の回
収

バイオ
・遺伝子組み換え植物体による高蓄積能化
植物の開発

B、Ni、Cu等 窯業、非鉄、
重金属処理用
植物体

技術開発確保 ◎ △ △

160 マイクロカプセル*等による回収 材料 ・カプセルゲル法による濃縮・回収 Ｐb,Ｃd,As,Cr 金属、非鉄金属
重金属処理シ
ステム

技術開発確保 ◎ △ △

代替物質 161
有機金属、複合金属、無機酸化物等によ
る代替材料

材料
・スズービスマス半田合金粉末の製造方法
・無機クリーン顔料の開発

Pb、Cd、As、Ni、
Cu等

金属、非鉄金属 鉛フリー半田 資源確保、多様化 ◎ △ ◎

162 有機ハロゲンの分解・除去 プロセス
・高周波誘導プラズマと金属触媒触媒によ
る完全分解装置の開発

ダイオキシン、農
薬等

下水道、廃棄物処理
業

有害物処理シ
ステム

技術開発確保 △ ◎ ◎

163
界面活性剤による鉱物油、有害金属の分
離・除去

バイオ
・トチノキ科由来サポニンからなる金属イオン
捕捉剤

Cd、Pb等 金属、非鉄金属
金属イオン捕
捉剤

技術開発確保 ◎ ○ △

164 バイオ処理の高度化による洗浄 バイオ
・汚染濃度低減処理とバイオ処理技術を併用
した汚染土壌浄化処理

鉱物油 石油製品
有害物処理シ
ステム

技術開発確保 ○ ○ △

土壌 165 金属触媒、光触媒等による分解 触媒
・アルカリ金属炭酸塩系触媒によるダイオキシ
ン、農薬・肥料等の分解

ダイオキシン､塩素
系農薬等

廃棄物処理業
有害物処理用

触媒
ヒト健康対策 △ ○ △

166
生物系バイオレメディエーション*による分
離・除去・無害化

バイオ
・過酸化水素を酸素源とする微生物による分
解浄化修復方法

トリクロロエチレン 化成品、原油鉱業
有害物処理シ
ステム

技術開発確保 △ ○ △

167
汚染底泥中の有機ハロゲン分解・除去･無
害化

プロセス
・減圧加熱還元等による鉄複合粒子粉末の
飽和磁化率向上と高比表面積化

ダイオキシン､PCB
等

下水道、廃棄物処理
業

有害物処理シ
ステム

技術開発確保 △ △ ◎

168 難分解性物質の分解 プロセス 超臨界水による完全分解装置
ダイオキシン､PCB

等
下水道、廃棄物処理

業
酸化剤 ヒト健康対策 △ △ △

169
酵素系バイオレメディエーションによる難分
解物の無害化

バイオ ・資化菌とその増殖工程 ダイオキシン､PCB
等

下水道、廃棄物処理
業

有害物処理シ
ステム

技術開発確保 △ △ △

プロセス
転換

170 固体酸・塩基触媒によるクリーン化 触媒
・アルコールと一酸化炭素からの固体酸触
媒によるカルボン酸の合成

塩酸、硫酸、水酸
化ナトリウム

化成品、繊維 原材料 技術開発確保 ○ ○ ◎

回収 171
機能性分離膜等による廃酸・廃アルカリ
の回収・固定化

材料
・二級及び三級アミン型置換基を有する硝
酸分離膜の開発

塩酸、硫酸、水酸
化ナトリウム

化成品、繊維 硝酸分離膜 技術開発確保 ○ ○ ○

無害化、
計側技術

172 超微量検出･計側 検知技術
・染色、偏光顕微鏡等による0.1%含有建材
の検知

アスベスト ビル･住宅、 検知技術 ヒト健康対策 ◎ ◎ ○

無害化、
計側

173
低含有アスベスト建材等の無害化・リサイ
クル・再資源化

プロセス

・低温溶融、水熱合成反応等による減容
化、無害化
・珪酸アルカリ溶液処理
・セメント原材料への転換技術
・マイクロ波による無害化、リサイクル技術

アスベスト ビル･住宅、プラント
有害物処理シ
ステム

ヒト健康対策 ◎ ○ ◎

174 環境調和型リサイクル溶剤
溶媒、プロセ

ス

・塩素系代替溶剤の開発
・グリコールエーテル系洗浄剤の開発
・乳酸エステル、エタノール誘導体、テルペ
ン系溶剤の開発
・バイオ原料からの乳酸エステル製造
・バイオサーファクタントの開発

ジクロロメタン等 金属製品 溶剤等 技術開発確保 ◎ ○ ◎

175 部品・補修用水系塗料 材料
・カルボキシ基含有エポキシ系塗料組成物
の開発

トルエン、酢酸ブチ
ル

輸送用機械器具、金
属

塗料 国際規制対応 ◎ ◎ ○

176 屋外用・耐食、防食製品用水系塗料 材料 ・低温硬化性塗料の開発
トルエン、酢酸ブチ

ル
輸送用機械器具、金

属
塗料 国際規制対応 ◎ ○ ○

177
有害重金属やハロゲンを用いない革新的
難燃材料の開発

材料

・アンチモン、ハロゲン、リンを含まない難燃
剤の開発
・難燃性ポリオレフィン、ポリカーボネート樹
脂の開発
・シリコン、リン変性樹脂による非臭素系難
燃材

ポリ臭化ビフェニ
ル

化成品、自動車 難燃材 国際規制対応 ○ ○ ◎

178 ノンホルムアルデヒド系接着剤 材料 ・ポリウレタン系接着剤用組成物の開発 ホルムアルデヒド 出版・印刷 接着剤 国際規制対応 ○ ○ ○

179 水性インキ、植物性インキ 材料
・アルキルアミンのエチレンオキサイド付加
物の開発

トルエン、酢酸ブチ
ル

出版・印刷 インキ 国際規制対応 ○ ○ ○

180 UV硬化樹脂、粉体樹脂による塗料化 材料 ・新規モノマーの合成、組成物の開発
トルエン、酢酸ブチ

ル
輸送用機械器具、金

属
塗料 国際規制対応 ◎ ◎ △

アスベスト 代替物質 181
耐圧、耐食、耐熱特性を持つシール材代
替品の開発

材料

・膨脹黒鉛とマイカ/粘土等複合材料の開発
・酸化物系セラミックスシール材の開発
・代替製品の寿命実証

アスベスト プラント プラント用材料
緊急対策(2010年

まで）
◎ ○ ○

難分解性
界面活性
剤

代替物質 182 高分解性洗剤 溶剤
・アミノジカルボンサン系高効率分解性洗浄
剤の開発

アルキルベンゼン
スルホン酸等

化成品、繊維 洗剤 国際規制対応 △ ◎ ◎

    モニタリング技術（オンライン、迅速、簡易、自動、警報付）
共通基盤技術 マテリアルフロー分析（*13）手法、ライフサイクルアセスメント（*１4）手法、反応や配合のシミュレーション技術、データベース構築

マイクロリアクター、マイクロ波、レーザー、超臨界流体
バイオ、酵素、光触媒、触媒技術、分離技術

用語の説明         *超臨界CO2

*マイクロリアクター

*界面動電現象

*バイオジオフィルター

*マイクロバブル

*マイクロカプセル

*ファイトレメディエーション

*バイオレメディエーション

*マテリアルフロー

*ライフサイクルアセスメント

回収・無
害化

植物の養分吸収機能、天然鉱物ろ材の吸着・ろ過機能および付着微生物
の浄化機能を組み合わせて浄化を行う技術

１つの物質の生成段階から消滅に至る過程をすべての副生成物、廃棄物
を含めて定量的にしめした図

数μmから数百μmのマイクロ空間の現象を利用した化学反応・物質生産
のための装置

溶液や土壌中に電極を挿入して、直流電圧を印加することで発生する電
気泳動や電気浸透流と呼ばれる物質移動を利用した技術

CO2の臨界点（31℃、7.4MPa)以上では、液体と気体の性質を合わせ持つ

状態となり溶解度、粘性等で特有の性質を示す

製品の製造から廃棄までにかかるエネルギー、原材料、ＣＯ２排出量等を

直径が50μｍ以下の微小気泡

直径が数μｍから1mm程度の極めて微小な容器に閉じ込められる物質と
それを取り囲む物質から構成される

植物を利用した環境修復技術

微生物を利用して環境を修復する技術

製品

VOC/溶
媒

代替物質

水域

重金属

アスベスト

有機物質

廃酸・
廃アルカリ

分解・除
去・無害
化

重金属

回収

分解・除
去

富栄養化
物質

代替物質
有機ハロ
ゲン
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リスク評価
・管理の
方向

各主体の
役割

リスク管理 行政が行う
に必要な リスク管理に
技術開発 必要な手法

企業の
自主管理を
支援する
ための手法

要素技術

リスク評価
に必要な
技術開発

社会ニーズへ
の対応

シックハウス症候群のリスク評価が可能に

地域の特性を考慮したリス
ク評価が可能に

複雑なシナリオのリスク(混合物や
複合暴露等)や感受性やライフスタ
イルに留意し管理することが可能に

リスクトレードオフに基づく最適管理手法

新規の物質・技術や懸
念されているリスクの管

理が可能に

既に生じている複合暴露の影
響を評価することが可能に

(28)  ヒト・生態リスクの統一指標の開

(29) 優先順位付け手法

(30) 不確実性を含んだリスク指標の開発

製品のリスク評価が
可能に

Tiered Approachにより、効率的なリ
スク評価（緊急性の高い物質から順
番にリスク評価）が可能に

目的やシナリオ、必要精度に応じ
てリスク評価可能に

ヒト健康や生態系へのリスクに
ついての統一評価が可能に

ストック汚染を考慮したリス
ク評価が可能に

生活環境動植物*や個
体群等生態系のリスク
評価が可能に

自然発生源のある物質
のリスク評価が可能に

不確実性を考慮したリスク評価手
法によって、有害性や暴露の情報
が十分に揃っていない物質も含め
多くの物質のリスク評価が可能に

ナノ粒子のリスク評価が可能に
さらに、化学物質全体でのリスク評価と方法論
をすり合わせ、体系的な組み込みが可能に

新規の物質・技術や懸
念されているリスクの評

価が可能に

感受性やライフスタイルを考慮したリ
スクを詳細に評価可能に

混合物や複数物質の多重暴露
によるリスク評価が可能に

現時点では、有害性や
暴露の情報が十分に
揃っている物質につい
ては、物質ごとに平均
ｹｰｽ（人・地域）の各エ
ンドポイントごとのリスク
評価が可能

化審法のリスク管理手法

特定化学物質のリスク管理手法

化学物質管理の第２世代
物質ごとのリスクに基づく管理

【企業】個々の物質や製品のライフサイクルでのリスクを評価し、自主管理する。

　
　

【行政】個々の物質の代表的なケースのリスクを評価し、管理する。
　
　

製品単位のリスク管理手法

化学物質管理の第３世代
リスクトレードオフに基づく最適管理

リスクとベネフィットとのバランスを考慮し、
リスクコミュニケーションを通じてリスクと向き合う社会を構築する

規制と企業の自主管理のベストミックスのもと、
物質ごとにリスクを減らす

(20)化学物質のリスクとそれ以外のリスクの統一指標
の開発

　　化学物質総合評価管理分野の技術ロードマップ（リスク評価・管理技術開発）

環境に配慮した設計（DfE)手法

【国民】化学物質のリスクの情報やリスク評価するための
手法を知りたいときに知ることができ、化学物質に対する
理解が深まる。

管理策に要するコ
ストの評価手法

【行政】様々な物質間や化学物質とそれ以外のリスクとの間でリスクを比較し、また様々なケース
のリスク（混合物、複合暴露、感受性、ライフスタイル等）に留意しながら、管理する。管理策の国
際調和を図る。

【企業】様々な物質や製品のライフサイクルでのリスクを比較し、自主管理する。

【国民】リスクコミュニケーションを通じて、化学物質のリスクとベネフィットに対する理解が深まる。

工場単位のリスク管理手法

現時点では、管理策の
コスト対効果が評価可
能

(9) 地域のリスク管理手法

監視化学物質のリスク管理手法

REACH対応

化学物質とそれ以外のリス
クを同じ指標で比較可能に

(8) リスク管理の研究項目の優先順位付け手法

(7) 複雑なシナリオのリスク(混合物や複合暴露等)や感受性やライフスタイルに留意し管理するための

化審法のリスク評価の高度化
（製造量、輸入量、用途情報等
に基づくリスク評価の高度化）

工場周辺のリスク評価・管理

地方行政へのリスク評価取り込

これまでに蓄
積されたリスク
評価・リスク管

理の手法

２０１０

「リスク評価・管理の目標像」を示す「技術開発のアウトカム」（右の「目標像」
実現に向けてのステップ）を示す。

「技術開発項目」を示す凡例

「重要技術開発項目」を示す

既に生じている複合暴露の影響に
対して対策を立てることが可能に（シ
ミュレーションによる「事前」予測とは
別に、「事後」的管理も可能に）

手法のバリデーション・
実用化・普及

 (1) 費用対効果を考慮した合理的リスク管理手法

(2) 代替物質のリスクなど化学物質間のリスクのトレードオフを考慮したリスク管理手法

(6) 化学物質とそれ以外のﾘｽｸとのﾄﾚｰﾄﾞｵﾌを考慮した
ﾘｽｸ管理手法

化学物質以外のリスクも考慮した
最適な管理策が選定可能に

現時点では、コスト対
効果を考慮した適切な
管理策が選定可能

手法のバリデーショ
ン・実用化・普及

２０３０

現時点では、有害性や暴露の情報が十分に
揃っている物質については、コスト対効果を考慮
した適切な管理策が選定可能

(11) サプライチェーン含有物質トレース手法

有害性や暴露の情報が十分に揃っていな
い物質についても、不確実性がある中で、
適切なリスク管理策が策定可能に

               (12) 複数物質間・製品間でリスクを比較し、自主管理するための手法

管理策のコストと効果を
同じ指標で比較可能に

化学物質間で、管理策の
コストと効果を考慮した適
切な管理策が選定可能に

(21) データ等の不確実性を前提としたリスク管理技法

(14) 地域（工場付近）のリスク管理手法

(13) 製品のリスク管理手法

(4) 評価の優先順位やTiered Approachを考慮した効率的リスク管理体系の構築

(3) 不確実性を考慮して多くの物質をリスク管理する手

    (5)    ストック汚染のリスク管理手法

(10) 費用対効果を考慮した合理的リスク管理手法

(27) ヒト健康について共通の指標で評価する手法

(31) 情報量基準等に基づくデータ、モデルの選択技法

管理策の効果（回避
されたリスク）の評
価手法

(19) 管理策の効果（回避されたリスク）の経済評価手法

２００７ ２０２０
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リスク評価
に必要な
技術開発

暴露 社会ニーズ
評価に への対応
必要な
技術開発

新規の物質
・技術や

懸念されている
リスクへの対応

②要素技術
環境中や生体中
　濃度ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
とその活用

環境中や生体中
　濃度センサー

　　環境中運命
　　評価手法

　　排出のモニタ
　　リング
　　排出データの
　　活用、最適化

　　排出量
　　推定手法

有害性
評価に
必要な
技術開発

①社会ニーズへ
の対応

新規の物質
・技術や
懸念されている
リスクへの対応

②要素技術

社会ニーズへ
の対応

暴露評
価に必
要な技
術開発

地域の特性を考慮したリス
ク評価が可能に

(103) 単純なPBPK/TDモデル（in vitro等の試験結果を適用して改善）

(90)分解性・蓄積性ＱＳＡＲ（新規物質の試験結果活用等による適用性拡大）

既に生じている複合暴露の影響
を評価することが可能に

(78) 生態系の有害性評価のための特有な技術（底質毒性試験法や
成長段階別の有害性推定手法）

(94) 蓄積性試験のin vitro試験法

ADME/Toxのメカニズムの分子レベルでの解明手法（たんぱく質の役割等）

分子～細胞～臓器～組織レベルでのメカニズム解明

より正確な排出量を反映し
た暴露評価が可能に

種差を回避・克服し、
個の多様性を反映した
有害性評価が可能に

発がん性、生殖毒性、神経毒性等、高コスト・長期を要する毒性の高度な評価手法

(91) 有害性QSAR(感作性・変異原性・生態エンドポイント等）

単純なPBPK/TDモデル

(99) in silico人体、　　in silico 生態系

(97) in vitroの簡易でハイスループットに対応可能な評価手法

高度化とはすなわち、
・一部の物質は、in silicoで
高速化するなど、より効率
的で合理的でかつ高精度
な試験戦略
・種差を反映した高精度な
有害性評価や、個の多様
性を反映した有害性評価
（自分への影響がわかる）
により、国民の安心を実現

(98) in vivoでの高速の評価手法

(104) 詳細なPBPK/TDモデル（細胞応答や臓器・組織応答のシミュレーション）

(92) メカニズムを考慮したQSAR

【行政】
　・試験戦略を活用した効果的・効率
的な有害性評価

(96) マルチエンドポイント型有害性評価手法

(67) 用途ごとの排出推計手法
(66) ライフサイクルでの用途推定手法 (71) より高精度なマテリアルフロー分析手法

(68) 精度評価を伴ったＰＲＴＲデータの推計法
(69) PRTRデータ妥当性評価手法

(61) 生体中微量物質検出センサー

(57) バイオアッセイモニタリング手法(環境測定による化学物質の暴露把
握手法）

(59) 環境中微量物質マルチセンサー

(60) 携帯型環境(室・車内等含む）微量物質検出センサー

(56) サンプリングスキーム構築(生物相モニタリングス
キーム含む）

(55) モニタリングデータの暴露評価適用手法

(64) PRTRデータの暴露評価適用手法(届出データ、非届出データ含む)
(65) モニタリングスキーム構築

(95) その他in vitroの簡易なスクリーニング手法(ヒト細胞などを用いた）

(105)  有害性検出バイオマーカー探索手法

個別物質の暴露
評価手法

各エンドポイントの
暴露評価手法

平均ケース（人・地
域）の暴露評価手法

(42) 排出量、環境条件などの最悪ケースも反映さ
れるように暴露シナリオを体系化

(40) 感受性の高い集団の暴露
評価手法

 (37) 製品からの直接暴露の評価手法

(41) ライフスタイル別の暴露評価手法

(39) 地域別の暴露評価手法

(48) ナノ粒子の暴露評価手法

(46)  シックハウス症候群の暴露評価手法
(47)  自然発生源のある物質の暴露評価手法

暴露(Ａ)

(62) 土壌、地下水汚染暴露評価手法

暴露(B)

暴露(B)

分解性・蓄積性QSAR

(93) カテゴリーアプローチ手法

暴露(Ｃ)

暴露(Ｃ)

(63) 化学反応(分解、反応生成）を考慮した環境中運命モデル

メカニズムに基づき高精度で３Rに
沿った有害性評価が可能に

(38) ストック汚染による暴露の評価手法暴露(Ａ)

暴露(C)

暴露(B)

暴露(B)

スクリーニング評価が安価・高速ある
いはHTP化可能に。有害性予測が可
能に

発がん性等、高コスト・長期を要する
毒性が安価・高速に評価可能に

物質や毒性に適した評価手法が体系化され、
「必要性の低い物質は安価・高速に評価し、必
要性の高い物質は詳細にin vivoで試験する」
という試験戦略が可能に

水域等の現場で（検査機関への
運搬不要）、個別化学物質由来
のリスクと共に，媒体全体として
のリスク（個別物質の同定不要）
も迅速に評価可能に

　環境中で化学変化する化学物質や地
下水を経由した暴露の評価が可能に

【企業】
・有害性評価のコスト負担減少（より
多くの物質を評価できるようになる）

(43) 不確実性を含んだ暴露指標の開発

高速化

(44) 生態系のリスク評価のための暴露評価手法

(70) 観測値から排出量を推定する逆解析手法

(58) 人・生態系の暴露検出のためのバイオマーカー迅速検出セン

既存化学物質の安全性点検加速化

(107) タンパク質等の上位階層での網羅的解析技術

(106)  実験室でのミニ生態系（マイクロコズム）

有害性(ｆ)

(45) 生態系食物網構造解析手法

微量な化学物質の濃度(環境
中や生体中）が迅速に簡易に
測定可能に

目的に応じて、必要な精度
での暴露解析が可能に

ナノ粒子の有害性評価手法

(75) シックハウス症候群の有害性評価手法 (76) 複合暴露の有害性評価手法

暴露(E)

暴露(Ｆ)

有害性(a)
有害性(b) 有害性(c)

(77) 世代別感受性を考慮した有害性評価手法

有害性(e）

手法のバリデーション・
実用化・普及

手法のバリデー
ション・実用化・普

有害性(d)

暴露(H)

製品のリスク評価が
可能に

Tiered Approachにより、効率的なリ
スク評価（緊急性の高い物質から順
番にリスク評価）が可能に

目的やシナリオ、必要精度に応じ
てリスク評価可能に

ストック汚染を考慮したリス
ク評価が可能に

生活環境動植物＊や
個体群等生態系のリス
ク評価が可能に

自然発生源のある物質
のリスク評価が可能に

シックハウスのリス
ク評価が可能に

不確実性を考慮したリスク評価手
法によって、有害性や暴露の情報
が十分に揃っていない物質も含め
多くの物質のリスク評価が可能に

ナノ粒子のリスク評
価が可能に

感受性やライフスタイルを考慮したリ
スクを詳細に評価可能に

混合物や複数物質の多重暴露
によるリスク評価が可能に

現時点では、有害性や
暴露の情報が十分に
揃っている物質につい
ては、物質ごとに平均
ｹｰｽ（人・地域）の各エ
ンドポイントごとのリスク
評価が可能

暴露(Ｅ)
有害性（a）

暴露（H）
有害性（ｃ）

有害性（e)

暴露(G)
有害性（ｄ）

有害性（ｂ）

暴露(G)

運命モデルとモニタリング結果の
比較により、モデルの精度が向
上

(100) ヒト培養細胞を用いた種差を回避した有害性評価手法

(102) 遺伝子発現解析技術を用いた個人の有害性評価技術

高度化

(101)  遺伝子発現解析技術を用いた種差による感受性差評価技術

有害性(d)

有害性(ｆ)

２０１０ ２０２０ ２０３０２００７

「リスク評価・管理の目標像」を示す「技術開発のアウトカム」（右の「目標像」
実現に向けてのステップ）を示す。

「技術開発項目」を示す凡例

「重要技術開発項目」を示す
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リスク評価・管理の 現状
方向

暴露評価に必
要な技術開発

暴露

濃度（モニタリング）

濃度（環境中運命）

排出

生体影響評価

体内動態

生体影響評価要素技術

リスク管理に必要な
技術開発

有害性評価に
必要な技術開
発

ナノ粒子の組成・形状・粒子サイ
ズ分布・物理化学的性状が従来
の動物試験で影響を評価してい
るナノ粒子と、実際に想定される
人の暴露シナリオで暴露するナノ
粒子とで、同一とみなされるもの
か否か、不明。このため、現在の
試験法では、毒性があったときに
ナノサイズであることが影響して
いるのか否かが不明。

ナノ粒子の測定技術が不十分な
ので、生体内動態について未知。

ナノ粒子のリスク評価手法
は、従来のリスク評価手法で
行えるか、ナノサイズゆえの
新たな枠組みが必要なのか
が不明。

ナノ粒子の組成・形状・粒子
サイズ分布・物理化学的性状
が従来の動物試験で影響を
評価しているナノ粒子と、実
際に想定される人の暴露シナ
リオで暴露するナノ粒子とで、
同一とみなされるものか否
か、不明。

リスク評価に必要
な技術開発

(88)相対的な有害性の推定手法
    （カテゴリーアプローチ等）

(54) ナノ粒子の暴露評価手法の高度化
（環境中での反応等の挙動の詳細化等）

(87) 有害性の体系的試験戦略（Tiered Approach等）の構築

２００７ ２０１０

化学物質総合評価管理分野の技術ロードマップ（工業用ナノ粒子のリスク評価・管理技術開
発）

(52) ナノ粒子排出シナリオ構築

(51) ナノ粒子の環境中
     挙動モデル

(48) ナノ粒子の暴露評価手法

(17)ベネフィットの現状把握と予測のための手法

(16) 新規技術に関する社会受容性や意思決定に関する
      研究

(18) 化学物質以外のリスクなどトレードオフを考慮したナノ粒子のリスク管理手法

(83) in vitro 試験によるナノ粒子特
     有の生体影響検出手法
     （バイオマーカーの決定手法等）

(84)in vivo 試験によるナノ粒子特有
     の生体影響検出手法
     （バイオマーカーの決定手法等）

(85) 吸入暴露装置

(80) ナノ粒子の体内動態研究

ナノサイズの微粒子が、ヒ
トや生態系に何らかの影
響を与える可能性は必ず
しも否定できないが、実際
にナノサイズであることに
問題があるのかは不明。

ナノサイズの微粒子がヒト健康に与えるリスク、生態系に与えるリスクがある場
合には、それが科学的に評価され、リスクに基づいた規制（行政）や製品設計や
自主管理（企業）を行う。

ヒトや生態系に対するナノ粒子特有の有害性評価が可能
に（既に産業に広く使われているナノ粒子も含め、多種多
様なナノ粒子の中からのスクリーニングも可能に）

人や生態系に対す
る暴露評価が可能
に

ナノ粒子の
リスク管理
手法の明

自主管理を含む管理の枠
組みを企業・国民に提案

リスク評価におけるナノ粒子の位置付けが明確化
し、ナノ粒子リスク評価の普及が可能に。
多種多様なナノ粒子に対し、効率的なリスク評価が
可能に。
人や生態系に対する詳細なリスク評価が可能に。

(32) ナノ粒子のリスク評価手法

ナノサイズのリスク評価を化学物質のリスク管理の中に体系
的に組み込み、また化学物質以外のリスクも考慮して規制
や自主管理を行う。

(81) トレーサー技術

人や生態系に対するリスク
評価が可能に

「リスク評価・管理の目標像」を示す「技術開発のアウトカム」（右の「目標像」
実現に向けてのステップ）を示す「技術開発項目」を示す

凡例

化学物質以外のリスクも考慮した
最適な管理の枠組みを企業・国民
に提案

(86) in vivo、in vitro 試験用の液相・
気相でのナノ粒子サンプル作成技術

(86) in vivo試験やスクリーニング
    のためのin vitro試験によるナ
    ノ粒子特有のヒト・生態系の有
    害性評価手法（試験動物から
    ヒトへの外挿手法含む）

(49) 暴露シナリオ構築

(53) ナノ粒子排出量推定手法

推定や高速で高精度な有害性評価も可能になり、多種多様なナ
ノ粒子に対し、スクリーニング～詳細試験まで試験戦略に沿った
有害性試験体系が可能に

詳細な暴露シナリオに
おける高精度な暴露評
価が可能に

気中や液中でのナノ粒子計測手法が確立され、
ナノ粒子のサイズや形状などのキャラクタリゼーショ
ンが可能に

（ナノ粒子の計測手法の開発については、ナノテク分野のロード
マップ「構造計測－微粒子計測」を参照）

ナノ粒子の計測手法やキャラクタ
リゼーションの方法が未確立。

(89) ナノ粒子の有害性評価の高速化、高度化のための手法
      （in silicoの手法等）

生体の各器官でのナノ粒子の形態変化
（凝集等）や、特有のメカニズム、エンドポイ
ント、DR等の把握が可能に。

２０３０

試験プロトコルを国際機関での議
論へ反映させ、国際調和に貢献

標準試料、試料調
整プロトコルの確
立、信頼性の高い

(82)体内動態ﾓﾃﾞﾙｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ手法

(50) 環境・生体中のナノ粒子計
      測技術、キャラクタリゼー
      ション技術

質量だけでなく、組成や、生体影響との関
係がより大きい暴露パラメータ（個数、サイ
ズ、表面積、凝集状態等）が把握可能に。

(34) 多種のナノ粒子に対するリスク評価の
      優先順位付け手法
     （詳細評価のためのスクリーニング手法）

  (15) リスクに基づくナノ粒子のリスク管理手法

 (33)ナノ粒子のリスク評価手法の体系化、高度化
       （Tiered Approach、より複雑な暴露シナリオ等）

ナノ粒子の有
害性評価に必
要なナノ粒子検
出技術等の要
素技術の確立

２０２０
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化学物質総合評価管理分野の技術ロードマップ（リスク削減技術）
     

技術NO.

109

VOC/溶剤

難分解性界面活性剤

有機ハロゲン

アスベスト

大気

水域

有機物質

廃酸・廃アルカリ

110, 111,
112, 113

長期課題中期課題

　
有害副生物

VOC/溶剤

削減対象物質

製品

アスベスト

金属イオン等

土壌

ＮＯｘ等

ハロゲン等

重金属

アスベスト

短期課題

182

181

174

175, 176,
177, 178,
179

172, 173

170

171

163

155,156

142

138

134, 135

132,133

126, 127, 128

125

122, 123

121

114

116

115

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　複合酸化物触媒等による低温接触分解プロセス

　
　

技術の方向性

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プロセス転換によるVOC/溶剤の削減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回収、分解技術開発によるVOC/溶剤の削減

　･炭素系、無機系膜モジュールによるガソリンベーパー、
 ･消毒・滅菌剤の回収・分解

　･水溶性触媒による水系溶媒、イオン性流体等による高選択グリーン化
　･アルコール系、飽和炭化水素系溶媒による合成、分離･抽出プロセス
　･VOCフリー塗装,、洗浄、印刷、接着
　･環境調和型エマルションプロセス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プロセス転換による有害副生物の削減

有害性の高い物質を使わない、つくらないプロセス

有害性の高い物質を環境に出さない末端対策（環境修復技術を含む）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分解技術開発によるＮＯｘの削減

　･複合酸化物触媒等による希薄NOｘ分解装置
　･低NOxの燃焼システム

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プロセス転換によるハロゲン等の削減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　飛散防止技術開発によるアスベストの削減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分解、除去、無害化技術開発による有機物質の削減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回収技術開発による廃酸・廃アルカリの削減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　無害化技術開発によるアスベストの削減　・　アスベストの計測技術開発

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代替物質開発によるVOC/溶剤の削減

　･部品・補修用水系塗料　　　　　　･　屋外用・耐食、防食製品用水系塗料
　・ノンホルムアルデヒド系接着剤　・　水性インキ、植物性インキ
　・有害金属やハロゲンを用いない革新的難燃材料の開発

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　アスベストの代替物質開発

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代替物質開発による難分解性界面活性剤の削減

国際競争力の
ある技術でリ
スクを抑えて
快適な生活を
実現する。

VOC30％削減 ヨハネスブルク宣言達成目標・ターゲット

化石資源の重質化に伴う低品位化（硫黄分、含有金属増大）、コンデンセートの利用拡大
化学原原料の確保

植物由来（バイオマス）資源の一定程度利用が進む

化学産業の動向 バルク製品生産拠点の海外移転が継続
国内は、高機能・高付加価値製品製造に特化
　　　　　　　　　　（ファインケミカルズ、スペシャリティケミカルズ生産）

高い技術力を保持して世界の
化学工業をリードしている

産地によりＨｇ，Ａｓを同伴するものがある

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･光触媒材料による分解処理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･無溶媒による合成、分離･抽出プロセ
ス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原料転換による有害副生物の削減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　･融合反応場を利用したプロセスのグリーン化、シンプ
ル化

　

　･低品位炭化水素からのオレフィン、合成ガス製造プロセス

　

　･高効率剥離・回収、飛散防止システム

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回収技術開発による金属イオン等の削減

　･スラッジ等の資源化・減量化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分解、除去技術開発による有機ハロゲンの削減

　･微量トリハロメタン等の分解・除去

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　回収技術開発による重金属の削減

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･有害重金属イオンの選択回収

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代替物質開発による重金属の削減

･レアメタル、貴金属等の精錬やリサイクルにおける有害併産物の回収，削減
・有機金属、複合金属、無機酸化物等による代替材料

　･有機ハロゲンの分解・除去

･機能性分離膜等による廃酸・廃アルカリの回収・固定化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　プロセス転換による廃酸・廃アルカリの削減

･固体酸・塩基触媒によるクリーン化

･超微量検出･計側
･低含有アスベスト建材の無害化・リサイクル　・再資源化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･環境調和型リサイクル溶剤

　･耐圧、耐食、耐熱特性を持つシール材代替品の開発

　･高分解性洗剤

2030年2020年2010年

･　選択加熱（マイクロ波など）によるシンプル反応化
･ マイクロリアクター等によるプロセスのシンプル化及び高速

・CO2,DME等を利用した化成品製造プロセス
・未利用資源（超重質留分、バイオマス等)からの有用原料転換プロセス
・低品位化石資源中の硫黄、重金属等の除去と再資源化

　･ハロゲン、シアン、ホスゲン化合物等を用いないクリーン化
　･新酸化法（過酸化水素、オゾン、分子状酸素等）によるノンハロゲン化

137

156
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２．化管法（特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律）の概要（1999年制定）

（１）概要

（２）対象化学物質例

・揮発性炭化水素 ；ベンゼン、トルエン、キシレン 等
・有機塩素系化合物 ；ダイオキシン類、トリクロロエチレン 等
・金属及びその化合物 ；鉛及びその化合物、有機スズ化合物 等
・オゾン層破壊物質 ；CFC、HCFC 等

１．化審法（化学物質の審査および製造等の規制に関する法律）の概要（1973年制定）

（１）新規化学物質の審査

これまで我が国で製造、輸入が行われたことのない新規化学物質については、製造又は輸入
に際し、製造・輸入者からの届出に基づき事前にその化学物質が次の性状を有するかどうかを

審査し判定を行っている。

①分解性･･･････････自然的作用による化学的変化を生じにくいものであるかどうか

②蓄積性･･･････････生物の体内に蓄積されやすいものであるかどうか

③人への長期毒性･･･継続的に摂取される場合には、人の健康を損なうおそれがあるもので

あるかどうか

④生態毒性･････････動植物の生息若しくは生育に支障を及ぼすおそれがあるものであるか

どうか

（２）既存化学物質の点検

化審法制定以前より製造又は輸入されていた化学物質（試験研究用及び試薬を除く約２万
物質）については、国がその安全性の総点検を行うべきとされていた。

平成１５年度改正より、今後は国際的な役割分担による有害性評価を促進するとともに、
官民の連携による有害性評価の計画的推進を図ることとされた。

（３）対象事業者

①次の事業に属する事業を営んでいる事業者

・全ての製造業（化学工業、電気機械器具製造業、鉄鋼業 等）

・金属鉱業、電気業・ガス業、下水道業、燃料小売業、洗濯業、自動車整備業、廃棄物処分業、

高等教育機関、自然科学研究所 等

②常用雇用者数２１人以上の事業者

③いずれかの第一種指定化学物質の年間取扱量が１㌧以上（発がん物質は０．５㌧以上）の事業所

を有する事業者 等

人の健康や生態系に有害なおそれのある化学物質（第一種指定化学物質；３５４物質）に
ついて、事業所からの環境（大気、水、土壌）への排出量及び廃棄物に含まれての事業所外
への移動量を、事業者が自ら把握し国に届け出るとともに国は届出データや推計に基づき排
出量・移動量を集計し公表するもの。

化学物質総合管理関係法令
参考資料２
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重要技術選定の評価項目と評価方法について

Ⅰ．化学物質リスク評価・管理分野

●化学物質評価・管理分野の評価項目は、２つの観点で評価を行った。

①化学物質総合評価管理リスクトレードオフに基づく最適管理に資するもの

②海外動向に対する日本の影響力発揮に資するもの

● さらに①についてはa.b.c.の３つの技術要件を細分化して評価指標とした。
a.リスク評価に必要な情報を効率的に取得できるもの
b.情報不足による不確実性を低減、実用化できるもの
c.リスク管理選定におけるリスク転嫁を回避し、コミュニケーションと適切な意志決定に役立つもの

●①の３項目と②の１項目の４つの評価指標について３段階評価を行った。特に優れた物◎、優

れた物○、それ以外は無印とした。

●重要技術の選定方法は以下の２つ基準のうち少なくとも１基準を満たすものとした。

・ １項目で特に優れた技術◎が有る場合

・ ３項目で優れた技術○が有る場合

※２つの基準の外に我が国独自の事情を考慮する必要がある物については、特別に加点した。

●化学物質リスク削減分野の評価項目は、以下の２つの観点で評価を行った。

①リスク削減効果に資するもの

②産業競争力に資するもの

●①リスク削減効果については２つの観点から評価を行った。

a.ハザードや排出削減量から見たリスク削減ポテンシャル
b.リスク削減するのに必要なコスト

●②産業競争力については以下の４つの観点から産業競争力の評価を行った。

・将来技術力確保の観点（国内産業保全のために基礎力として開発しておく必要がある技術）

・将来の成果が期待できる技術（世界トップレベルとなることを期待する技術）

・期待される技術的波及効果（他の技術に活用可能な広がりをもっている技術）

・期待される産業的波及効果（広い産業に恩恵を及ぼす技術）

●①の２項目と②の１項目の３つの指標についてそれぞれ◎、○、△の３段階評価を行った。

●重要技術の選定方法は①と②の基準を両方満たす物を重要技術とした。

①の項目についてa,bのどちらかが◎の評価を得た物かa.bどちらも○の評価を得たもの
②について○以上の評価を得たもの

Ⅱ．化学物質リスク削減分野

参考資料３

2008ロードマップ18



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術戦略マップ 2009 



 

 

 

 

 

 

 

 

化学物質総合評価管理分野 
 

 

 

 

 

現在、世界中で数万種類を超える化学物質が製造され、幅広い産業で様々な用途に使用され

て、快適な生活の実現に大きく貢献している。 

しかしながら、それぞれの化学物質には固有の性質として何らかの有害性（ハザード）があ

り、人や生物が空気、水、食物等を通してこれにさらされると（暴露）、悪影響を及ぼす可能

性（リスク）がある。化学物質の有用性をいかすためには、化学物質のリスクを適切に管理し

ていく必要がある。 

リスクの管理には、リスクの科学的な評価技術と削減技術が必要である。本分野は二つの技

術体系に分けられる。一つは「化学物質リスク評価・管理技術開発」で、その目的は数万に及

ぶ化学物質のリスクを正確に把握し、必要な対策を適時適切に行うため、有害性（分解性、蓄

積性等を含む）、暴露等の基盤情報の収集とこれに基づくリスク評価を行うとともに、それら

の情報に基づき各種評価手法の開発等を行うことである。もう一つは、「化学物質リスク削減

技術開発」であり、化学物質の製造・利用に伴う環境負荷の低減、省資源及び省エネルギーを

図るため、製造工程において有害化学物質を使用しない、使用による排出の削減等のプロセス

を開発することである。 

化学物質総合評価管理分野の研究開発では、化学物質のリスクに係る国民の理解増進のため

の基盤、事業者が自らリスクを判断する手段及び国が規制等の施策を講ずる際の手段として、

化学物質のライフサイクルにわたるリスクの総合的な評価管理を行うための手法を確立すると

ともに、リスクの削減に資するプロセス、手法の開発、さらには知的基盤を整備する。 

これにより、化学物質のリスクの総合的な評価を行いつつ、リスクを評価・管理するための

技術体系を構築する。 
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化学物質総合評価管理分野の技術戦略マップ 

 

Ⅰ．導入シナリオ 

（１）化学物質総合評価管理分野の目標と将来実現する社会像 

経済産業活動を環境と調和させ安全・安心な国民生活を実現するために、以下のことを

目標とする。【添付資料：化学物質総合評価管理の背景と目指す社会像】 

これらの目標を達成するためには、研究開発のみならず、実用化するための導入普及促

進策、標準化等の関連施策を一体的に推進する必要がある。 

・行政、企業等で、科学的に評価されたリスクを認識した上での化学物質の使用 

・行政、企業、国民等の間のリスクコミュニケーションを通じた、透明性があり合理的

な化学物質管理についての理解促進 

・化学物質の排出削減が進むことにより、環境負荷の低減に寄与し、国民の健康の保護

や生活環境を保全 

・日本の産業の国際競争力の強化 

（２）研究開発の取組み 

2002 年の「持続可能な開発に関する世界首脳会議（WSSD）」において、ヨハネスブルグ

宣言と共に採択された実施計画の第22項では、「ライフサイクルを考慮に入れた化学物質

と有害廃棄物の健全な管理のためのアジェンダ 21 の約束を新たにするとともに、予防的

取組み方法に留意しつつ透明性のある科学的根拠に基づくリスク評価手順とリスク管理手

順を用いて、化学物質が、人の健康と環境にもたらす著しい悪影響を最小化する方法で使

用、生産されることを 2020 年までに達成する」との、首脳レベルでの長期的な化学物質

管理に関する国際合意（WSSD 目標）がなされている。また、2006 年 2 月には、これを具

体化するための行動指針として、「国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ

（SAICM）」が取りまとめられている。我が国としても、まずは WSSD 目標の達成のため、

SAICMを参照しつつ、リスク評価・管理に用いられる技術の研究開発に取り組んでいく。 

リスク評価については、有害性や暴露量の情報がある物質はリスク評価が可能である一

方、異なる物質間におけるリスク比較が困難なために、有害性等のデータが少ない物質へ

の安易な転換が行われる例も出てきている。この状況を解消するために、不足するデータ

を類推し、リスクを比較する手法の開発が必要とされている。また、リスク評価を実施す

る上で必要となる有害性評価についても、膨大な数の化学物質について信頼に足るデータ

が不足しているが、すべての物質に時間と費用をかけ動物実験による有害性評価を行うの

は現実的でない。そのため、動物試験によらない、遺伝子組換え技術や遺伝子発現解析技

術を活用した有害性評価手法、化学物質の構造情報等から計算機を用いて有害性を予測評

価する手法等の開発が求められている。さらに、科学的に未解明なゆえに有害性の不安が

生じている工業用ナノ粒子について、リスク評価技術を開発し、リスク管理を行う体制を

整備する必要がある。これらは、比較的緊急性の高い課題である。より長期的な視点に立
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てば、種差や個人差、複合暴露の影響を定量的に評価できる高精度な有害性評価技術や、

実環境中でのモニタリングとそれをフィードバックして高精度化した暴露推定モデルが必

要とされる。 

一方、化学物質のリスクを管理する一つの方法として不可欠なのが、化学物質のリスク

を削減する技術であり、工場から最終的に排出される段階での回収・分解、有害性の高い

物質を用いないプロセスへの転換、又はよりリスクの低い物質への代替転換といったもの

がある。また、過去に環境中に排出された化学物質の回収・無害化といった技術もリスク

削減技術として位置付けられている。短期的には、排気施設や排水施設等の最終段階で有

害性の高い物質を回収、分解する技術の開発が求められ、より長期的には、製造・使用段

階においてリスクの少ない化学物質への代替化技術が中心となっていくべきと考えられる。

さらに、リスク評価・管理に係る手法の確立とともに、リスク削減技術の先駆的な開発を

もって産業の競争力向上に資するものと考える。【参考資料 1：化学物質総合評価管理技

術の考え方】 

（３）関連施策の取組み 

〔導入補助・支援〕 

・化学物質の有害性評価、暴露分析、リスク評価等のデータベースの構築を図る。 

・化学物質の有害性評価、暴露分析、リスク評価等の手法の各種活動（事業者の自主管理

活動、事業者、地方自治体等が国民とリスクコミュニケーションを図る活動等）等への

導入を図る。 

・公害防止設備に対する優遇税制等の支援を行う。 

〔基準・標準化〕 

・各プロジェクトで得られた成果のうち、標準化すべきものについては、適切な標準化活

動（国際規格（ISO/IEC）、日本工業規格（JIS）、その他国際的に認知された標準の提案

等）を実施する。 

・高機能簡易型有害性評価手法の開発については、開発された簡易有害性評価手法等を

2014 年度を目途に経済協力開発機構（OECD）にテストガイドラインとして提案するこ

とを検討し、国際標準化を推進する。 

〔知的基盤整備〕 

・独立行政法人製品評価技術基盤機構の化学物質管理センターにて事業者・国民・公的機

関の化学物質管理に関する冷静な対話（科学的知見の共有）を促進するための知的情報

基盤整備を図る。 

〔他省庁との連携〕 

・総合科学技術会議で行われている科学技術連携施策群の環境分野の一つとして「総合的

リスク評価による化学物質の安全管理・活用のための開発技術」の中で厚生労働省、国

土交通省、農林水産省と情報を共有し連携を保ちつつ事業を推進。 

（４）民間での取組み 
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民間企業の取組みとしては、有害化学物質の排出によるリスクを低減するため、化学物

質関係法令の遵守に止まらず、化学物質の自主的な管理を推進する。具体的には、化学物

質審査規制法（以下、化審法）及び化学物質排出把握管理促進法（以下、化管法）に対し

て適切な対応がなされており、また、2010 年までに VOC 排出削減に対しての自主的な取

組みが推進されている。さらに、必要な研究開発を通じて、有害化学物質の自主的な管理

を高度化していく。【参考資料2：化学物質総合管理関係法令】 

（５）改訂のポイント 

 添付資料「化学物質総合評価管理の背景と目指す社会像」の追加 

化学物質総合評価管理の背景と目指す社会像を明確に示すため、技術戦略マップ 2008

の参考資料1の内容を含めて視覚的に分かりやすく解説した。 

 参考資料1「化学物質総合評価管理技術の考え方」の追加 

導入シナリオでは分かりにくいリスク評価とリスク削減のつながりを示し、化学物質総

合評価管理技術全体で目指す方向性について整理した。 

 

Ⅱ．技術マップ 

（１）技術マップ 

（A)  化学物質リスク評価・管理技術開発 

行政や企業の直面するリスク評価・管理の課題（ニーズ）と、それを解決しうる技術

（シーズ）を調査により抽出し、技術開発課題を整理した。 

また、リスクを管理するためにはそれを評価する技術が必要であり、リスクを評価す

るためには暴露を評価する技術及び有害性を評価する技術が必要であることを、階層構

造として示している。 

（B)  化学物質リスク削減技術開発 

まず、技術が役立つ場を考慮して、産業、広域、生活に分類し、それぞれに影響を及

ぼす環境を「大気」、「水域」、「土壌」、「廃棄物」と分類した。次に、それぞれについて

削減すべき化学物質を抽出し物質群としてまとめ、「プロセス転換技術」、「回収・分解

技術」、「原料転換技術」等技術分類を行い、その削減に有効な技術開発課題を整理した。 

（２）重要技術の考え方 

リスク評価・管理に関する委員会とリスク削減技術に関する委員会において重要技術の

考え方を整理し、その分野に応じた評価指標を抽出し、それに基づいて重要技術の選定を

行った。化学物質リスク評価・管理技術開発は、重要技術開発課題をゴシック体（太字）

で示すとともに、化学物質リスク削減技術開発は重要技術とシーズ技術に分類した。【参

考資料3：重要技術選定の評価項目と評価方法について】 

（A)  化学物質リスク評価・管理技術開発 

重要技術の選定に当たっては、次の四つの評価指標を設定し、それぞれの指標を３段

階で評価した。 
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①  化学物質総合評価管理リスクトレードオフに基づく最適管理に資する。 

a. リスク評価に必要な情報を効率的に取得できる。 

b. 情報不足による不確実性を低減、定量化できる。 

c. リスク管理（対策選定）におけるリスク転嫁を回避し、コミュニケーションと適

切な意志決定に役立つ。 

②  海外動向に対する日本の影響力発揮に資する。 

まず、上記の①-a～①-c と②の四つの評価指標のうち一つでも◎評価となった技術

は、重要技術と選定した。また、三つ以上の指標で○評価を得た技術についても、多

目的型技術として重要技術として選定した。さらに、我が国の独自の事情を考慮する

必要があるものについては、特別に重要技術に加えた。 

（B)  化学物質リスク削減技術開発 

重要技術の選定に当たっては、次の三つの評価指標を設定し、それぞれ3段階で評価

した。 

① リスク削減効果 

a.ハザードや排出削減量から見たリスク削減ポテンシャル 

b.コスト 

② 産業競争力強化 

上記の指標のうち①の指標については a、b の二つの指標に分けられ、そのうちど

ちらかが◎評価を得られたもの、又は両方○以上の評価を得られたものであって、か

つ②の指標についても○以上の評価を満たすものについて重要技術として選定した。 

（３）改訂のポイント 

（A)  化学物質リスク評価・管理技術開発 

重要技術それぞれに説明を追加。 

（B)  化学物質リスク削減技術開発 

大分類を見直し、既存の技術マップにGSC分野のうちリスク削減に寄与する技術を含

めた上で掲載技術を再抽出。 

 

Ⅲ．技術ロードマップ 

（１）技術ロードマップ 

（A)  化学物質リスク評価・管理技術開発 

2010 年頃までに化学物質管理の第 2 世代を構築させるべく化学物質管理関係法令等

による規制と企業の自主管理のベストミックスの下、物質ごとにリスクを減らすことを

目標にし、開発すべき概ねの時期を期間と共に示した。また、その後 2020 年頃までを

化学物質管理の第3世代と位置付け、リスクとベネフィットとのバランスを考慮し、リ

スクコミュニケーションを通じてリスクと向き合う社会を構築することを目標にし、開

発すべき概ねの時期を示しロードマップを策定した。将来的には、複数物質間のリスク
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を比較したり、感受性の個人差や多様なライフスタイルにも留意したりして、科学的知

見に基づく高度な技術により、全体としてのリスクを低減させるような管理を目指すべ

きであり、安全・安心な国民生活と活力ある産業を実現することが求められている。 

リスク評価の一手法として描かれている工業用ナノ粒子のリスク評価については、研

究開発が緒に付いたばかりであり、やや他の技術開発とは進展の度合いが異なるので別

立てにした。（なお、技術マップについては、リスク評価・管理本体のマップに表し

た。） 

また、各技術開発のつながりを分かりやすく示すため、重要技術開発以外の技術開発

についても明朝体で記載するとともに、各技術開発のアウトカムを矢印で示して技術開

発との因果関係を示すことによって、本ロードマップで何を目指しているのかを明確に

した。【参考資料 4：リスク評価・管理技術開発の関係図】【参考資料 5：リスク評価・

管理の技術ロードマップの俯瞰図】 

（B)  化学物質リスク削減技術開発 

国際競争力のある技術で化学物質によるリスクを抑えて快適な生活を実現するために、

2010 年に VOC の排出量を 2000 年に比較して 30％削減することや、2020 年に WSSD 目標

である化学物質の人への健康と環境にもたらす影響を最小化にするための技術目標を示

すとともに、さらに長期的な視点に立ち 2030 年までリスク削減をするための技術開発

をロードマップ上に展開した。技術の方向性としては、短期的には有害性の高い物質を

環境に出さない排出段階で回収や分解を行う技術が、長期的には有害物質を使わない、

又は生成しないプロセスへの技術転換が中心となっていくべきと考えられる。【参考資

料6：リスク削減対象物質群と代表的削減技術の俯瞰図】 

（２）改訂のポイント 

（A)  化学物質リスク評価・管理技術開発 

技術戦略マップ 2007 からの変更はないが、今後の技術開発の方向性（進展）と現在

の取組みの位置付けが一目で読み取れるよう、参考資料 4「リスク評価・管理技術開発

の関係図」及び参考資料 5「リスク評価・管理の技術ロードマップの俯瞰図」を追加し

た。 

（B)  化学物質リスク削減技術開発 

技術マップの改定に伴い、技術マップの大分類に即してロードマップを変更した。削

減対象物質の存在領域及び対応する削減技術を分かりやすく示すため、俯瞰図を作成す

るとともに、それぞれの削減対象物質ごとに背景や発生源などのバックグラウンドが分

かるよう、参考資料 6「リスク削減対象物質群と代表的削減技術の俯瞰図」を追加した。 

Ⅳ．その他の改訂のポイント 

○国際競争ポジション（ベンチマーキング） 

 世界における日本のポジションを貢献度、市場の優位性等の関係からベンチマーキン

グを行った。【化学物質総合評価管理分野の国際競争ポジション】 
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化学物質総合評価管理の背景と目指す社会像 

 

 
 

 

化学物質は、幅広い産業と快適な生活を支

えている 

 

 現在、世界中で数万種類を超える化学物質が

幅広い産業を支える基礎素材として使われ、ま

た、快適な衣食住に役立っている。例えば、化

粧品、衣服、携帯電話、自動車、コンピュータ

等の様々な製品に使われている。 

 

 

1

化学物質は、幅広い産業と快適な生活を支えている。

製品工場素材工場油田、ガス田等

廃棄物処分場

使用

使用

使用
使用

廃棄物処理場（焼却場等）

使用

医薬品

食品添加物

洗剤

化粧品

肥料

農薬

溶剤 塗料

接着剤

携帯電話

衣服

乾電池

バッテリー

パソコン

電子部品

化学物質は、幅広い産業
を支える基礎素材。また
快適な衣食住に役立って
いる。

中間原料原材料

 しかし化学物質を有用に使うためには、 

リスクの管理が必要である 

 

 しかしどのような物質にも固有の有害性があ

り、人や生物が多量に摂取（暴露）すれば、悪

影響を及ぼす可能性（リスク） がある。 

  

リスク

暴露量
人や生物に

影響を及ぼす可能性
＝リスク

有害性
（各物質固有） 暴露量

 
  前述のように社会に役立っている化学物質で

あるが、基礎素材ゆえに、有用性が理解されに

くい。 

 また、実際は喫煙よりも化学物質によるリス

クの方がはるかに小さいのだが、そのようなこ

とはあまり知られていない。 

 このため、化学物質のリスクを知り正しく管

理するとともに、それを国民に伝えていく必要

があり、そうでないとリスクも増大し、不安感

も発生してしまう。その結果、有用な物質まで

普及しなくなってしまう。 
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使用

使用

使用
使用

使用

医薬品

食品添加物

洗剤
化粧品

肥料
農薬

溶剤 塗料

接着剤 携帯電話

衣服
乾電池 バッテリー

パソコン
電子部品

化学物質のリスクがきちん
と評価され、対応が取ら
れていることが伝わってい
なければ、有用な物質まで、
普及しなくなってしまう。

また、実際は、喫煙よりも化学物質による
リスクの方がはるかに小さいのだが・・・

土壌

水域

大気

化学物質は、ど
ういう影響があ
るんだろうか？

食物連鎖

正しく管理しないと悪影響を
与える可能性（リスク）

人への
暴露

基礎素材故に、化学
物質の有用性は意識
されにくい。

化学物質のリスクを知り、正しく使い管理し、国民に伝えていく必
要。そうでないと、リスクも増大し、不安感も発生。

環境への
化学物質排出

喫煙 による損失余命 ：数年～数十年
ディーゼル粒子 〃 ： 14日
ラドン（天然物） 〃 ： 9.9日
ホルムアルデヒド 〃 ： 4.1日
ダイオキシン類 〃 ： 1.3日
・・・蒲生・岡・中西(2004)

 

 添付資料 
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 リスクは、有害性と暴露量によって決まる。

かつて化学物質は有害性に基づき規制されてき

た。しかし、数多くの物質が多様に使われてい

る現在、物質固有の有害性でなく、使い方を工

夫して暴露量をコントロールし、リスクを管理

していくことが重要である。 

 このようなリスク管理は、規制と、物質の取

り扱いを熟知する企業の自主管理とのベストミ

ックスで実現するのが効果的・効率的である。

  

リスク評価

人や生物に
影響を及ぼす可能性
＝リスク

有害性
（各物質固有）

暴露量

リスク管理

暴露量小 暴露量大

リスク

暴露量

リスク小

リスク大

暴露量のコントロールを規制と
企業の自主管理のベストミックスにより実現

 
  

 またリスク管理では、有害性と暴露量をもと

に、科学的にリスクを評価することが必要であ

る。その結果をもとに、意思を決定し、排出物

質の回収や物質代替等のリスク削減技術を適用

していく。また、リスクコミュニケーションを

とっていく。 

 そのための技術（化学物質総合評価管理技術）

が必要である。 

  

リスク管理

リスク評価

有害性評価 暴露評価

リスク評価

化学物質総合評価管理技術

リスクコミュニケーション リスク削減技術

リスク削減技術分野リスク評価・管理分野

意思決定

 化学物質総合評価管理の技術を開発する

メリット 

 

 化学物質総合評価管理の技術開発により、次

のようなメリットがある。 

 産業界にとっては、リスク評価の結果から、

リスク管理の必要な物質・用途・ライフステー

ジがわかる。そこに、排出物質の回収・無害化

や、安全な物質への代替等のリスク削減技術を

開発・適用していく。そのような技術力で国際

競争力を強化していくことができる。 

  

6

産業界 リスク評価結果から、リスク管理の必要な物質・用途・ラ

イフステージがわかる。そこにリスク削減技術を開発・適用していくと
ともに、技術力で国際競争力を強化していく。

どの物質や用途でリスク
管理が必要か、リスク評
価書でわかる。

***ppm

そもそも、より安全な
物質・プロセスへ

もしリスク管理が必要なら、リスク削減技術など
の中から、効果的な策を見つけてみよう。そのた
めにリスク評価を使ってみよう。また自分たちの
取組をリスクコミュニケーションで伝えてみよう。

リスク削減技術

リスク評価・管理

より安全な物質を、簡易・安価に
スクリーニングするには、
QSAR等が使える。

自社工場や製品を詳しく
リスク評価するには、
NITEのHPから、モデルや
データが使える。

先取り技術で、
世界をリード！
国際競争力強化

環境排出物質等を
回収・無害化

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国民にとっても、リスクが抑えられ、またリ

スクの情報がわかり、安全・安心な生活が実現

される。化学物質を賢く使い、暴露を減らしな

がら、生活を豊かにすることができる。 
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使用
使用

使用

医薬品

食品添加物

洗剤
化粧品
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溶剤 塗料

接着剤 携帯電話

衣服
乾電池 バッテリー

パソコン
電子部品

人への
暴露

土壌

水域

正しく管理し、リスクを低減

食物連鎖

大気
環境への
化学物質排出

国民生活 リスクが抑えられ、安全・安心な生活が実現される。

化学物質は、最新の科学
技術で、きちんとリスク評
価されて、正しく管理さ
れているんだ。
リスクの情報も、NITEの
HP等でわかる。

排ガスや排水も、きれい
になっているんだ。

リスク評価・管理

排ガスや排水も、きれい
になっているんだ。

いろいろな化学物質が社会で役
立っていて、身の回りの製品にも使
われている。

安全な物質や製造プロ
セスのため、技術開発が
行われているんだ。

リスク削減技術

化学物質を賢く使うことで、
暴露を減らしながら、生活
を豊かにできる。 リスク評価・管理
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化学物質総合評価管理分野の導入シナリオ化学物質総合評価管理分野の導入シナリオ

目
標

○行政、企業等で、科学的に評価されたリスクを認識した上での化学物質の使用
○行政、企業、国民等の間のリスクコミュニケーションを通じた、透明性があり合理的な化学物質管理についての理解促進
○化学物質の排出削減が進むことにより、環境負荷の低減に寄与し、国民の健康の保護や生活環境を保全
○日本の産業の国際競争力の強化

国
内
外

の
動
き

国 内

国 外

2005 2010 2015 2020
VOCの排出 ２０００
年度比３割程度削減
（２０１０年）

HPV2０００物質の
有害性価終了
（2010年、提案中）

REACH導入
（2008年）

ＷＳＳＤ目標
達成

ＨＰＶ52００全
物質の有害性
評価終了
（2020年）

化審法 化管法 の適切な対応

化審法見直し

2008

改正大防法

（規制と自主管理
によるVOC排出
削減）施行

（２００６年）

2009

化審法規制対象物質のリスク評価及び
管理の実施 安全性情報の収集・把握

企
業
の
取

組
み 化学物質適正管理

ＶＯＣ排出抑制への対応（2010年まで）

化審法・化管法への適切な対応

研究開発の推進

化学物質安全性データ取得、レスポンシブルケア活動の推進

有害化学物質排出抑制への対応

新規化学物質への対応

既存化学物質への対応化審法

政
府
の
対

国際的な動向を踏まえた新たな評価法の適
用範囲を検証し、ＯＥＣＤへ提案

管理の実施、安全性情報の収集 把握

リ
ス
ク
評
価
管
理

化管法に基づく自主管理の促進及び
安全性情報の流通促進

OECD QSARバリデーション

OECDテストガイドライン化に向けた活動

Ver.2（Ver.1に暴露評価を加えて管理）
リスク評価に基づく規制化学物質管理

化審法

化学物質の自主管理の促進化管法

Ver.1（モニタリング、生産量のみで管理）

対
応

リ
ス
ク
削
減

技術の普及・標準化推進

法律改正への対応

化学物質に係る戦略的情報収集・提供基盤、
評価ツール等の整備

評価手法の活用及び普及、人材育成、アジ
ア協力

税・財投制度

シンポジウム、セミナー、講習会等の開催

大気汚染防止法、土壌汚染対策法、水質汚濁防止法等

環境技術実証モデル事業 シンポジウム セミナ 講習会等の開催

公害防止設備に対する優遇税制、低利融資

安全性情報集約・提供データベース等の基盤整備
リスク評価の結果を踏まえた管理方法のガイダンスの整備

減
技術の普及 標準化推進

有害性評価手法

リ
ス

環境技術実証モデル事業、シンポジウム・セミナー・講習会等の開催

トキシコゲノミクス手法による
簡易で安価な有害性評価手法開発

構造活性相関(SAR)手法による
有害性予測システムの開発

in vitro手法による
簡易で安価な有害性評価手法開発

研
究
開
発
の
取
組
み

暴露評価手法

知的基盤の整備

ス
ク
評
価
管
理 リスク評価手法

高精度又は簡易な
暴露評価手法開発

高度リスク評価手法開発

体系的リスク評価総合知識データベースの構築み

リ
ス
ク
削
減

有害化学物質の排出削減や革新的な環境
調和型生産技術

環境汚染の修復・無害化処理のための基盤
技術の確立

有害性評価、暴露評価に基づく体系的リスク評価手法の開発

リスク顕在化学物質の対策技術

環境負荷・健康影響等防止技術開発

水処理技術開発

体系的リスク評価総合知識デ タ スの構築

VOC削減
技術開発

アスベスト回収・
処理技術開発
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化
学
物
質
総
合
評
価
管
理
分
野
の
技
術
マ
ッ
プ
　
（
1
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
評
価
・
管
理
技
術
開
発

技
術
N
O
.

技
術
開
発
課
題

（
重
要
技
術
は
、
ゴ
シ
ッ
ク
太
字
で
示
す
）

1
費
用
対
効
果
を
考
慮
し
た
合
理
的
リ
ス
ク
管
理
手
法

○
○

○
-

-

　
同
一
コ
ス
ト
を
か
け
て
減
ら
せ
る
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
は
、
対
象
物
質
や
管
理
策
に
よ
り
異
な

る
。
こ
の
た
め
、
費
用
対
効
果
の
高
い
策
を
選
ん
で
い
く
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
規
制
と
自
主
管

理
の
組
み
合
わ
せ
の
あ
り
方
に
つ
い
て
も
、
費
用
と
効
果
を
比
較
す
る
こ
と
で
ヒ
ン
ト
を
得
ら
れ

る
可
能
性
が
あ
る
。

2
代
替
物
質
の
リ
ス
ク
な
ど
化
学
物
質
間
の
リ
ス
ク
の
ト
レ
ー
ド
オ
フ
を
考
慮
し
た
リ
ス

ク
管
理
手
法

◎
○

-
3
,4
,1
9
,2
1
,

2
7
～
3
0
,4
2
,4
3
,

9
0
,9
1
,9
3
～
9
8

　
暴
露
情
報
や
、
ヒ
ト
や
生
態
系
に
対
す
る
有
害
性
情
報
が
不
足
し
て
い
る
物
質
に
代
替
す
る

と
、
代
替
に
よ
る
リ
ス
ク
を
評
価
で
き
ず
、
結
果
と
し
て
か
え
っ
て
リ
ス
ク
が
高
く
な
っ
て
し
ま

う
こ
と
が
あ
り
え
る
。
こ
の
た
め
、
代
替
の
前
に
、
代
替
物
質
の
リ
ス
ク
を
評
価
・
比
較
し
て
、

最
も
リ
ス
ク
の
少
な
い
物
質
を
選
ぶ
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

3
不
確
実
性
を
考
慮
し
て
多
く
の
物
質
を
リ
ス
ク
管
理
す
る
手
法

○
○

◎
○

2
2
1
,3
0
,4
3

　
各
物
質
の
リ
ス
ク
評
価
結
果
に
差
が
あ
っ
て
も
、
不
確
実
性
に
つ
い
て
の
情
報
が
無
け
れ
ば
、

結
果
の
差
が
有
意
か
ど
う
か
不
明
で
あ
る
。
適
切
な
意
思
決
定
の
た
め
に
は
、
不
確
実
性
を
リ
ス

ク
評
価
結
果
と
あ
わ
せ
て
示
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
た
と
え
情
報
が
少
な
く
て
も
、
そ

の
時
点
で
の
情
報
を
用
い
て
不
確
実
性
を
考
慮
し
て
リ
ス
ク
を
評
価
し
、
早
め
に
管
理
し
て
い
く

こ
と
も
重
要
。

4
評
価
の
優
先
順
位
や
Ｔ
ｉｅ
ｒｅ
ｄ
A
p
p
ro
a
c
h
*
を
考
慮
し
た
効
率
的
リ
ス
ク
管
理
体
系

の
構
築

○
○

○
2

2
9
,4
2
,9
0
,9
1
,9
3
～

9
8

　
全
て
の
既
存
化
学
物
質
に
つ
い
て
同
時
に
対
策
を
実
施
す
る
こ
と
は
、
現
実
に
は
困
難
で
あ

る
。
そ
こ
で
、
優
先
順
位
を
つ
け
て
段
階
的
に
リ
ス
ク
を
評
価
す
る
こ
と
に
よ
り
、
重
大
な
リ
ス

ク
に
早
く
対
処
で
き
る
と
と
も
に
、
時
間
、
人
、
予
算
の
配
分
を
最
適
化
で
き
る
。
ま
た
優
先
順

位
の
付
け
方
を
明
確
に
す
る
こ
と
で
、
透
明
性
を
高
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

5
ス
ト
ッ
ク
汚
染
*
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

○
-

3
8
,6
2

6
化
学
物
質
と
そ
れ
以
外
の
ﾘ
ｽ
ｸ
と
の
ﾄﾚ
ｰ
ﾄﾞ
ｵ
ﾌ
を
考
慮
し
た
ﾘ
ｽ
ｸ
管
理
手
法

◎
○

-
1
9
,2
0
,2
7
,2
8

　
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
を
削
減
す
る
と
他
種
の
リ
ス
ク
が
増
加
す
る
（
例
え
ば
、
難
燃
剤
を
使
用

し
な
い
こ
と
に
よ
る
火
災
の
リ
ス
ク
の
増
加
）
場
合
が
あ
る
た
め
、
異
な
る
種
類
の
リ
ス
ク
を
比

較
考
慮
で
き
れ
ば
、
最
適
な
管
理
方
策
を
選
択
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

3
1
,3
7
,4
0
,4
1
,4
4
～

4
7
5
5
～
7
1

上
位
技
術

N
o
.

ロ
ー
ド
マ
ッ

プ
で
こ
の
技

術
か
ら
出
発

し
た
「
矢

印
」
の
先
に

あ
る
技
術

N
o
.

下
位
技
術
N
o
.

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
で

こ
の
技
術
へ
向

か
っ
て
き
た
「
矢

印
」
の
元
に
あ
る

技
術
N
o
.

監
視
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

特
定
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

リ
ス
ク
ト
レ
ー
ド
オ
フ
に
基
づ
く
最
適
管
理
手
法

【
c
】

リ
ス
ク
管

理
策
選
定

に
お
け
る

リ
ス
ク
転

嫁
を
回
避

し
、
コ

ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ

ン
と
適
切

な
意
思
決

定
に
役
立

つ
。

【
b
】

情
報
不
足

に
よ
る
不

確
実
性
を

低
減
、
定

量
化
で
き

る
。

【
a
】

リ
ス
ク
評

価
に
必
要

な
情
報
を

効
率
的
に

取
得
で
き

る
。

化
審
法
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

②
海
外

動
向
へ

の
日
本

の
影
響

力
発
揮

と
い
う

観
点
か

ら
の
評

価
項
目

①
化
学
物
質
総
合
評
価
管
理

（
第
3
世
代
）
　
リ
ス
ク
ト
レ
ー

ド
オ
フ
に
基
づ
く
最
適
管
理
を

ブ
レ
ー
ク
ダ
ウ
ン
し
た
評
価
項

目

技
術
分
類

リ
ス
ク
管
理

行
政
が
行
う
リ
ス
ク

管
理
に
必
要
な
手

法

重
要
技
術
の
説
明

行
政
が
リ
ス
ク
評
価
に
基
づ
き
、
適
切
な

リ
ス
ク
管
理
策
を
検
討
で
き
る
よ
う
に
す

る
必
要
が
あ
る
。

　
す
べ
て
の
物
質
、
用
途
、
排
出
源
等
に

対
し
て
、
同
時
に
リ
ス
ク
管
理
策
を
と
っ

て
い
く
こ
と
は
、
現
実
に
は
困
難
で
あ

り
、
優
先
順
位
を
付
け
て
い
く
必
要
が
あ

る
。
ま
た
、
同
一
コ
ス
ト
を
か
け
て
も
、

効
果
の
大
き
い
管
理
策
も
あ
れ
ば
小
さ
い

管
理
策
も
あ
る
の
で
、
費
用
対
効
果
に
留

意
す
る
必
要
が
あ
る
。

　
リ
ス
ク
評
価
に
必
要
な
有
害
性
情
報
、

暴
露
情
報
が
不
足
し
て
い
る
物
質
も
多
い

こ
と
か
ら
、
こ
れ
ら
の
情
報
を
集
め
て
い

く
と
同
時
に
、
た
と
え
情
報
が
少
な
く
て

も
、
そ
の
時
点
で
の
情
報
を
用
い
て
、
不

確
実
性
を
考
慮
し
て
早
め
に
リ
ス
ク
を
評

価
、
管
理
で
き
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
ま

た
、
代
替
し
よ
う
と
す
る
物
質
の
暴
露
情

報
や
、
人
や
生
態
系
へ
の
有
害
性
の
情
報

が
不
足
し
て
い
る
と
、
代
替
に
よ
る
リ
ス

ク
を
評
価
で
き
ず
、
か
え
っ
て
リ
ス
ク
が

高
く
な
っ
て
し
ま
う
こ
と
が
あ
り
得
る
の

で
代
替
を
検
討
す
る
際
は

情
報
を
集

◎
そ
の
評
価
項
目
に
照
ら
し
て
、
特
に
優
れ
た
技
術

○
そ
の
評
価
項
目
に
照
ら
し
て
、
優
れ
た
技
術

○
が
3
個
以
上
の
技
術
も
し
く
は
◎
が
1
個
以
上
の
技
術
を

「
重
要
技
術
」
と
し
た
（
知
的
基
盤
は
除
く
）
。

な
お
、
技
術
名
に
※
の
付
い
た
技
術
は
、
「評
価
項
目
③
日
本
固
有
の
状
況
を

反
映
さ
せ
る
観
点
」か
ら
加
点
し
た
。

7
複
雑
な
シ
ナ
リ
オ
の
リ
ス
ク
（
混
合
物
や
複
合
暴
露
等
）
や
感
受
性
や
ラ
イ
フ
ス
タ

イ
ル
に
留
意
し
管
理
す
る
た
め
の
手
法

○
○

○
-

4
7
,5
5
～
7
1

7
5
～
7
8
,9
2
,9
9
～

1
0
7
,ナ
ノ
(1
5
～

1
8
,3
2
～
3
4
,4
8
～

5
4
,7
9
～
8
9
)

　
標
準
的
な
ケ
ー
ス
だ
け
で
な
く
、
現
実
を
反
映
し
た
様
々
な
ケ
ー
ス
を
想
定
し
て
、
適
切
な
対

策
を
立
て
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
。

8
リ
ス
ク
管
理
の
研
究
項
目
の
優
先
順
位
付
け
手
法

-
-

9
地
域
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

○
-

3
9
,5
5
, 
6
4
～
7
0

1
0

費
用
対
効
果
を
考
慮
し
た
合
理
的
リ
ス
ク
管
理
手
法

○
○

○
-

-
技
術
1
参
照

1
1

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
含
有
物
質
ト
レ
ー
ス
手
法
*

○
○

○
○

1
3

-

　
現
状
で
は
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
の
川
上
（
化
学
品
メ
ー
カ
ー
等
）
で
は
川
下
（
セ
ッ
ト
メ
ー

カ
ー
等
）
で
の
用
途
情
報
が
分
か
ら
ず
、
川
下
で
は
含
有
物
質
の
情
報
が
分
か
ら
な
い
と
い
う
状

況
も
散
見
さ
れ
る
。
そ
こ
で
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
に
沿
っ
て
、
含
有
物
質
や
そ
の
リ
ス
ク
、
用

途
の
情
報
等
が
交
換
で
き
れ
ば
、
企
業
は
製
品
の
製
造
か
ら
廃
棄
ま
で
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
で
の

リ
ス
ク
管
理
が
し
や
す
く
な
る
。
企
業
秘
密
に
留
意
し
つ
つ
、
こ
の
よ
う
な
デ
ー
タ
を
整
備
す
る

こ
と
に
よ
り
、
効
率
的
な
リ
ス
ク
管
理
が
実
現
さ
れ
る
。

1
2

複
数
物
質
間
・
製
品
間
で
リ
ス
ク
を
比
較
し
、
自
主
管
理
す
る
た
め
の
手
法

○
○

○
-

1
1
,1
3
,1
9
,2
0
,2
7
,2
8
,

3
7
,6
6
,6
7

　
企
業
が
製
造
プ
ロ
セ
ス
等
で
使
用
す
る
物
質
や
原
料
や
製
品
設
計
を
検
討
す
る
際
、
複
数
候
補

の
中
か
ら
、
最
も
リ
ス
ク
が
低
い
も
の
を
選
ぶ
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

1
3

製
品
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

○
1
2

1
1
,3
7
,6
6
,6
7

1
4

地
域
（
工
場
付
近
）
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

○
○

-
3
9
,5
5
, 
6
4
～
7
0

1
5

リ
ス
ク
に
基
づ
く
ナ
ノ
粒
子
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

○
○

◎
-

3
2
,4
8
～
5
3
,

7
9
～
8
6

1
6

新
規
技
術
に
関
す
る
社
会
受
容
性
や
意
思
決
定
に
関
す
る
研
究
※

○
○

1
8

-

1
7

ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト
の
現
状
把
握
と
予
測
の
た
め
の
手
法
※

○
○

1
8

-

1
8

化
学
物
質
以
外
の
リ
ス
ク
な
ど
ト
レ
ー
ド
オ
フ
を
考
慮
し
た
ナ
ノ
粒
子
の
リ
ス
ク
管
理

手
法

○
◎

○
-

1
5
～
1
7
,3
2
～
3
4
,

4
8
～
5
4
,8
2
,8
7
～
8
9

1
9

管
理
策
の
効
果
（
回
避
さ
れ
た
リ
ス
ク
）
の
経
済
評
価
手
法

◎
○

2
0

-

　
例
え
ば
、
規
制
等
を
厳
し
く
し
た
と
き
、
そ
れ
に
よ
り
人
の
健
康
や
環
境
へ
の
リ
ス
ク
が
ど
れ

く
ら
い
減
少
し
た
か
（
例
え
ば
、
が
ん
を
発
症
す
る
人
が
ど
れ
く
ら
い
減
っ
た
か
）
、
そ
の
リ
ス

ク
回
避
の
価
値
を
貨
幣
で
表
す
と
ど
れ
く
ら
い
に
な
る
か
が
分
か
り
、
規
制
の
た
め
の
コ
ス
ト
と

比
較
で
き
る
よ
う
に
な
る
。

2
0

化
学
物
質
の
リ
ス
ク
と
そ
れ
以
外
の
リ
ス
ク
の
統
一
指
標
の
開
発

○
6
,1
2

1
9

2
1

デ
ー
タ
等
の
不
確
実
性
を
前
提
と
し
た
リ
ス
ク
管
理
技
法

○
○

○
○

2
,3

2
7
,2
8
,3
0
,4
3

技
術
4
参
照

2
2

リ
ス
ク
評
価
結
果
や
リ
ス
ク
管
理
政
策
の
状
況
等
を
分
か
り
や
す
く
ま
と

め
、
定
期
的
に
国
民
に
提
供
す
る
た
め
の
情
報
整
備

○

2
3

有
害
性
評
価
書
、
初
期
リ
ス
ク
評
価
書
の
整
備

○

2
4

リ
ス
ク
評
価
の
表
現
方
法
（
指
標
等
）
の
標
準
化
・
規
格
化

○
○

2
5

専
門
家
の
見
解
を
集
約
し
た
リ
ス
ク
管
理
ガ
イ
ダ
ン
ス
の
整
備

2
6

リ
ス
ク
評
価
・
管
理
D
B
の
開
発
（
管
理
対
策
・
技
術
の
事
例
や
そ
の
効
果
が

判
定
で
き
る
ツ
ー
ル
、
国
際
調
整
の
事
例
等
）

○
○

新
規
の
物
質
・
技

術
や
懸
念
さ
れ

て
い
る
リ
ス
ク
へ

の
対
応

工
場
単
位
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

社
会
ニ
ー
ズ
へ
の

対
応

知
的
基
盤

環
境
に
配
慮
し
た
設
計
（
D
fE
)*
手
法

地
域
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

企
業
の
自
主
管
理

を
支
援
す
る
た
め

の
手
法

ナ
ノ
粒
子
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

要
素
技
術

製
品
単
位
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

　
企
業
が
リ
ス
ク
評
価
に
基
づ
き
、
適
切

な
リ
ス
ク
管
理
策
を
検
討
で
き
る
よ
う
に

す
る
必
要
が
あ
る
。
例
え
ば
、
製
造
・
使

用
す
る
物
質
や
製
品
の
選
択
肢
の
中
か
ら

リ
ス
ク
を
比
較
で
き
る
よ
う
に
、
ま
た
、

各
管
理
策
の
費
用
対
効
果
を
比
較
で
き
る

よ
う
に
す
る
必
要
が
あ
る
。

　
ま
た
、
化
学
物
質
の
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル

で
の
リ
ス
ク
を
考
慮
で
き
る
よ
う
に
す
る

こ
と
も
重
要
で
あ
る
。

で
、
代
替
を
検
討
す
る
際
は
、
情
報
を
集

め
、
リ
ス
ク
を
評
価
、
比
較
で
き
る
よ
う

に
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　
ナ
ノ
粒
子
は
、
同
じ
物
質
で
も
サ
イ
ズ
や
形
状
の
違
い
に
よ
っ
て
物
理
化
学
的
特
性
が
著
し
く

異
な
る
こ
と
が
あ
る
た
め
、
化
学
物
質
の
従
来
の
リ
ス
ク
評
価
手
法
が
適
用
で
き
る
か
不
明
の
点

が
多
い
。
リ
ス
ク
管
理
策
に
つ
い
て
も
、
新
た
な
考
え
方
が
必
要
か
ど
う
か
、
検
討
が
必
要
で
あ

る
。

　
新
規
機
能
材
料
と
し
て
ナ
ノ
粒
子
へ
の
期
待
は
大
き
く
、
安
全
性
へ
の
不
安
か
ら
研
究
開
発
を

断
念
す
る
よ
う
な
事
態
を
防
ぐ
た
め
に
も
、
開
発
と
同
時
進
行
で
リ
ス
ク
を
評
価
し
、
科
学
的
情

報
を
積
極
的
に
発
信
す
る
必
要
が
あ
る
。
同
時
に
、
ナ
ノ
粒
子
の
便
益
に
つ
い
て
も
社
会
に
伝
え

て
い
く
こ
と
も
必
要
で
あ
る
。

2009ロードマップ10



化
学
物
質
総
合
評
価
管
理
分
野
の
技
術
マ
ッ
プ
　
（
2
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
評
価
・
管
理
技
術
開
発

2
7

ヒ
ト
健
康
に
つ
い
て
共
通
の
指
標
で
評
価
す
る
手
法

○
○

○
2
8

-

　
例
え
ば
、
が
ん
を
引
き
起
こ
す
物
質
と
ア
レ
ル
ギ
ー
を
引
き
起
こ
す
物
質
の
リ
ス
ク
を
比
較
で

き
る
よ
う
に
な
る
。
こ
の
よ
う
な
異
な
る
エ
ン
ド
ポ
イ
ン
ト
の
リ
ス
ク
を
社
会
共
通
の
物
差
し
で

計
る
こ
と
が
可
能
と
な
れ
ば
、
管
理
す
べ
き
リ
ス
ク
の
優
先
順
位
を
明
ら
か
に
で
き
、
透
明
性
も

高
ま
る
。

2
8

ヒ
ト
・
生
態
リ
ス
ク
の
統
一
指
標
の
開
発

○
○

2
2
7

2
9

優
先
順
位
付
け
手
法

○
2
,4

-

3
0

不
確
実
性
を
含
ん
だ
リ
ス
ク
指
標
の
開
発

○
○

2
,3
,2
1

-

3
1

情
報
量
基
準
等
に
基
づ
く
デ
ー
タ
、
モ
デ
ル
の
選
択
技
法

◎
7

-

　
目
的
（
例
え
ば
、
地
域
全
体
の
規
制
基
準
を
決
め
る
た
め
、
個
人
の
リ
ス
ク
を
知
る
た
め
）
や

情
報
の
質
や
量
（
デ
ー
タ
の
精
度
、
カ
バ
ー
量
な
ど
）
に
よ
っ
て
、
最
適
な
デ
ー
タ
、
使
用
す
る

モ
デ
ル
を
選
択
で
き
る
。
ま
た
、
デ
ー
タ
の
質
等
を
考
慮
し
て
、
モ
デ
ル
を
用
い
た
解
析
結
果
を

的
確
に
解
釈
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

3
2

ナ
ノ
粒
子
の
リ
ス
ク
評
価
手
法

○
1
5
,1
8

4
8
～
5
3
,

7
9
～
8
6

3
3

ナ
ノ
粒
子
の
リ
ス
ク
評
価
手
法
の
体
系
化
、
高
度
化
（
T
ie
re
d
 A
p
p
ro
a
c
h
、
よ
り
複

雑
な
暴
露
シ
ナ
リ
オ
等
）

○
○

○
◎

1
8

3
4
,4
8
～
5
4
,

8
2
,8
7
～
8
9

3
4

多
種
多
様
な
ナ
ノ
粒
子
に
対
す
る
リ
ス
ク
評
価
の
優
先
順
位
付
け
手
法

○
○

◎
1
8
,3
3

-

3
5

リ
ス
ク
評
価
手
法
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
作
成
と
標
準
化
・
規
格
化

○

3
6

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
改
定
シ
ス
テ
ム
の
確
立

○

3
7

製
品
か
ら
の
直
接
暴
露
の
評
価
手
法

○
○

○
○

7
,1
3

6
6
,6
7

　
製
品
か
ら
人
が
直
接
暴
露
す
る
化
学
物
質
の
量
を
評
価
す
る
に
は
、
製
品
を
使
用
す
る
時
間
や

頻
度
な
ど
の
デ
ー
タ
が
必
要
で
あ
る
。
そ
れ
ら
は
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
に
依
存
す
る
た
め
、
国
内
の

デ
ー
タ
を
用
い
て
、
日
本
固
有
の
状
況
に
基
づ
く
シ
ナ
リ
オ
を
設
定
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

ま
た
、
製
品
か
ら
の
化
学
物
質
の
放
散
速
度
な
ど
の
基
礎
デ
ー
タ
も
必
要
で
あ
る
。

3
8

ス
ト
ッ
ク
汚
染
に
よ
る
暴
露
の
評
価
手
法

○
5

6
2

3
9

地
域
別
の
暴
露
評
価
手
法

○
○

○
9
,1
4

5
5
,6
4
～
7
0

　
地
域
ご
と
の
環
境
中
濃
度
や
生
活
パ
タ
ー
ン
を
考
慮
し
て
暴
露
量
を
評
価
す
る
こ
と
で
、
地
方

自
治
体
が
環
境
や
人
の
健
康
の
保
護
の
た
め
に
、
独
自
の
対
策
を
立
て
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
。

4
0

感
受
性
の
高
い
集
団
の
暴
露
評
価
手
法

○
○

7
-

4
1

ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
別
の
暴
露
評
価
手
法

○
○

7
-

4
2

排
出
量
、
環
境
条
件
な
ど
の
最
悪
ケ
ー
ス
も
反
映
さ
れ
る
よ
う
に
暴
露
シ
ナ
リ
オ
を

体
系
化

○
◎

4
-

　
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
で
の
用
途
、
環
境
条
件
な
ど
の
様
々
な
ケ
ー
ス
を
、
シ
ナ
リ
オ
（
排
出
係
数

を
含
む
）
と
し
て
あ
ら
か
じ
め
設
定
し
て
お
く
こ
と
に
よ
り
、
個
別
シ
ナ
リ
オ
ご
と
に
詳
細
に
調

査
し
な
く
て
も
、
典
型
的
あ
る
い
は
最
悪
ケ
ー
ス
に
お
け
る
暴
露
量
を
推
定
す
る
こ
と
が
で
き

る
。
ま
た
、
こ
れ
ら
の
シ
ナ
リ
オ
や
デ
ー
タ
は
、
日
本
の
産
業
や
生
活
の
実
態
に
合
わ
せ
て
作
成

す
る
必
要
が
あ
る
。

4
3

不
確
実
性
を
含
ん
だ
暴
露
指
標
の
開
発

○
2
,3
,2
1

-

4
4

生
態
系
の
リ
ス
ク
評
価
の
た
め
の
暴
露
評
価
手
法

7
-

4
5

生
態
系
食
物
網
構
造
解
析
手
法

○
7

-

4
6

シ
ッ
ク
ハ
ウ
ス
症
候
群
の
暴
露
評
価
手
法

○
○

7
-

4
7

自
然
発
生
源
の
あ
る
物
質
の
暴
露
評
価
手
法

○
7

-

新
規
の
物
質
・
技

術
や
懸
念
さ
れ

て
い
る
リ
ス
ク
へ

の
対
応

社
会
ニ
ー
ズ
へ
の

対
応

新
規
の
物
質
・
技
術
や
懸
念
さ
れ
て
い
る
リ
ス
ク
へ
の
対

応

知
的
基
盤

社
会
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応

リ
ス
ク
評
価

暴
露
評
価

ナ
ノ
粒
子
の
リ
ス
ク
評
価
手
法

社
会
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応

ナ
ノ
粒
子
は
成
分
、
サ
イ
ズ
、
形
状
等
が
多
様
で
あ
り
、
リ
ス
ク
評
価
を
行
う
優
先
順
位
付
け
や

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
の
手
法
が
必
要
で
あ
る
。

4
8

ナ
ノ
粒
子
の
暴
露
評
価
手
法

○
○

○
1
5
,1
8
,3
2
,3
3
,

5
3
,5
4

4
9
～
5
3

4
9

暴
露
シ
ナ
リ
オ
構
築

○
○

○
○

4
8

-

5
0

環
境
・
生
体
中
の
ナ
ノ
粒
子
計
測
技
術
、
キ
ャ
ラ
ク
タ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
技
術

○
○

○
◎

4
8

-

5
1

ナ
ノ
粒
子
の
環
境
中
挙
動
モ
デ
ル

○
○

○
○

4
8

-

5
2

ナ
ノ
粒
子
排
出
シ
ナ
リ
オ
構
築

○
○

○
○

4
8

-

5
3

ナ
ノ
粒
子
排
出
量
推
定
手
法

○
○

○
4
8

-

5
4

ナ
ノ
粒
子
の
暴
露
評
価
手
法
の
高
度
化

（
環
境
中
で
の
反
応
等
の
挙
動
の
詳
細
化
等
）

○
○

○
1
8
,3
3
,6
,1
2

4
8
～
5
3

5
5

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
デ
ー
タ
の
暴
露
評
価
適
用
手
法

○
○

○
7
,3
9

-

　
暴
露
量
を
モ
デ
ル
を
用
い
て
推
定
す
る
た
め
に
は
、
多
く
の
仮
定
を
置
く
必
要
が
あ
り
、
不
確

実
性
を
伴
う
。
モ
デ
ル
と
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
デ
ー
タ
は
相
互
補
完
の
関
係
に
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の

不
確
実
性
を
減
少
さ
せ
る
た
め
、
環
境
中
や
生
物
中
の
化
学
物
質
の
濃
度
等
を
計
画
的
に
調
査

し
、
モ
デ
ル
の
精
度
検
証
等
や
改
良
に
役
立
て
る
こ
と
が
有
益
。

5
6

サ
ン
プ
リ
ン
グ
ス
キ
ー
ム
構
築
(
生
物
相
ﾓ
ﾆ
ﾀ
ﾘ
ﾝ
ｸ
ﾞ
ｽ
ｷ
ｰ
ﾑ
含
む
）

○
7

-

5
7

バ
イ
オ
ア
ッ
セ
イ
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
手
法
*
(
環
境
測
定
に
よ
る
化
学
物
質
の
暴

露
把
握
手
法
）

○
7

1
0
5

5
8

人
・
生
態
系
の
暴
露
検
出
の
た
め
の
バ
イ
オ
マ
ー
カ
ー
迅
速
検
出
セ
ン
サ
ー

○
○

○
7

-
　
化
学
物
質
へ
の
暴
露
を
血
液
や
尿
中
等
の
何
ら
か
の
検
査
値
か
ら
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
れ

ば
、
迅
速
に
対
策
を
と
る
こ
と
が
で
き
る
。

5
9

環
境
中
微
量
物
質
マ
ル
チ
セ
ン
サ
ー

○
○

7
-

6
0

携
帯
型
環
境
(
室
・
車
内
等
含
む
）
微
量
物
質
検
出
セ
ン
サ
ー

○
○

7
-

6
1

生
体
中
微
量
物
質
検
出
セ
ン
サ
ー

○
○

7
-

6
2

土
壌
、
地
下
水
汚
染
暴
露
評
価
手
法
※

○
○

7
,3
8

-
　
土
壌
は
、
大
気
や
水
質
な
ど
と
違
い
、
い
っ
た
ん
汚
染
さ
れ
る
と
希
釈
さ
れ
に
く
く
汚
染
物
質

が
蓄
積
し
や
す
い
。
た
と
え
汚
染
物
質
の
排
出
を
止
め
て
も
、
将
来
に
わ
た
り
影
響
を
及
ぼ
す
可

能
性
が
あ
り
、
汚
染
状
態
を
評
価
す
る
手
法
が
必
要
で
あ
る
。

6
3

化
学
反
応
(分
解
、
反
応
生
成
）
を
考
慮
し
た
環
境
中
運
命
モ
デ
ル

○
○

○
7

-
　
環
境
中
に
排
出
さ
れ
た
化
学
物
質
の
中
に
は
、
環
境
中
の
物
質
と
の
反
応
や
、
微
生
物
に
よ
る

分
解
を
受
け
る
こ
と
に
よ
り
、
別
の
物
質
に
変
化
す
る
も
の
が
あ
る
。
そ
の
場
合
、
生
成
し
た
変

化
物
の
方
が
毒
性
が
高
い
こ
と
も
あ
り
、
こ
の
よ
う
な
反
応
等
を
予
測
す
る
必
要
が
あ
る
。

6
4

P
R
T
R
デ
ー
タ
の
暴
露
評
価
適
用
手
法
(届
出
デ
ー
タ
、
非
届
出
デ
ー
タ
含
む
)

○
○

○
9
,1
4
,3
9

-
　
P
R
T
R
デ
ー
タ
に
基
づ
く
排
出
量
を
地
理
的
に
メ
ッ
シ
ュ
に
配
分
す
る
こ
と
で
、
空
間
的
に
詳

細
な
暴
露
評
価
が
可
能
と
な
る
。
配
分
に
お
い
て
は
メ
ッ
シ
ュ
ご
と
の
地
理
的
条
件
や
産
業
活
動

等
を
反
映
さ
せ
る
必
要
が
あ
り
、
そ
の
よ
う
な
配
分
手
法
が
必
要
で
あ
る
。

6
5

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ス
キ
ー
ム
構
築

○
○

9
,1
4
,3
9

-

6
6

ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
で
の
用
途
推
定
手
法

○
○

○
7
,9
,1
3
,1
4

3
7
3
9

-

6
7

用
途
ご
と
の
排
出
推
計
手
法

○
○

○
○

7
,9
,1
3
,1
4
,

3
7
3
9

-

6
8

精
度
評
価
を
伴
っ
た
Ｐ
Ｒ
Ｔ
Ｒ
デ
ー
タ
の
推
計
法

○
○

○
○

9
,1
4
,3
9

-
　
P
R
T
R
届
出
デ
ー
タ
を
も
と
に
算
出
、
推
計
す
る
排
出
量
の
精
度
を
向
上
さ
せ
る
た
め
、
推
計

結
果
の
妥
当
性
を
評
価
で
き
る
手
法
が
必
要
で
あ
る
。

6
9

P
R
T
R
デ
ー
タ
妥
当
性
評
価
手
法

◎
○

9
,1
4
,3
9

-

7
0

観
測
値
か
ら
排
出
量
を
推
定
す
る
逆
解
析
手
法

○
○

○
9
,1
4
,3
9

-
　
環
境
中
の
濃
度
分
布
を
解
析
す
る
こ
と
に
よ
り
化
学
物
質
の
排
出
源
を
特
定
で
き
れ
ば
、
優
先

的
に
排
出
削
減
対
策
を
と
る
べ
き
排
出
源
が
分
か
る
。

7
1

よ
り
高
精
度
な
マ
テ
リ
ア
ル
フ
ロ
ー
分
析
手
法

◎
○

7
-

　
川
下
事
業
者
に
お
け
る
化
学
物
質
の
用
途
を
反
映
し
た
詳
細
な
マ
テ
リ
ア
ル
フ
ロ
ー
を
作
る
こ

と
で
、
優
先
的
に
管
理
策
を
と
る
べ
き
段
階
を
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

デ

要
素
技
術

ナ
ノ
粒
子
の
暴
露
評
価
手
法

新
規
の
物
質
・
技

術
や
懸
念
さ
れ

て
い
る
リ
ス
ク
へ

の
対
応

環
境
中
や
生
体
中
濃
度
セ
ン
サ
ー

排
出
量
推
定
手
法

環
境
中
や
生
体
中
濃
度
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
と
そ
の
活
用

環
境
中
運
命
評
価
手
法

排
出
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
、
排
出
デ
ー
タ
の
活
用
、
最
適
化

　
ナ
ノ
粒
子
が
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
の
ど
の
段
階
で
ど
の
程
度
環
境
中
に
排
出
さ
れ
て
い
く
の
か
、

ま
た
環
境
中
で
ナ
ノ
粒
子
の
性
状
は
ど
う
な
っ
て
い
る
か
（
ナ
ノ
材
料
は
す
ぐ
に
凝
集
し
て
し
ま

う
た
め
、
暴
露
す
る
際
の
状
態
が
ど
う
な
っ
て
い
る
か
）
評
価
す
る
手
法
が
必
要
で
あ
る
。
ま

た
、
ナ
ノ
粒
子
の
有
害
性
試
験
に
お
い
て
も
、
暴
露
す
る
際
の
ナ
ノ
粒
子
の
状
態
（
凝
集
状
態
、

不
純
物
な
ど
）
を
把
握
・
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
し
、
同
定
（
キ
ャ
ラ
ク
タ
リ
ゼ
ー
シ
ョ
ン
）
す
る
こ
と

が
重
要
。

　
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
に
お
け
る
ス
テ
ー
ジ
ご
と
の
状
態
と
排
出
量
を
推
定
す
る
手
法
を
開
発
す
る

こ
と
に
よ
り
、
個
別
に
デ
ー
タ
収
集
等
を
行
わ
ず
に
、
暴
露
量
を
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

7
2

暴
露
評
価
に
必
要
な
ツ
ー
ル
や
デ
ー
タ
等
（
暴
露
シ
ナ
リ
オ
、
食
物
摂
取

量
、
人
口
、
用
途
別
排
出
係
数
、
地
域
の
気
象
、
海
象
、
水
文
土
壌
デ
ー

タ
、
物
質
の
蒸
気
圧
等
の
物
理
化
学
的
性
状
、
物
質
の
環
境
中
半
減
期
等
）

の
D
B
化

○
◎

7
3

暴
露
評
価
手
法
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
作
成
と
標
準
化
・
規
格
化

○
○

7
4

個
体
群
へ
の
影
響
の
定
量
化
に
必
要
な
生
活
史
パ
ラ
メ
ー
タ
等
の
整
備
と
推

定
手
法

○

知
的
基
盤

2009ロードマップ11



化
学
物
質
総
合
評
価
管
理
分
野
の
技
術
マ
ッ
プ
　
（
3
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
評
価
・
管
理
技
術
開
発

7
5

シ
ッ
ク
ハ
ウ
ス
症
候
群
の
有
害
性
評
価
手
法

○
○

○
7

-
　
シ
ッ
ク
ハ
ウ
ス
症
候
群
は
、
そ
の
発
症
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
不
明
な
点
が
多
く
、
ア
レ
ル
ギ
ー
の

よ
う
な
客
観
的
な
指
標
が
確
立
し
て
い
な
い
た
め
、
評
価
手
法
の
開
発
が
必
要
で
あ
る
。

7
6

複
合
暴
露
の
有
害
性
評
価
手
法

○
○

○
7

-
　
環
境
中
に
存
在
す
る
複
数
の
化
学
物
質
に
暴
露
す
る
場
合
の
有
害
性
を
評
価
す
る
手
法
を
開
発

す
る
。

7
7

世
代
別
感
受
性
を
考
慮
し
た
有
害
性
評
価
手
法

◎
7

-
　
世
代
ご
と
（
例
え
ば
、
乳
幼
児
）
に
、
特
に
リ
ス
ク
が
懸
念
さ
れ
る
化
学
物
質
を
把
握
で
き
れ

ば
、
リ
ス
ク
を
低
減
さ
せ
る
の
に
役
立
つ
情
報
を
提
供
で
き
る
。

7
8

生
態
系
の
有
害
性
評
価
の
た
め
の
特
有
な
技
術
（
底
質
毒
性
試
験
法
や
成
長
段

階
別
の
有
害
性
推
定
手
法
）

○
○

○
7

-
　
あ
る
種
の
生
物
で
は
、
特
定
の
成
長
段
階
に
お
い
て
化
学
物
質
に
対
す
る
感
受
性
が
強
い
こ
と

が
あ
る
た
め
、
こ
の
よ
う
な
特
性
を
踏
ま
え
た
有
害
性
評
価
の
手
法
が
必
要
で
あ
る
。

7
9

in
 v
iv
o
試
験
や
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
の
た
め
の
in
 v
it
ro
試
験
に
よ
る
ナ
ノ
粒
子
特
有

の
ヒ
ト
・
生
態
系
の
有
害
性
評
価
手
法
（
試
験
動
物
か
ら
ヒ
ト
へ
の
外
挿
手
法
含

む
）

○
○

○
1
5
,3
2

8
0
～
8
6

8
0

ナ
ノ
粒
子
の
体
内
動
態
研
究

○
○

○
1
5
,1
8
,3
2
,

7
9
8
2

8
1

8
1

ト
レ
ー
サ
ー
技
術

○
○

○
1
5
,1
8
,3
2
,

2
9
,8
0
,8
2

-

8
2

体
内
動
態
ﾓ
ﾃ
ﾞﾙ
ｼ
ﾐｭ
ﾚ
ｰ
ｼ
ｮﾝ
手
法

○
○

○
1
5
,1
8
,3
2
,3
3
,

7
9
8
7
8
9

8
0
,8
1

8
3

in
 v
it
ro
 試
験
に
よ
る
ナ
ノ
粒
子
特
有
の
生
体
影
響
検
出
手
法
（
バ
イ
オ
マ
ー
カ
ー

の
決
定
手
法
等
）

○
○

○
1
5
,1
8
,3
2
,7
9

8
6

8
4

in
 v
iv
o
 試
験
に
よ
る
ナ
ノ
粒
子
特
有
の
生
体
影
響
検
出
手
法
（
バ
イ
オ
マ
ー
カ
ー

の
決
定
手
法
等
）

○
○

○
1
5
,1
8
,3
2
,7
9

8
5
,8
6

8
5

吸
入
暴
露
装
置

○
○

1
5
,1
8
,3
2
,

7
9
8
4

-

8
6

in
 v
iv
o
、
in
 v
it
ro
試
験
用
の
液
相
・
気
相
で
の
ナ
ノ
粒
子
サ
ン
プ
ル
作
成
技
術

○
○

○
1
5
,1
8
,3
2
,

7
9
,8
3
,8
4

8
7

有
害
性
の
体
系
的
試
験
戦
略
（
T
ie
re
d
 A
p
p
ro
a
c
h
等
）
の
構
築

○
○

○
1
8
,3
3

8
2
,8
8
,8
9

8
8

カ
テ
ゴ
リ
ー
ア
プ
ロ
ー
チ
等
相
対
的
な
有
害
性
の
推
定
手
法

◎
○

◎
1
8
,3
3
,8
7

8
9

ナ
ノ
粒
子
の
有
害
性
評
価
の
高
速
化
、
高
度
化
の
た
め
の
手
法
（
in
 s
ili
c
o
の
手

法
等
）

○
○

○
1
8
,3
3
,8
7

8
2

9
0

分
解
性
・
蓄
積
性
Q
S
A
R
（
新
規
物
質
の
試
験
結
果
活
用
等
に
よ
る
適
用
性
拡

大
）

◎
○

○
2
,4

-

9
1

有
害
性
Q
S
A
R
(感
作
性
・
変
異
原
性
・
生
態
エ
ン
ド
ポ
イ
ン
ト
等
）

◎
○

○
2
,4

-

9
2

メ
カ
ニ
ズ
ム
を
考
慮
し
た
Q
S
A
R

◎
○

○
○

7
1
0
3
～
1
0
5
,1
0
7

9
3

カ
テ
ゴ
リ
ー
ア
プ
ロ
ー
チ
手
法

◎
○

○
2
,4

-

9
4

蓄
積
性
試
験
の
i
n
 
v
i
t
r
o
試
験
法

○
○

2
,4

-

9
5

そ
の
他
i
n
 
v
i
t
r
o
の
簡
易
な
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
手
法
(
ヒ
ト
細
胞
な
ど
を
用
い

た
）

○
○

2
,4

-

9
6

マ
ル
チ
エ
ン
ド
ポ
イ
ン
ト
型
有
害
性
評
価
手
法

◎
○

○
2
,4

-
　
1
回
の
有
害
性
試
験
で
複
数
の
エ
ン
ド
ポ
イ
ン
ト
に
つ
い
て
評
価
す
る
こ
と
が
で
き
れ
ば
、
有
害

性
試
験
の
費
用

使
用
す
る
試
験
動
物
等
を
削
減
で
き
る

ナ
ノ
粒
子
の
有
害
性
評
価
手
法

高
速
（
簡
易
・
安
価
）
な
手
法

有
害
性
評
価
社
会
ニ
ー
ズ
へ
の

対
応

新
規
の
物
質
・
技
術
や
懸
念
さ
れ
て
い
る
リ
ス
ク
へ
の
対

応

　
化
学
物
質
の
有
害
性
を
評
価
す
る
た
め
に
、
in
 v
iv
o
や
 i
n
 v
it
ro
の
試
験
を
行
わ
ず
、
構
造
等

の
似
た
物
質
の
有
害
性
を
も
と
に
類
推
（
カ
テ
ゴ
リ
ー
ア
プ
ロ
ー
チ
）
あ
る
い
は
そ
の
構
造
を
基

に
有
害
性
を
定
量
的
に
推
定
（
Q
S
A
R
）
で
き
れ
ば
、
有
害
性
試
験
の
費
用
、
使
用
す
る
試
験
動

物
等
を
削
減
で
き
る
。
Q
S
A
R
は
1
次
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
手
法
と
し
て
期
待
さ
れ
て
い
る
。

　
ナ
ノ
粒
子
の
生
体
へ
の
作
用
に
つ
い
て
は
不
明
な
点
が
多
い
。
例
え
ば
、
ナ
ノ
粒
子
が
そ
の
サ

イ
ズ
に
起
因
す
る
特
有
の
体
内
動
態
や
、
反
応
性
を
持
つ
こ
と
等
が
指
摘
さ
れ
て
い
る
が
、
そ
れ

が
有
害
性
に
影
響
す
る
か
ど
う
か
等
も
含
め
、
現
時
点
で
は
不
明
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
ナ
ノ

粒
子
の
有
害
性
の
評
価
手
法
が
必
要
で
あ
る
。

性
試
験
の
費
用
、
使
用
す
る
試
験
動
物
等
を
削
減
で
き
る
。

9
7

in
 v
it
ro
の
簡
易
で
ハ
イ
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
に
対
応
可
能
な
評
価
手
法

○
◎

2
,4

-
　
多
数
の
化
学
物
質
の
有
害
性
を
同
時
か
つ
迅
速
に
測
定
、
解
析
で
き
れ
ば
、
試
験
を
効
率
化
で

き
る
。

9
8

i
n
 
v
i
v
o
で
の
高
速
の
評
価
手
法

○
○

2
,4

-

9
9

in
 s
ili
c
o
人
体
、
in
 s
ili
c
o
生
態
系

◎
○

○
7

-
　
ヒ
ト
の
体
内
や
生
態
系
内
で
の
化
学
物
質
の
動
態
を
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
で
（
in
 s
ili
c
o
）
模
擬
で
き

れ
ば
、
動
物
実
験
等
を
行
わ
な
く
て
も
作
用
メ
カ
ニ
ズ
ム
に
基
づ
く
有
害
性
評
価
を
実
現
で
き

る
。
最
終
的
な
理
想
形
と
言
え
る
が
、
ま
だ
相
当
の
研
究
開
発
が
必
要
。

1
0
0

ヒ
ト
培
養
細
胞
を
用
い
た
種
差
を
回
避
し
た
有
害
性
評
価
手
法

○
○

○
○

7
-

　
動
物
を
用
い
た
有
害
性
試
験
で
は
、
結
果
を
ヒ
ト
に
外
挿
し
て
い
た
た
め
、
「
種
間
の
不
確
実

性
」
が
存
在
す
る
。
ヒ
ト
由
来
の
細
胞
を
用
い
れ
ば
、
こ
の
不
確
実
性
が
解
消
さ
れ
て
、
試
験
結

果
の
信
頼
性
を
高
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

1
0
1

遺
伝
子
発
現
解
析
技
術
を
用
い
た
種
差
に
よ
る
感
受
性
差
評
価
技
術

○
○

○
7

-
　
遺
伝
子
発
現
解
析
技
術
に
よ
り
種
間
の
毒
性
発
現
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
違
い
が
分
か
れ
ば
、
種
間
の

不
確
実
性
が
軽
減
さ
れ
て
、
試
験
結
果
の
信
頼
性
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

1
0
2

遺
伝
子
発
現
解
析
技
術
を
用
い
た
個
人
の
有
害
性
評
価
技
術

○
○

○
7

-
　
個
人
の
感
受
性
を
考
慮
し
た
有
害
性
評
価
手
法
が
開
発
さ
れ
れ
ば
、
個
人
の
リ
ス
ク
を
低
減
さ

せ
る
の
に
役
立
つ
情
報
を
得
る
こ
と
が
で
き
る
。

1
0
3

単
純
な
P
B
P
K
*
/
T
D
*
モ
デ
ル
　
（
i
n
 
v
i
t
r
o
等
の
試
験
結
果
を
適
用
し
て
改

善
）

○
○

7
,9
2

-

1
0
4

詳
細
な
P
B
P
K
 
/
 
T
D
モ
デ
ル
（
細
胞
応
答
や
臓
器
・
組
織
応
答
の
シ
ミ
ュ
レ
ー

シ
ョ
ン
）

○
○

7
,9
2

-

1
0
5

有
害
性
検
出
バ
イ
オ
マ
ー
カ
ー
探
索
手
法

○
○

○
7
,5
7
,9
2

-
　
化
学
物
質
の
有
害
性
が
発
現
す
る
際
に
、
遺
伝
子
、
タ
ン
パ
ク
質
等
の
発
現
量
に
特
有
の
指
標

（
マ
ー
カ
ー
）
を
探
索
し
、
こ
の
よ
う
な
マ
ー
カ
ー
を
使
う
こ
と
に
よ
り
、
毒
性
発
現
の
メ
カ
ニ

ズ
ム
を
解
明
す
る
。
ま
た
、
高
精
度
で
安
価
な
有
害
性
評
価
が
期
待
で
き
る
。

1
0
6

実
験
室
で
の
ミ
ニ
生
態
系
（
マ
イ
ク
ロ
コ
ズ
ム
）

○
○

○
7

-
　
実
際
の
生
態
系
を
模
擬
し
た
系
に
お
い
て
実
験
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
化
学
物
質
の
生
態
系
へ

の
影
響
評
価
が
可
能
と
な
る
。
そ
の
際
に
は
、
当
該
試
験
系
で
の
実
験
結
果
の
生
態
系
で
の
再
現

性
が
求
め
ら
れ
る
。

1
0
7

タ
ン
パ
ク
質
等
の
上
位
階
層
で
の
網
羅
的
解
析
技
術

○
○

○
7
,9
2

-

　
ゲ
ノ
ミ
ク
ス
（
化
学
物
質
暴
露
後
の
遺
伝
子
の
発
現
量
を
m
R
N
A
を
用
い
て
 解
析
す
る
手

法
）
、
プ
ロ
テ
オ
ミ
ク
ス
（
m
R
N
A
 に
基
づ
い
て
作
ら
れ
る
タ
ン
パ
ク
質
の
発
現
量
を
解
析
す
る

手
法
）
及
び
メ
タ
ボ
ロ
ミ
ク
ス
（
代
謝
に
よ
っ
て
作
ら
れ
る
物
質
の
発
現
量
を
解
析
す
る
手
法
）

に
よ
り
化
学
物
質
の
有
害
性
を
補
足
す
る
情
報
を
得
ら
れ
れ
ば
、
有
害
性
予
測
の
精
度
を
高
め
る

こ
と
が
で
き
る
。

知
的
基
盤

1
0
8

有
害
性
情
報
の
Ｄ
Ｂ
化

○

知
的
基
盤

1
0
9

有
害
性
評
価
手
法
や
デ
ー
タ
収
集
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
化
と
標
準
化
・

規
格
化

○
○

*
D
fE
(D
e
si
gn
 f
o
r 
E
n
vi
ro
n
m
e
n
t)

*
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
含
有
物
質
ト
レ
ー
ス
手
法

多
く
の
物
質
を
効
率
的
に
か
つ
合
理
的
に
評
価
す
る
た
め
に
評
価
ス
テ
ッ
プ
を
数
段
階
に
分
け
て
行
う
方
法
。
具
体
的
に
は
ま
ず
初
め
に
ス
コ
ア
リ
ン
グ
に
よ
っ
て
、
評
価
す
る
化

学
物
質
の
優
先
順
位
付
け
を
行
っ
た
り
、
一
連
の
評
価
の
初
期
の
ス
テ
ッ
プ
で
簡
単
な
（
か
つ
安
全
サ
イ
ド
に
立
っ
た
）
評
価
を
行
う
こ
と
で
、
化
学
物
質
を
網
羅
的
に
ふ
る
い
に

か
け
、
よ
り
リ
ス
ク
の
疑
い
の
高
い
物
質
に
つ
い
て
の
み
詳
細
な
リ
ス
ク
評
価
を
行
う
よ
う
な
評
価
の
方
法
。

土
壌
の
よ
う
に
、
い
っ
た
ん
汚
染
さ
れ
る
と
拡
散
に
よ
る
希
釈
効
果
は
あ
ま
り
期
待
で
き
ず
蓄
積
す
る
の
で
、
汚
染
物
質
の
排
出
を
止
め
て
も
、
そ
の
ま
ま
で
は
長
期
に
わ
た
り
汚

染
状
態
が
改
善
さ
れ
に
く
い
よ
う
な
汚
染
。

要
素
技
術

高
精
度
な
手
法
（
不
確
実
性
因
子
低
減
の
た
め
の
手
法
）

*
バ
イ
オ
ア
ッ
セ
イ
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
手
法

発
が
ん
性
、
生
殖
毒
性
、
神
経
毒
性

等
、
高
コ
ス
ト
・
長
期
を
要
す
る
毒
性
の

高
度
な
評
価
手
法

試
供
生
物
(バ
ク
テ
リ
ア
、
細
胞
、
水
棲
生
物
な
ど
）
の
生
物
学
的
応
答
の
度
合
い
に
応
じ
て
、
環
境
サ
ン
プ
ル
の
毒
性
の
大
き
さ
を
評
価
す
る
手
法
で
あ
り
、
未
知
の
毒
性
物
質
の
影
響
評
価
や

複
数
の
化
学
物
質
を
同
時
に
摂
取
し
た
場
合
の
総
括
的
な
影
響
を
評
価
す
る
こ
と
が
可
能
。

環
境
に
配
慮
し
た
設
計
。

製
品
に
含
ま
れ
る
化
学
物
質
の
情
報
を
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
に
沿
っ
て
授
受
す
る
手
法
。

*
T
ie
re
d
 A
p
p
ro
ac
h

*
ス
ト
ッ
ク
汚
染

*
３
Ｒ
(R
e
p
la
c
e
m
e
n
t,
 R
e
du
c
ti
o
n
, 
R
e
fi
n
e
m
e
n
t)

動
物
試
験
の
代
替
（
R
e
pl
ac
e
m
e
n
t）
, 
動
物
数
の
削
減
（
R
e
du
c
ti
o
n
）
, 
苦
痛
の
削
減
（
R
e
fi
n
e
m
e
n
t）
を
目
指
す
も
の
。

A
D
M
E
*
/
T
o
x*
の
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
分
子

レ
ベ
ル
で
の
解
明
手
法
（
た
ん
ぱ
く
質

の
役
割
等
）

*
A
D
M
E
(A
bs
o
rp
ti
o
n
, 
D
is
tr
ib
u
ti
o
n
, 
M
e
ta
bo
lis
m
, 
E
xc
re
ti
o
n
)

(
p

,
,

)

*
A
D
M
E
/
T
o
x(
A
D
M
E
 t
o
xi
c
it
y)

A
D
M
E
を
解
明
す
る
手
法
。
実
験
系
も
含
む
。

*
P
B
T
K
(p
h
ys
io
lo
gi
c
al
ly
-
ba
se
d 
to
xi
c
o
ki
n
e
ti
c
s)

化
学
物
質
の
体
内
動
態
を
記
述
し
た
モ
デ
ル
。

*
P
B
T
K
/
T
D
(P
B
P
K
 t
o
ｘ
ic
o
-
dy
n
am
ic
s)
 

化
学
物
質
の
体
内
動
態
に
加
え
、
細
胞
組
織
内
で
の
影
響
を
記
述
し
た
モ
デ
ル
。

動
物
試
験
の
代
替
（
p

）
,
動
物
数
の
削
減
（

）
,
苦
痛
の
削
減
（

）
を
目
指
す
も
の
。

吸
収
、
分
布
、
代
謝
、
排
泄
。

2009ロードマップ12



化
学
物
質
総
合
評
価
管
理
分
野
の
技
術
マ
ッ
プ
　
（
4
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削
減
技
術
開
発
（
重
要
技
術
）

評
価
項
目

②
産
業
競
争

力
強
化

a. ハ
ザ
ー
ド

や
排
出
削

減
量
か
ら

見
た
リ
ス
ク

削
減
ポ
テ

ン
シ
ャ
ル

◎
：
大

○
：
中

△
：
小

b. コ
ス
ト
（
純

粋
に
コ
ス
ト

と
し
て
評

価
）

◎
：
安
い

○
：
中
く
ら

い △
：
高
い

他
の
業
界
や

分
野
へ
の
波

及
効
果
、
技

術
の
将
来
性

◎
：
高
い

○
：
中
く
ら
い

△
：
低
い

E
0
1

酸
化
剤
、

触
媒

オ
ゾ
ン
（
プ
ラ
ズ
マ
）
利
用
接
触
分
解

B
T
X
他

洗
浄
、
接
着
、

印
刷
、
塗
装

分
解
装
置

中
小
企
業
、
技

術
力
確
保

大
◎

○
◎

E
0
2

プ
ロ
セ
ス
マ
イ
ク
ロ
ガ
ス
タ
ー
ビ
ン
を
用
い
た
V
O
C
分
解
･除
去

ト
ル
エ
ン
、
酢

酸
ブ
チ
ル
等

化
学
、
石
油

分
解
装
置

中
小
企
業
、
技

術
力
確
保

小
◎

◎
○

E
0
3

プ
ロ
セ
ス
マ
イ
ク
ロ
波
プ
ラ
ズ
マ
を
用
い
た
完
全
分
解
プ
ロ
セ
ス

ト
ル
エ
ン
，
n
-

ブ
タ
ン

洗
浄
、
接
着
、

印
刷
、
塗
装

分
解
装
置

中
小
企
業
、
技

術
力
確
保

小
◎

△
○

E
0
4

触
媒

低
温
接
触
分
解
プ
ロ
セ
ス

ト
ル
エ
ン
、
n
-

ブ
タ
ン
等

洗
浄
、
接
着
、

印
刷
、
塗
装

分
解
装
置

排
ガ
ス
、
技
術

開
発
確
保

大
◎

◎
○

E
0
5

装
置

熱
交
換
型
触
媒
燃
焼

ト
ル
エ
ン
，
n
-

ブ
タ
ン
等

化
学
、
石
油

分
解
装
置

中
小
企
業
、
技

術
力
確
保

中
◎

△
○

E
0
6

酸
化
剤
、

触
媒

固
体
酸
触
媒
に
よ
る
触
媒
燃
焼

ト
ル
エ
ン
，
n
-

ブ
タ
ン
等

化
学
、
石
油

分
解
装
置

中
小
企
業
、
技

術
力
確
保

中
○

◎
○

E
0
7

膜
材
料
・
ガ
ソ
リ
ン
ベ
ー
パ
ー
の
回
収
・
分
解

・
消
毒
・
滅
菌
剤
の
回
収
・
分
解

ト
ル
エ
ン
、
エ

ピ
ク
ロ
ロ
ヒ
ド

リ
ン

石
油
製
品
、

医
療
用
品

分
離
膜

移
動
体
、
技
術

力
確
保

大
◎

○
○

材
料
プ
無
機
有
機
ハ
イ
ブ
リ
ド
膜
複
合
酸
化
物
層
状
化
合
物
等
吸

削
減

開
発

要
素

完
全
酸
化
分
解
に
よ
り
、
排
出
Ｖ
Ｏ
Ｃ
を
大
幅
に
削
減
す
る

評
価
項
目
①

リ
ス
ク
削
減
効
果

主
な
削

減
対
象

物
質

･リ
ー
ン
バ
ー
ン
燃
焼
(超
希
薄
有
機
ガ
ス
の
完
全
燃
焼
技
術
)触
媒
、
後
段
排

ガ
ス
分
解
触
媒

・
低
温
、
小
型
熱
交
換
器

･電
力
発
生
の
負
荷
変
動
対
策
、
系
統
連
携

そ
の
技
術
に

よ
っ
て
生
産

さ
れ
る
製
品

具
体
的
テ
ー
マ
例

大
分
類
：

産
業
・

広
域
・

生
活

環
境
媒

体
対
策
課
題

（
技
術
）

分
離

分
解

削
減
対
象
物

質
群

高
性
能
ガ
ス
分
離
膜
で
V
O
C
を
捕
集
し
、
排
出
V
O
C
を
ゼ
ロ

に
す
る

将
来
的
に
そ

の
技
術
の

必
要
性

技
術
課
題
例

・
生
分
解
性
生
体
高
分
子
材
料
含
有
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ト
膜

・
オ
ゾ
ン
酸
化
、
プ
ラ
ズ
マ
併
用
触
媒
（
鉄
系
、
ニ
ッ
ケ
ル
系
等
）

・
小
型
ハ
ニ
カ
ム
ロ
ー
タ
ー

・
吸
着
剤
濃
縮
に
よ
る
低
温
プ
ラ
ズ
マ
分
解
装
置

・
キ
ュ
ー
リ
ー
点
制
御
に
よ
る
高
効
率
回
収
装
置

・
シ
リ
コ
ー
ン
ゴ
ム
中
空
糸
膜
と
膜
モ
ジ
ュ
ー
ル
化

･炭
素
系
水
分
離
膜
と
組
み
合
わ
せ

市
場
規

模

小
：
1
0
0

億
円
以

下
中
：
1
0
0

～
5
0
0
億

円
大
：
5
0
0

億
円
以

上

・
コ
ン
パ
ク
ト
な
フ
ィ
ン
型
内
部
熱
交
換
器

・
酸
化
分
解
触
媒
（
P
t、
N
i、
C
u
等
）

･マ
イ
ク
ロ
プ
ラ
ズ
マ
発
振
器
（
周
波
数
変
換
　
コ
ス
ト
、
出
力
方
法
）

・
ハ
ニ
カ
ム
分
解
触
媒
(高
シ
リ
カ
ゼ
オ
ラ
イ
ト
、
酸
化
チ
タ
ン
系
光
触
媒
，
活

性
炭
等
)

・
非
貴
金
属
系
触
媒
（
固
体
酸
系
触
媒
(シ
リ
カ
系
、
ゼ
オ
ラ
イ
ト
系
)、
酸
化
鉄

系
触
媒
な
ど
）

・
希
薄
燃
焼
プ
ロ
セ
ス
、
低
温
熱
交
換

・
酸
化
物
イ
オ
ン
包
蔵
各
種
ア
ル
ミ
ノ
ケ
イ
酸
塩

・
ゼ
オ
ラ
イ
ト
複
合
触
媒
（
ゼ
オ
ラ
イ
ト
と
P
t-
ア
ル
ミ
ナ
複
合
化
）

・
酸
化
物
イ
オ
ン
包
蔵
各
種
ア
ル
ミ
ノ
ケ
イ
酸
塩

・
ゼ
オ
ラ
イ
ト
複
合
触
媒
（
ゼ
オ
ラ
イ
ト
と
P
t-
ア
ル
ミ
ナ
複
合
化
）

主
な
排
出
産

業
（
技
術
の
適

用
先
）

技
術
N
o
.

開
発
目
標

E
0
8

材
料
、
プ

ロ
セ
ス
無
機
・
有
機
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ド
膜
、
複
合
酸
化
物
、
層
状
化
合
物
等
吸

着
剤
に
よ
る
分
離

ト
ル
エ
ン
、
n
-

ブ
タ
ン

石
油
製
品

分
離
膜

V
O
C
削
減

技
術
力
優
位

○
○

◎

E
0
9

プ
ロ
セ
ス
無
溶
媒
に
よ
る
合
成
、
分
離
･抽
出

ト
ル
エ
ン
、
キ

シ
レ
ン

化
成
品
、
医
農

薬
薬
品
、

フ
ァ
イ
ン

G
S
C
、
技
術
力

優
位

大
◎

○
◎

E
1
0

溶
媒
、
プ

ロ
セ
ス
ア
ル
コ
ー
ル
、
炭
化
水
素
系
溶
媒
に
よ
る
合
成
、
分
離
･抽
出

ト
ル
エ
ン
、
キ

シ
レ
ン

化
成
品
、

医
農
薬

薬
品
、

フ
ァ
イ
ン

G
S
C
、
技
術
力

優
位

大
◎

○
◎

E
1
1

溶
媒
、
触

媒
水
溶
性
触
媒
、
イ
オ
ン
性
流
体
に
よ
る
グ
リ
ー
ン
化

ト
ル
エ
ン
、
キ

シ
レ
ン

医
農
薬

キ
ラ
ル
化
合

物
、
色
素

G
S
C
、
技
術
力

優
位

中
◎

○
○

E
1
2

プ
ロ
セ
ス
V
O
C
フ
リ
ー
加
工
技
術

ト
ル
エ
ン
、
酢

酸
ブ
チ
ル

塗
装
、
印
刷

塗
料

V
O
C
規
制
、
技

術
力
優
位

中
◎

○
○

E
1
3

材
料
、
プ

ロ
セ
ス
環
境
調
和
型
エ
マ
ル
シ
ョ
ン

ト
ル
エ
ン
、
キ

シ
レ
ン

化
成
品
、

医
農
薬

加
工
、
薬
品
、

フ
ァ
イ
ン

G
S
C
、
技
術
力

優
位

中
○

○
○

E
1
4

触
媒
、
プ

ロ
セ
ス
マ
イ
ク
ロ
リ
ア
ク
タ
ー
に
よ
る
シ
ン
プ
ル
化
及
び
高
速
化

ト
ル
エ
ン
、
キ

シ
レ
ン

化
成
品
、

医
農
薬

医
薬
原
料

G
S
C
、
技
術
開

発
確
保

中
◎

○
○

E
1
5

触
媒
、
プ

ロ
セ
ス
複
数
工
程
を
融
合
し
た
反
応
場
に
よ
る
工
程
簡
略
化

ト
ル
エ
ン
、
キ

シ
レ
ン
(有
害

副
生
物
削

減
)

化
成
品
、
医
農

薬

原
材
料
、
フ
ァ

イ
ン
、
医
薬
原

体

G
S
C
、
技
術
力

優
位

中
◎

○
◎

E
1
6

触
媒
、
プ

ロ
セ
ス
反
応
の
必
要
部
分
の
み
が
選
択
的
に
加
熱
励
起
さ
れ
る
シ
ン
プ

ル
化
シ
ス
テ
ム

ト
ル
エ
ン
、
キ

シ
レ
ン
(有
害

副
生
物
削

減
)

化
成
品
、
医
農

薬
フ
ァ
イ
ン

G
S
C
、
技
術
力

優
位

大
◎

○
◎

E
1
7

溶
剤
、
プ

ロ
セ
ス
環
境
調
和
型
リ
サ
イ
ク
ル
溶
剤

ジ
ク
ロ
ロ
メ
タ

ン
等

金
属
製
品

溶
剤
等

リ
サ
イ
ク
ル
、
技

術
開
発
確
保

大
◎

○
◎

E
1
8

材
料

部
品
・
補
修
用
水
系
塗
料

ト
ル
エ
ン
、
酢

酸
ブ
チ
ル
輸
送
用
機
械
器

具
、
金
属

塗
料

V
O
C
規
制
、
技

術
開
発
確
保

大
○

◎
○

E
1
9

材
料

U
V
硬
化
樹
脂
、
粉
体
樹
脂
に
よ
る
塗
料
化

ト
ル
エ
ン
、
酢

酸
ブ
チ
ル
輸
送
用
機
械
器

具
、
金
属

塗
料

V
O
C
規
制
、
技

術
開
発
確
保

大
◎

○
○

無
溶
剤
プ
ロ
セ
ス
化
に
よ
っ
て
、
溶
剤
消
費
量
を
大
幅
に
削

減
す
る

触
媒
燃
焼
技
術

り
希
薄
濃
度

低
温
燃
焼
技
術
を

・
サ
ブ
ナ
ノ
エ
マ
ル
シ
ョ
ン
、
粉
体
モ
ノ
マ
ー

・
発
色
塗
料
、
硬
化
剤

大
気

V
O
C
/
溶
媒

プ
ロ
セ
ス
転

換

代
替
物
質

・
超
臨
界
C
O
2
に
よ
る
塗
装
、
洗
浄
プ
ロ
セ
ス

・
溶
剤
混
合
ノ
ズ
ル

･ポ
リ
オ
レ
フ
ィ
ン
用
高
性
能
接
着
剤

・
反
応
型
水
系
ポ
リ
ウ
レ
タ
ン
樹
脂
の
合
成

低
環
境
負
荷
溶
剤
を
使
用
す
る
生
産
プ
ロ
セ
ス
に
よ
り
V
O
C

排
出
量
を
大
幅
に
削
減
す
る

生
分
解
性
生
体
高
分
子
材
料
含
有
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ト
膜

・
メ
ン
ブ
レ
ン
リ
ア
ク
タ
ー

低
環
境
負
荷
溶
剤
へ
の
代
替
に
よ
り
、
V
O
C
排
出
の
原
因
と

な
る
溶
剤
の
使
用
量
を
大
幅
に
削
減
す
る

・
グ
リ
コ
ー
ル
エ
ー
テ
ル
系
、
乳
酸
エ
ス
テ
ル
、
エ
タ
ノ
ー
ル
誘
導
体
、
テ
ル
ペ

ン
系
溶
剤
等
の
バ
イ
オ
サ
ー
フ
ァ
ク
タ
ン
ト

多
段
合
成
工
程
を
シ
ン
プ
ル
化
・
小
型
化
し
て
、
漏
れ
V
O
C

量
を
大
幅
に
削
減
す
る

・
マ
イ
ク
ロ
波
に
よ
る
ポ
リ
エ
ス
テ
ル
、
プ
ロ
ピ
レ
ン
選
択
的
還
元

・
高
選
択
加
熱
に
よ
る
芳
香
族
ポ
リ
カ
ー
ボ
ネ
ー
ト
の
製
造

・
高
誘
電
体
（
固
体
ス
ル
ホ
ン
酸
系
触
媒
、
固
体
高
分
子
触
媒
)

最
少
量
の
反
応
励
起
エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
っ
て
有
害
副
生
物

の
発
生
を
抑
制
す
る
技
術
を
開
発
す
る

・
ア
ル
デ
ヒ
ド
類
の
高
速
・
高
選
択
合
成
（
多
段
衝
突
型
）

・
ベ
ン
ゼ
ン
の
フ
ェ
ノ
ー
ル
へ
の
直
接
酸
化

・
ポ
リ
エ
ス
テ
ル
合
成
、
2
分
子
間
縮
合
、
ク
マ
リ
ン
誘
導
体
等

・
マ
イ
ク
波
･高
周
波
加
熱
、
超
臨
界
流
体
利
用

･界
面
活
性
剤
型
触
媒
(環
境
調
和
型
ア
ゾ
化
合
物
類
の
合
成
)

･高
分
子
担
体
に
よ
る
ア
ル
コ
ー
ル
･炭
化
水
素
/
水
抽
出
プ
ロ
セ
ス

･金
属
錯
体
触
媒
に
よ
る
オ
キ
ソ
反
応
、
選
択
水
素
化
、
異
性
化

・
水
溶
性
錯
体
触
媒
、
相
間
移
動
触
媒
に
よ
る
シ
ン
プ
ル
化
反
応

・
速
乾
性
水
性
塗
料
（
カ
ル
ボ
キ
シ
基
含
有
系
塗
料
組
成
物
)

･サ
ブ
ナ
ノ
エ
マ
ル
シ
ョ
ン
塗
料
、
硬
化
剤

・
超
音
波
、
マ
イ
ク
ロ
波
、
高
周
波
を
利
用
し
た
ナ
ノ
材
料
合
成
、
有
害
物
質

の
分
解
、
殺
菌
プ
ロ
セ
ス

・
イ
オ
ン
性
流
体
、
超
臨
界
流
体
に
よ
る
水
和
、
水
素
化
、
メ
チ
ル
化
、
無
機

有
機
ハ
イ
ブ
リ
ッ
ト
材
料

・
メ
ン
ブ
レ
ン
リ
ア
ク
タ
ー
(ガ
ス
分
離
、
水
分
除
去
)

・
有
機
溶
剤
代
替
洗
浄

・
超
音
波
利
用
に
よ
る
エ
マ
ル
シ
ョ
ン
の
生
成
（
界
面
活
性
剤
の
不
使
用
）

E
2
0

プ
ロ
セ
ス
低
N
O
x燃
焼
シ
ス
テ
ム

N
O
ｘ

化
成
品
、
石
油

製
品

排
ガ
ス
装
置

温
暖
化
、
技
術

力
優
位

大
◎

○
◎

触
媒
燃
焼
技
術
に
よ
り
、
希
薄
濃
度
で
の
低
温
燃
焼
技
術
を

開
発
し
、
N
O
x生
成
量
を
大
幅
に
削
減
す
る

・
リ
ー
ン
バ
ー
ン
触
媒
(ジ
ル
コ
ニ
ア
系
複
合
酸
化
物
、
活
性
炭
素
繊
維
等
)

・
低
N
O
xバ
ー
ナ
ー
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化
学
物
質
総
合
評
価
管
理
分
野
の
技
術
マ
ッ
プ
　
（
5
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削
減
技
術
開
発
（
重
要
技
術
）

E
2
1

触
媒
、
プ

ラ
ズ
マ
触
媒
と
プ
ラ
ズ
マ
の
組
合
せ
に
よ
る
N
O
x選
択
的
接
触
還
元
分
解

N
O
x

固
定
発
生
源
燃

焼
炉

排
ガ
ス
装
置

温
暖
化
、
技
術

力
確
保

小
◎

○
◎

E
2
2

触
媒

N
O
xの
選
択
的
接
触
還
元
分
解

N
O
x

固
定
発
生
源
燃

焼
炉

排
ガ
ス
装
置

温
暖
化
、
技
術

力
確
保

大
○

○
○

E
2
3

触
媒
、
プ

ロ
セ
ス
低
品
位
炭
化
水
素
か
ら
の
オ
レ
フ
ィ
ン
、
合
成
ガ
ス
製
造

N
O
ｘ
,

S
O
x

化
成
品
、
石
油

製
品

機
能
性

化
学
品

資
源
確
保
、
技

術
力
確
保

大
○

○
○

E
2
4

触
媒
、
プ

ロ
セ
ス
低
品
位
化
石
資
源
中
の
重
金
属
除
去
と
再
資
源
化

H
g,
V
, 
S
?,

N
i, 
A
s

石
油
製
品

回
収
装
置

国
際
規
制
、
技

術
開
発
確
保

大
○

○
○

E
2
5

触
媒
、
プ

ロ
セ
ス
未
利
用
資
源
の
有
用
原
料
転
換

N
O
ｘ
,

S
O
x

化
成
品

機
能
性

化
学
品

資
源
確
保
、
技

術
力
確
保

大
○

○
○

E
2
6

触
媒
、
プ

ロ
セ
ス
C
O
2
、
D
M
E
等
を
利
用
し
た
化
成
品
製
造

N
O
ｘ
,

S
O
x

化
成
品
、
石
油

製
品

機
能
性

化
学
品

資
源
確
保
、
技

術
力
確
保

大
○

○
○

代
替
物
質

E
2
7

材
料

シ
ー
ル
代
替
品
材

ア
ス

ベ
ス
ト

プ
ラ
ン
ト

プ
ラ
ン
ト
用
材

料
負
の
遺
産
、
技

術
力
優
位

中
○

○
○

飛
散
防
止

技
術

E
2
8

材
料
、
プ

ロ
セ
ス
剥
離
・
回
収
・
飛
散
防
止

ア
ス

ベ
ス
ト

産
廃
処
分
業

ビ
ル
･住
宅

コ
ー
テ
ィ
ン
グ

材
、
処
理
シ
ス

テ
ム

負
の
遺
産
、
技

術
力
確
保

大
◎

○
◎

E
2
9

吸
着

水
銀
及
び
有
害
金
属
の
分
離
・
除
去
と
最
終
処
分
法

H
g、
A
s他

電
力
会
社
（
火

力
発
電
所
）
排
ガ
ス
装
置
・

回
収
装
置

国
際
規
制
、
技

術
開
発
確
保

小
◎

○
○

E
3
0

材
料

吸
着
剤
に
よ
る
重
金
属
等
の
分
離
･除
去

N
i，
M
n
，

A
s，
B
e
，

C
r6
+

化
学
、
電
力

回
収
装
置

資
源
確
保
、
技

術
開
発
確
保

大
◎

○
◎

未
利
用
資
源
を
資
源
化
し
て
、
微
粒
子
の
発
生
し
に
く
い
燃

料
資
源
量
を
拡
大
す
る

N
O
xを
還
元
無
害
化
す
る

有
害
金
属
の
分
離
・
隔
離
技
術
を
開
発
す
る

無
害
な
ア
ス
ベ
ス
ト
除
去
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る

産
業

優
先
2
2
物
質

原
料
転
換

分
解

分
離
・
除
去

ア
ス
ベ
ス
ト
，

P
C
B
な
ど

・
飛
散
防
止
コ
ー
テ
ィ
ン
グ
材
（
保
水
剤
、
増
粘
剤
等
）

・
硬
化
性
高
分
子
材
料
等
の
劣
化
防
止

・
無
人
ロ
ボ
ッ
ト
の
マ
ニ
ピ
ュ
レ
ー
タ
ー
及
び
制
御
シ
ス
テ
ム

・
超
臨
界
C
O
2
を
使
用
し
た
ホ
ル
ム
ア
ミ
ド
誘
導
体

・
D
M
E
か
ら
の
プ
ロ
ピ
レ
ン
転
換

・
鉄
-
亜
鉛
/
プ
ロ
ト
ン
置
換
Y
型
ゼ
オ
ラ
イ
ト
触
媒
の
オ
レ
フ
ィ
ン
合
成

・
酸
化
ダ
イ
ヤ
モ
ン
ド
－
ニ
ッ
ケ
ル
触
媒
に
よ
る
合
成
ガ
ス
製
造

・
放
電
に
よ
る
メ
タ
ン
か
ら
の
オ
レ
フ
ィ
ン
合
成

・
硫
化
水
素
に
よ
る
金
属
水
銀
の
除
去
技
術

・
塩
化
揮
発
法
に
よ
る
非
鉄
金
属
の
分
離
濃
縮

・
膨
脹
黒
鉛
と
マ
イ
カ
/
粘
土
等
複
合
材
料
、
酸
化
物
系
セ
ラ
ミ
ッ
ク
ス
シ
ー
ル

材 ・
パ
ッ
キ
ン
へ
の
展
開
、
寿
命
実
証

ア
ス
ベ
ス
ト
代
替
製
品
を
開
発
す
る

微
粒
子
類

・
硫
化
水
素
法
（
特
に
石
炭
燃
焼
ガ
ス
）

・
集
塵
装
置
前
に
活
性
炭
の
吹
込
み

・
煙
道
へ
の
活
性
炭
又
は
F
C
C
廃
触
媒
の
吹
込
み

・
活
性
炭
、
イ
オ
ウ
担
持
活
性
炭
な
ど

・
（
水
銀
）
ア
マ
ル
ガ
ム
、
硫
化
物
等
に
よ
る
固
定
化

・
鉄
系
吸
着
剤

･バ
イ
オ
マ
ス
起
源
炭
素
系
吸
着
剤
、
高
表
面
積
シ
リ
カ

･金
属
酸
化
物
粒
子
の
浮
選
分
離
・
比
重
分
離

・
C
O
、
水
素
を
用
い
た
選
択
的
接
触
触
媒

・
エ
タ
ノ
ー
ル
を
用
い
た
A
g-
ア
ル
ミ
ナ
触
媒

・
ジ
ル
コ
ニ
ア
系
ｾ
ﾗ
ﾐｯ
ｸ
ｽ
-
N
iO
触
媒
に
よ
る
N
O
x浄
化
用
電
気
化
学
リ
ア
ク

タ
ー

・
省
エ
ネ
型
プ
ラ
ズ
マ
発
振
器

・
N
O
x還
元
(還
元
剤
：
C
3
炭
化
水
素
)触
媒
(A
g-
ア
ル
ミ
ナ
，
銅
系
触
媒
な
ど
)

・
超
重
質
留
分
の
脱
ア
ル
キ
ル
化
に
よ
る
単
純
芳
香
族
化
合
物

・
セ
ル
ロ
ー
ス
系
バ
イ
オ
マ
ス
か
ら
の
L
-
乳
酸
の
合
成

・
セ
ル
ロ
ー
ス
の
低
環
境
負
荷
・
高
効
率
糖
化
技
術

・
グ
ル
コ
ー
ス
の
発
酵
・
酵
素
反
応
に
よ
る
化
学
品
誘
導

C
r

分
離
・
除
去
E
3
1

吸
着
材
排
水
中
か
ら
の
分
離
・
除
去

A
s，
S
e
金
属
、
化
学

回
収
装
置

環
境
対
応
、
技

術
開
発
確
保

中
◎

○
○

E
3
2

ｲ
ｵ
ﾝ
交
換
水
中
の
陰
イ
オ
ン
交
換
分
離

F
,B
,P
,

A
s,
S
e
な

ど

金
属
、
非
鉄
金

属
有
害
物
処
理

シ
ス
テ
ム

環
境
対
応
、
技

術
開
発
確
保

大
○

○
△

E
3
3

材
料

高
性
能
イ
オ
ン
交
換
膜
、
多
機
能
吸
着
材
に
よ
る
選
択
回
収
・
除

去

F
，
B
，
C
d，

P
b，
H
g，

A
s，
C
r

金
属
、
非
鉄
金

属
有
害
金
属
回

収
シ
ス
テ
ム

環
境
対
応
、
技

術
開
発
確
保

中
○

○
◎

E
3
4

吸
着
材
E
P
灰
溶
出
液
か
ら
の
ほ
う
素
・
セ
レ
ン
の
除
去

B
，
S
e

電
力
会
社
（
火

力
発
電
所
）

分
離
シ
ス
テ

ム
分
離
装
置

技
術
力
優
位

大
○

○
△

E
3
5

吸
着
剤

微
生
物
電
気
め
っ
き
・
め
っ
き
排
水
か
ら
の
金
属
分
離

B
,F
,C
N
な

ど
，
重
金

属
め
っ
き
業

め
っ
き
製
品

回
収

シ
ス
テ
ム

汚
泥
処
理
、
技

術
開
発
確
保

リ
サ
イ
ク
ル

中
◎

○
○

E
3
6

溶
媒
抽
出
無
電
解
め
っ
き
廃
液
か
ら
の
分
離
･除
去
・
回
収

N
i

め
っ
き
業

め
っ
き
製
品

汚
泥
処
理
、
技

術
開
発
確
保

小
◎

△
○

E
3
7

材
料

弱
酸
性
、
弱
塩
基
性
キ
レ
ー
ト
修
飾
高
分
子
分
離
膜

S
e
、
P
b、

C
r等

金
属
、
非
鉄
金

属
分
離
膜

○
○

○

再
生
・
長
寿

命
化

E
3
8

プ
ロ
セ
ス
め
っ
き
老
廃
液
の
再
生
、
長
寿
命
化

N
i

め
っ
き
業

め
っ
き
製
品

汚
泥
処
理
、
技

術
開
発
確
保

中
◎

○
○

分
解

E
3
9

材
料

分
離
濃
縮
と
完
全
酸
化
分
解

ト
リ
ク
ロ
ロ

エ
チ
レ
ン
化
成
品
、
医
農

薬
分
解
装
置

汚
泥
処
理
、
技

術
開
発
確
保

中
◎

◎
◎

E
4
0

酸
化

マ
イ
ク
ロ
バ
ブ
ル
に
よ
る
直
接
酸
化
分
解

フ
ェ
ノ
ー
ル

類
、
ジ
オ
キ

サ
ン

化
成
品

分
解
装
置

国
内
規
制
、
排

水
処
理

小
◎

◎
◎

分
離
・
除
去

陰
イ
オ
ン

重
金
属
類

難
分
解
性
物
質
の
完
全
酸
化
分
解
技
術
を
開
発
す
る

新
規
な
高
効
率
有
害
金
属
分
離
技
術
を
開
発
す
る

新
規
な
高
効
率
有
害
陰
イ
オ
ン
分
離
技
術
を
開
発
す
る

・
N
a、
シ
ュ
ウ
酸
、
亜
リ
ン
酸
イ
オ
ン
等
の
除
去

・
逆
浸
透
膜
に
よ
る
脱
塩
、
イ
オ
ン
交
換
膜
に
よ
る
ク
ロ
ー
ズ
ド
化

・
無
機
層
状
イ
オ
ン
交
換
体
ハ
イ
ド
ロ
タ
ル
サ
イ
ト

・
イ
オ
ン
交
換
型
炭
素
繊
維

・
高
分
子
膜
：
ポ
リ
ス
ル
ホ
ン
膜
，
酢
酸
セ
ル
ロ
ー
ス
膜

・
弱
酸
性
、
弱
塩
基
性
修
飾
、
キ
レ
ー
ト
修
飾

水
域

・
M
g又
は
M
g合
金
系
吸
着
材
に
よ
る
金
属
イ
オ
ン
等
の
除
去

・
吸
着
剤
：
ハ
イ
ド
ロ
タ
ル
サ
イ
ト
層
状
化
合
物

・
合
成
条
件
と
吸
着
能
力

・
N
-
メ
チ
ル
-
ポ
リ
ヒ
ド
ロ
キ
シ
ヘ
キ
シ
ル
-
ア
ミ
ノ
基
を
有
す
る
キ
レ
ー
ト
樹
脂

・
吸
着
容
量
の
拡
大

・
エ
マ
ル
シ
ョ
ン
フ
ロ
ー
溶
媒
抽
出
法

・
ホ
ウ
酸
分
離
材
（
N
-
メ
チ
ル
グ
ル
カ
ミ
ン
型
ホ
ウ
素
選
択
陰
イ
オ
ン
交
換
樹

脂
）

・
ハ
イ
シ
リ
カ
ゼ
オ
ラ
イ
ト
等
イ
オ
ン
交
換
膜
、
多
機
能
吸
着
材

・
オ
ゾ
ン
酸
化
分
解

・
超
音
波
照
射
オ
ゾ
ン
酸
化
処
理

・
オ
ゾ
ン
発
生
装
置
（
コ
ス
ト
、
出
力
効
率
）

・
分
解
プ
ロ
セ
ス
、
後
処
理
工
程

・
超
音
波
と
の
併
用
に
よ
る
分
解

・
高
表
面
積
活
性
炭
等
吸
着
剤
(2
0
0
0
c
m
2
/
g以
上
)

・
硫
酸
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
吸
着
剤
(ホ
ウ
素
の
吸
着
)

・
金
属
陰
イ
オ
ン
分
離
材
（
N
-
メ
チ
ル
グ
ル
カ
ミ
ン
型
ホ
ウ
素
選
択
陰
イ
オ
ン

交
換
樹
脂
、
多
価
ア
ル
コ
ー
ル
導
入
型
ホ
ウ
素
選
択
性
陰
イ
オ
ン
交
換
樹
脂

等
）

・
高
選
択
的
鉄
酸
化
細
菌
を
用
い
る
ス
ラ
リ
ー
型
反
応
装
置
に
よ
る
金
属
分

離 ・
鉄
粉
添
加
に
よ
る
中
和
沈
殿

メ
ッ
キ
廃
液
の
再
生
シ
ス
テ
ム
を
開
発
し
て
、
重
金
属
類
の

排
出
量
を
大
幅
に
削
減
す
る
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化
学
物
質
総
合
評
価
管
理
分
野
の
技
術
マ
ッ
プ
　
（
6
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削
減
技
術
開
発
（
重
要
技
術
）

E
4
1

マ
イ
ク
ロ
バ
ブ
ル
オ
ゾ
ン
を
用
い
た
酸
化
分
解
の
促
進

1
,4
-
ジ
オ

キ
サ
ン

洗
浄
，
有
機
合

成
反
応
溶
剤
な

ど
分
解
装
置

規
制

技
術
開
発
確
保

◎
○

○

E
4
2

超
音
波
と
酸
化
チ
タ
ン
光
触
媒
に
よ
る
分
解

1
,4
-
ジ
オ

キ
サ
ン

洗
浄
剤
，
有
機

合
成
反
応
溶
剤

な
ど

分
解
装
置

規
制

技
術
開
発
確
保

○
○

○

E
4
3

微
生
物
に
よ
る
1
,4
-
ジ
オ
キ
サ
ン
の
分
解

1
,4
-
ジ
オ

キ
サ
ン

洗
浄
剤
，
有
機

合
成
反
応
溶
剤

な
ど

分
解
装
置

規
制

技
術
開
発
確
保

○
○

○

代
替
物
質

E
4
4

材
料

P
F
O
S
、
P
F
O
A
の
代
替
物
質

P
F
O
S
、

P
F
O
A

化
成
品
、
繊
維

P
F
O
S
、

P
F
O
A
の
代
替

物
質

規
制

技
術
開
発
確
保

中
○

○
◎

富
栄
養
化
物

質
分
離

E
4
5

プ
ロ
セ
ス

析
出

・
小
型
循
環
型
シ
ス
テ
ム

・
リ
ン
酸
の
結
晶
化
に
よ
る
リ
ン
の
分
離
・
除
去

P

無
機
化
学
、
酸

/
ア
ル
カ
リ
処
理

施
設
、
電
気

め
っ
き

回
収
装
置

資
源
確
保
、
技

術
開
発
確
保

中
△

◎
◎

分
解

E
4
6

微
生
物
高
濃
度
硝
酸
性
窒
素
含
有
排
水
処
理

N

無
機
化
学
工

業
，
非
鉄
金
属

製
造
業
，
表
面

処
理
施
設

処
理

シ
ス
テ
ム

健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

大
△

◎
◎

分
離

E
4
7

超
臨
界
二

酸
化
炭
素
・
ハ
ロ
ゲ
ン
化
物
の
分
離
技
術

・
高
効
率
酸
化
処
理
技
術

ト
リ
ク
ロ
ロ

エ
チ
レ
ン

洗
浄
施
設

処
理

シ
ス
テ
ム

都
市
計
画
、
技

術
力
優
位

中
◎

△
○

分
解

E
4
8

減
圧
還
元

加
熱
分
解
新
規
還
元
分
解
法

P
C
B

小
型
電
気
機
器

処
理

シ
ス
テ
ム

負
の
遺
産
、
技

術
力
優
位

中
◎

○
○

有
機
化
合
物

分
解

E
4
9

触
媒

・
低
温
接
触
分
解
触
媒
の
開
発

・
触
媒
不
活
性
化
元
素
の
分
離
処
理
技
術

・
低
コ
ス
ト
収
集
・
精
製
技
術

添
加
剤

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製

品
製
造
業

処
理

シ
ス
テ
ム

資
源
確
保
、
技

術
開
発
確
保

大
◎

○
◎

分
離
・
分
解
E
5
0

真
空
加
熱

・
製
品
か
ら
の
P
C
B
の
分
離
技
術

・
脱
塩
素
技
術

・
収
集
法
/
処
理
工
場
の
立
地

・
運
転
管
理
技
術

P
C
B

電
池
製
造
業

処
理

シ
ス
テ
ム

負
の
遺
産
、
技

術
力
優
位

中
○

○
○

難
分
解
性
物
質
1
,4
-
ジ
オ
キ
サ
ン
の
高
効
率
分
解
技
術
を

開
発
す
る

難
分
解
性
物

質
等

メ
イ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
容
易
な
高
性
能
リ
ン
回
収
シ
ス
テ
ム
を
開

発
す
る

高
機
能
を
有
す
る
難
分
解
性
物
質
の
代
替
物
質
を
開
発
す

る

難
分
解
性
物

質
等

P
C
B
汚
染
土
壌
の
浄
化

難
分
解
性
物

有
機
ハ
ロ
ゲ
ン
汚
染
土
壌
の
浄
化

・
真
空
加
熱
分
離
法
、
化
学
溶
剤
処
理

・
ア
ル
カ
リ
触
媒
に
よ
る
脱
塩
素
化
分
解

・
非
フ
ッ
素
系
界
面
活
性
剤

P
C
B
の
無
害
化

土
壌

・
高
選
択
吸
着
材
(ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
フ
ェ
ラ
イ
ト
、
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
-
メ
ソ
構
造
体
)

・
高
選
択
性
で
耐
フ
ァ
ウ
リ
ン
グ
性
の
透
過
膜

・
リ
ン
酸
固
定
化
剤
(カ
ル
シ
ウ
ム
塩
）

・
濃
縮
、
分
離
プ
ロ
セ
ス

・
光
触
媒
に
よ
る
酸
化
分
解

・
超
音
波
と
紫
外
線
照
射
と
の
併
用

・
カ
ビ
菌
の
分
解
効
果

・
分
解
菌
の
探
索
と
分
解
能
の
向
上

・
酸
化
分
解
促
進
条
件

・
マ
イ
ク
ロ
バ
ブ
ル
オ
ゾ
ン
装
置
の
設
計

・
ア
ナ
モ
ッ
ク
ス
菌
の
モ
ジ
ュ
ー
ル
化

・
遺
伝
子
組
み
換
え
に
よ
る
高
温
活
性
化

・
イ
オ
ウ
酸
化
細
菌
の
造
粒
化

・
後
段
排
水
処
理

・
超
臨
界
C
O
2
に
よ
る
ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン
分
離

・
フ
ェ
ン
ト
ン
処
理
と
超
音
波
処
理
の
併
用

・
炭
素
－
炭
素
結
合
切
断
触
媒
(ニ
ッ
ケ
ル
，
パ
ラ
ジ
ウ
ム
触
媒
)

･ポ
リ
オ
レ
フ
ィ
ン
系
化
合
物
の
モ
ノ
マ
ー
分
解
触
媒
(メ
タ
ロ
シ
リ
ケ
ー
ト
触
媒
)

・
減
圧
還
元
加
熱
法

・
ニ
ッ
ケ
ル
触
媒
に
よ
る
水
素
化
分
解

硝
酸
性
窒
素
除
去
高
温
活
性
微
生
物
を
開
発
す
る

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の
高
効
率
接
触
分
解
に
よ
り
原
料
ナ
フ
サ
、
モ

ノ
マ
ー
を
回
収
す
る

・
運
転
管
理
技
術

分
解

E
5
1

熱
分
解
ポ
リ
塩
化
ビ
ニ
ル
か
ら
の
塩
素
の
回
収
と
有
効
利
用

P
V
C
、
塩

素
化
学
工
業

処
理

シ
ス
テ
ム

廃
棄
物
削
減
、

技
術
開
発
確
保

大
○

◎
◎

E
5
2

分
離
材
排
水
ス
ラ
ッ
ジ
中
の
金
属
イ
オ
ン
分
離
・
回
収

Z
n
，
N
i

め
っ
き
業

め
っ
き
製
品
リ
サ
イ
ク
ル
、
技

術
開
発
確
保

中
○

○
○

E
5
3

プ
ロ
セ
ス
精
錬
や
リ
サ
イ
ク
ル
に
お
け
る
有
害
物
分
解
・
無
害
化

A
s、
Z
n
等
金
属
、
非
鉄
金

属
処
理

シ
ス
テ
ム

健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

小
◎

○
◎

汚
泥

分
離
・
資
源

化
・
固
定
化
E
5
4

プ
ロ
セ
ス
金
属
含
有
ス
ラ
ッ
ジ
の
資
源
化
・
減
量
化
・
安
定
化

P
b，
S
n
，

Z
n

ス
ラ
ッ
ジ

金
属
，
非
鉄
金

属
，
め
っ
き
業
回
収
・
処
理
シ

ス
テ
ム

汚
泥
処
理
、
技

術
開
発
確
保

大
◎

○
◎

プ
ロ
セ
ス
転

換
E
5
5

触
媒

固
体
酸
・
塩
基
触
媒
活
用
技
術

塩
酸
、
硫

酸
、
水
酸

化
ナ
ト
リ
ウ

ム

化
成
品
、
繊
維

機
能
性

化
学
品

G
S
C
、
技
術
開

発
確
保

大
◎

○
◎

分
離

E
5
6

材
料
（
膜
）
機
能
性
分
離
膜
等
に
よ
る
廃
酸
・
廃
ア
ル
カ
リ
の
回
収
・
固
定
化

塩
酸
、
硫

酸
、
水
酸

化
ナ
ト
リ
ウ

ム

化
成
品
、
繊
維
硝
酸
分
離
膜
G
S
C
、
技
術
開

発
確
保

中
◎

○
○

V
O
C

代
替
物
質

E
5
7

材
料

屋
外
用
、
防
食
製
品
用
水
系
塗
料

ト
ル
エ
ン
、

酢
酸
ブ
チ

ル

輸
送
用
機
械
器

具
、
金
属

塗
料

V
O
C
、
技
術
開

発
確
保

大
◎

○
◎

E
5
8

触
媒

N
O
ｘ
直
接
分
解

N
O
ｘ

燃
焼
設
備

分
解
装
置

温
暖
化
、
技
術

力
確
保

大
○

◎
◎

E
5
9

触
媒
/
還

元
材

希
薄
な
排
ガ
ス
中
N
O
xの
選
択
的
接
触
還
元
分
解

N
O
x

燃
焼
設
備

分
解
装
置

温
暖
化
、
技
術

力
確
保

大
◎

◎
○

E
6
0

触
媒

卑
金
属
触
媒
燃
焼

P
M
2
.5
固
定
発
生
源
燃

焼
炉

分
解
装
置

国
際
動
向
、
技

術
開
発
優
位

中
○

○
○

E
6
1

触
媒

触
媒
燃
焼
技
術

P
M
2
.5
固
定
発
生
源
燃

焼
炉

分
解
装
置

国
際
動
向
、
技

術
開
発
確
保

大
◎

◎
◎

E
6
2

触
媒

酸
素
イ
オ
ン
伝
導
材
料
に
よ
る
触
媒
燃
焼
技
術

P
M
2
5
固
定
発
生
源
燃

焼
炉

分
解
装
置

国
際
動
向
、
技

術
開
発
優
位

中
○

○
○

・
B
aO
-
A
l2
O
3
，
S
rO
-
A
l2
O
3
等
の
ヘ
キ
サ
ア
ル
ミ
ネ
ー
ト
系
複
合
酸
化
物
触

媒 ・
低
N
O
x高
負
荷
燃
焼
型
バ
ー
ナ
ー

・
B
a(
L
a)
M
n
(M
g)
系
、
S
rF
e
O
3
系
直
接
分
解
触
媒

・
ア
ル
カ
リ
添
加
酸
化
コ
バ
ル
ト
触
媒

・
新
規
凝
集
材
・
分
離
剤
、
選
択
的
フ
ェ
ラ
イ
ト
材
及
び
プ
ロ
セ
ス

・
溶
剤
濃
縮
・
リ
サ
イ
ク
ル
に
よ
る
長
寿
命
化

・
ス
ラ
ッ
ジ
の
安
全
な
再
利
用
法
（
用
途
）

･新
規
酸
化
物
沈
殿
法
、
フ
ェ
ラ
イ
ト
化
処
理

・
高
分
子
系
希
薄
金
属
イ
オ
ン
吸
着
材

N
O
x還
元
無
害
化
す
る

排
ガ
ス
中
の
微
量
P
M
の
大
幅
削
減
技
術
を
開
発
す
る

・
貴
金
属
代
替
触
媒
（
C
u
，
C
o
，
M
n
担
持
マ
イ
ク
ロ
-
メ
ソ
多
孔
質
体
）

・
排
ガ
ス
中
の
副
生
物
捕
集
処
理
プ
ロ
セ
ス

・
炭
化
水
素
還
元
、
メ
タ
ン
還
元
法

・
ヘ
テ
ロ
ポ
リ
酸
担
持
P
d触
媒

・
メ
タ
ン
還
元
法

・
ソ
ル
ボ
サ
ー
マ
ル
法
に
よ
る
P
t/
C
e
O
2
触
媒
（
水
素
還
元
）

・
新
規
複
合
酸
化
物
触
媒
燃
焼
プ
ロ
セ
ス

・
低
温
硬
化
性
塗
料

・
水
和
反
応
促
進
エ
マ
ル
シ
ョ
ン
型
塗
料

難
分
解
性
物

質
等

廃
棄
さ
れ
る
酸
/
ア
ル
カ
リ
量
を
大
幅
に
削
減
す
る

分
離

重
金
属
類

微
粒
子
類

大
気

・
塩
素
分
離
技
術

・
塩
化
揮
発
法
に
よ
る
非
鉄
金
属
の
分
離
へ
の
活
用

排
水
中
の
重
金
属
類
を
分
離
・
回
収
し
、
排
出
量
を
大
幅
に

削
減
す
る

・
精
錬
プ
ロ
セ
ス
に
お
け
る
A
s,
Z
n
分
離
材
、
無
害
化

・
鋼
材
の
リ
サ
イ
ク
ル
に
お
け
る
C
r,
N
i濃
縮
材

廃
棄
物

・
高
選
択
イ
オ
ン
交
換
樹
脂
、
炭
素
系
膜
分
離

・
金
属
イ
オ
ン
濃
縮
プ
ロ
セ
ス
（
希
硫
酸
浸
出
-
溶
媒
抽
出
）

・
水
溶
性
ポ
リ
マ
ー
と
多
孔
質
膜
を
組
合
わ
せ
た
金
属
イ
オ
ン
濃
縮

･M
n
系
ペ
ロ
ブ
ス
カ
イ
ト
型
酸
化
物
触
媒

L
G
O
系
酸
化
物
お
よ
び
L
G
O
系
酸
化
物

・
二
級
及
び
三
級
ア
ミ
ン
型
置
換
基
を
有
す
る
硝
酸
分
離
膜

・
バ
イ
ポ
ー
ラ
膜
(ア
ニ
オ
ン
交
換
膜
/
カ
チ
オ
ン
交
換
膜
)電
気
透
析
に
よ
る

分
離

・
固
体
酸
触
媒
に
よ
る
ア
ル
コ
ー
ル
と
一
酸
化
炭
素
か
ら
の
カ
ル
ボ
ン
酸
合

成 ・
希
土
類
の
長
鎖
ア
ル
キ
ル
硫
酸
塩
に
よ
る
ア
ル
ド
ー
ル
縮
合

廃
酸
・
廃
ア

ル
カ
リ

分
解

溶
剤
型
と
同
等
以
上
の
塗
膜
性
能
を
有
す
る
水
性
塗
料
を

開
発
す
る

ハ
ロ
ゲ
ン
含
有
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
か
ら
の
ハ
ロ
ゲ
ン
の
回
収
・
資

源
化

E
6
2

触
媒

酸
素
イ
オ
ン
伝
導
材
料
に
よ
る
触
媒
燃
焼
技
術

P
M
2
.5

焼
炉

分
解
装
置

術
開
発
優
位

中
○

○
○

・
L
a 2
G
e
O
5
系
酸
化
物
お
よ
び
L
aG
e
O
3
系
酸
化
物
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化
学
物
質
総
合
評
価
管
理
分
野
の
技
術
マ
ッ
プ
　
（
7
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削
減
技
術
開
発
（
重
要
技
術
）

捕
集

E
6
3

材
料
・
プ

ロ
セ
ス
電
気
集
じ
ん
法
に
よ
る
分
離
・
除
去

P
M
2
.5

発
電
機

回
収
装
置

国
際
動
向
、
技

術
開
発
優
位

中
◎

○
◎

有
機
化
合
物
吸
着
分
離

E
6
4

材
料

・
吸
着
剤
に
よ
る
分
離
・
除
去

・
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
分
離
・
回
収
プ
ロ
セ
ス

P
A
H
s

焼
却
場

処
理

シ
ス
テ
ム

環
境
対
応
、
技

術
開
発
確
保

中
○

○
○

E
6
5

微
生
物
窒
素
・
リ
ン
・
B
O
D
の
同
時
除
去

N
，
P

下
水
道
業

処
理

シ
ス
テ
ム

健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

中
○

◎
○

E
6
6

紫
外
線
照

射
・
低
濃
度
ア
ン
モ
ニ
ア
の
高
効
率
硝
化
技
術

・
脱
窒
技
術

N
下
水
道

回
収
装
置

国
際
規
制
、
技

術
開
発
確
保

中
○

○
○

E
6
7

吸
着
材
排
水
中
の
リ
ン
分
離
･除
去

P
畜
産
農
業
、
下

水
道
業

処
理

シ
ス
テ
ム

健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

中
○

○
◎

E
6
8

バ
イ
オ
/

晶
析

バ
イ
オ
テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
及
び
晶
析
法
に
よ
る
分
離
･除
去

P
畜
産
農
業
、
下

水
道
業

処
理

シ
ス
テ
ム

資
源
確
保
、
技

術
開
発
確
保

中
△

◎
◎

分
解

E
6
9

バ
イ
オ
生
物
処
理
と
マ
イ
ク
ロ
バ
ブ
ル
法
と
の
組
合
せ

N
系
化
合

物
下
水
道
業

有
害
物
処
理

シ
ス
テ
ム

健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

大
○

◎
○

E
7
0

吸
着
材
溶
媒
抽
出
と
化
学
的
お
よ
び
生
物
学
的
分
解
技
術

ク
ロ
ロ
フ
ェ

ノ
ー
ル
類

染
料

処
理

シ
ス
テ
ム

健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

中
◎

○
○

E
7
1

触
媒
、
材

料
光
触
媒
及
び
電
気
分
解
に
よ
る
分
解
技
術

ト
リ
ハ
ロ
メ

タ
ン
等

上
水
道
、
化
成

品
、
金
属
製
品

処
理

シ
ス
テ
ム

健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

小
○

○
○

富
栄
養
化
物

質

排
水
中
の
ア
ン
モ
ニ
ア
の
窒
素
化
技
術
の
開
発

生
物
学
的
及
び
化
学
的
濃
縮
と
晶
析
と
の
併
用
に
よ
る
分

離
・
回
収
法

微
生
物
に
よ
る
富
栄
養
化
物
質
の
一
段
除
去
プ
ロ
セ
ス
を

開
発
す
る

･高
表
面
積
活
性
炭
吸
着
剤
、
高
分
子
系
吸
着
剤

・
分
離
・
回
収
プ
ロ
セ
ス
の
低
温
化

・
C
a塩
添
加
の
晶
析
法
を
組
合
わ
せ
た
フ
ォ
ス
ト
リ
ッ
プ
法

･好
気
性
菌
に
よ
る
P
の
吸
収
と
活
性
石
炭
表
面
へ
の
沈
着

・
高
度
ポ
リ
リ
ン
酸
蓄
積
細
菌
の
探
索
及
び
強
化

・
リ
ン
酸
C
a法

･鉄
イ
オ
ン
を
鉄
粉
に
添
着
し
た
吸
着
剤

・
S
i系
光
触
媒

・
チ
タ
ン
担
持
シ
リ
カ
ゲ
ル
光
触
媒

陽
極
グ
ラ
フ
ン
陰
極
P
と
す
る
電
気
分
解

・
紫
外
線
照
射
プ
ロ
セ
ス

・
耐
熱
性
ア
ナ
モ
ッ
ク
ス
菌

・
ハ
イ
ド
ロ
タ
ル
サ
イ
ト
担
持
繊
維
（
H
T
C
F
）
、
多
孔
質
F
e
O
O
H

・
活
性
ア
ル
ミ
ナ
、
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
フ
ェ
ラ
イ
ト
等

・
オ
ゾ
ン
マ
イ
ク
ロ
バ
ブ
ル
処
理

・
高
分
子
系
、
炭
素
系
吸
着
剤
（
吸
着
容
量
大
、
再
生
容
易
、
安
価
）

･錯
体
系
リ
ン
吸
着
剤

・
金
属
酸
化
物
及
び
こ
れ
ら
の
複
合
酸
化
物

・
フ
ェ
ノ
ー
ル
利
用
脱
窒
菌
に
よ
る
生
物
処
理

・
A
n
am
m
o
x菌
利
用
排
水
処
理
技
術

・
活
性
微
生
物
製
剤
添
加
に
よ
る
硝
化
・
脱
窒
の
同
時
促
進

・
脱
窒
性
リ
ン
蓄
積
細
菌
（
D
N
P
A
O
）
、
硝
化
菌
、
脱
窒
菌
等
に
よ
る
窒
素
・
リ

ン
・
B
O
D
の
同
時
除
去

・
嫌
気
発
酵
/
好
気
発
酵
法
の
組
合
わ
せ
に
よ
る
同
時
除
去

・
溶
媒
抽
出
/
オ
ゾ
ン
分
解

・
ポ
リ
カ
プ
ロ
ラ
ク
ト
ン
等
の
生
分
解
性
樹
脂
に
よ
る
吸
着
と
微
生
物
に
よ
る

分
解

・
白
色
腐
朽
菌
生
産
酵
素
に
よ
る
分
解

・
バ
リ
ア
放
電
法
に
よ
る
ナ
ノ
粒
子
粗
大
化

・
湿
式
電
気
集
塵
機

新
規
な
芳
香
族
系
物
質
の
濃
縮
と
分
解
技
術
を
開
発
す
る

電
気
集
じ
ん
法
に
よ
る
分
離
・
除
去

新
規
な
高
吸
着
容
量
を
持
つ
吸
着
剤
に
よ
る
省
エ
ネ
ル

ギ
ー
資
源
回
収
プ
ロ
セ
ス
を
開
発
す
る

分
離
・
除
去

分
離
・
分
解

微
量
ハ
ロ
ゲ
ン
系
物
質
の
分
解
技
術
を
開
発
す
る

微
生
物
及
び
触
媒
に
よ
る
富
栄
養
化
物
質
の
完
全
分
解
プ

ロ
セ
ス
を
開
発
す
る

新
規
な
化
学
的
リ
ン
除
去
技
術
を
開
発
す
る

料
タ
ン
等

品
、
金
属
製
品

シ
ス
テ
ム

術
開
発
確
保

E
7
2

バ
イ
オ

・
シ
デ
ロ
フ
ォ
ア
（
低
分
子
ペ
プ
チ
ド
）
を
利
用
し
た
有
機
ス
ズ
化
合
物
の
分

解
法

・
シ
ュ
ー
ド
モ
ナ
ス
フ
ル
オ
レ
セ
ン
ス
細
菌
の
分
泌
物
質
ピ
ヨ
ベ
ル
デ
ィ
ン
に

よ
る
分
解

有
機
ス
ズ

(T
B
T
，

T
P
h
T
，

D
B
T
な
ど
)

船
底
塗
料

処
理

シ
ス
テ
ム

負
の
遺
産
，
技

術
力
確
保

大
○

○
○

E
7
3

バ
イ
オ
有
機
ス
ズ
分
解
菌
の
探
索

有
機
ス
ズ

(T
B
T
，

T
P
h
T
，

D
B
T
な
ど
)

船
底
塗
料

処
理
シ
ス
テ

ム
負
の
遺
産
，
技

術
力
確
保

大
○

○
○

E
7
4

バ
イ
オ
微
生
物
に
よ
る
ノ
ニ
ー
ル
フ
ェ
ノ
ー
ル
の
分
解

ノ
ニ
ー
ル

フ
ェ
ノ
ー
ル
界
面
活
性
剤
原

料
処
理
シ
ス
テ

ム
健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

大
○

△
○

E
7
5

バ
イ
オ
分
解
菌
（
R
G
株
，
E
1
株
）
抽
出
と
分
解

D
E
H
P
＊
ﾌ
ﾟﾗ
ｽ
ﾁ
ｯ
ｸ
可
塑

剤
処
理
シ
ス
テ

ム
健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

大
○

○
○

E
7
6

プ
ロ
セ
ス
・
高
機
能
担
体
の
生
物
学
的
処
理

・
促
進
酸
化
に
よ
る
物
理
化
学
的
処
理

ﾋ
ﾞｽ
ﾌ
ｪﾉ
ｰ
ﾙ

A
，
ﾉﾆ
ﾙ
ﾌ
ｪ

ﾉｰ
ﾙ
，
ｼ
ﾞｸ
ﾛ

ﾛ
ﾌ
ｪﾉ
ｰ
ﾙ
，

D
E
H
P
＊
等

ﾎ
ﾟﾘ
ｶ
ｰ
ﾎ
ﾞﾈ
ｰ
ﾄ

樹
脂
，
ｴ
ﾎ
ﾟｷ
ｼ

樹
脂
原
料

処
理
シ
ス
テ

ム
健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

大
○

○
○

E
7
7

吸
着
剤
吸
着
剤
に
よ
る
排
水
中
の
難
分
解
性
物
質
の
高
度
分
離

ﾋ
ﾞｽ
ﾌ
ｪﾉ
ｰ
ﾙ

A
，
ﾌ
ﾀ
ﾙ
酸

ｴ
ｽ
ﾃ
ﾙ
類

公
共
水
域

有
害
物
処
理

シ
ス
テ
ム

健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

大
◎

○
○

E
7
8

吸
着
剤
水
中
か
ら
非
イ
オ
ン
界
面
活
性
剤
を
選
択
的
に
除
去

4
-
ﾉﾆ
ｰ
ﾙ
ﾌ
ｪ

ﾉｰ
ﾙ
ｴ
ﾄｷ
ｼ

ﾚ
ｰ
ﾄ

界
面
活
性
剤

処
理
シ
ス
テ

ム
健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

中
○

○
○

分
離

E
7
9

材
料

微
量
有
害
金
属
イ
オ
ン
を
分
離
す
る
キ
レ
ー
ト
樹
脂
吸
着
剤

C
d、
P
b、

H
g、
A
s、

C
r

金
属
、
非
鉄
金

属
吸
着
剤

健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

小
○

○
○

代
替
物
質

E
8
0

材
料

新
規
高
性
能
酸
化
物
系
無
機
顔
料

P
b、
C
d、

C
r、
S
e
、
V
金
属
、
非
鉄
金

属
顔
料

微
粒
子
、
技
術

力
優
位

大
◎

○
◎

E
8
1

プ
ロ
セ
ス

複
合
粒
子

材
料
（
鉄

粉
）

・
脱
ハ
ロ
ゲ
ン
分
解
技
術

・
分
離
技
術

D
X
N
s，
ト
リ

ク
ロ
ロ
エ
チ

レ
ン
な
ど
有

機
塩
素
化

合
物

下
水
道
、
廃
棄

物
処
理
業

処
理

シ
ス
テ
ム

健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

大
◎

○
○

・
ア
シ
ネ
ト
バ
ク
タ
ー
・
ヘ
モ
リ
チ
カ
ス
菌
の
効
果

・
菌
体
の
分
解
活
性
能

分
離

難
分
解
性
物

質
等

・
シ
ク
ロ
デ
キ
ス
ト
リ
ン
担
持
キ
ト
サ
ン
吸
着
材

・
ア
ル
コ
ー
ル
水
溶
液
に
よ
る
脱
着
性
能

・
吸
着
剤
の
耐
久
性
能

分
解
細
菌
に
よ
る
高
効
率
分
解
技
術
を
開
発
す
る

新
規
な
高
効
率
重
金
属
分
離
技
術
を
開
発
す
る

・
活
性
炭
の
活
用

・
有
機
質
の
凝
集
沈
殿
と
活
性
炭
の
併
用

・
活
性
炭
の
高
能
力
化

・
環
境
調
和
型
酸
化
物
系
黄
色
顔
料
(ｾ
ﾘ
ｳ
ﾑ
-
ｼ
ﾘ
ｺ
ﾝ
-
ﾋ
ﾞｽ
ﾏ
ｽ
系
複
合
酸
化

物
等
)

・
酸
化
物
系
赤
色
顔
料
(ﾍ
ﾟﾛ
ﾌ
ﾞｽ
ｶ
ｲ
ﾄ型
酸
化
物
等
)

・
ポ
リ
エ
チ
レ
ン
製
極
細
繊
維
を
基
材
と
す
る
イ
ミ
ノ
ジ
酢
酸
基
を
有
す
る
キ

レ
ー
ト
樹
脂
の
合
成

・
重
金
属
分
離
容
量
の
拡
大

・
分
解
微
生
物
の
探
索

・
分
解
細
菌
S
-
3
株
の
単
離

・
分
解
微
生
物
の
単
離
(M
yc
o
ba
c
te
ri
u
m
 s
p
.S
tr
ai
n
 A
)

・
分
解
効
率
の
向
上

・
よ
り
高
い
分
解
能
力
を
持
つ
菌
の
抽
出

・
活
性
炭
添
加
の
高
機
能
担
体
の
生
物
活
性

・
オ
ゾ
ン
酸
化
/
電
解
酸
化
に
よ
る
処
理

・
促
進
酸
化

ハ
ロ
ゲ
ン
含
有
難
分
解
性
有
機
物
の
安
価
な
処
理
技
術
を

開
発
す
る

難
分
解
性
物
質
の
高
度
処
理
プ
ロ
セ
ス
を
開
発
す
る

吸
着
容
量
の
大
き
い
吸
着
材
を
開
発
し
、
水
質
を
大
幅
に
浄

化
す
る

・
有
機
ス
ズ
分
解
菌
の
育
種

・
分
解
菌
の
分
泌
す
る
シ
デ
ロ
フ
ォ
ア
の
効
果

・
分
解
活
性
の
促
進

・
陽
極
グ
ラ
フ
ェ
ン
-
陰
極
P
tと
す
る
電
気
分
解

重
金
属
類

水
域

有
害
な
無
機
顔
料
の
代
替
物
質
を
開
発
す
る

・
高
周
波
誘
導
プ
ラ
ズ
マ
と
金
属
触
媒

･高
選
択
イ
オ
ン
交
換
型
吸
着
剤

・
ナ
ノ
α
-
F
e
・
F
e
3
O
4
複
合
粒
子
に
よ
る
脱
塩
素
反
応

・
電
気
化
学
的
方
法
に
よ
る
分
解

・メ
タ
ン
を
用
い
た
バ
イ
オ
レ
メ
デ
ィ
エ
ー
シ
ョ
ン

・
特
殊
還
元
鉄
粉
に
よ
る
脱
塩
素
反
応

・
分
離
、
除
去
プ
ロ
セ
ス

広
域
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化
学
物
質
総
合
評
価
管
理
分
野
の
技
術
マ
ッ
プ
　
（
8
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削
減
技
術
開
発
（
重
要
技
術
）

E
8
2

バ
イ
オ
，

微
生
物
，

複
合
粒
子
有
機
ハ
ロ
ゲ
ン
汚
染
土
壌
の
バ
イ
オ
レ
メ
デ
ィ
エ
ー
シ
ョ
ン
技
術

テ
ト
ラ
ク
ロ

ロ
エ
チ
レ

ン
，
四
塩
化

炭
素
，

D
X
N
s等

土
地
浄
化

処
理

シ
ス
テ
ム

負
の
遺
産
、
技

術
開
発
確
保

中
◎

○
○

E
8
3

材
料

新
規
ケ
ミ
カ
ル
レ
メ
デ
ィ
エ
ー
シ
ョ
ン
技
術

ク
ロ
ロ
ホ
ル

ム
，
四
塩

化
炭
素
な

ど

土
地
浄
化

処
理

シ
ス
テ
ム

負
の
遺
産
、
技

術
開
発
確
保

小
○

◎
○

分
離

E
8
4

吸
着
材
油
汚
染
土
壌
の
吸
着
分
離
技
術

油
，

P
A
H
s

土
壌
浄
化

処
理

シ
ス
テ
ム

負
の
遺
産
、
技

術
開
発
確
保

中
○

○
○

分
解

E
8
5

バ
イ
オ
V
O
C
汚
染
土
壌
の
微
生
物
に
よ
る
分
解
技
術

V
O
C

土
地
浄
化

処
理

シ
ス
テ
ム

負
の
遺
産
、
技

術
開
発
確
保

中
◎

○
○

E
8
6

プ
ロ
セ
ス

有
機
酸
重
金
属
汚
染
土
壌
の
オ
ン
サ
イ
ト
処
理

P
b
、
A
s、

H
g等
の

重
金
属

金
属
、
非
鉄
金

属
，
土
壌
浄
化

処
理

シ
ス
テ
ム

負
の
遺
産
、
技

術
開
発
確
保

中
○

○
○

E
8
7

バ
イ
オ
ヒ
素
及
び
水
銀
汚
染
土
壌
の
分
離
・
濃
縮

A
s，
H
g

土
壌
浄
化

処
理

シ
ス
テ
ム

負
の
遺
産
、
技

術
開
発
確
保

小
○

◎
○

E
8
8

バ
イ
オ
フ
ァ
イ
ト
レ
メ
デ
ィ
エ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
重
金
属
の
分
離

C
d
，
N
i，

P
b
，
C
u
等

窯
業
、
非

鉄
、

重
金
属
処

理
用
植
物

体

負
の
遺
産
、
技

術
開
発
確
保

小
○

◎
○

不
溶
化

E
8
9

不
溶
化
土
壌
中
の
A
s等
重
金
属
の
不
溶
化

A
s等

重
金
属

土
壌
浄
化

処
理

シ
ス
テ
ム

負
の
遺
産
、
技

術
開
発
確
保

小
◎

○
○

分
解
・
除
去

土
壌

重
金
属
類

汚
染
土
壌
を
低
環
境
負
荷
で
高
速
に
修
復
す
る
レ
メ
デ
ィ

エ
ー
シ
ョ
ン
技
術
を
開
発
す
る

分
離

・
イ
オ
ン
電
極
法
に
よ
る
重
金
属
除
去

・
電
解
還
元
に
よ
る
重
金
属
除
去

・
マ
グ
ネ
シ
ウ
ム
合
金
に
よ
る
吸
着

・
有
機
酸
法
に
よ
る
分
離

・
鉱
酸
抽
出
に
よ
る
分
離

・
モ
エ
ジ
マ
シ
ダ
に
よ
る
濃
縮
分
離

・
鉄
バ
ク
テ
リ
ア
に
よ
る
生
物
酸
化

・
ヒ
酸
塩
還
元
菌
と
メ
デ
ィ
エ
ー
タ
ー
併
用
に
よ
る
可
溶
化

・
フ
ァ
イ
ト
レ
メ
デ
ィ
エ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
分
離
･濃
縮

・
水
銀
揮
発
化
能
を
有
す
る
微
生
物
の
探
索
と
活
性
強
化

・
鉄
酸
化
細
菌
に
よ
る
水
銀
の
還
元
気
化

・
高
炉
ス
ラ
グ
に
よ
る
不
溶
化
技
術

・
硫
化
ソ
ー
ダ
、
チ
オ
硫
酸
ソ
ー
ダ
等
に
よ
る
不
溶
化

・
活
性
F
e
・
A
l系
資
材
に
よ
る
不
溶
化

シ
ベ

ナ
イ
ト
に
よ
る
不
溶
化

・
遺
伝
子
組
み
換
え
植
物
体
の
創
出

・
重
金
属
高
集
積
植
物
の
活
用

・
結
晶
化
溶
融
ス
ラ
グ
吸
着
材

・
油
分
解
バ
ク
テ
リ
ア
担
持
セ
ル
ロ
ー
ス
繊
維
吸
着
材

・
天
然
繊
維
の
油
吸
着
材

有
機
化
合
物

・
嫌
気
性
集
積
培
養
菌
の
活
性
強
化

・
メ
タ
ン
資
化
性
細
菌
に
よ
る
分
解

・
電
子
供
与
体
の
利
用
等
に
よ
る
反
応
条
件
の
最
適
化

・
原
位
置
嫌
気
性
菌
の
活
性
強
化

・
菌
体
の
モ
ジ
ュ
ー
ル
化

・
R
u
・
α
-
F
e
・
F
e
3
O
4
複
合
粒
子
の
改
良

・
低
温
熱
分
解
プ
ロ
セ
ス

・
D
N
A
水
溶
液
法

・
機
能
性
た
ん
ぱ
く
質
に
よ
る
無
害
化

・
乳
化
油
基
質
（
E
O
S
）
の
改
良

・
鉄
粉
等
還
元
処
理
，
フ
ェ
ン
ト
ン
反
応
に
よ
る
オ
ン
サ
イ
ト
処
理

・
嫌
気
性
菌
に
よ
る
バ
イ
オ
レ
メ
デ
ィ
エ
ー
シ
ョ
ン

・
酵
素
、
た
ん
ぱ
く
質
に
よ
る
分
解
、
吸
着
･回
収

難
分
解
性
物

質
等

無
害
化
、
計

測
技
術

E
9
0

検
知
技
術
超
微
量
検
出
･計
測
技
術
開
発

ア
ス

ベ
ス
ト

ビ
ル
･住
宅
、
プ

ラ
ン
ト

検
知
装
置

負
の
遺
産
、
技

術
開
発
確
保

大
◎

◎
◎

無
害
化
・
資

源
化

E
9
1

プ
ロ
セ
ス

超
微
粉
砕
・
低
含
有
ア
ス
ベ
ス
ト
建
材
等
の
変
性
・
分
解
無
害
化
技
術

・
複
合
材
料
化

ア
ス

ベ
ス
ト

ビ
ル
･住
宅
、
プ

ラ
ン
ト

廃
棄
物
処
理
場

処
理

シ
ス
テ
ム

負
の
遺
産
、
技

術
開
発
確
保

大
◎

◎
◎

汚
泥

分
離

E
9
2

材
料

・
底
泥
の
生
物
学
的
処
理

・
底
泥
の
化
学
的
処
理

N
汚
泥
処
理
場
、

河
川
等

処
理

シ
ス
テ
ム

健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

大
△

◎
○

E
9
3

塩
化
揮
発
溶
融
飛
灰
中
の
分
離
・
除
去
、
無
害
化

重
金
属

塩
化
物

燃
焼
飛
灰
処
理

処
理

シ
ス
テ
ム

健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

小
○

○
○

E
9
4

浮
選

焼
却
灰
中
の
分
離
・
除
去
、
無
害
化

重
金
属

燃
焼
飛
灰
処
理

処
理

シ
ス
テ
ム

健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

中
○

◎
○

固
定
化

E
9
5

薬
剤
処
理
焼
却
飛
灰
中
の
重
金
属
不
溶
化

C
d、
P
b、

H
g等

燃
焼
飛
灰
処
理

処
理

シ
ス
テ
ム

健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

小
○

○
○

E
9
6

触
媒
、
プ

ロ
セ
ス
光
触
媒
材
料
に
よ
る
分
解

V
O
C
、

N
O
x

接
着
剤
、
石
油

製
品

分
解
装
置

環
境
対
応
、
技

術
力
優
位

大
◎

◎
◎

E
9
7

材
料

光
触
媒
ナ
ノ
チ
ュ
ー
ブ
に
よ
る
分
解
除
去

ア
ル
デ
ヒ
ド

住
宅
内

住
宅
部
材

健
康
安
全
、
技

術
力
優
位

中
○

◎
○

代
替
物
質

E
9
8

材
料

ホ
ル
ム
ア
ル
デ
ヒ
ト
を
使
わ
な
い
高
強
度
接
着
剤

ホ
ル
ム
ア

ル
デ
ヒ
ド

住
宅
内
、
出

版
・
印
刷

接
着
剤

健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

中
◎

○
◎

水
域

有
機
化
合
物
代
替
物
質

E
9
9

材
料

高
洗
浄
力
洗
浄
剤

界
面
活

性
剤

家
庭

洗
剤

健
康
安
全
、
技

術
力
優
位

大
◎

◎
◎

廃
棄
物
難
分
解
性
物

質
等

代
替
物
質
E
1
0
0

材
料

ア
ン
チ
モ
ン
、
ハ
ロ
ゲ
ン
、
リ
ン
を
使
用
し
な
い
新
規
な
高
性
能
難

燃
化
剤

ポ
リ
臭
化

ビ
フ
ェ
ニ

ル

化
成
品
、
自
動

車
難
燃
材

健
康
安
全
、
技

術
開
発
確
保

大
◎

○
◎

含
有
ア
ス
ベ
ス
ト
の
迅
速
で
安
価
な
微
量
分
析
技
術
を
開
発

す
る

有
害
物
質
を
使
用
せ
ず
、
材
料
の
再
利
用
が
容
易
な
新
規

難
燃
化
技
術
を
開
発
す
る

フ
ェ
ノ
ー
ル
樹
脂
接
着
剤
と
同
等
以
上
の
接
着
性
能
と
信
頼

性
を
有
す
る
安
価
で
操
作
性
の
良
い
接
着
剤
を
開
発
す
る

堆
積
し
た
底
泥
の
低
環
境
負
荷
・
高
速
現
場
処
理
技
術
の

開
発

ア
ス
ベ
ス
ト
含
有
物
の
無
害
化
・
再
資
源
化
技
術
を
開
発
す

る

・
減
圧
加
熱
法
に
よ
る
多
成
分
塩
化
物
揮
発
分
離

・
酸
に
よ
る
抽
出
分
離

分
解

生
分
解
性
で
洗
浄
力
の
高
い
洗
浄
剤
を
開
発
す
る

溶
融
飛
灰
、
焼
却
灰
中
の
重
金
属
類
の
除
去
効
率
の
高
い

新
規
な
技
術
を
開
発
す
る

分
離
・
除
去

メ
イ
ン
テ
ナ
ン
ス
フ
リ
ー
で
高
効
率
な
V
O
C
光
分
解
技
術
を

開
発
す
る

・
低
温
溶
融
、
過
熱
水
蒸
気

・
マ
イ
ク
ロ
波
等
に
よ
る
無
害
化
、
リ
サ
イ
ク
ル
技
術

・
新
規
粉
砕
化

・
メ
カ
ノ
ケ
ミ
カ
ル
反
応
に
よ
る
分
解
・
無
害
化

・
添
加
材
に
よ
る
機
能
材
料
化

・
ポ
リ
ウ
レ
タ
ン
系
接
着
剤

・
ノ
ン
ハ
ロ
ゲ
ン
エ
ポ
キ
シ
剤

・
酢
酸
ビ
ニ
ル
樹
脂
接
着
剤

・
簡
易
染
色
法
、
偏
光
顕
微
鏡
、
バ
イ
オ
技
術
に
よ
る
検
出
、
自
然
放
射
線
を

利
用
し
た
非
破
壊
検
知
、
位
相
差
顕
微
鏡
（
検
出
感
度
：
0
.1
%
)な
ど

･簡
易
X
線
分
析
装
置

・
シ
ュ
ベ
ル
マ
ナ
イ
ト
に
よ
る
不
溶
化

・
生
分
解
界
面
活
性
剤
(バ
イ
オ
サ
ー
フ
ァ
ク
タ
ン
ト
，
酵
素
洗
剤
な
ど
)

（
分
解
性
、
使
用
量
、
生
態
毒
性
、
有
機
物
負
荷
量
等
）

・
酸
化
タ
ン
グ
ス
テ
ン
ナ
ノ
チ
ュ
ー
ブ

・
マ
イ
ク
ロ
-
メ
ソ
孔
シ
リ
カ
多
孔
体

・
転
炉
ス
ラ
グ
還
元
に
よ
る
分
離
・
固
定
化

・
硫
黄
脱
窒
細
菌
担
持
ゼ
オ
ラ
イ
ト
に
よ
る
還
元

重
金
属
類

・
ノ
ン
ア
ン
チ
モ
ン
、
ノ
ン
ハ
ロ
ゲ
ン
系
難
燃
剤

・
難
燃
性
ポ
リ
オ
レ
フ
ィ
ン
、
ポ
リ
カ
ー
ボ
ネ
ー
ト
樹
脂

・
シ
リ
コ
ン
、
リ
ン
変
性
樹
脂
に
よ
る
非
臭
素
系
難
燃
材

・
可
視
光
型
光
触
媒

・
T
iO
2
／
光
触
媒
フ
ィ
ル
タ

・
T
iO
2
／
光
触
媒
コ
ー
テ
イ
ン
グ
カ
ー
ボ
ン
ナ
ノ
チ
ュ
ー
ブ

・
A
S
R
焼
却
灰
か
ら
の
浮
選
・
分
離

・
P
V
C
添
加
に
よ
る
塩
化
揮
発
分
離

・
選
択
的
不
溶
化
薬
剤

・
二
軸
混
練
機
プ
ロ
セ
ス

・
キ
レ
ー
ト
吸
着
に
よ
る
固
定
化

注
2
）
D
E
H
P
＊
：
環
境
中
で
の
分
解
半
減
期
が
比
較
的
長
い

生
活

大
気

V
O
C

廃
棄
物

ア
ス
ベ
ス
ト

注
1
）
評
価
：
　
◎
：
2
.5
以
上
，
○
：
2
.5
未
満
～
2
.0
，
△
：
2
未
満

注
3
）
全
体
：
5
6
件
（
産
業
）
＋
3
9
件
（
広
域
）
＋
5
件
（
生
活
）
＝
1
0
0
件
 （
大
気
：
4
1
件
，
水
域
：
3
3
件
，
土
壌
:1
1
件
，
廃
棄
物
：
1
5
件
）
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化
学
物
質
総
合
評
価
管
理
分
野
の
技
術
マ
ッ
プ
　
（
9
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削
減
技
術
開
発
（
一
般
技
術
）

将
来
的
に

そ
の
技
術

の
必
要
性

（
キ
ー
ワ
ー

ド
）

評
価
項

目
②

産
業
競

争
力
強

技
術
開
発

確
保
：
基

礎
力

技
術
力
優

位
：
チ
ャ
ン

ピ
オ
ン

a. ハ
ザ
ー
ド

や
排
出
削

減
量
か
ら

見
た
リ
ス

ク
削
減
ポ

テ
ン
シ
ャ

ル ◎
：
大

○
：
中

△
：
小

b. コ
ス
ト
（
純

粋
に
コ
ス

ト
と
し
て
評

価
）

◎
：
安
い

○
：
中
く
ら

い △
：
高
い

他
の
業
界

や
分
野
へ

の
波
及
効

果
、
技
術

の
将
来
性

◎
：
高
い

○
：
中
く
ら

い △
：
低
い

分
解

E
1
0
1

光
触
媒

ア
ル
デ
ヒ
ド
燃
焼
設
備

ス
ク
ラ

バ
ー
設
備

中
小
企
業

技
術
開
発

確
保

小
◎

△
△

分
離

E
1
0
2

装
置

ト
ル
エ
ン
，

n
-
ブ
タ
ン
石
油
製
品
V
O
C
分
解

装
置

中
小
企
業

技
術
開
発

確
保

小
◎

○
△

E
1
0
3

プ
ラ
ズ
マ

N
O

電
力
会
社

（
火
力
発

電
所
）

電
力

排
ガ
ス
装

置
技
術
開
発

中
○

◎
△

E
1
0
4

触
媒
/

還
元
材

N
O

電
力
会
社

（
火
力
発

電
所
）

電
力

排
ガ
ス
装

置
技
術
開
発

確
保

大
○

◎
△

E
1
0
5

触
媒

N
O
x，

P
M
2
.5

固
定
発
生

源
燃
焼
炉

電
力
他

排
ガ
ス
装

置
技
術
力
優

位

大
△

△
◎

電
力
会

大
気

吸
着
剤
に
よ
る
N
O
x濃
縮
と
窒
素
非
熱
プ
ラ
ズ

マ
に
よ
る
N
O
x還
元

貴
金
属
触
媒
お
よ
び
還
元
材
に
よ
る
N
O
選
択

的
接
触
還
元
技
術

開
発
要
素

酸
化
分
解
に
よ
り
、
排
出
Ｖ
Ｏ
Ｃ
を
大
幅
に
削
減
す

る

大
分
類
：

産
業
・

広
域
・

生
活

環
境

媒
体

そ
の
技
術

に
よ
っ
て

生
産
さ
れ

る
製
品

・
メ
ソ
ポ
ー
ラ
ス
シ
リ
カ
担
持
貴
金
属
触
媒

・
還
元
剤
に
メ
タ
ノ
ー
ル

酸
素
イ
オ
ン
伝
導
体
を
用
い
た
電
気
化
学
的

N
O
x還
元

・
酸
化
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
（
酸
素
イ
オ
ン
伝
導
体
）

・
ｾ
ﾗ
ﾐｯ
ｸ
ｽ
電
極
（
固
体
炭
素
の
燃
焼
触
媒
：
ア
ル
ミ
ン

酸
カ
ル
シ
ウ
ム
と
還
元
触
媒
：
酸
化
ニ
ッ
ケ
ル
を
酸
化

ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
と
混
合
）

V
O
C
除
去
装
置

・
活
性
炭
繊
維
を
用
い
た
平
行
板
型
ス
ク
ラ

バ
ー

・
吸
着
剤
と
そ
の
再
生

・
還
元
剤

評
価
項
目
①

リ
ス
ク
削
減
効
果

市
場
規

模

小
：
1
0
0

億
円
以

下
中
：
1
0
0

～
5
0
0

億
円

大
：
5
0
0

億
円
以

上

光
触
媒
材
料
に
よ
る
燃
焼
排
ガ
ス
中
の
ア
ル
デ

ヒ
ド
の
分
解

・
酸
化
チ
タ
ン
光
触
媒
と
歯
車
型
拡
散
ス
ク
ラ

バ
ー

・
光
触
媒
コ
ー
テ
ィ
ン
グ
ナ
ノ
チ
ュ
ー
ブ

主
な
削
減

対
象
物
質

主
な
排
出

産
業

（
技
術
の

適
用
先
）

具
体
的
テ
ー
マ
例

技
術
課
題
例

ゲ
ガ
吹
き
込

微
粒
子

類

N
O
xを
還
元
無
害
化
す
る

分
解

V
O
C

開
発
目
標

高
性
能
ガ
ス
分
離
膜
で
V
O
C
を
捕
集
し
、
排
出

V
O
C
を
ゼ
ロ
に
す
る

削
減
対

象
物
質

群

対
策
課

題
（
技
術
）

技
術
N
O
.

重
金
属

類
分
離

E
1
0
6

プ
ロ
セ
ス

H
g

電
力
会

社
（
火
力

発
電
所
）
電
力
他

排
ガ
ス
装

置
、
回
収

装
置

小
○

○
△

E
1
0
7

凝
集
材

パ
ル
プ
漂

白
排
水

紙
・
パ
ル

プ
産
業

有
機
汚
泥

の
利
用

汚
泥
処
理

技
術
力
優

位
大

○
△

○

E
1
0
8

コ
ロ
ナ
放

電

メ
チ
レ
ン
ブ

ル
ー
，
ロ
ー

ダ
ミ
ン
B
，

エ
リ
ス
ロ
シ

ン

染
色
業

有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解
装
置

技
術
開
発

確
保

中
△

△
△

E
1
0
9

凝
集
沈

殿
，
酸

化
分
解

亜
硫
酸
イ

オ
ン
，
p-
ﾒ
ﾁ

ﾙ
ｱ
ﾐﾉ
ﾌ
ｪﾉ
ｰ

ﾙ
硫
酸
塩

写
真
産
業
有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解
装
置

技
術
力
優

位
中

△
△

△

E
1
1
0

吸
着
材

染
料
等

染
色
業

有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

回
収
装
置

技
術
開
発

確
保

中
△

○
△

E
1
1
1

プ
ロ
セ
ス

ﾄﾘ
ｸ
ﾛ
ﾛ
ｴ
ﾁ
ﾚ

ﾝ
，
ﾃ
ﾄﾗ
ｸ
ﾛ
ﾛ

ｴ
ﾁ
ﾚ
ﾝ
等

洗
浄
設
備
有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

回
収
装
置

技
術
力
確

保
大

○
△

○

E
1
1
2

流
動
床

パ
ラ
ニ
ト
ロ

フ
ェ
ノ
ー
ル

染
料
合

成
、
化
学

薬
品
合
成

有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解
装
置

技
術
開
発

確
保

中
○

○
△

E
1
1
3

触
媒
、

電
解

ニ
ト
ロ
フ
ェ

ノ
ー
ル
類

染
料
合

成
、
化
学

薬
品
合
成

有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解
装
置

技
術
開
発

確
保

中
△

△
△

E
1
1
4

電
気
分

解

ﾒ
ﾗ
ﾉｲ
ｼ
ﾞﾝ
，

ｶ
ﾗ
ﾒ
ﾙ
，
ﾎ
ﾟﾘ

ﾌ
ｪﾉ
ｰ
ﾙ
等

糖
蜜
廃
液

食
品
、
製

糖
業

有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解
装
置

技
術
開
発

確
保

大
△

△
○

有
害
金
属
の
分
離
・
隔
離
技
術
を
開
発
す
る

・
気
相
コ
ロ
ナ
放
電
反
応
器

・
水
中
パ
ル
ス
コ
ロ
ナ
放
電

パ
ル
プ
漂
白
排
水
の
酸
化
酵
素
と
凝
集
剤
に
よ

る
処
理

・
漂
白
酸
化
酵
素
（
ペ
ロ
オ
キ
シ
タ
ー
ゼ
，
チ
ロ
シ

ナ
ー
ゼ
等
）

・
凝
集
剤
（
陽
イ
オ
ン
性
高
分
子
凝
集
剤
：
ﾍ
ｷ
ｻ
ｴ

ﾁ
ﾚ
ﾝ
ｼ
ﾞｱ
ﾐﾝ
-
ｴ
ﾋ
ﾟｸ
ﾛ
ﾛ
ﾋ
ﾄﾞ
ﾘ
ﾝ
重
縮
合
物
等
）

・
吸
着
剤
：
活
性
炭

・
超
臨
界
二
酸
化
炭
素
に
よ
る
抽
出
・
回
収

・
オ
ゾ
ン
酸
化
分
解

・
鉄
に
よ
る
凝
集
沈
殿

コ
ロ
ナ
放
電
の
直
接
照
射
に
よ
る
染
料
溶
液
の

酸
化
分
解

石
炭
火
力
発
電
所
燃
焼
排
ガ
ス
か
ら
の
水
銀
除

去

・
ハ
ロ
ゲ
ン
ガ
ス
吹
き
込
み

・
燃
焼
排
ガ
ス
中
の
水
銀
の
酸
化
除
去

・
紫
外
線
照
射
に
よ
る
酸
化
？

・
P
V
A
ゲ
ル
ビ
ー
ズ
を
担
体
と
す
る
流
動
床

・
パ
ラ
ニ
ト
ロ
フ
ェ
ノ
ー
ル
含
有
廃
水
の
酸
化
処

理

無
機
化
合
物
に
よ
る
染
色
排
水
の
吸
着
分
離

・
吸
着
剤
：
ハ
イ
ド
ロ
タ
ル
サ
イ
ト
様
化
合
物

・
ア
ニ
オ
ン
交
換
能

写
真
廃
液
の
酸
化
分
解
と
凝
集
沈
殿
処
理

吸
着
剤
に
よ
る
分
離
濃
縮
と
抽
出
・
回
収

流
動
床
に
よ
る
フ
ェ
ノ
ー
ル
含
有
廃
水
の
分
解

処
理

電
気
分
解
を
利
用
し
た
糖
蜜
廃
液
の
脱
色
処
理
・
酸
化
反
応
，
オ
ゾ
ン
酸
化

・
電
極
：
カ
ー
ボ
ン
グ
ラ
フ
ァ
イ
ト
電
極
，
チ
タ
ン
表

面
に
白
金
酸
化
物
を
焼
結
し
た
電
極

電
解
及
び
光
触
媒
酸
化
に
よ
る
ニ
ト
ロ
フ
ェ
ノ
ー

ル
類
含
有
廃
液
分
解

・
電
気
分
解
：
陽
極
-
P
tめ
っ
き
チ
タ
ン
板
、
陰
極

-
チ
タ
ン
板

・
光
触
媒
：
酸
化
チ
タ
ン

分
解

難
分
解

性
物
質

等

有
機
化

合
物

分
離

新
規
な
難
分
解
性
物
質
の
濃
縮
分
離
回
収
技

術
を
開
発
す
る

難
分
解
性
物
質
の
完
全
酸
化
分
解
技
術
を
開

発
す
る

分
解

有
機
化
合
物
の
分
解
技
術
を
開
発
す
る
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化
学
物
質
総
合
評
価
管
理
分
野
の
技
術
マ
ッ
プ
　
（
1
0
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削
減
技
術
開
発
（
一
般
技
術
）

代
替
物

質
E
1
1
5

プ
ロ
セ
ス

P
F
O
S
、

P
F
O
A

化
成
品
、

繊
維

P
F
O
S
、

P
F
O
A
の
処

理
シ
ス
テ
ム

規
制

技
術
開
発

確
保

中
○

○
△

陰
イ
オ
ン

分
離

E
1
1
6

除
去

S
e

セ
レ
ン
製

造
業

循
環
水
の

利
用

分
離
装
置

技
術
開
発

確
保

小
○

△
△

E
1
1
7

析
出

F
非
鉄
金
属

陰
イ
オ
ン

回
収

分
離
装
置

技
術
開
発

確
保

大
△

△
△

代
替
物
質
E
1
1
8

材
料

B
め
っ
き
業
め
っ
き
液

代
替
材
料
め
っ
き
材

料
中

○
△

△

E
1
1
9

イ
オ
ン

交
換
樹

脂

N
i，
Z
n
，

C
r

め
っ
き
業
N
iめ
っ
き
製

品

分
離
装
置

技
術
開
発

確
保

小
○

△
△

E
1
2
0

溶
媒
抽

出
N
i

め
っ
き
業
N
iめ
っ
き
製

品

分
離
装
置

技
術
力
優

位
中

○
△

△

E
1
2
1

吸
着
材

C
u

半
導
体
産

業
プ
リ
ン
ト
基

板

分
離
装
置

技
術
力
優

位
中

△
◎

△

E
1
2
2

電
解

C
u
他

半
導
体
産

業
金
属
回
収

分
離
装
置

技
術
力
優

位
中

○
△

△

E
1
2
3

共
沈

Z
n
，
C
u
，

N
i，

め
っ
き
業
Z
n
め
っ
き
製

品

分
離
装
置

技
術
開
発

確
保

小
○

◎
△

E
1
2
4

吸
着
剤

C
d，
H
g

金
属

有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
離
装
置

技
術
力
確

保

小
○

○
△

E
1
2
5

イ
オ
ン

交
換
樹

Z
n

め
っ
き
業
Z
n
め
っ
き
製

品

分
離
装
置

技
術
力
優

小
○

△
△

水
域

非
平
衡
反
応
技
術

産
業

新
規
な
高
効
率
有
害
陰
イ
オ
ン
分
離
技
術
を

開
発
す
る

・
ジ
チ
ゾ
ン
を
結
合
し
た
キ
レ
ー
ト
繊
維
吸
着
剤

・
イ
ミ
ノ
ジ
酢
酸
基
を
導
入
し
た
キ
レ
ー
ト
樹
脂

・
酸
性
有
機
リ
ン
抽
出
剤
に
よ
る
不
純
物
の
除

去 ・
キ
レ
ー
ト
剤
な
ど
の
抽
出
液
に
よ
り
ニ
ッ
ケ
ル

抽
出
の
2
段
抽
出

・
強
酸
性
カ
チ
オ
ン
交
換
樹
脂

・
弱
酸
性
カ
チ
オ
ン
交
換
樹
脂
（
選
択
性
を
有
す

る
キ
レ
ー
ト
樹
脂
）

・
非
平
衡
反
応
を
用
い
た
セ
レ
ン
酸
イ
オ
ン
含
有

廃
水
処
理

P
F
O
S
、
P
F
O
A
の
計
測
、
回
収
・
無
害
化

・
ヘ
テ
ロ
ポ
リ
酸
光
触
媒
、
過
硫
酸
酸
化
剤

・
亜
臨
界
水
＋
鉄
粉
等
に
よ
る
分
解

・
Z
n
と
C
rの
陰
イ
オ
ン
交
換
樹
脂
に
よ
る
高
度
処

理

フ
ッ
素
イ
オ
ン
含
有
排
水
の
処
理

・
C
a添
加
に
よ
る
C
aF
2
種
結
晶
表
面
へ
の
反
応

晶
析

・
フ
ッ
化
カ
ル
シ
ウ
ム
法
に
よ
る
高
度
処
理

・
陽
極
：
白
金
属
酸
化
物
被
覆
チ
タ
ン
電
極

・
陰
極
ス
テ
ン
レ
ス
3
0
4

・
鉄
粉
添
加
に
よ
る
還
元
作
用
と
Z
n
，
N
i，
C
u
な

ど
の
共
沈

吸
着
剤
に
よ
る
水
溶
液
中
の
重
金
属
の
分
離

・
吸
着
剤
：
マ
ン
ガ
ン
酸
化
物
M
n
2
O
3

・
吸
着
剤
の
再
生

め
っ
き
排
水
中
の
複
数
重
金
属
の
イ
オ
ン
交
換

樹
脂
に
よ
る
高
度
処
理

め
っ
き
廃
液
中
の
重
金
属
の
共
沈
分
離

・
代
替
材
料
：
ク
エ
ン
酸

め
っ
き
廃
液
中
の
イ
オ
ン
交
換
樹
脂
に
よ
る
金

属
イ
オ
ン
の
分
離

電
気
ニ
ッ
ケ
ル
め
っ
き
浴
の
ホ
ウ
酸
の
代
替
材

料 無
電
解
N
iめ
っ
き
高
濃
度
廃
液
か
ら
の
重
金
属

分
離

プ
リ
ン
ト
基
板
エ
ッ
チ
ン
グ
廃
液
か
ら
の
C
u
吸
着

分
離

電
解
技
術
に
よ
る
プ
リ
ン
ト
基
板
製
造
工
場
廃

液
中
の
重
金
属
分
離

高
機
能
を
有
す
る
難
分
解
性
物
質
の
代
替
物

質
を
開
発
す
る

重
金
属

類
メ
ッ
キ
廃
液
の
重
金
属
を
分
離
・
再
利
用
し
て

ス
ラ
ッ
ジ
の
発
生
量
を
大
幅
に
削
減
す
る

分
離

交
換
樹

脂
品

位

E
1
2
6

電
解

硫
酸

半
導
体
産

業
金
属
回
収

分
離
装
置

技
術
開
発

確
保

中
△

○
△

E
1
2
7

材
料

Ｐ
b,
Ｃ
d，

A
s,
C
r

金
属
、
非

鉄
金
属

重
金
属
処

理
シ
ス
テ
ム

分
離
装
置

技
術
開
発

確
保

中
○

△
◎

E
1
2
8

材
料

Ｐ
b,
Ｃ
d，

A
s,
C
r

金
属
、
非

鉄
金
属

重
金
属
処

理
シ
ス
テ
ム

分
離
装
置

技
術
開
発

確
保

中
△

△
○

分
離
・
固

定
化

E
1
2
9

亜
臨
界

水
P
b

土
地
浄
化
浄
化
土
壌

規
制

技
術
開
発

確
保

小
◎

△
○

有
機
化

合
物

分
離

E
1
3
0

原
位
置

浄
化

燃
料
油

土
地
浄
化
浄
化
土
壌

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

中
◎

◎
△

陰
イ
オ
ン

分
離

E
1
3
1

原
位
置

浄
化

フ
ッ
素

土
地
浄
化
浄
化
土
壌
分
離
装
置

技
術
開
発

確
保

大
◎

◎
△

分
解

E
1
3
2

過
熱
蒸

気
法

D
X
N
s

土
地
浄
化
浄
化
土
壌

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

中
◎

○
○

分
離

E
1
3
3

吸
着
材

P
C
B

小
型
電
気

機
器

無
害
化

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

大
○

△
△

E
1
3
4

酸
化

ﾄﾘ
ｸ
ﾛ
ﾛ
ｴ
ﾁ
ﾚ

ﾝ
，
ﾃ
ﾄﾗ
ｸ
ﾛ
ﾛ

ｴ
ﾁ
ﾚ
ﾝ
等

洗
浄
設
備
有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

健
康
安
全

技
術
開
発

確
保

中
○

△
○

E
1
3
5

材
料

（
鉄
粉
）

塩
素
化
エ

タ
ン
，
メ
タ

ン

洗
浄
設
備
有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

健
康
安
全

技
術
開
発

確
保

中
○

△
△

E
1
3
6

塩
素
及

び
オ
ゾ
ン

ノ
ニ
ル
フ
ェ

ノ
ー
ル

繊
維
、
金

属
加
工

非
イ
オ
ン
界

面
活
性
剤

健
康
安
全

技
術
開
発

確
保

大
△

△
△

E
1
3
7

超
音
波

ﾄﾘ
ｸ
ﾛ
ﾛ
ｴ
ﾁ
ﾚ

ﾝ
，
ﾃ
ﾄﾗ
ｸ
ﾛ
ﾛ

ｴ
ﾁ
ﾚ
ﾝ
等

洗
浄
設
備
有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

健
康
安
全

技
術
開
発

確
保

大
○

△
△

塩
素
化
エ
タ
ン
お
よ
び
メ
タ
ン
の
分
解

高
選
択
回
収
材
料

過
熱
蒸
気
法
に
よ
る
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
分
解

塩
素
化
エ
チ
レ
ン
類
の
常
温
酸
化
分
解

超
音
波
に
よ
る
有
機
塩
素
化
合
物
の
分
解

土
壌

難
分
解

性
物
質

等

・
リ
ン
酸
水
素
カ
ル
シ
ウ
ム
と
フ
ッ
素
化
合
物
の

反
応
に
よ
る
フ
ッ
素
ア
パ
タ
イ
ト
の
生
成

フ
ッ
素
汚
染
土
壌
の
原
位
置
洗
浄
技
術

・
活
性
炭
吸
着
剤

・
有
機
洗
浄
溶
媒
の
吸
着

・
包
接
化
合
物
等
に
よ
る
重
金
属
等
の
In
-
si
tu

回
収

土
壌
中
の
重
金
属
の
濃
縮
・
回
収

・
燃
料
油
分
解
菌
、
分
解
能
、
増
殖
能
、
安
全
性

評
価

・
バ
イ
オ
レ
メ
デ
ィ
エ
ー
シ
ョ
ン
の
た
め
の
シ
ミ
ュ

レ
ー
シ
ョ
ン

油
類
汚
染
土
壌
の
原
位
置
浄
化
技
術

・
マ
イ
ク
ロ
カ
プ
セ
ル
等
に
よ
る
回
収

亜
臨
界
水
へ
の
溶
解
P
bO
を
S
iO
2
に
よ
り
固
定

化
・
亜
臨
界
水
に
よ
る
P
bO
の
溶
出

・
S
iO
2
に
よ
る
P
bO
の
固
定

・
酸
化
分
解
：
過
酸
化
水
素
、
タ
ン
グ
ス
テ
ン
酸

塩
及
び
ア
ン
モ
ニ
ウ
ム
塩
の
併
用

・
鉄
粉
に
よ
る
還
元
分
解
、
鉄
粉
の
性
質

・
フ
ェ
ン
ト
ン
試
薬
に
よ
る
分
解

・
オ
ゾ
ン
分
解
に
よ
る
有
機
物
（
フ
ミ
ン
酸
）
の
影

響 ・
塩
素
に
よ
る
分
解
の
ア
ン
モ
ニ
ア
の
影
響

・
2
段
式
過
熱
蒸
気
法

・
第
1
段
間
接
加
熱
（
5
0
0
～
7
0
0
℃
）

・
第
2
段
過
熱
蒸
気

・
超
音
波
装
置
の
特
性

・
低
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
型

・
電
解
硫
酸
(ペ
ル
オ
キ
ソ
－
硫
酸
H
2
S
O
5
)剥
離

・
剥
離
装
置
（
枚
葉
処
理
）

理

有
機
洗
浄
溶
媒
共
存
下
に
お
け
る
P
C
B
蒸
気
の

分
離

電
解
硫
酸
に
よ
る
レ
ジ
ス
ト
剥
離

樹
脂
に
よ
る
高
度
処
理

塩
素
お
よ
び
オ
ゾ
ン
に
よ
る
難
分
解
物
質
の
分

解

汚
染
土
壌
を
低
環
境
負
荷
で
高
速
に
修
復
す

る
レ
メ
デ
ィ
エ
ー
シ
ョ
ン
技
術
を
開
発
す
る

分
解

重
金
属

類

分
離

高
効
率
有
害
重
金
属
分
離
技
術
を
開
発
す
る

熱
分
解
に
よ
り
難
分
解
性
物
質
の
高
効
率
分

解
技
術
を
開
発
す
る

難
分
解
性
物
質
の
濃
縮
と
酸
化
還
元
，
物
理

エ
ネ
ル
ギ
ー
に
よ
る
完
全
分
解
技
術
を
開
発

す
る

ｴ
ﾁ
ﾚ
ﾝ
等

確
保
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化
学
物
質
総
合
評
価
管
理
分
野
の
技
術
マ
ッ
プ
　
（
1
1
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削
減
技
術
開
発
（
一
般
技
術
）

廃
棄
物

代
替
物

質
E
1
3
8

材
料

ゴ
ム

ゴ
ム
産
業
易
分
解
材

料

廃
棄
物
削

減
技
術
開
発

確
保

大
○

△
◎

E
1
3
9

プ
ロ
セ
ス

廃
F
R
P

F
R
P
製
造

業
F
R
P

分
解
回
収

装
置

技
術
力
優

位

大
○

△
○

大
気

微
粒
子

類
分
解

E
1
4
0

触
媒

N
O
x，

P
M
2
.5

燃
焼
設
備

電
力
他

微
粒
子
削

減
技
術
力
優

位

大
△

◎
△

分
離

E
1
4
1

吸
着
材

有
機
化
合

物
ﾊ
ﾟﾙ
ﾌ
ﾟ、
製

紙
工
業

有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
離
装
置

技
術
開
発

確
保

中
○

△
○

分
解

E
1
4
2

バ
イ
オ
、

触
媒

有
機
物

化
成
品
機
能
性
触
媒
分
解
装
置

技
術
開
発

確
保

中
△

◎
○

E
1
4
3

触
媒

テ
ト
ラ
ク
ロ

ロ
エ
チ
レ
ン
地
下
水

有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解
装
置

技
術
力
優

位
中

◎
○

△

E
1
4
4

オ
ゾ
ン
酸

化

ペ
ン
タ
ク
ロ

ロ
フ
ェ
ノ
ー

ル
公
共
水
域
有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解
装
置

技
術
開
発

確
保

小
△

○
△

E
1
4
5

酸
化

ビ
ス
フ
ェ

ノ
ー
ル
A
公
共
水
域
有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解
装
置

技
術
開
発

確
保

小
△

△
△

生
物

ノ
ニ
ル
フ
ェ

水
有
害
物
処

分
解
装
置

中
○

有
機
化

合
物

難
分
解

性
物
質

等

生
分
解
性
ゴ
ム
材
料
の
開
発

ポ
リ
ス
チ
レ
ン
樹
脂
製
吸
着
材

・
微
生
物
酵
素
：
リ
ノ
ー
ル
酸
ヒ
ド
ロ
ペ
ル
オ
キ
シ

ド
と
ペ
ル
オ
キ
シ
ダ
ー
ゼ

・
B
P
A
分
解
菌
に
よ
る
分
解
条
件

・
還
元
剤
：
D
M
E
，
ア
セ
ト
ア
ル
デ
ヒ
ド

・
触
媒
：
ア
ル
ミ
ナ
担
持
コ
バ
ル
ト
触
媒

・
光
分
解
触
媒
：
酸
化
チ
タ
ン

・
難
分
解
性
物
質
：
テ
ト
ラ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン
，
ノ

ニ
ル
フ
ェ
ノ
ー
ル
等

酸
化
剤
に
よ
る
難
分
解
性
物
質
の
分
解

・
酸
化
剤
：
オ
ゾ
ン
、
過
酸
化
水
素
の
単
独
ま
た

は
併
用

・
難
分
解
性
物
質
：
ペ
ン
タ
ク
ロ
ロ
フ
ェ
ノ
ー
ル
，

ノ
ニ
ル
フ
ェ
ニ
ル
エ
ト
キ
シ
レ
ー
ト
の
分
解
除
去

酵
素
、
光
触
媒
等
に
よ
る
選
択
酸
化
・
分
解

F
R
P
の
水
平
リ
サ
イ
ク
ル
技
術

・
多
孔
質
ポ
リ
ス
チ
レ
ン
樹
脂
の
合
成

・
脱
離
性
能
と
吸
着
性
能

A
l2
O
3
担
持
金
属
触
媒
に
よ
る
N
O
xの
選
択
的

接
触
還
元
技
術

・
亜
臨
界
水
に
よ
る
F
R
P
の
高
付
加
価
値
化
・
水

平
リ
サ
イ
ク
ル
技
術
の
開
発

・
生
分
解
性
次
世
代
ゴ
ム
、
エ
ラ
ス
ト
マ
ー
、
及

び
コ
ン
ポ
ジ
ッ
ト
材
料
の
開
発

微
生
物
酵
素
に
よ
る
環
境
ホ
ル
モ
ン
の
酸
化
分

解紫
外
線
照
射
に
よ
る
難
分
解
性
物
質
の
分
解

難
分
解
性
物
質
の
完
全
酸
化
分
解
お
よ
び
微

生
物
，
塩
素
に
よ
る
完
全
分
解
技
術
を
開
発

す
る

・
ノ
ニ
ル
フ
ェ
ノ
ー
ル
分
解
菌
の
培
養

微
生
物
に
よ
る
難
分
解
性
物
質
分
解

・
酸
化
チ
タ
ン
系
光
触
媒
の
分
解
条
件

・
ア
ミ
ラ
ー
ゼ
に
よ
る
分
解
条
件

・
分
解
速
度
の
増
大

分
解

有
機
化

合
物

F
R
P
の
高
効
率
分
解
に
よ
り
原
料
モ
ノ
マ
ー
を

回
収
す
る

多
孔
質
高
分
子
吸
着
剤
に
よ
る
高
効
率
吸
着

と
バ
イ
オ
，
触
媒
に
よ
る
高
効
率
分
解
技
術
を

開
発
す
る

低
環
境
負
荷
材
料
の
開
発
に
よ
り
難
処
理
性

物
質
排
出
量
を
大
幅
に
削
減
す
る

N
O
xを
還
元
無
害
化
す
る

E
1
4
6

微
生
物

ノ
ニ
ル
フ
ェ

ノ
ー
ル

公
共
水
域
有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解
装
置

技
術
開
発

確
保

中
△

○
△

E
1
4
7

塩
素
処

理
ビ
ス
フ
ェ

ノ
ー
ル
A
公
共
水
域
有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解
装
置

技
術
開
発

確
保

小
△

◎
△

E
1
4
8

吸
着
材

F
洗
浄

有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

回
収
装
置

技
術
開
発

確
保

中
△

○
○

E
1
4
9

析
出

F
洗
浄

回
収

回
収
装
置

技
術
力
優

位
中

△
△

△

E
1
5
0

吸
着
材

B
石
炭
燃

焼
設
備

有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

回
収
装
置

技
術
開
発

確
保

大
○

△
△

E
1
5
1

材
料

A
s、
C
d、

H
g等

金
属
、
非

鉄
金
属

吸
着
材

回
収
装
置

技
術
開
発

確
保

中
○

○
△

E
1
5
2

微
生
物

C
r，
N
i，
Z
n
め
っ
き
業

重
金
属
回

収

回
収
装
置

技
術
開
発

確
保

中
○

△
△

E
1
5
3

磁
気
分

離
P
，
重
金
属
金
属
、
非

鉄
金
属

磁
気
凝
集

回
収
装
置

技
術
開
発

確
保

小
○

△
△

E
1
5
4

材
料

F
e

金
属
、
非

鉄
金
属

循
環
水

回
収
装
置

技
術
開
発

確
保

小
○

△
△

E
1
5
5

材
料

重
金
属
類

下
水
道

有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

回
収
装
置

技
術
開
発

確
保

中
△

○
△

分
離

新
規
な
高
効
率
陰
イ
オ
ン
分
離
技
術
を
開
発

す
る

水
域

重
金
属

類

・
石
灰
を
利
用

・
C
aF
2
と
し
て
資
源
化
の
条
件

・
耐
塩
性
鉄
酸
化
細
菌
の
分
離
と
馴
養

・
電
気
め
っ
き
排
水
中
の
重
金
属
分
離
条
件

・
塩
素
処
理
に
よ
る
分
解

・
塩
素
処
理
副
生
物
の
エ
ス
ト
ロ
ゲ
ン
様
活
性
低

減・
ノ
ニ
ル
フ
ェ
ノ
ル
分
解
菌
の
培
養

・
分
解
の
促
進
条
件

微
生
物
に
よ
る
難
分
解
性
物
質
の
分
解

・
吸
着
剤
：
強
塩
基
性
陰
イ
オ
ン
交
換
樹
脂
（
ス

チ
レ
ン
系
）

・
低
濃
度
フ
ッ
素
吸
着
分
離
（
フ
ッ
素
濃
度
2
m
g/
l

以
下
）

反
応
晶
析
に
よ
る
析
出

カ
チ
オ
ン
系
高
分
子
樹
脂
に
よ
る
ホ
ウ
素
の
吸

着
分
離

・
糖
導
入
型
ポ
リ
ア
リ
ル
ア
ミ
ン
の
合
成
条
件

・
カ
ラ
ム
吸
着
能
力
、
共
存
イ
オ
ン
の
影
響

・
ゼ
オ
ラ
イ
ト
及
び
（
Ｐ
ｂ
Ｏ
）
ｘ
（
Ｆ
ｅ
Ｏ
）
ｙ（
Ｆ
ｅ
２
Ｏ

３
）
１
－
ｘ
－
ｙ・
ａ
Ｈ
２
Ｏ
よ
り
な
る
有
害
金
属
吸
着

材

耐
塩
性
鉄
酸
化
細
菌
に
よ
る
重
金
属
含
有
排

水
処
理

樹
脂
製
吸
着
剤
に
よ
る
低
濃
度
陰
イ
オ
ン
の
吸

着
分
離

塩
素
処
理
に
よ
る
環
境
ホ
ル
モ
ン
の
分
解

フ
ェ
リ
磁
性
体
に
よ
る
磁
気
分
離

高
性
能
吸
着
材
に
よ
る
微
量
有
害
金
属
の
回

収
・
無
害
化

陰
イ
オ
ン

分
離

新
規
な
高
効
率
重
金
属
分
離
技
術
を
開
発
す

る

ロ
ッ
ク
ウ
ー
ル
に
よ
る
分
離
濃
縮

繊
維
化
ス
ラ
グ
に
よ
る
吸
着

・
硫
酸
塩
還
元
細
菌
に
よ
る
金
属
硫
化
物
の
形

成 ・
硫
酸
還
元
細
菌
の
付
着
担
体
と
金
属
硫
化
物

捕
捉
担
体
機
能
を
有
す
る
ス
ラ
グ
繊
維
の
活
用

・
ロ
ッ
ク
ウ
ー
ル
（
高
炉
ス
ラ
グ
）
に
よ
る
イ
オ
ン

交
換
反
応

・
金
属
硫
化
物
微
粒
子
の
捕
捉
担
体

・
フ
ェ
リ
磁
性
体
の
合
成
（
F
E
2
＋
/
F
e
3
＋
）

・
高
勾
配
磁
気
分
離
条
件
と
設
備

2009ロードマップ20



化
学
物
質
総
合
評
価
管
理
分
野
の
技
術
マ
ッ
プ
　
（
1
2
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削
減
技
術
開
発
（
一
般
技
術
）

E
1
5
6

バ
イ
オ

N
下
水
道
業
有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解
装
置

技
術
力
優

位
大

○
△

△

E
1
5
7

バ
イ
オ

N
下
水
道
業
有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解
装
置

技
術
力
優

位
大

△
○

△

E
1
5
8

バ
イ
オ

N
肥
料
、
畜

産
有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解
装
置

技
術
力
優

位
中

△
○

○

E
1
5
9

触
媒

N
肥
料
、
畜

産
有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解
装
置

技
術
力
優

位
中

△
△

○

E
1
6
0

吸
着
材

N
H
3

肥
料
・
畜

産
・
下
水

道

有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
解
装
置

技
術
力
優

位
中

△
◎

△

E
1
6
1

吸
着
材

P
肥
料
、
畜

産
有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
離
装
置

技
術
力
優

位
中

△
△

○

E
1
6
2

吸
着
材

P
肥
料
、
畜

産
有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
離
装
置

技
術
力
優

位
中

△
◎

△

E
1
6
3

吸
着
材

P
肥
料
、
畜

産
有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
離
装
置

技
術
力
優

位
中

△
○

○

E
1
6
4

電
解

P
肥
料
、
畜

産
有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

分
離
装
置

技
術
開
発

確
保

小
△

△
△

E
1
6
5

凝
集
分

離
懸
濁
物
質
公
共
水

域
高
度
処
理

分
離
装
置

技
術
開
発

小
△

△
△

・
乳
製
カ
ゼ
イ
ン
の
捕
集
お
よ
び
起
泡
機
能
の

活
用

ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
メ
ゾ
構
造
体
を
有
す
る
吸
着
材

廃
棄
物
再
生
炭
化
物
に
よ
る
水
中
の
り
ん
分
離
・
廃
棄
物
炭
化
条
件

・
化
学
的
賦
活
条
件

微
生
物
の
高
密
度
固
定
化
に
よ
る
排
水
処
理
プ

ロ
セ
ス

天
然
ゼ
オ
ラ
イ
ト
に
よ
る
ア
ン
モ
ニ
ウ
ム
イ
オ
ン

の
吸
着
分
離

高
性
能
触
媒
に
よ
る
空
気
酸
化
分
解

・
酸
化
チ
タ
ン
光
触
媒
に
よ
る
分
解

・
鉄
・
マ
ン
ガ
ン
系
触
媒
酸
化

・
ジ
ル
コ
ニ
ウ
ム
メ
ゾ
構
造
体
の
吸
着
容
量
の
増

大 ・
N
aO
H
、
ク
エ
ン
酸
等
に
よ
る
脱
着
性
能

無
機
層
状
セ
ラ
ミ
ッ
ク
ス
吸
着
材

電
解
法
に
よ
る
リ
ン
除
去
と
高
度
処
理
技
術

富
栄
養

化
物
質

広
域

高
速
脱
窒
バ
イ
オ
リ
ア
ク
タ
ー

微
生
物
及
び
触
媒
に
よ
る
富
栄
養
化
物
質
の

完
全
分
解
プ
ロ
セ
ス
を
開
発
す
る

生
物
処
理
と
マ
イ
ク
ロ
バ
ブ
ル
法
と
の
組
合
せ

界
面
活
性
剤
に
よ
る
懸
濁
粒
子
の
凝
集
・
泡
沫

分
離

・
鉄
電
解
法
に
よ
る
リ
ン
除
去

・
排
水
処
理
シ
ス
テ
ム
へ
の
鉄
電
解
槽
の
組
込

み・
銅
導
入
型
お
よ
び
亜
鉛
導
入
型
ハ
イ
ド
ロ
タ
ル

サ
イ
ト
合
成

リ
ン
酸
イ
オ
ン
の
選
択
性
と
交
換
容
量
の
増
大

・
硝
化
槽
と
脱
窒
槽
微
で
の
マ
イ
ク
ロ
バ
ブ
ル
使

用 ・
分
解
反
応
の
効
率
化

・
石
炭
焼
却
灰
フ
ラ
イ
ア
ッ
シ
ュ
に
微
生
物
を
凝

集
造
粒
化

・
硝
化
細
菌
と
脱
窒
細
菌
の
高
密
度
固
定
化

・
天
然
ゼ
オ
ラ
イ
ト
中
の
イ
オ
ン
交
換
処
理
に
よ

る
吸
着
能
の
増
大

・
鉱
物
中
の
モ
ル
デ
ナ
イ
ト
が
吸
着
能
を
増
大

・
多
孔
質
担
体
に
微
生
物
を
高
密
度
の
固
定

・
コ
ン
パ
ク
ト
な
設
備
設
計
、
高
負
荷
処
理

高
効
率
・
安
価
な
吸
着
材
を
開
発
す
る

新
規
な
化
学
的
リ
ン
除
去
技
術
お
よ
び
高
度

処
理
技
術
を
開
発
す
る

分
離

分
解

E
1
6
5

離
懸
濁
物
質
域

高
度
処
理

技
術
開
発

確
保

小
△

△
△

E
1
6
6

膜
分
離

超
微
粒
子
公
共
水

域
高
度
処
理

分
離
装
置

技
術
開
発

確
保

小
△

△
◎

陰
イ
オ
ン

分
解

E
1
6
7

バ
イ
オ

シ
ア
ン

土
地
浄
化
浄
化
土
壌

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

小
△

○
○

E
1
6
8

動
電
手

法

C
d、
P
b、

H
g、
A
s、
C
r

な
ど

土
地
浄
化
浄
化
土
壌

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

小
△

△
△

E
1
6
9

硫
化
鉄

H
g

土
地
浄
化
浄
化
土
壌

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

小
○

△
△

E
1
7
0

光
触
媒

C
r6
+

土
地
浄
化
浄
化
土
壌

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

小
◎

△
△

E
1
7
1

バ
イ
オ

Ｐ
b,
Ｃ
d,
A
s,

Ｈ
ｇ

金
属
、
非

鉄
金
属

重
金
属
固

定
化
酵
素

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

中
△

△
○

E
1
7
2

バ
イ
オ

C
d

土
地
浄
化
浄
化
土
壌

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

小
○

○
△

分
解
・
除

去
・
無
害

化
E
1
7
3

バ
イ
オ

C
d、
P
b等

金
属
、
非

鉄
金
属

金
属
イ
オ
ン

捕
捉
剤

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

小
○

○
△

濃
縮
・
分

解
E
1
7
4

バ
イ
オ

油
類

土
地
浄
化
浄
化
土
壌

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

小
○

◎
△

洗
浄

E
1
7
5

材
料

石
油

土
地
浄
化
浄
化
土
壌

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

小
○

○
△

E
1
7
6

バ
イ
オ

P
A
H
s，
石

油
，
T
C
E
等
土
地
浄
化
浄
化
土
壌

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

中
○

◎
△

油
，

負
の
遺
産

・
ト
チ
ノ
キ
科
由
来
サ
ポ
ニ
ン
の
抽
出

・
金
属
イ
オ
ン
捕
捉
性
能
の
向
上

界
面
活
性
剤
に
よ
る
鉱
物
油
、
有
害
金
属
の
分

離
・
除
去

活
用

・
鉄
塩
凝
集
剤
と
乳
製
カ
ゼ
イ
ン
の
併
用
効
果

膜
に
よ
る
超
微
粒
子
の
分
離

・
浸
漬
型
平
膜
に
よ
る
超
微
粒
子
分
離
条
件

・
装
置
設
計
条
件

硫
化
鉄
を
用
い
た
低
温
加
熱
処
理
に
よ
る
水
銀

の
分
離

固
定
化
・

不
溶
化

広
域

バ
イ
オ
技
術
に
よ
る
有
害
重
金
属
の
完
全
固

定
化
技
術
を
開
発
す
る

汚
染
土
壌
を
低
環
境
負
荷
で
高
速
に
修
復
す

る
レ
メ
デ
ィ
エ
ー
シ
ョ
ン
技
術
を
開
発
す
る

新
規
な
高
効
率
植
物
由
来
の
重
金
属
イ
オ
ン

捕
捉
材
を
開
発
す
る

高
効
率
な
化
学
反
応
に
よ
る
有
害
重
金
属
の

固
定
化
・
分
離
技
術
を
開
発
す
る

・
水
性
T
iO
2
懸
濁
液
中
の
還
元
(三
価
C
r)

・
紫
外
光
照
射
条
件

光
触
媒
に
よ
る
六
価
ク
ロ
ム
の
還
元

・
非
天
然
重
金
属
固
定
化
用
た
ん
ぱ
く
質
の
開

発・
E
D
T
A
を
使
用
す
る
カ
ド
ミ
ウ
ム
の
分
離

・
分
離
速
度
向
上
要
因
（
電
位
変
化
、
電
流
密

度
、
p
H
な
ど
）

動
電
学
的
手
法
に
よ
る
土
壌
中
の
重
金
属
の

分
離

シ
ア
ン
汚
染
土
壌
の
微
生
物
に
よ
る
分
解

・
シ
ア
ン
浄
化
菌
の
単
離
、
硫
黄
系
増
殖
助
剤

・
分
解
速
度
の
向
上

分
離

・
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ
、
バ
ミ
ュ
ー
ダ
グ
ラ
ス
な
ど
の
高

濃
度
蓄
積
能
を
も
つ
植
物
の
開
発

・
植
物
根
が
分
解
菌
の
成
長
を
促
進
す
る
植
物

・
適
す
る
界
面
活
性
剤
の
選
定

・
現
場
実
証
試
験
に
よ
る
油
類
回
収
効
率
の
向

上 ・
吸
着
容
量
の
大
き
い
活
性
炭
素
繊
維

・
カ
ド
ミ
ウ
ム
汚
染
地
盤
の
生
物
還
元

・
硫
酸
還
元
菌
に
よ
る
重
金
属
の
固
定
化
条
件

・
硫
化
鉄
に
よ
る
酸
化
還
元
反
応

・
3
0
0
℃
低
温
加
熱
処
理
に
よ
る
硫
化
水
銀
と
し

て
分
離

・
有
機
汚
染
物
質
の
吸
収
植
物
の
探
索

・
植
物
根
か
ら
分
泌
さ
れ
る
分
解
酵
素
と
微
生

物
の
増
殖

有
機
化

合
物

生
物
還
元
に
よ
る
重
金
属
の
不
溶
化

高
選
択
結
合
酵
素
、
た
ん
ぱ
く
質
等
に
よ
る
無

害
化
・
固
定
化

フ
ァ
イ
ト
レ
メ
デ
ィ
エ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
油
類
汚
染

土
壌
の
分
離
・
分
解

界
面
活
性
剤
に
よ
る
石
油
等
の
原
位
置
洗
浄

技
術

油
類
汚
染
土
壌
の
濃
縮
と
分
解

汚
染
土
壌
を
低
環
境
負
荷
で
高
速
に
修
復
す

る
レ
メ
デ
ィ
エ
ー
シ
ョ
ン
技
術
を
開
発
す
る

新
規
な
高
効
率
微
粒
子
の
分
離
技
術

分
離

重
金
属

類

微
粒
子

類
分
離
回

収

分
離

土
壌

E
1
7
7

吸
着

油
，

P
A
H
s，

V
O
C

土
地
浄
化
浄
化
土
壌

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

中
△

△
△

吸
着
容
量
の
大
き
い
活
性
炭
素
繊
維

・
土
壌
ガ
ス
の
ス
パ
ー
ジ
ン
グ
と
吸
引
に
よ
る
地

下
水
浄
化

活
性
炭
素
繊
維
に
よ
る
土
壌
ガ
ス
の
吸
着
分
離
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化
学
物
質
総
合
評
価
管
理
分
野
の
技
術
マ
ッ
プ
　
（
1
3
 /
 1
3
）

リ
ス
ク
削
減
技
術
開
発
（
一
般
技
術
）

分
離
・
分

解
E
1
7
8

多
段
土

壌
層
法

シ
マ
ジ
ン
、

フ
ェ
ニ
ト
ロ
チ

オ
ン
、
テ
ト
ラ

ク
ロ
ロ
エ
チ
レ

ン
等

土
地
浄
化
浄
化
土
壌

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

中
○

△
△

分
解

E
1
7
9

鉄
複
合

粒
子

D
X
N
s､

P
C
B
等

下
水
道
、

廃
棄
物
処

理
業

有
害
物
処

理
シ
ス
テ
ム

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

中
○

△
△

E
1
8
0

電
気
修

復

ﾄﾘ
ｸ
ﾛ
ﾛ
ｴ
ﾁ
ﾚ

ﾝ
，
ﾃ
ﾄﾗ
ｸ
ﾛ
ﾛ

ｴ
ﾁ
ﾚ
ﾝ

土
地
浄
化
浄
化
土
壌

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

中
○

△
△

E
1
8
1

酸
化

ﾃ
ﾄﾗ
ｸ
ﾛ
ﾛ
ｴ
ﾁ
ﾚ

ﾝ
，
ﾄﾘ
ｸ
ﾛ
ﾛ
ｴ
ﾁ

ﾚ
ﾝ
、
油
類

土
地
浄
化
浄
化
土
壌

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

中
○

◎
△

E
1
8
2

生
物
処

理

ト
リ
ク
ロ
ロ
エ

チ
レ
ン
（
塩
素

化
エ
チ
レ
ン
）
土
地
浄
化
浄
化
土
壌

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

中
○

◎
△

E
1
8
3

間
接
加

熱

P
F
O
S
，

P
F
O
A
，

D
X
N
sな
ど
土
地
浄
化
浄
化
土
壌

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

中
◎

△
△

E
1
8
4

複
合
粒

子
ト
リ
ク
ロ
ロ

エ
チ
レ
ン
廃
棄
物
処

理
場

浄
化
土
壌

負
の
遺
産

技
術
開
発

確
保

小
◎

△
△

E
1
8
5

プ
ロ
セ
ス

廃
プ
ラ
ス

チ
ッ
ク

プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
製
造
業
プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
製
品

資
源
確
保

技
術
力
優

位
大

△
○

◎

・
フ
ェ
ン
ト
ン
試
薬
の
適
用
条
件

・
原
位
置
化
学
的
酸
化

汚
染
底
泥
中
の
有
機
ハ
ロ
ゲ
ン
分
解
・
無
害
化
・
減
圧
加
熱
還
元
等

・
還
元
材
料
：
鉄
複
合
粒
子
粉
末
の
飽
和
磁
化

率
向
上
と
高
比
表
面
積
化

鉄
粉
浄
化
壁
を
用
い
た
エ
レ
ク
ト
ロ
レ
メ
デ
ィ

エ
ー
シ
ョ
ン

・
還
元
材
鉄
粉
に
よ
る
有
機
塩
素
化
合
物
の
還

元
分
解

・
分
解
速
度
向
上
の
た
め
の
要
因

フ
ェ
ン
ト
ン
法
に
よ
る
塩
素
系
V
O
C
等
汚
染
土
壌

の
化
学
的
酸
化
分
解

多
段
土
壌
層
法
に
よ
る
難
分
解
性
物
質
の
分

離
濃
縮

・
通
水
性
の
高
い
ゼ
オ
ラ
イ
ト
層
と
土
壌
層
を
レ

ン
ガ
積
載
状
に
配
置

・
活
性
炭
の
添
加
に
よ
る
適
用
汚
染
物
質
の
拡

大 ・
吸
着
土
壌
の
分
解
処
理

廃
P
E
T
の
ケ
ミ
カ
ル
リ
サ
イ
ク
ル

嫌
気
性
バ
イ
オ
レ
メ
デ
ィ
エ
ー
シ
ョ
ン
お
よ
び
有

用
菌
に
よ
る
分
解
技
術

・
完
全
に
エ
チ
レ
ン
，
エ
タ
ン
に
分
解
で
き
る
嫌

気
性
菌
体
の
確
保

・
嫌
気
性
分
解
菌
の
分
解
能
の
向
上

・
M
O
7
株
菌
に
よ
る
分
解
能
の
向
上

間
接
加
熱
に
よ
る
ハ
ロ
ゲ
ン
系
物
質
の
酸
化
分

解 α
-
F
e
・
F
e
3
O
4
複
合
粒
子
に
よ
る
還
元
分
解

・
α
-
F
e
・
F
e
3
O
4
複
合
粒
子
と
イ
オ
ウ
含
有
量

の
影
響

・
水
素
還
元
、
塩
素
と
イ
オ
ウ
の
置
換
反
応
に
よ

る
脱
塩
素
反
応

汚
染
底
泥
の
低
環
境
負
荷
で
高
速
分
解
技
術

を
開
発
す
る

汚
染
土
壌
を
低
環
境
負
荷
で
高
速
に
修
復
す

る
レ
メ
デ
ィ
エ
ー
シ
ョ
ン
技
術
を
開
発
す
る

汚
染
土
壌
を
低
環
境
負
荷
で
高
速
に
修
復
す

る
レ
メ
デ
ィ
エ
ー
シ
ョ
ン
技
術
を
開
発
す
る

分
解

・
マ
イ
ク
ロ
波
－
塩
基
触
媒
（
重
曹
）
，
反
応
溶
媒

（
グ
リ
セ
リ
ン
）
に
よ
る
分
解

・
マ
イ
ク
ロ
波
照
射
条
件

・
実
証
試
験
で
の
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
の
分
解
促

進 ・
土
壌
中
有
機
フ
ッ
素
化
合
物
の
分
解

難
分
解

性
物
質

等

E
1
8
6

プ
ロ
セ
ス

廃
プ
ラ
ス

チ
ッ
ク

プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
製
造
業
プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
製
品

資
源
確
保

技
術
力
優

位
中

△
△

△

E
1
8
7

プ
ロ
セ
ス

廃
プ
ラ
ス

チ
ッ
ク

プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
製
造
業
プ
ラ
ス
チ
ッ

ク
製
品

資
源
確
保

技
術
開
発

確
保

中
△

○
○

削
減

E
1
8
8

プ
ロ
セ
ス

汚
泥
・
ス

ラ
ッ
ジ

製
造
業
有

機
汚
泥

下
水
道

処
理
シ
ス
テ

ム

汚
泥
処
理

技
術
開
発

確
保

中
△

○
○

無
害
化
E
1
8
9

材
料

汚
泥

製
造
業
有

機
汚
泥
下

水
道

炭
化
物

汚
泥
処
理

技
術
開
発

確
保

中
△

△
△

非
鉄
金

属
分
離

E
1
9
0

浮
選

非
鉄
金
属

シ
ュ
レ
ッ

ダ
ー
ダ
ス
ト

処
理
場

回
収

資
源
確
保

技
術
力
優

位
中

○
◎

○

大
気

V
O
C

分
解

E
1
9
1

触
媒

V
O
C

家
庭

住
居
内

健
康
安
全

技
術
開
発

確
保

小
◎

○
△

水
域

難
分
解

性
物
質

等
分
解

E
1
9
2

触
媒

D
X
N
s，

P
C
B
，
ﾄﾘ
ﾊ

ﾛ
ﾒ
ﾀ
ﾝ

め
っ
き
業
、

温
浴
施
設

浄
水

健
康
安
全

技
術
開
発

確
保

中
△

○
○

脂
肪
族
ポ
リ
エ
ス
テ
ル
の
微
生
物
に
よ
る
分
解

・
脂
肪
族
ポ
リ
エ
ス
テ
ル
糸
状
分
解
菌
，
真
菌
の

発
掘

・
分
解
速
度
の
向
上
条
件
の
解
明

ポ
リ
-
L
-
乳
酸
の
ケ
ミ
カ
ル
リ
サ
イ
ク
ル

A
S
R
焼
却
灰
か
ら
の
浮
選
に
よ
る
非
鉄
金
属
の

分
離

小
型
光
触
媒
浄
化
装
置
に
よ
る
V
O
C
sの
分
解
・
光
触
媒
シ
ー
ト
に
よ
る
酸
化
分
解
条
件

・
小
型
光
触
媒
浄
化
装
置
の
設
計
条
件

浄
化
槽
汚
泥
の
炭
化

・
連
続
炭
化
パ
イ
ロ
ッ
ト
プ
ラ
ン
ト
に
よ
る
炭
化
の

実
証
条
件
把
握

・
乾
燥
経
由
の
炭
化
条
件
に
よ
る
製
品
品
質
の

向
上

廃
棄
物

生
活

安
全
な
高
効
率
小
型
分
解
装
置
を
開
発
す
る

有
機
化

合
物

分
解

汚
泥

・
焼
却
灰
の
微
粉
砕
お
よ
び
銅
，
亜
鉛
の
浮
選

分
離
条
件

・
塩
化
物
の
除
去

・
マ
イ
ク
ロ
波
照
射
と
触
媒
に
よ
る
分
解
条
件

・
分
解
菌
の
活
用

・
高
強
度
光
触
媒
チ
タ
ニ
ア
繊
維
の
合
成

・
表
面
傾
斜
構
造

・
水
浄
化
装
置
の
設
計

焼
却
灰
中
の
非
鉄
金
属
の
高
効
率
分
離
技
術

を
開
発
す
る

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の
高
効
率
分
解
菌
お
よ
び
物
理

エ
ネ
ル
ギ
ー
分
解
に
よ
り
原
料
モ
ノ
マ
ー
を
回

収
す
る

発
生
汚
泥
の
大
幅
な
削
減
と
高
効
率
資
源
化

技
術
を
開
発
す
る

浄
水
製
造
用
の
触
媒
繊
維

余
剰
汚
泥
の
減
量
化
技
術

・
返
送
汚
泥
の
基
質
化
の
促
進

・
適
切
な
基
質
化
（
生
物
法
、
化
学
法
、
物
理

法
、
物
理
化
学
法
な
ど
）
法
の
条
件

注
1
）
評
価
：
　
◎
：
2
.5
以
上
，
○
：
2
.5
未
満
～
2
.0
，
△
：
2
未
満

注
2
）
合
計
：
3
9
件
（
産
業
）
＋
5
1
件
（
広
域
）
＋
2
件
（
生
活
）
＝
9
2
件
 （
大
気
：
8
件
，
水
域
：
4
7
件
，
土
壌
：
2
4
件
，
廃
棄
物
：
1
3
件
）
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化学物質総合評価管理分野の技術ロードマップ　（1 / 4） リスク評価・管理技術開発

リスク評価
・管理の
方向

各主体の
役割

リスク管理 行政が行う
に必要な リスク管理に
技術開発 必要な手法

企業の
自主管理を
支援する
ための手法

要素技術

リスク評価
社会ニーズへ
の対応

に必要な
技術開発

リスクトレードオフに基づく最適管理手法

(6) 化学物質とそれ以外のﾘｽｸとのﾄﾚｰﾄﾞｵﾌを考慮したﾘｽｸ
管理手法

化審法のリスク管理手法

シックハウス症候群のリスク評価が可能に

特定化学物質のリスク管理手法

(9) 地域のリスク管理手法

地域の特性を考慮したリス
ク評価が可能に

複雑なシナリオのリスク(混合物や複
合暴露等)や感受性やライフスタイル
に留意し管理することが可能に

新規の物質・技術や
懸念されているリス
クの管理が可能に

既に生じている複合暴露の影
響を評価することが可能に

(28)  ヒト･生態リスクの統一指標の開発

(29) 優先順位付け手法

(30) 不確実性を含んだリスク指標の開発

製品のリスク評価が
可能に

Tiered Approachにより、効率的なリ
スク評価（緊急性の高い物質から順
番にリスク評価）が可能に

目的やシナリオ、必要精度に応
じてリスク評価可能に

ヒト健康や生態系へのリスクにつ
いての統一評価が可能に

ストック汚染を考慮したリス
ク評価が可能に

生活環境動植物*や個
体群等生態系のリスク
評価が可能に

自然発生源のある物質
のリスク評価が可能に

不確実性を考慮したリスク評価手法
によって、有害性や暴露の情報が
十分に揃っていない物質も含め多く
の物質のリスク評価が可能に

現時点では、有害性や暴露の情報が十分に揃っ
ている物質については、コスト対効果を考慮した
適切な管理策が選定可能

ナノ粒子のリスク評価が可能に
さらに、化学物質全体でのリスク評価と方法論
をすり合わせ、体系的な組み込みが可能に

新規の物質・技術や懸
念されているリスクの評

価が可能に

感受性やライフスタイルを考慮したリ
スクを詳細に評価可能に

混合物や複数物質の多重暴露に
よるリスク評価が可能に

現時点では、有害性や暴
露の情報が十分に揃って
いる物質については、物
質ごとに平均ｹｰｽ（人・地
域）の各エンドポイントご
とのリスク評価が可能

化学物質管理の第２世代
物質ごとのリスクに基づく管理

【企業】個々の物質や製品のライフサイクルでのリスクを評価し、自主管理する。

　
　

【行政】個々の物質の代表的なケースのリスクを評価し、管理する。
　
　

製品単位のリスク管理手法

化学物質管理の第３世代
リスクトレードオフに基づく最適管理

リスクとベネフィットとのバランスを考慮し、
リスクコミュニケーションを通じてリスクと向き合う社会を構築する

規制と企業の自主管理のベストミックスのもと、
物質ごとにリスクを減らす

(20)化学物質のリスクとそれ以外のリスクの統一指標
の開発

環境に配慮した設計（DfE)手法

【国民】化学物質のリスクの情報やリスク評価するための
手法を知りたいときに知ることができ、化学物質に対する
理解が深まる。

管理策に要するコ
ストの評価手法

【行政】様々な物質間や化学物質とそれ以外のリスクとの間でリスクを比較し、また様々なケースの
リスク（混合物、複合暴露、感受性、ライフスタイル等）に留意しながら、管理する。管理策の国際調
和を図る。

【企業】様々な物質や製品のライフサイクルでのリスクを比較し、自主管理する。

【国民】リスクコミュニケーションを通じて、化学物質のリスクとベネフィットに対する理解が深まる。

工場単位のリスク管理手法

現時点では、管理策のコ
スト対効果が評価可能

監視化学物質のリスク管理手法

REACH対応

化学物質とそれ以外のリス
クを同じ指標で比較可能に

(8) リスク管理の研究項目の優先順位付け手法

(7) 複雑なシナリオのリスク(混合物や複合暴露等)や感受性やライフスタイルに留意し管理するための手法

化審法のリスク評価の高度化（製造量、輸入
量、用途情報等に基づくリスク評価の高度化）

工場周辺のリスク評価・管理

地方行政へのリスク評価取り込み

これまでに蓄
積されたリスク
評価・リスク管
理の手法

「リスク評価・管理の目標像」を示す「技術開発のアウトカム」（右の「目標
像」実現に向けてのステップ）を示す。

「技術開発項目」を示す凡例

「重要技術開発項目」を示す

手法のバリデーション・
実用化・普及

 (1) 費用対効果を考慮した合理的リスク管理手法

(2) 代替物質のリスクなど化学物質間のリスクのトレードオフを考慮したリスク管理手法

化学物質以外のリスクも考慮し
た最適な管理策が選定可能に

現時点では、コスト対効
果を考慮した適切な管
理策が選定可能

手法のバリデーション・
実用化・普及

２０３０

(11) サプライチェーン含有物質トレース手法

有害性や暴露の情報が十分に揃っていな
い物質についても、不確実性がある中で、
適切なリスク管理策が策定可能に

               (12) 複数物質間・製品間でリスクを比較し、自主管理するための手法

管理策のコストと効果を
同じ指標で比較可能に

化学物質間で、管理策の
コストと効果を考慮した適
切な管理策が選定可能に

(21) データ等の不確実性を前提としたリスク管理技法

(14) 地域（工場付近）のリスク管理手法

(13) 製品のリスク管理手法

(4) 評価の優先順位やTiered Approachを考慮した効率的リスク管理体系の構築

(3) 不確実性を考慮して多くの物質をリスク管理する手法

    (5)    ストック汚染のリスク管理手法

(10) 費用対効果を考慮した合理的リスク管理手法

(27) ヒト健康について共通の指標で評価する手法

(31) 情報量基準等に基づくデータ、モデルの選択技法

管理策の効果（回避
されたリスク）の評
価手法

(19) 管理策の効果（回避されたリスク）の経済評価手法

２００７ ２０２０

既に生じている複合暴露の影響に
対して対策を立てることが可能に
（シミュレーションによる「事前」予
測とは別に、「事後」的管理も可能
に）

２０１０
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化学物質総合評価管理分野の技術ロードマップ　（2 / 4） リスク評価・管理技術開発

リスク評価 社会ニーズへ
の対応に必要な

技術開発

①社会ニーズ
への対応

新規の物質

・技術や

懸念されている

リスクへの対応

　 ②要素技術
   環境中や生体中

   濃度ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

　　とその活用

   環境中や生体中

   濃度センサー

　　環境中運命
　　評価手法

   排出のモニタ
   リング
   排出データの
   活用、最適化

   排出量
   推定手法

有害性
評価に
必要な
技術開発

①社会ニーズへ
の対応
　　新規の

　　物質・技術や

　　懸念されている

　　リスクへの対応

②要素技術

目的やシナリオ、必要精度に応じ
てリスク評価可能に

分子～細胞～臓器～組織レベルでのメカニズム解明

物質や毒性に適した評価手法が体系化され、
「必要性の低い物質は安価・高速に評価し、必
要性の高い物質は詳細にin vivoで試験する」
という試験戦略が可能に

不確実性を考慮したリスク評価手法
によって、有害性や暴露の情報が
十分に揃っていない物質も含め多く
の物質のリスク評価が可能に

Tiered Approachにより、効率的なリ
スク評価（緊急性の高い物質から順
番にリスク評価）が可能に

発がん性、生殖毒性、神経毒性等、高コスト・長期を要する毒性の高度な評価手法

暴露評
価に必
要な技
術開発

地域の特性を考慮したリス
ク評価が可能に

(103) 単純なPBPK/TDモデル（in vitro等の試験結果を適用して改善）

(90)分解性・蓄積性ＱＳＡＲ（新規物質の試験結果活用等による適用性拡大）

既に生じている複合暴露の影響
を評価することが可能に

(78) 生態系の有害性評価のための特有な技術（底質毒性試験法や
成長段階別の有害性推定手法）

(94) 蓄積性試験のin vitro試験法

ADME/Toxのメカニズムの分子レベルでの解明手法（たんぱく質の役割等）

より正確な排出量を反映し
た暴露評価が可能に

種差を回避・克服し、
個の多様性を反映した
有害性評価が可能に

(91) 有害性QSAR(感作性・変異原性・生態エンドポイント等）

単純なPBPK/TDモデル

(99) in silico人体、　　in silico 生態系

(97) in vitroの簡易でハイスループットに対応可能な評価手法

(98) in vivoでの高速の評価手法

(104) 詳細なPBPK/TDモデル（細胞応答や臓器・組織応答のシミュレーション）

(92) メカニズムを考慮したQSAR

【行政】
　・試験戦略を活用した効果的・効率
的な有害性評価

(96) マルチエンドポイント型有害性評価手法

(67) 用途ごとの排出推計手法
(66) ライフサイクルでの用途推定手法 (71) より高精度なマテリアルフロー分析手法

(68) 精度評価を伴ったＰＲＴＲデータの推計法
(69) PRTRデータ妥当性評価手法

(61) 生体中微量物質検出センサー

(57) バイオアッセイモニタリング手法(環境測定による化学物質の暴露把
握手法）

(59) 環境中微量物質マルチセンサー

(60) 携帯型環境(室・車内等含む）微量物質検出センサー

(56) サンプリングスキーム構築(生物相モニタリングス
キーム含む）

(55) モニタリングデータの暴露評価適用手法

(64) PRTRデータの暴露評価適用手法(届出データ、非届出データ含む)
(65) モニタリングスキーム構築

(95) その他in vitroの簡易なスクリーニング手法(ヒト細胞などを用いた）

(105)  有害性検出バイオマーカー探索手法

個別物質の暴露
評価手法

各エンドポイントの
暴露評価手法

平均ケース（人・地
域）の暴露評価手法

(42) 排出量、環境条件などの最悪ケースも反映され
るように暴露シナリオを体系化

(40) 感受性の高い集団の暴露
評価手法

(41) ライフスタイル別の暴露評価手法

(39) 地域別の暴露評価手法

(48) ナノ粒子の暴露評価手法

(46)  シックハウス症候群の暴露評価手法

(47)  自然発生源のある物質の暴露評価手法

暴露(Ａ)

(62) 土壌、地下水汚染暴露評価手法

暴露(B)

暴露(B)

分解性・蓄積性QSAR

(93) カテゴリーアプローチ手法

暴露(Ｃ)

暴露(Ｃ)

(63) 化学反応(分解、反応生成）を考慮した環境中運命モデル

メカニズムに基づき高精度で３Rに
沿った有害性評価が可能に

(38) ストック汚染による暴露の評価手法暴露(Ａ)

暴露(C)

暴露(B)

暴露(B)

スクリーニング評価が安価・高速ある
いはHTP化可能に。有害性予測が可
能に

発がん性等、高コスト・長期を要する
毒性が安価・高速に評価可能に

水域等の現場で（検査機関への
運搬不要）、個別化学物質由来
のリスクと共に，媒体全体として
のリスク（個別物質の同定不要）
も迅速に評価可能に

　環境中で化学変化する化学物質や地下
水を経由した暴露の評価が可能に

【企業】
・有害性評価のコスト負担減少（より
多くの物質を評価できるようになる）

(43) 不確実性を含んだ暴露指標の開発

高速化

(44) 生態系のリスク評価のための暴露評価手法

(70) 観測値から排出量を推定する逆解析手法

(58) 人･生態系の暴露検出のためのバイオマーカー迅速検出セン
サー

既存化学物質の安全性点検加速

(107) タンパク質等の上位階層での網羅的解析技術

(106)  実験室でのミニ生態系（マイクロコズム）

有害性(ｆ)

(45) 生態系食物網構造解析手法

微量な化学物質の濃度(環境
中や生体中）が迅速に簡易に
測定可能に

目的に応じて、必要な精度
での暴露解析が可能に

ナノ粒子の有害性評価手法

(75) シックハウス症候群の有害性評価手法 (76) 複合暴露の有害性評価手法

暴露(E)

暴露(Ｆ)

有害性(a)
有害性(b) 有害性(c)

(77) 世代別感受性を考慮した有害性評価手法

有害性(e）

手法のバリデーション・
実用化・普及

手法のバリデーショ
ン・実用化・普及

有害性(d)

暴露(H)

製品のリスク評価が
可能に

ストック汚染を考慮したリス
ク評価が可能に

生活環境動植物＊や個
体群等生態系のリスク
評価が可能に

自然発生源のある
のリスク評価が可能に

物質

シックハウスのリス
ク評価が可能に

ナノ粒子のリスク評
価が可能に

感受性やライフスタイルを考慮したリ
スクを詳細に評価可能に

混合物や複数物質の多重暴露に
よるリスク評価が可能に

現時点では、有害性や暴
露の情報が十分に揃って
いる物質については、物
質ごとに平均ｹｰｽ（人・地
域）の各エンドポイントご
とのリスク評価が可能

暴露(Ｅ)
有害性（a）

暴露（H
有害

）
性（ｃ）

有害性（e)

暴露(G)
有害性（ｄ）

有害性（ｂ）

暴露(G)

運命モデルとモニタリング結果の
比較により、モデルの精度が向上

(100) ヒト培養細胞を用いた種差を回避した有害性評価手法

(102) 遺伝子発現解析技術を用いた個人の有害性評価技術

高度化

(101)  遺伝子発現解析技術を用いた種差による感受性差評価技術

有害性(d)

有害性(ｆ)

２００７

「リスク評価・管理の目標像」を示す「技術開発のアウトカム」（右の「目標
像」実現に向けてのステップ）を示す。

「技術開発項目」を示す凡例

「重要技術開発項目」を示す

暴露(Ｆ)

高度化とはすなわち、
・一部の物質は、in silicoで高
速化するなど、より効率的で合
理的でかつ高精度な試験戦略
・種差を反映した高精度な有害
性評価や、個の多様性を反映
した有害性評価（自分への影
響がわかる）により、国民の安
心を実現

 (37) 製品からの直接暴露の評価手法

２０１０ ２０２０ ２０３０
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化学物質総合評価管理分野の技術ロードマップ　（3 / 4）　リスク評価・管理技術開発（工業用ナノ粒子）

リスク評価・管理の 現状
方向

リスク管理に必要な技
術開発

リスク評価に必要
な技術開発

ナノ粒子のリスク評価手法は、
従来のリスク評価手法で行え
るか、ナノサイズゆえの新たな
枠組みが必要なのかが不明。

暴露

濃度（モニタリング）
ナノ粒子の組成・形状・粒子サ
イズ分布・物理化学的性状が
従来の動物試験で影響を評価
しているナノ粒子と、実際に想
定される人の暴露シナリオで
暴露するナノ粒子とで、同一と
みなされるものか否か、不明。

濃度（環境中運命）

排出

有害性評価に
必要な技術開
発

生体影響評価

体内動態

ナノ粒子の測定技術が不十分な
ので、生体内動態について未知。

生体影響評価要素技術 ナノ粒子の組成・形状・粒子サイ
ズ分布・物理化学的性状が従
来の動物試験で影響を評価し
ているナノ粒子と、実際に想定
される人の暴露シナリオで暴露
するナノ粒子とで、同一とみなさ
れるものか否か、不明。
このため、現在の試験法では、
毒性があったときにナノサイズ
であることが影響しているのか
否かが不明。

 

(54) ナノ粒子の暴露評価手法の高度化
（環境中での反応等の挙動の詳細化等）

(87) 有害性の体系的試験戦略（Tiered Approach等）の構築

２００７ ２０１０

化学物質総合評価管理分野の技術ロードマップ（工業用ナノ粒子のリスク評価・管理技術開発）

(52) ナノ粒子排出シナリオ構築

(51) ナノ粒子の環境中
     挙動モデル

(48) ナノ粒子の暴露評価手法

(18) 化学物質以外のリスクなどトレードオフを考慮したナノ粒子のリスク管理手法

(83) in vitro 試験によるナノ粒子特
     有の生体影響検出手法
     （バイオマーカーの決定手法等）

(84)in vivo 試験によるナノ粒子
     特有の生体影響検出手法
     （バイオマーカーの決定手法等）

(85) 吸入暴露装置

(80) ナノ粒子の体内動態研究

ナノサイズの微粒子が、ヒ
トや生態系に何らかの影響
を与える可能性は必ずしも
否定できないが、実際にナ
ノサイズであることに問題
があるのかは不明。

ナノサイズの微粒子がヒト健康に与えるリスク、生態系に与えるリスクがある場合
には、それが科学的に評価され、リスクに基づいた規制（行政）や製品設計や自主
管理（企業）を行う。

ヒトや生態系に対するナノ粒子特有の有害性評価が可能
に（既に産業に広く使われているナノ粒子も含め、多種多様
なナノ粒子の中からのスクリーニングも可能に）

人や生態系に対する
暴露評価が可能に

ナノ粒子のリ
スク管理手
法の明確化

自主管理を含む管理の枠
組みを企業・国民に提案

リスク評価におけるナノ粒子の位置付けが明確化し、
ナノ粒子リスク評価の普及が可能に。
多種多様なナノ粒子に対し、効率的なリスク評価が可
能に。
人や生態系に対する詳細なリスク評価が可能に。

(32) ナノ粒子のリスク評価手法

ナノサイズのリスク評価を化学物質のリスク管理の中に体系
的に組み込み、また化学物質以外のリスクも考慮して規制や
自主管理を行う。

(81) トレーサー技術

人や生態系に対するリスク
評価が可能に

「リスク評価・管理の目標像」を示す「技術開発のアウトカム」（右の「目標像」
実現に向けてのステップ）を示す「技術開発項目」を示す

凡例

化学物質以外のリスクも考慮した最
適な管理の枠組みを企業・国民に提
案

(86) in vivo、in vitro 試験用の液相・
気相でのナノ粒子サンプル作成技術

(79) in vivo試験やスクリーニング
    のためのin vitro試験によるナ
    ノ粒子特有のヒト・生態系の有
    害性評価手法（試験動物から
    ヒトへの外挿手法含む）

(49) 暴露シナリオ構築

(53) ナノ粒子排出量推定手法

推定や高速で高精度な有害性評価も可能になり、多種多様なナノ
粒子に対し、スクリーニング～詳細試験まで試験戦略に沿った有
害性試験体系が可能に

詳細な暴露シナリオにおける
高精度な暴露評価が可能に

気中や液中でのナノ粒子計測手法が確立され、
ナノ粒子のサイズや形状などのキャラクタリゼーショ
ンが可能に

（ナノ粒子の計測手法の開発については、ナノテク分野のロード
マップ「構造計測－微粒子計測」を参照）

ナノ粒子の計測手法やキャラクタ
リゼーションの方法が未確立。

(89) ナノ粒子の有害性評価の高速化、高度化のための手法
      （in silicoの手法等）

生体の各器官でのナノ粒子の形態変化（凝
集等）や、特有のメカニズム、エンドポイン
ト、DR等の把握が可能に。

２０３０

試験プロトコルを国際機関での議
論へ反映させ、国際調和に貢献

標準試料、試料調
整プロトコルの確
立、信頼性の高い
試験が可能に

(82)体内動態ﾓﾃﾞﾙｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ手法

(50) 環境・生体中のナノ粒子計
      測技術、キャラクタリゼー
      ション技術

質量だけでなく、組成や、生体影響との関
係がより大きい暴露パラメータ（個数、サイ
ズ、表面積、凝集状態等）が把握可能に。

(34) 多種のナノ粒子に対するリスク評価の
      優先順位付け手法
     （詳細評価のためのスクリーニング手法）

  (15) リスクに基づくナノ粒子のリスク管理手法

 (33)ナノ粒子のリスク評価手法の体系化、高度化
       （Tiered Approach、より複雑な暴露シナリオ等）

ナノ粒子の有害性評
価に必要なナノ粒子
検出技術等の要素技
術の確立

２０２０

(88)相対的な有害性の推定手法
    （カテゴリーアプローチ等）

(16) 新規技術に関する社会受容性や意思決定に関する
      研究

(17) ベネフィットの現状把握と予測のための手法

暴露評価に必
要な技術開発
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化学物質総合評価管理技術の考え方

環境と調和した
持続的な経済成長安全・安心な国民生活

参考資料１

持続的な経済成長

国際競争力

化学物質の最適な管理

国際貢献
健康・安全で
快適な生活

安全 安心な国民生活

水域大気

土壌 廃棄物

固定分離
回収
再生
資源化

分解

技術オプション
リ
ス
ク
削
減

×物質

リスク
コミュニケーション

土壌 廃棄物
長寿命化 物質代替

プロセス
転換 原料転換

対策を

技術を
選択する

リ
ス
ク
評
価
・
管

リスク許容 更なる評価対策を
とる

リスク評価書など
・排出経路
・主要な暴露経路
・効果的な削減対象
… 競争力

コスト

リスク削減効果

ベネフィット

消費
エネルギー

地球温暖化
防止資源確保

物質や対策（技術オプション等）のような様々なケースでリスクを評価する

管
理 リスク削減効果

リスク判定

様々な点を考慮した意思決定

リ
ス
ク
評
価

有
害
性
評
価 シミュレーション

有害性データ

試験

暴
露
評
価

排出量の把握

シミュレーション
モニタリング

暴露量データ

リスク判定

ガイドライン データベース 等
シミュレーション

ツール
知的基盤

排出量の把握
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１．化審法（化学物質の審査および製造等の規制に関する法律）の概要（1973年制定）

化学物質総合管理関係法令
参考資料２

（１）新規化学物質の審査

これまで我が国で製造、輸入が行われたことのない新規化学物質については、製造又は輸入
に際し、製造・輸入者からの届出に基づき事前にその化学物質が次の性状を有するかどうかを
審査し判定を行っている。

①分解性･･･････････自然的作用による化学的変化を生じにくいものであるかどうか

②蓄積性･･･････････生物の体内に蓄積されやすいものであるかどうか

③人への長期毒性･･･継続的に摂取される場合には、人の健康を損なうおそれがあるもので

あるかどうか

④生態毒性･････････動植物の生息若しくは生育に支障を及ぼすおそれがあるものであるか

どうか

（２）既存化学物質の点検

化審法制定以前より製造又は輸入されていた化学物質（試験研究用及び試薬を除く約２万
物質）については、国がその安全性の点検を行うべきとされていた。

平成１５年の改正より、今後は国際的な役割分担による有害性評価を促進するとともに、
官民の連携による有害性評価の計画的推進を図ることとされた

２．化管法（特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律）の概要（1999年制定）

（１）概要

官民の連携による有害性評価の計画的推進を図ることとされた。

人の健康や生態系に有害なおそれのある化学物質（第一種指定化学物質）について、事業
所からの環境（大気 水 土壌） の排出量及び廃棄物に含まれての事業所外 の移動量を

（２）対象化学物質例

ベンゼン、トルエン、キシレン、ダイオキシン類、トリクロロエチレ

ン、鉛及びその化合物、有機スズ化合物、CFC、HCFC 等

所からの環境（大気、水、土壌）への排出量及び廃棄物に含まれての事業所外への移動量を、
事業者が自ら把握し国に届け出るとともに国は届出データや推計に基づき排出量・移動量を
集計し公表するもの。

（３）対象事業者

①次の事業に属する事業を営んでいる事業者

・全ての製造業（化学工業、電気機械器具製造業、鉄鋼業 等）

・金属鉱業、電気業・ガス業、下水道業、燃料小売業、洗濯業、自動車整備業、産業廃棄物処分気

業、高等教育機関、自然科学研究所 等

②常用雇用者数２１人以上の事業者

③いずれかの第一種指定化学物質の年間取扱量が１㌧以上（特定第一種指定化学物質は０．５㌧以

上）の事業所を有する事業者 等
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重要技術選定の評価項目と評価方法について

Ⅰ．化学物質リスク評価・管理分野

参考資料３

●化学物質評価・管理分野の評価項目は、２つの観点で評価を行った。

①化学物質総合評価管理リスクトレードオフに基づく最適管理に資するもの

②海外動向に対する日本の影響力発揮に資するもの

● さらに①についてはa.b.c.の３つの技術要件を細分化して評価指標とした。
評価 必 な情報を効率的 得 きるもa.リスク評価に必要な情報を効率的に取得できるもの

b.情報不足による不確実性を低減、実用化できるもの
c.リスク管理選定におけるリスク転嫁を回避し、コミュニケーションと適切な意志決定に役立つもの

●①の３項目と②の１項目の４つの評価指標について３段階評価を行った。特に優れた物◎、優

れた物○、それ以外は無印とした。

●重要技術の選定方法は以下の２つ基準のうち少なくとも１基準を満たすものとした。

・ １項目で特に優れた技術◎が有る場合

・ ３項目で優れた技術○が有る場合

※２つの基準の外に我が国独自の事情を考慮する必要がある物については、特別に加点した。

●化学物質リスク削減分野の評価項目は、以下の２つの観点で評価を行った。

①リスク削減効果に資するもの

Ⅱ．化学物質リスク削減分野

① 減効果 資す

②産業競争力に資するもの

●①リスク削減効果については２つの観点から評価を行った。

a.ハザードや排出削減量から見たリスク削減ポテンシャル
b.リスク削減するのに必要なコスト

●②産業競争力については以下の４つの観点から産業競争力の評価を行った。

・将来技術力確保の観点（国内産業保全のために基礎力として開発しておく必要がある技術）

・将来の成果が期待できる技術（世界トップレベルとなることを期待する技術）

・期待される技術的波及効果（他の技術に活用可能な広がりをもっている技術）

・期待される産業的波及効果（広い産業に恩恵を及ぼす技術）

●① 項目と② 項目 指標に それぞれ◎ ○ △ 段階評価を行 た●①の２項目と②の１項目の３つの指標についてそれぞれ◎、○、△の３段階評価を行った。

●重要技術の選定方法は①と②の基準を両方満たす物を重要技術とした。

①の項目についてa,bのどちらかが◎の評価を得た物かa.bどちらも○の評価を得たもの
②について○以上の評価を得たもの
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リ
ス
ク
評
価
・
管
理
の
技
術
の
関
係
図

(1
/
4
)

参
考
資
料
４

社
会

全
体

と
し

て
最

適
な

評
価

・
管

理

化
学

物
質

と
そ
れ

以
外

の
リ
ス
ク
と
の

ト
レ
ー
ド
オ
フ
を
考
慮

し
た
リ
ス
ク
管
理
手
法

6
情

報
不

足
を

考
慮

･
予

測
し

代
替
物
質
の
リ
ス
ク
な
ど
化
学
物
質
間
の
リ
ス
ク
の

ト
レ
ー
ド
オ
フ
を
考
慮
し
た
リ
ス
ク
管
理
手
法

2

ト
レ

ド
オ
フ
を
考
慮

し
た
リ
ス
ク
管
理
手
法

情
報

不
足

を
考

慮
･
予

測
し

リ
ス

ク
を

評
価

･
管

理

多
様

な
ケ

ー
ス

を
考

慮
し

高
精

度
に

リ
ス

ク
評

価
・

管
理

複
数

物
質

間
・
製

品
間

で
リ
ス
ク
を
比

較
し
、

自
主

管
理
す
る
た
め
の

手
法

12
自

主
管

理
す
る
た
め
の

手
法

地
域
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

9

地
域

（
工
場
付
近
）
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

14
地

域
（
工
場
付
近
）
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

14

ス
ト
ッ
ク
汚
染
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

5

複
雑

な
シ
ナ
リ
オ
の

リ
ス
ク
（
混

合
物

や
複

合
暴

露
等

）
や

感
受
性
や
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
に
留
意
し
管
理
す
る
た
め
の
手
法

7

・
・
・
こ
れ
ら
技
術
と
他
の
技
術
と
の
関
係
に
つ
い
て
、

次
ペ
ー
ジ
以
降
で
説
明
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N
o
.
リ
ス
ク
管
理

N
o
.
リ
ス
ク
評
価

N
o
.
暴
露
評
価

N
o
.
有
害
性
評
価

6
化
学
物
質
と
そ
れ
以
外
の
ﾘ
ｽ
ｸ
と
の
ﾄﾚ
ｰ
ﾄﾞ
ｵ
ﾌ
を
考
慮
し
た
ﾘ
ｽ
ｸ
管
理
手
法

1
9
管
理
策
の
効
果
（
回
避
さ
れ
た
リ
ス
ク
）
の
経
済
評
価
手
法

2
0
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
と
そ
れ
以
外
の
リ
ス
ク
の
統
一
指
標
の
開

発

2
7
ヒ
ト
健
康
に
つ
い
て
共
通
の
指
標
で
評
価
す
る
手
法

2
8
ヒ
ト
・
生
態
リ
ス
ク
の
統
一
指
標
の
開
発

1
1
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
含
有
物
質
ト
レ
ー
ス
手
法
*

6
6
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
で
の
用
途
推
定
手
法

6
7
用
途
ご
と
の
排
出
推
計
手
法

2
代
替
物
質
の
リ
ス
ク
な
ど
化
学
物
質
間
の
リ
ス
ク
の
ト
レ
ー
ド
オ
フ
を
考
慮
し
た
リ
ス
ク
管
理
手
法

製
品
か
ら
の
直
接
暴
露
の
評
価
手

法
1
3

リ
ス
ク
評
価
・
管
理
の
技
術
の
関
係
図
　
（
2
/
4
）

管
理
策
の
効
果
（
回
避
さ
れ
た
リ
ス
ク
）
の
経
済
評
価
手
法

1
9

3
7

製
品
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

凡
例

技
術
開
発
の

ア
ウ
ト
カ
ム

重
要
技
術
は
、
ゴ
シ
ッ
ク
太
字
で

示
し
た

管
理
策
の
コ
ス
ト
と
効
果

を
同
じ
指
標
で
比
較
可
能

に

化
学
物
質
間
で
、
管
理
策
の

コ
ス
ト
と
効
果
を
考
慮
し
た
適

切
な
管
理
策
が
選
定
可
能
に

化
学
物
質
以
外
の
リ
ス

ク
も
考
慮
し
た
最
適
な

管
理
策
が
選
定
可
能

化
学
物
質
と
そ
れ
以
外

の
リ
ス
ク
を
同
じ
指
標

で
比
較
可
能
に

ヒ
ト
健
康
や
生
態
系
へ

の
リ
ス
ク
に
つ
い
て
の

統
一
評
価
が
可
能
に

製
品
の
リ
ス
ク
評
価
が

可
能
に

2
7
ヒ
ト
健
康
に
つ
い
て
共
通
の
指
標
で
評
価
す
る
手
法

2
8
ヒ
ト
・
生
態
リ
ス
ク
の
統
一
指
標
の
開
発

3
0
不
確
実
性
を
含
ん
だ
リ
ス
ク
指
標
の
開
発

3
4
3
不
確
実
性
を
含
ん
だ
暴
露
指
標
の
開
発

2
9
優
先
順
位
付
け
手
法

4

4
2
排
出
量
、
環
境
条
件
な
ど
の
最
悪
ケ
ー
ス
も
反
映
さ
れ
る
よ
う
に

暴
露
シ
ナ
リ
オ
を
体
系
化

9
0
分
解
性
・
蓄
積
性
Q
S
A
R
（
新
規
物
質
の
試
験
結
果
活
用
等
に
よ

る
適
用
性
拡
大
）

9
1
有
害
性
Q
S
A
R
(感
作
性
・
変
異
原
性
・
生
態
エ
ン
ド
ポ
イ
ン
ト
等
）

9
3
カ
テ
ゴ
リ
ー
ア
プ
ロ
ー
チ
手
法

9
4
蓄
積
性
試
験
の
i
n
 
v
i
t
r
o
試
験
法

9
5
そ
の
他
i
n
 
v
i
t
r
o
の
簡
易
な
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
手
法
(
ヒ
ト
細

胞
な
ど
を
用
い
た
）

9
7
in
 v
it
ro
の
簡
易
で
ハ
イ
ス
ル
ー
プ
ッ
ト
に
対
応
可
能
な
評
価
手

法
9
8
i
n
 
v
i
v
o
で
の
高
速
の
評
価
手
法

9
6
マ
ル
チ
エ
ン
ド
ポ
イ
ン
ト
型
有
害
性
評
価
手
法

評
価
の
優
先
順
位
や
Ｔ
ｉｅ
ｒｅ
ｄ
 A
p
p
ro
ac
h
*

を
考
慮
し
た
効
率
的
リ
ス
ク
管
理
体
系
の
構

築不
確
実
性
を
考
慮
し
て
多
く
の
物
質
を

リ
ス
ク
管
理
す
る
手
法

2
1
デ
ー
タ
等
の
不
確
実
性
を
前

提
と
し
た
リ
ス
ク
管
理
技
法

有
害
性
や
暴
露
の
情
報
が

十
分
に
揃
っ
て
い
な
い
物
質

に
つ
い
て
も
、
不
確
実
性
が

あ
る
中
で
、
適
切
な
リ
ス
ク
管

理
策
が
策
定
可
能
に

T
ie
re
d
 A
p
p
ro
ac
h
に
よ
り
、

効
率
的
な
リ
ス
ク
評
価
（緊
急

性
の
高
い
物
質
か
ら
順
番
に

リ
ス
ク
評
価
）
が
可
能
に

物
質
や
毒
性
に
適
し
た
評
価

手
法
が
体
系
化
さ
れ
、
「
必

要
性
の
低
い
物
質
は
安
価
・

高
速
に
評
価
し
、
必
要
性
の

高
い
物
質
は
詳
細
に
in
 v
iv
o

で
試
験
す
る
」
と
い
う
試
験
戦

略
が
可
能
に

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
評
価
が

安
価
・
高
速
あ
る
い
は

H
T
P
化
可
能
に
。
有
害

性
予
測
が
可
能
に

発
が
ん
性
等
、
高
コ
ス

ト
・
長
期
を
要
す
る
毒
性

が
安
価
・
高
速
に
評
価

可
能
に

ヒ
ト
健
康
や
生
態
系
へ
の

リ
ス
ク
に
つ
い
て
の
統
一

評
価
が
可
能
に

切
な
管
理
策
が
選
定
可
能
に

不
確
実
性
を
考
慮
し
た
リ

ス
ク
評
価
手
法
に
よ
っ
て
、

有
害
性
や
暴
露
の
情
報

が
十
分
に
揃
っ
て
い
な
い

物
質
も
含
め
多
く
の
物
質

の
リ
ス
ク
評
価
が
可
能
に
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N
o
.

N
o
.
リ
ス
ク
評
価

N
o
.

N
o
.
有
害
性
評
価

1
2
複
数
物
質
間
・
製
品
間
で
リ
ス
ク
を
比
較
し
、
自
主
管
理
す
る
た
め
の
手
法

1
9
管
理
策
の
効
果
（
回
避
さ
れ
た
リ
ス
ク
）
の
経
済
評
価
手
法

2
0
化
学
物
質
の
リ
ス
ク
と
そ
れ
以
外
の
リ
ス
ク
の
統
一
指
標
の
開

発

2
7
ヒ
ト
健
康
に
つ
い
て
共
通
の
指
標
で
評
価
す
る
手
法

2
8
ヒ
ト
・
生
態
リ
ス
ク
の
統
一
指
標
の
開
発

1
1
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
含
有
物
質
ト
レ
ー
ス
手
法
*

6
6
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
で
の
用
途
推
定
手
法

6
7
用
途
ご
と
の
排
出
推
計
手
法

3
7

リ
ス
ク
評
価
・
管
理
の
技
術
の
関
係
図
　
（
3
/
4
）

1
3
製
品
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

リ
ス
ク
管
理

暴
露
評
価

製
品
か
ら
の
直
接
暴
露
の

評
価
手
法

凡
例

技
術
開
発
の

重
要
技
術
は
、
ゴ
シ
ッ
ク
太
字
で
示
し
た

化
学
物
質
以
外
の
リ
ス
ク

も
考
慮
し
た
最
適
な
管
理

策
が
選
定
可
能
に

化
学
物
質
と
そ
れ
以
外

の
リ
ス
ク
を
同
じ
指
標

で
比
較
可
能
に

ヒ
ト
健
康
や
生
態
系
へ

の
リ
ス
ク
に
つ
い
て
の

統
一
評
価
が
可
能
に

製
品
の
リ
ス
ク
評
価
が

可
能
に

9
地
域
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

1
4
 地
域
（
工
場
付
近
）
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

5
5
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
デ
ー
タ
の
暴
露
評
価
適
用
手
法

6
4
P
R
T
R
デ
ー
タ
の
暴
露
評
価
適
用
手
法
(届
出
デ
ー
タ
、
非
届
出

デ
ー
タ
含
む
)

6
5
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ス
キ
ー
ム
構
築

6
6
ラ
イ
フ
サ
イ
ク
ル
で
の
用
途
推
定
手
法

6
7
用
途
ご
と
の
排
出
推
計
手
法

6
8
精
度
評
価
を
伴
っ
た
Ｐ
Ｒ
Ｔ
Ｒ
デ
ー
タ
の
推
計
法

6
9
P
R
T
R
デ
ー
タ
妥
当
性
評
価
手
法

7
0
観
測
値
か
ら
排
出
量
を
推
定
す
る
逆
解
析
手
法

5
ス
ト
ッ
ク
汚
染
の
リ
ス
ク
管
理
手
法

6
2
土
壌
、
地
下
水
汚
染
暴
露
評
価
手
法
※

3
8
ス
ト
ッ
ク
汚
染
に
よ
る
暴

露
の
評
価
手
法

3
9
地
域
別
の
暴
露
評
価
手
法

地
域
の
特
性
を
考
慮
し
た

リ
ス
ク
評
価
が
可
能
に

ス
ト
ッ
ク
汚
染
を
考
慮
し
た

リ
ス
ク
評
価
が
可
能
に
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No.
No.
No.
No.

7

57
バイオアッセイモニタリング手法*(環境測定による化学物質の暴露
把握手法）

58 人・生態系の暴露検出のためのバイオマーカー迅速検出センサー

31 情報量基準等に基づくデータ、モデルの選択技法

55 モニタリングデータの暴露評価適用手法
56 サンプリングスキーム構築(生物相ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｽｷｰﾑ含む）

59 環境中微量物質マルチセンサー
60 携帯型環境(室・車内等含む）微量物質検出センサー
61 生体中微量物質検出センサー

62 土壌、地下水汚染暴露評価手法※
63 化学反応(分解、反応生成）を考慮した環境中運命モデル

66 ライフサイクルでの用途推定手法
67 用途ごとの排出推計手法
68 精度評価を伴ったＰＲＴＲデータの推計法
69 PRTRデータ妥当性評価手法
70 観測値から排出量を推定する逆解析手法
71 より高精度なマテリアルフロー分析手法

リスク評価
暴露評価
有害性評価

複雑なシナリオのリスク（混合物や複合暴露等）や
感受性やライフスタイルに留意し管理するための手法

リスク評価・管理の技術の関係図　(4/4) リスク管理

有害性検出バイ
オマーカー探索
手法

105

より正確な排出量を反映し

た暴露評価が可能に

環境中で化学変化する化

学物質や地下水を経由し

た暴露の評価が可能に

微量な化学物質の濃度

(環境中や生体中）が迅速

に簡易に測定可能に

運命モデルとモニタリング

結果の比較により、モデル

の精度が向上

暴露評価

凡例

技術開発の

アウトカム

重要技術は、ゴシック太字で

示した

水域等の現場で（検査

機関への運搬不要）、

個別化学物質由来のリ

スクと共に，媒体全体と

してのリスク（個別物質

の同定不要）も迅速に

評価可能に

既に生じている複合暴露の

影響を評価し、対策を立て

ることが可能に（シミュレー

ションによる「事前」予測と

は別に、「事後」的管理も可

能に）

目的やシナリオ、必要精度

に応じてリスク評価可能に

37 製品からの直接暴露の評価手法
66 ライフサイクルでの用途推定手法
67 用途ごとの排出推計手法

39 地域別の暴露評価手法
64 PRTRデータの暴露評価適用手法(届出データ、非届出データ含む)
65 モニタリングスキーム構築
66 ライフサイクルでの用途推定手法
67 用途ごとの排出推計手法
68 精度評価を伴ったＰＲＴＲデータの推計法
69 PRTRデータ妥当性評価手法
70 観測値から排出量を推定する逆解析手法

92 メカニズムを考慮したQSAR

103 単純なPBPK*/TD*モデル （in vitro等の試験結果を適用して改

104
詳細なPBPK / TDモデル（細胞応答や臓器・組織応答のシミュレー
ション）

107 タンパク質等の上位階層での網羅的解析技術
105 有害性検出バイオマーカー探索手法

99 in silico人体、in silico生態系
100 ヒト培養細胞を用いた種差を回避した有害性評価手法
101 遺伝子発現解析技術を用いた種差による感受性差評価技術
102 遺伝子発現解析技術を用いた個人の有害性評価技術

63 化学反応(分解、反応生成）を考慮した環境中運命モデル
76 複合暴露の有害性評価手法

40 感受性の高い集団の暴露評価手法
41 ライフスタイル別の暴露評価手法
77 世代別感受性を考慮した有害性評価手法

47 自然発生源のある物質の暴露評価手法

44 生態系のリスク評価のための暴露評価手法
45 生態系食物網構造解析手法

78
生態系の有害性評価のための特有な技術（底質毒性試験法や成長
段階別の有害性推定手法）

106 実験室でのミニ生態系（マイクロコズム）

46 シックハウス症候群の暴露評価手法
75 シックハウス症候群の有害性評価手法

混合物や複数物質の多

重暴露によるリスク評価

が可能に

新規の物質・技術

や懸念されている

リスクの管理が可

能に

感受性やライフスタイ

ルを考慮したリスクを詳

製品のリスク評価が可能

に

地域の特性を考慮したリ

スク評価が可能に

メカニズムに基づき高精

度で３Rに沿った有害性

評価が可能に

分子～細胞～臓器～組

織レベルでのメカニズム

解明

種差を回避・克服し、

個の多様性を反映した

有害性評価が可能に

ナノ粒子のリスク評価が可

能に。さらに、化学物質全

シックハウス症候群のリス

ク評価が可能に

生活環境動植物*や個体

群等生態系のリスク評価が

可能に

自然発生源のある物質の

リスク評価が可能に

有害性評価

工業用ナノ粒子のロードマップ

48 ナノ粒子の暴露評価手法
- ナノ粒子の有害性評価手法

体でのリスク評価と方法論

をすり合わせ、体系的な組

み込みが可能に
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化学物質管理の第2世代

物質ごとのリスクに基づく管理

化学物質管理の第3世代

リスクトレードオフに基づく管理

規制と企業の自主管理のベストミックスのもと、
物質ごとにリスクを減らす

リスクとベネフィットとのバランスを考慮し、
リスクコミュニケーションを通じて
リスクと向き合う社会を構築する

2010

リスク評価・管理技術のロードマップの俯瞰図

個々の物質や製品のライフサイクルでのリスクを評価し自主管理する

物質の代表的なケースのリスクを評価し管理する

化学物質のﾘｽｸの情報や評価手

 

法を知りたいときに知ることが

 

でき、化学物質の理解が深まる

物質間や化学物質とそれ以外のﾘｽｸとの間でﾘｽｸを比較し、様々なｹｰ

 

ｽのﾘｽｸに留意しながら管理する．管理策の国際調和を図る

様々な物質や製品のﾗｲﾌｻｲｸﾙでのﾘｽｸを比較し、自主管理する

ﾘｽｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝを通じ

 

化学物質のﾘｽｸとﾍﾞﾈﾌｨｯﾄに対する理解が深まる

2020 ﾖﾊﾈｽﾌﾞﾙｸ

 

宣言達成
化学物質の製造・使用が人の健康と
環境にもたらす著しい悪影響を最小化

2020 HPV(4500物質)  SIDS終了

正確な排出量を知る
ライフサイクルでの用途から
環境中への排出量を予測する

難しい試験を簡易に精度よく

試験の低コスト･短期化

QSAR

高速化 高度化
高精度なシミュレーションによる効率化

種差や多様性を考慮した高精度化高速・安価な手法でスクリーニングし
優先して評価すべき物質を戦略的に選定できる

2030

高速・安価なｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ
動物実験からシミュレーションへ

リ
ス
ク
評
価
・
管
理
の
方
向
性

技
術
開
発
の
方
向
性

用途ごとの排出量推計手法

2008 2020

目標

行政

企業

国民

2008 GHS導入
SAICM国際的な化学物質管理のための戦略的アプローチ

国内外の
動き RoHS

化審法見直しPOPs条約

REACH

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝﾓﾃﾞﾙで予測
環境中での変化を考慮

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝの高精度化

感受性･ライフスタイル別にわかる
複合的･累積的な暴露量がわかる

生態系の有害性評価

マルチエンドポイント

複合暴露を考慮

暴露量を高精度に把握

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ結果との比較検証でさらに実態に近く

暴

 

露

 

評

 

価

有

 

害

 

性

 

評

 

価

排
出
量
の
把
握
・
予
測

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの簡易･高精度化
微量でも検出できる

 

その場で結果が分かる
媒体全体としてのリスクを評価できる

高精度なマテリアルフロー分析

不確実性を含めて予測

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾃﾞｰﾀの活用

検証

データ入力

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

試
験

多くの物質をカバー
優先順位をつけて評価･管理

段階的なリスク評価
Tiered Approach

費用対効果
を考慮

社会全体として
最適な管理

化学物質と
化学物質以外の様々なﾘｽｸや
ベネフィットとの比較

情報不足を考慮･予測しリスクを評価･管理

不確実性を考慮

物質間でリスクを比較

カスタマイズ
可能な精度の

 

確保

●簡易（スクリーニ

 

ングレベル）
～詳細に

●個別ケースに
（媒体別、製品別、

 

ライフスタイル別）
～網羅的に

多様なケースを考慮し高精度にリスク評価

in silico 
人体・生態系

高度な
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

分解性・蓄積性
有害性

ﾒｶﾆｽﾞﾑに基づいた理解による予測性の向上

人体・生態系の階層性を考慮（分子～細胞～臓器～個体～生態系）

●簡易に
●網羅的に
（暴露集団として

トータルに）

 

●オーダーメイド
毒性影響評価に

（個人別に、年齢別に）

●地域の異なる
生態系への応用

ヒト培養細胞を用いて―
簡易なスクリーニング

 

→種差を回避した評価

遺伝子発現解析技術を用いて―
→個人差・感受性差等の多様性を考慮した評価

有害性評価の生体内指標(バイオマーカー)探索

評価目的に
適した精度

暴露評価への適用

網羅的に
詳細に

網羅的かつ詳細に

情報が少なくても推定する

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

濃
度

参考資料５
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リ
ス
ク
削
減
対
象
物
質
群
と
代
表
的
削
減
技
術
の
俯
瞰
図

重
金
属
類
・
難
分
解
性
物
質
等

①
微
粒
子

◎
燃
焼
技
術
(
触
媒
燃
焼
)

◎
捕
集
技
術
(
ﾌｨ
ﾙ
ﾀｰ
)

②
N
O
x

◎
選
択
的
接
触
還
元

◎
直
接
分
解

④
優
先
取
組
物
質

◎
有
害
金
属
の
分
離
・
隔
離

③
V
O
C

◎
完
全
酸
化
分
解

◎
ガ
ス
分
離
膜
に
よ
る
捕
集

◎
ﾌﾟ
ﾛ
ｾｽ
転
換

◎
代
替
物
質

⑥
富
栄
養
化
物
質

◎
生
物
学
的
N
,
P
同
時
除
去

◎
吸
着
剤
に
よ
る
P
分
離

⑦
陰
イ
オ
ン

◎
高
効
率
イ
オ
ン
分
離
技
術

◎
選
択
吸
着
剤

◎
有
害
金
属
分
離
技
術

⑧
重
金
属
類

◎
高
効
率
有
害
金
属
分
離

技
術

◎
選
択
的
重
金
属
分
離
技
術

◎
完
全
酸
化
分
解

⑨
難
分
解
性
物
質

◎
植
物
、
微
生
物
、
化
学
的
レ
メ
デ
ィ
エ
ー
シ
ョ
ン

⑧
重
金
属
類

◎
溶
融
飛
灰
・
焼
却
灰
中
の
有
害
重
金
属
の
分
離
・
除
去

◎
土
壌
中
の
重
金
属
の
不
溶
化

◎
有
害
な
無
機
顔
料
の
代
替

⑫
有
機
化
合
物

◎
ﾌ
ﾟ
ﾗ
ｽ
ﾁ
ｯ
ｸ
の
低
温
接
触
分
解

 ◎
油
汚
染
土
壌
の
吸
着
浄
化

◎
汚
染
土
壌
の
微
生
物
分
解

⑩
廃
酸
・
廃
ア
ル
カ
リ

◎
分
離
幕
に
よ
る
回
収

◎
固
体
酸
・
塩
基
触
媒
へ
の
転
換

⑪
汚
泥

◎
金
属
含
有
汚
泥
の
資
源
化

◎
メ
ッ
キ
廃
液
汚
泥
の
減
容
化

水
域

◎
飛
散
防
止

⑤
ア
ス
ベ
ス
ト

◎
無
害
化
処
理
(
溶
融
)

◎
低
温
処
理
・
資
源
化

⑨
難
分
解
性
物
質

◎
P
C
B
の
無
害
化

◎
P
V
C
の
塩
素
分
離
と
利
用

◎
複
合
材
料
等
の
分
解

⑬
底
泥

◎
生
物
学
的
処
理

◎
化
学
的
処
理

産
業
・
広
域
・
生
活

参
考
資
料
６

大
気

土
壌

廃
棄
物
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化学物質総合評価管理分野の国際競争ポジション（貢献度）

OECDでは、化学物質の有害性評価のための試験の品質を確保す
るには国際的なガイドラインが有用であること 一国で得られた情報

指標1: テストガイドライン策定への貢献
指標3: HPV（高生産量）化学物質点検プログラム

における情報収集への貢献

OECDでは、いずれかの加盟国で年間1,000 トン以上製造・輸入

シリー
ズ

分野
TGプログラムで
の現在のプロ
ジェクト総数

うち、日本がリー
ド国のもの(他国と
の共同提案を含む)

TG100 物理化学的性状 1 0

るには国際的なガイドラインが有用であること、 国で得られた情報
の他国への受入方法の改善が必要なこと、非関税障壁を防ぐ必要が
あること等から、テストガイドラインプログラムの下、テストガイドライン
（TG）を策定している。

HPV安全性点検プログラムにおける各国の担当物質数
年 在

されている化学物質の有害性の初期評価を行うために必要と考え
られるデータを加盟国が分担して収集し、評価を行っている。

2008年3月13日時点において、1,307物質にスポンサーがついて
おり、544 物質につき評価文書が公表されている。
我が国は、1992年の本プログラム発足当初から一貫して協力し
ており、これまでに197物質を担当し、約180 物質の評価に貢献し
てきた。

TG200 生物系への影響 23 4

TG300 分解性・蓄積性 7 0

TG400 健康への影響 31 7

TG500 その他 7 1

－ 一般的事項 5 0

合計 74 12

アメリカ
527

イギリス
131

フランス 41

オランダ 40

韓国 35

その他 181

（2009年1月20日現在）

ドイツ 231

日本 197

131

また2010年までに1,000物質についてデータを収集することを目
標にした新たな計画において、日本は96物質を担当することとなっ
ている。

指標2: ナノマテリアルスポンサーシッププログラムに
おける情報収集への貢献

ナノマテリアルの安全性評価のため、OECD をベースに工業
ナノ材料のヒト健康及び環境の安全性に関する国際協力が進め
られている。このひとつとして、各国が自主的に特定のナノマテ
リアルのスポンサーとなり、情報の収集や試験計画を策定するプロ
グ が が

指標4: 我が国および海外諸国のリスク評価書
の作成実績

化学物質のリスク評価の目的は各国の状況を反映して異なる。
ここでは、数や評価内容の詳細さのレベル（初期リスク評価レベ
ル、詳細リスク評価レベル※ ） を比較する。

物質名 リードスポンサー

フラーレン (C60) 日本
アメリカ

グラムが開始されている。我が国は、代表的な以下の14のナノマテ
リアルのうち、3物質を担当している。

ナノマテリアルスポンサーシッププログラムの

対象物質とスポンサー国

各国のリスク評価書のレベルごとの作成・公開数単層カーボンナノチューブ
（SWCNTs）

日本
アメリカ

複層カーボンナノチューブ
（MWCNTs）

日本
アメリカ

銀ナノ粒子 韓国
アメリカ

鉄ナノ粒子 中国

カーボンブラック

二酸化チタン フランス

各国のリスク評価書のレベルごとの作成・公開数

国・
地域

初期リス
ク評価
レベル※

詳細リス
ク評価
レベル※

備考

日本

150 
(NEDO)
137(環境省、
2008年2月
時点)

23 
(NEDO, 
AIST) 

NEDOプロジェクト、環境省によってリスク評価書
が作成され、公開。うち詳細リスク評価は産総研が
NEDOプロジェクトを受託、産業実態を踏まえて排
出量等を推定し、物質に応じたモデル（メッシュモデ
ルも含む）で濃度を予測。

45 EPA内の各部局の個別プログラムごとに評価を実二酸化チタン フランス
ドイツ

酸化アルミニウム

酸化セリウム アメリカ
イギリス/BIAC(NIA)＊1

酸化亜鉛 イギリス/BIAC (NIA)

二酸化ケイ素 フランス
EC

ポリスチレン

米国

45
(HPV 
Challenge 
Program、
OPPT(農
薬・有害物
質汚染防
止局))

50程度
(EPA内各
プログラ
ム)

EPA内の各部局の個別プログラムごとに評価を実
施。
関連する制度として、OPPTの既存化学物質プロ
グラムでは1993年～1996年にRisk Management 
1(RM1)で2000以上の物質についてスクリーニング
評価を実施。今後Risk Management 2(RM2), Post-
RM2等の段階へ進み詳細なリスク評価が行われる
とされる（詳細は非公開）。

EU 97
(EURAR)

既存化学物質のうち優先141物質について評価。
濃度予測には、ボックスモデル（EUSES)を適用。

69 既存化学物質のうち優先物質リスト(Priority

※初期リスク評価レベル、詳細リスク評価レベルの区分けは、「化学物質のリスク評価およびリスク評
価手法の開発」研究成果報告会講演資料( 中西準子, 2007)を参考とした。

ポリスチレン

デンドリマー

ナノクレイ

（2008年12月3日現在）

*イギリス政府及びOECD 経済産業諮問委員会(Business and 
Industry Advisory Committee)メンバーであるイギリスナノテクノ
ロジー工業協会（Nanotechnology Industries Association）
（出典：OECDホームページ）

カナ
ダ

69
(優先物質
リスト)

－

既存化学物質のうち優先物質リスト(Priority 
Substance List 1 および 2)の69物質(または製品)に
ついて、評価を実施し規制等の必要性を検討。

ｵｰｽ
ﾄﾗﾘ
ｱ

32
(優先既存
化学物質) 

－

他にPBDE等の14の物質について、既存モニタリ
ングデータに基づく初期リスク評価レベルの評価書
が公開。

（特に表記のないものは2009年1月時点）
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化学物質総合評価管理分野の国際競争ポジション（優位性）

指標5:環境ビジネスの市場規模と分野

環境ビジネスのうち、リスク削減関連分野（大気・水質・土壌・廃
棄物）に関連する市場規模においては、日本・世界どちらもにお

指標7:水質汚染分野市場動向と日本のシェア

アジア各国に対する排水処理分野においては、他国の輸出額
が横ばいで推移するなか、日本の輸出額は減少している。

世界 日本
億ドル 億円

環境全般 6,287(2004)
*1

80,473(2004)
*8

大気関連 120(2006)
*2

2,772(2004)
*6

水質関連 3,080(2004)*3 37,662(2004)*6

土壌関連 158(2006)*4 2,052(2006)*7

廃棄物関連 2 070(2004)
*5

37 987(2004)
*6

棄物） 関連す 市場規模 お 、 本 世界 お
いても廃棄物と水質の占める割合が大きい。

排水処理分野におけるアジア各国への国別輸出額推移（単位：Mil $)

横 推移す な 、 本 輸 額 減少 。

世界のリスク削減関連環境ビジネス市場＊9

廃棄物関連 2,070(2004)
*5

37,987(2004)
*6

＊１：「Ｇｌｏｂａｌ Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｎｔ Ｍａｒｋｅｔ： Ａｓｉａ］ Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔａｌ Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎｎａｌ Ｉｎｃ． ２００６．９
＊２：{Catalyst Players Follow Growth to Asia, Middle East]  Chemiical Week August 11,2004
＊３：{The Water industry world wide up to 2010. The  covergence of water and energy]  World Pumps, November, 2001
＊４：EU報告書「Study of Eco-Industry, its size, employment, perspectives and baririers to growth in an enlarged EU] 2006.8より、米国は
「土壌ビジネスの現状と展望」住友信託銀行
産業調査レポートNo14, 2002.5 より現状の市場規模を把握、日米欧市場を合算

＊５：｛Overview of waste manegement industries in selected countries」Ｗａｒｍｅｒ ｂｕｌｌｅｔｉｎ， Ｎｏｖ， ２００６
＊６：「我が国の環境ビジネスの市場規模及び雇用規模の現状と将来予測にちての推計」 環境省 2003.2
＊７：「2007環境事業における最新事業における最新企業戦略と将来の方向」株式会社 富士経済 2007.2
＊８：環境省の大気、水質、廃棄物のデータに富士経済の土壌のデータを加算したもの

日本のリスク削減関連環境ビジネス市場＊9

出典： 「United States Environmental Industry Export  Competitiveness in Asia」 Environmental Business International , Inc. 2001.9

指標8:水質汚染分野における水処理膜のシェア

億ドル

（2006年における水質汚濁防止装置の対アジア輸出額は305億円（産業機械工業会））

水処理膜総計

日本の輸出額が減少している水質関連分野ではあるが、水処
理膜市場における日本の割合は大きい。

水処理用膜供給における日本の膜メーカー・シェア

兆円

＊9:上部表中の大気・水質・土壌・廃棄物4分野の合計における市場規模の割合

日本, 
60%

海外, 
40%

LP MF UF膜 海水淡水化用逆浸透膜

指標6:環境装置の輸出シェア

日本の環境装置の輸出シェアは高いが、低下の傾向がみられる。

区分 １位 ２位 ３位 傾向（１９９５年との比較）

輸出シェア
（全世界）

米国
２６％

ドイツ
１９％

日本
１５％

日本（１８％→１５％）
米国（２２％→２６％）

輸出シ ア 日本 米国 ドイツ 日本（４３％ ３９％）

日本, 
43%海外, 

57%
日本, 

海外, 
30%

LP+MF+UF膜 海水淡水化用逆浸透膜輸出シェア
（アジア）

日本
３９％

米国
２７％

ドイツ
８％

日本（４３％→３９％）
米国（２３％→２７％）

環境装置輸出シェア（全世界） 環境装置輸出シェア（アジア）

70%
（出典）産業競争力懇談会（COCN）「水処理と水資源の有効活用技術プロジェクト報告書」

2008年3月

出典： 平成１５年度東アジア地域における環境問題・技術移転に関する調査報告書
（社）日本機械工業連合会、（財）国際環境技術移転研究センター
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○
環

境
中

に
大

量
に
排

出
さ
れ

て
い
る
有

害
化

学
物

質
の

削
減

技
術

を
開

発
し
、
環

境
中

へ
放

出
さ
れ

る
リ
ス
ク
を
低

減
す
る
こ
と
に
よ
り
、
環

境
対

策
に
資

す
る
。

有
害

化
学

物
質

リ
ス
ク
削

減
基

盤
技

術
研

究
開

発
(新

規
計

画
)

○
開

発
さ
れ

た
技

術
は

、
民

間
企

業
等

に
よ
る
技

術
導

入
を
積

極
的

に
促

進
す
る
。

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の

概
要

環
境
に
排
出
さ
れ

て
い
る
人
の

健
康
や

生
態
系

に
有
害

な
恐

れ
の

あ
る
有

害
化
学

物
質

を
削

減
代

替
す
る
技

術
に
つ
い
て

公
募

を
行

う
こ
と
で
民

間
企

業
等

か
ら
抽

参
加

企
業

・
大

学
等

ポ
テ
ン
シ
ャ
ル

を
有

す
る
企

業
・
大

学
等

技
術

開
発

物
質

を
削

減
、
代

替
す
る
技

術
に
つ
い
て
、
公
募

を
行

う
こ
と
で
民

間
企

業
等

か
ら
抽

出
し
、
共

通
基

盤
的

か
つ
安

価
で
多

く
の

事
業

者
に
お
い
て
導

入
可

能
な
実

用
化

に
向

け
た
技
術
を
開
発
す
る
。
具

体
的

に
は
、
今
年
第

１
回
目
の

結
果
が

公
表

さ
れ

た
Ｐ
Ｒ
Ｔ

Ｒ
制
度

（
注
）
等

を
活

用
し
、
排

出
量

・
移

動
量

が
多

く
、
か

つ
危

険
性

（
リ
ス
ク
）
の

高
い
化

学
物

質
に
優

先
順

位
を
つ
け
て
対

象
有

害
化

学
物

質
を
決

定
し
、
そ
れ

を
予

防
的

観
点
か
ら
も
削
減
す
る
た
め
の
技

術
開
発

を
行

う
。
ま
た
、
開

発
し
た
技
術
の

ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
の

作
成
等
を
通

じ
て

民
間

企
業

等
に
よ
る
技

術
導

入
を
促

進
す
る

エ ン ド オ ブ パ イ

イ
ン
プ
ラ
ン
ト
対

策
技
術

○
有

害
化

学
物

質
、
副

生
成

物
の

発
生

抑
制

○
使
用
す
る
有
害
化
学
物
質
の
代
替
物
開

発
○
製
品
製
造
工
程
の
代
替
プ
ロ
セ
ス
技
術
の

開
発

技
術

開
発

研
究

開
発

の
背

景
・
効

果
等

○
化

学
物

質
は

そ
の
機

能
に
よ
り
産

業
活

動
の
あ
ら
ゆ
る
局
面

で
活
用

ン
の

作
成
等
を
通

じ
て
、
民

間
企

業
等
に
よ
る
技

術
導

入
を
促

進
す
る
。

（
注
）
Ｐ
Ｒ
Ｔ
Ｒ
制
度
；
Po

llu
ta

nt
 R

el
ea

se
 a

nd
 T

ra
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fe
r R
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te
r（
化
学
物
質
排
出
移
動
量
届
出

制
度

）

（
期

待
さ
れ

る
効

果
・
経

済
波

及
効

果
等

）

イ プ 対 策 技 術
原
料
投
入

製
品
製
造

製
品

有
害
化
学
物
質

副
生
成
物

リ
ス
ク
削

減
技
術

○
化

学
物

質
は

そ
の
機

能
に
よ
り
産

業
活

動
の
あ
ら
ゆ
る
局
面

で
活
用

さ
れ

て
い
る
重
要

な
材

料
で
あ
る
。
し
か

し
な
が

ら
、
そ
れ

ら
の
中
に
は

有
害
性
を
持
つ
も
の
も
あ
り
、
大
量
に
使
用
さ
れ
る
場
合
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は
人
体
や

環
境

へ
の

影
響

に
つ
い
て
の

リ
ス
ク
を
評

価
し
、
適

切
な
管

理
の

も
と
使

用
す
る
こ
と
が

必
要
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○
一
方
、
有
用
な
化
学
物
質
ほ
ど
使
用
量
が
拡
大
す
る
た
め
、
環
境
中

へ
の

排
出

が
多

く
影

響
が

懸
念

さ
れ

る
場

合
に
は

、
化

審
法
の
ほ
か
、

環
境

関
連

法
規
に
よ
る
規

制
が

か
か

る
と
と
な
り

産
業

に
与
え
る
経

済
波

及
効

果
等

）
○

PR
TR

デ
ー
タ
を
活
用
し
た
有

害
化
学
物
質
の
排
出
実
態
と

漏
洩
化
学
物
質
の
把
握

○
リ
ス
ク
削
減
に
資
す
る
代
替
プ

ロ
セ
ス
の

構
築

リ
ス
ク
削

減
技
術

疎
水
性
ポ
リ
マ
ー

両
親
媒
性
物
質

（
Co
-
so
lv
en
t
）

水

疎
水
性
ポ
リ
マ
ー
を
安
定

化
さ
せ
る
ク
ラ
ス
タ
ー
構

造
の
制
御

環
境

関
連

法
規
に
よ
る
規

制
が

か
か

る
こ
と
と
な
り
、
産

業
に
与
え
る
経

済
的
な
影
響
は
甚
大
で
あ
る
。

○
現

在
、

PR
TR

法
に
よ
っ
て
産
業
界
の
自
主
管
理
を
促
進
し
て
い
る
が

、

企
業
に
と
っ
て
容
易
な
対
策
に
つ
い
て
は

比
較
的
取
り
組
み
が

早
い
が
、

対
策
の
課
題
が
わ
か
っ
て
も
技
術
的
な
対
応
方
法
が
わ
か
ら
ず
、
十
分

な
管
理
が
出
来
な
い
た
め
自
主
管
理
が
滞
っ
て
い
る
ケ
ー
ス
が
散
見
さ

れ
る
。

ロ
セ
ス
の

構
築

○
有
害
化
学
物
質
（
揮
発
性
、

ハ
ロ
ゲ
ン
系
等

)の
環
境
放
出

削
減

率
９
０
％

以
上

○
有
害
化
学
物
質
（
揮
発
性
、

ロ
ゲ
ン
系
等

)の
代
替
物
質

V
O

C
等

再
利

用

←
臭

素
系

ポ
リ

カ
ー

ボ
ネ

ー
ト

(P
C)

両
親
媒
性
物
質

（
Co

so
lv
en
t
）

(1
)マ

イ
ク

ロ
波

加
熱

に
よ

る
回

収
技

術

(3
)次

世
代

水
性

塗
料

技
術

開
発

(代
替

物
質

)

○
化
学
物
質
の
ユ
ー
ザ
ー
側
が
、
そ
の
対
策
技
術
に
つ
い
て
の
知
見
が

無
い
の
に
加
え
、
プ
ラ
ン
ト
・
環
境
装
置
企
業
に
お
い
て
も
、
膨
大
な
多

様
性
の
あ
る
化
学
物
質
の
使
用
状
況
に
つ
い
て
の
知
見
は
乏
し
く
、
こ

こ
に
、
化

学
物

質
管

理
対

策
技

術
に
つ
い
て
の

需
要

と
供

給
の
ギ
ャ
ッ

プ
が

存
在

す
る
こ
と
が

自
主

管
理

の
進

展
を
送

ら
せ

て
い
る
原

因
と

な
っ
て
い
る
。

ハ
ロ
ゲ
ン
系
等

)の
代
替
物
質

合
成

無
害

化

新
シ

リ
コ

ー
ン

系
等

→
難

燃
剤

を
添

加
し

た
PC

(2
)触

媒
に

よ
る

高
効

率
分

解
技

術
(4

)高
性

能
難

燃
材

料
の

技
術

開
発

(代
替

物
質

)
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策
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基
本
計
画
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ト
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　 　 関 係

　 基 本 計 画

　 策 定 関 係　

　

ニ
ー
ズ
の
探
索
・
収
集

公 募 ・ 審 査 ・ 契

約 関 係

公
募
要
領
作
成

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

の
募
集

対
象
技
術
の
重
点
化
（
委
員
会
等
開
催

or
化
学
会
と
連
携
等
）

サ
イ
ト
等
に
よ
る
ニ
ー
ズ
集
約

N
ED

O
　

PO
ST
２
に
よ
る
意
見
反
映
等

公
募
開
始

審
査
委
員
会

委
託
先
決
定
・
契
約

研
究
開
発
開
始

公
募
資
格
要
件
に
環
境
配
慮
活
動
を
入
れ
る
。

（
但
し
、
ベ
ン
チ
ャ
ー
は
除
外
）

リ
ス
ク
削
減
研
究
会
報
告
を
ベ

ー
ス
に
優
先
物
質
の
再
整
理

　
公
募
説
明
会
開
催

　 そ の 他

　 　

　
財
務
省
説
明
資
料
作
成
等

　
事
業
規
模
確
定

　

「
有
害
化
学
物
質
リ
ス
ク
削
減
基
盤
技
術
先
導
調
査
研
究
」

事前評価関連資料2



事前評価書 

 

１． 事業名称 「有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発」 

２．推進部署名 環境技術開発部 化学物質管理技術グループ 

３．事業概要 (1) 概要： 

環境中に排出(漏洩も含む)され人の健康や生態系に悪影響を及

ぼすことが懸念される化学物質のリスクを削減するため、エンド

オブパイプ対策やインプラント対策として回収、無害化、代替物

質生産、代替プロセス等に資する実用化基盤技術を開発する。研

究開発成果に求める要素として、リスク削減効果、社会ニーズへ

の対応、導入・波及効果、コスト等を重視し、これらの点で優れ

た技術開発を優先的に取り組む。また、リスク削減すべき対象化

学物質の優先順位付けは、生産量、取扱量、排出量、移動量が多

い物質、国民の健康不安、関心が高い化学物質等から決定するた

め、PRTR 制度(化学物質排出移動量届出制度)の集計結果を活用し、

EPA(米国環境保護庁)のリスク評価手法を用いて行った。これらの

評価結果に基づき、開発期間内に優先順位が高い化学物質(約 10

物質程度)を効率的に削減できる技術を開発する。 

(2)平成 16 年度予算額：170.0(百万円)(委託)  

(3)事業期間：平成 16 年度～平成 19 年度(5 年間) 

４．評価の検討状況：  

15 年度の下期に委託により実施している「有害化学物質リスク削減基盤技術に関する

先導調査研究」における先導調査委員会(委員長：御園生誠工学院大学教授)で、本事業

に関して NEDO が作成した事前評価を検討、意見集約した結果、本事業の実施は強力に推

進する必要があるとの結論を得た。 

第１回調査委員会：平成 15 年 12 月 16 日：事前評価書(案)の開示、意見集約 

第２回調査委員会：平成 16 年 1 月 14 日：事前評価書(案)の確認 

（１） 事業の位置付け・必要性 

①本事業の位置付け： 

現在、国内で利用、流通している化学物質は約 3万 5 千種類と言われており、様々な

素材、製品で利用されている。これらの化学物質の中には有害性が低いにもかかわらず、

揮発性有機化合物のように製造、使用、廃棄の段階で環境中へ大量に排出(漏洩も含む)

されることから、人の健康や生態系への影響などが懸念される化学物質もある。一方、

有害性が高い化学物質(リン系化学物質、ハロゲン系化学物質等)に関する漏洩は既に大

きな社会問題となっており、企業等による自主管理、地方自治体、国による使用規制が

実施されてきた結果、大きな効果を上げている。平成 13 年 4 月、事業者による自主的な

化学物質管理の改善を促進する目的から、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び

管理の改善の促進に関する法律」に基づきPRTR制度
（注１）

が実施され、国は各事業所等に

対して化学物質毎の製造量、排出量、輸出入量、移動量等に関する総量の届出を求め、

事前評価関連資料3



その集計結果が公表された。この結果、リスク(有害性X暴露量)が高い化学物質に関する

環境中への存在の程度が明らかとなってきた。一方、リスクが懸念される化学物質や化

学物質を含む製品は、社会で広く、大量に使用されており、一旦、環境中に放出されて

しまうと徹底的に回収、無害化処理するには莫大なコストが掛かってしまい、産業界が

単独で対応することはもはや困難な状況となっている。したがって、排出源である工場・

プラント内において、環境への化学物質の排出を徹底して抑制することが強く求められ

ている。このため、従来から事業者によって進められてきた自主的な化学物質管理を一

層促進するため、リスクが懸念される化学物質を、中小企業を含む事業所等が自主的に

回収、無害化処理できる新しい技術を国が主体となって開発し、早期の導入・普及を促

進することにより、環境と調和した健全な経済産業活動と安全、安心な国民生活を実現

することが必要である。 

本事業では人の健康や生態系に対して有害性の恐れがあるPRTR対象等化学物質のリス

ク削減に資するエンドオブパイプ対策
（注２）

やインプラント対策
（注３）

を中心とした排出源

地点での回収、無害化、代替物質生産技術、代替プロセス等に関する研究開発テーマと

技術課題を民間企業等から公募し、汎用性が高くかつ安価で、多くの中小事業者等でも

導入が容易な実用化基盤技術を開発する。 

(注 1)PRTR：化学物質排出移動量届出制度(Pollutant Release and Transfer Register)

化学物質排出把握管理促進法に基づき有害性の恐れがある化学物質について、事

業所からの環境中への排出量及び廃棄物としての事業所外への搬出量等を把握・

集計・公表する制度 

(注 2)製造プロセス等で生成してしまった大気汚染物質や水質汚染物質を煙突や排水と

いう最後の段階で回収、分解する技術 

(注 3)製造、使用段階において、リスクの少ない化学物質への代替、反応工程中におけ

る副生成物、有害化学物質の発生を抑制するプロセスへ転換する技術 

②国のプログラムとの関係における必要性 

本事業は、平成 12 年度から実施されている「化学物質総合評価プログラム」のリスク

削減技術の一環としての位置付けられている。同プログラムでは、平成 20 年度までに化

学物質のリスクの総合的な評価を行いつつ、リスクを評価・管理するための技術体系を

構築し、リスクの削減に資するプロセス、手法開発、及び基盤技術を整備するものであ

る。平成 15 年度にはリスク削減プロジェクトの中で「次世代化学プロセス技術開発」が

終了する。昨今、PRTR 制度の公表により、リスクが懸念される化学物質に関する情報が

蓄積されてきたことから、本事業では、喫緊に削減すべき化学物質を効率的に削減でき

る実用化技術を開発することで、プログラムの目標を達成することが可能であると判断

した。 

（２） 研究開発目標の妥当性 

2008 年頃までに、PRTR 対象等化学物質のリスクを効率的に削減するため、喫緊に排出

抑制が求められている化学物質の優先順位付けを行い、これらの化学物質のリスク削減

に係る回収、無害化、代替物質生産、代替プロセス等に関する実用化基盤技術を開発す

る。リスク削減の対象となる化学物質は、1)排出量が大きい、2)リスクが大きい又は大
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きいことが疑われる、3)環境規制の動向等を踏まえて、当面、PRTR 集計結果を活用し、

EPA 法(米国 環境保護庁)によるリスク評価を行い、これらの結果を考慮してリスク削

減対象物質を(1) PRTR 制度による国への届出対象物質(工場等の固定発生源)、(2) PRTR

制度による国への届出対象外物質(移動体、家庭等からの排出で国が推計)毎に優先順位

付けを行った。これらの評価結果に基づき、国への届出対象物質から上位 20 物質、国へ

の届出対象外物質から上位 10 物質(但し、 (1)の重複物質を除く)を削減対象物質とし

た。また、本事業では、エンドオブパイプ技術(回収、排出抑制、無害化等)対策、イン

プラント技術(代替物質生産、代替プロセス等)対策を研究課題とし、以下のとおり研究

開発目標を設けた。さらに、成果の導入、普及を促進する観点から、上記の研究課題毎

に汎用性、低コスト等に係わる開発目標も併せて設定することとした。 

【研究開発目標】 

① エンドオブパイプ技術：回収、排出抑制、無害化等により、環境への排出量に対し

て 90%以上を目安とした削減率 

②インプラント技術：リスクを効率的に低減できる代替物質や代替プロセスの実用化

技術 

③その他：実用化までの道筋が明確に検討されている新規有望削減技術 

これらの技術開発の目標設定に際しては、以下の根拠に基づき設定を行った。 

・化学物質はその機能により産業活動のあらゆる局面で利用されている重要な材料であ

るがそれらの中には有害性を持つものもあり、今後は、化学物質の排出により土壌や

河川等への汚染をこれ以上進行させない予防策が必要であり、特に、化学物質を大量

に使用される場合には人や生態系への影響についてのリスクを評価し、適切な管理の

もとで使用することが望まれる。 

・有用な化学物質ほど使用量が拡大し、環境中への排出が多くなることに伴う影響が懸

念されるようになると、化審法(化学物質審査規制法)のほか、環境関連法規等による

規制の縛りが掛かることになり、産業に与える経済的な影響は甚大である。特に、今

後は、住居環境や労働環境の改善が強く求められており、化学物質の排出削減を効率

的に図る必要がある。そのため、リスクが懸念される化学物質に対して、排出しない、

かつ新たなリスクを生じさせることのない新規技術を確立する必要がある。 

・PRTR 制度は産業界の自主管理を促進しているが、企業にとって容易な対策については

既に取り組みが進んでいるが、対策課題がわかっていても技術的な対応策が無い、対

策費用が嵩む等の理由により、自主管理が滞っているケースが散見される。 

・化学物質のユーザー(一般市民等)が、排出状況についての感心が薄いのに加え、化学

物質の消費者(特に中小企業等)においては、取り扱っている化学物質に関する処理状

況や削減対策に関する知見に乏しい、対策コスト高い等が自主管理の促進を遅らせる

原因となっていることから、化学物質のライフサイクル全体に亘って効率的に有害化

学物質が削減できる実用的で、導入・普及が期待できる対策技術が望まれている。 

・環境中に排出されてしまった化学物質に関する回収、処理に係わる費用について検討、

試算は殆ど行われておらず、明らかに排出時回収・無害化のほうが効果的とされてい

る。今後、環境中の有害化学物質の濃度を法律等によって規制される前に、当該研究
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開発による投資集中効果により、化学物質を効率的に削減できる技術を確立しておく

ことは、規制導入に比して十分に対応出来、費用対効果の高い施策といえる。 

（３） 研究開発マネジメント 

①事前評価におけるマネジメント 

本事業では、優先的に削減する必要のある PRTR 対象等化学物質(約 30 物質)を選定し

たのち、化学物質毎のライフサイクルにおける排出状況を把握し、化学物質のリスク削

減が期待できる削減すべき事業者のニーズ(事業分野、プロセス、排出抑制可能量等)と

技術シーズ(企業、研究機関等)における相関関係を整理した。さらに、当該部(グループ)

に設置する化学物質に関する情報 Web サイト(Information Plaza)や NEDO POST2(平成 16

年 2 月)を活用することにより、広く一般市民からの意見を集約して、本事業で実施すべ

き化学物質のリスク削減の方向性を決定する。一方、消費企業や市民からの社会ニーズ

(社会的要請・不安等)に根付いた技術シーズの発掘では国内外の研究事例を調べると共

に、研究機関、企業等からのヒアリング等を実施し、専門家からのアドバイス等を受け

ることで優れた技術提案が行えるスキームを構築し、基本計画の策定及び事業の実施に

反映させるものとする。 

②研究開発におけるマネジメント 

本事業では、各研究開発テーマにプロジェクトリーダーを設置し、研究開発の責任の

所在を明確にするが、事業全体に係わるマネジメントは、外部識者の意見を取り入れな

がら NEDO が責任を持って主体的に行う。具体的には、プロジェクトリーダー、委託先企

業等からヒアリングし、開発目標に対する成果状況などの報告を受けるほか、国内外に

おける当該分野の技術開発動向の調査を行い、次年度の業務委託の可否や、実施内容、

予算規模の見直しを行い、優れた研究成果を上げている研究開発に対しては、研究加速

を弾力的に行える様、予算の効果的配分に努める。また、成果の早期達成が可能と認め

られた研究については、期間内であっても研究を終了させ、実用化へ向けた研究成果の

確保と普及に努める。なお、NEDO は別途定められた技術評価に係わる指針及び技術評価

実施要領に基づき、技術的及び産業技術政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、

成果の技術的意義並びに将来の産業への波及効果等について外部有識者による中間評価

を平成 18 年度、事後評価を平成 21 年度に実施する。なお、評価の時期については、当

該研究開発に係わる技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒し

する等、適宜見直すものとする。 

（４） 研究開発成果 

本事業では、研究機関、企業等からの提案された技術の中で、リスク削減効果、社会

ニーズへの対応、導入・波及効果、コスト等を重視して、これらの点で優れた技術開発

に優先的に取り組むこととする。このため、要素技術開発の水準が高い技術テーマより

も、早急に、市場投入、製品化が期待できる技術開発を中心に行う。具体的には、研究

期間中に実用化レベルを達成し、研究開発終了後遅くとも 2～3 年のうちに、事業化、市

場導入が見込まれるものを優先的に採択する。また、本事業の研究成果は他の事業者に

対しても開示を求める。これにより、係る成果の広範囲な事業化により新規産業創成に

も寄与することが期待できる。 
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（５）実用化・事業化の見通し 

国内の企業や事業所において、化学物質に纏わるリスクの削減対策は緊急を要する課

題である。しかし、現状の状況ではこれまでの市場原理が強く働いており、事業者のみ

に削減対策を任せておいては緊急な対応が難しい。本事業は、PRTR 対象物質等のリスク

削減を効率的に行える実用化技術を開発する事業であり、昨今の欧米における厳格な化

学物質、化学品に対する規制が施行される動向から鑑みて、当該技術の実用化への潜在

需要は高まっていることからも合わせて考えると、国が適切な形で支援することにより、

国際的に環境ビジネスの展開が期待できる分野である。すでに、先導調査研究の結果、

実験室レベルの研究が終了し、実用化に近い技術として 20 テーマ以上が抽出されてお

り、本事業を実施することにより平成 18 年頃には実用化の目処を付け、平成 20 年頃に

は実施者や実施者以外の企業等により市場導入、事業化することができれば極めて大き

な波及効果を有するものである。 

（６）その他特記事項 

・本事業はリスクが懸念される PRTR 対象化学物質等のリスク削減を図るための技術開発

であり、化学物質総合評価管理プログラムにおけるリスク削減技術の一環として実施

される。 

・公募の採択基準として、提案機関(主に企業)の環境活動(環境報告書の発刊、ISO 取得、

グリーン調達状況等)を追加する。 

５．評価結果 

 先導調査委員会における専門委員からのアドバイスを受けて、1) リスク削減対象物質

に対して優先順位を付けて、絞り込みを行う、2)リスク削減効果、早期実用化、導入・

波及効果、コストを重視する、3)研究開発成果は広く実施者以外の企業に対しても開示

し事業化を促進する、等を念頭に置きながら実施する必要があると判断した。また、研

究開発の責任の所在を明確にするため、研究開発テーマ毎にプロジェクトリーダーを設

置し、進捗状況を把握しながら、プロジェクトの見直し、中止、加速化を弾力的に行い、

マネジメントの効率化を図る必要があるとの結論を得た。 

以上の観点から、本事業の実施に関して、当該グループにおいては積極的に推進する

べきあると判断した。 

 

参考資料： 

図-１ 本事業の全体スケジュール 

図-２ 本事業の概要 
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・成果要約集 

（研究発表・講演、発表論文、特許等、 

受賞実績、新聞発表） 
 



表　成果件数一覧表(平成16年－平成21年)
年度　

　成果
研究発表・講演
　　　　（口頭発表も含む） 9 35 45 48 37 7 181 －

発表論文 4 3 16 4 2 2 31 他、平成21年
度作成中1

内、査読付き 0 1 3 2 0 1 7 －

特許等 3 13 39 17 7 4 83 －

内、外国・PCT出願 0 2 10 6 2 0 20 －

受賞実績 0 0 0 0 2 1 3 －

新聞発表 1 3 5 9 7 3 28 －

表　開発課題毎の成果件数一覧表(平成16年－平成21年) （Ａ）エンドオブパイプ技術

年度　
　成果
研究発表・講演
　　　　（口頭発表も含む） 9 30 27 21 10 0 97 －

発表論文 4 2 12 2 1 0 21 他、平成21年
度作成中1

内、査読付き 0 1 3 1 0 0 5 －

特許等 1 1 5 5 5 2 19 －

内、外国・PCT出願 0 0 0 0 0 0 0 －

受賞実績 0 0 0 0 1 0 1 －

新聞発表 1 1 2 2 0 0 6 －

表　開発課題毎の成果件数一覧表(平成16年－平成21年) （Ｂ）インプラント技術

年度　
成果

合計 備考平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

平成20年度 平成21年度 合計 備考平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

平成20年度 平成21年度 合計 備考平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

　成果
研究発表・講演
　　　　（口頭発表も含む） 0 3 18 14 8 7 50 －

発表論文 0 1 4 2 1 2 10 －

内、査読付き 0 0 0 1 0 1 2 －

特許等 2 12 34 12 2 2 64 －

内、外国・PCT出願 0 2 10 6 2 0 20 －

受賞実績 0 0 0 0 1 1 2 －

新聞発表 0 2 2 7 6 3 20 －

表　開発課題毎の成果件数一覧表(平成16年－平成21年) （Ｃ）システム・ソフト技術

年度　
　成果
研究発表・講演
　　　　（口頭発表も含む） 0 2 0 13 19 0 34 －

発表論文 0 0 0 0 0 0 0 －

内、査読付き 0 0 0 0 0 0 0 －

特許等 0 0 0 0 0 0 0 －

内、外国・PCT出願 0 0 0 0 0 0 0 －

受賞実績 0 0 0 0 0 0 0 －

新聞発表 0 0 1 0 1 0 2 －

平成20年度 平成21年度 合計 備考平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

合計 備考平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度
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表　研究開発テーマごとの成果件数(平成16年－平成21年)
研究開発テーマ 研究発表 受賞

委託先 ・講演 実績他

吸着エレメントとプラズマを組合わ
せた難処理有害化学物質除去の研究
開発

（株）西部技研
(1件作成中)

直接加熱式VOC吸着回収装置の研究
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ジー・ベンチャーズ（株）
（独）産業技術総合研究所

吸着相オゾン酸化による排出有害物
質の完全分解処理
（財）産業創造研究所
東洋インキエンジニアリング
岩尾磁器工業（株）

マイクロバブルの圧壊による有害化
学物質の高効率分解技術の開発
（株）ＲＥＯ研究所
（独）産業技術総合研究所

大気圧・空気プラズマを利用した揮
発性有機化合物(VOC)等の無害化装
置の開発

3 － － 2 －

イマジニアリング（株）
デュアルメンブレンシステムによる
ガソリンベーパー回収装置の開発
（株）タツノ・メカトロニクス
（独）産業技術総合研究所

含塩素VOC高効率分解固定化装置の
研究開発
JFE ソルデック（株）

インプラ
ント技術

非フェノール系樹脂原料を用いたレ
ジスト材料の開発

(IP) 昭和電工（株）
（独）産業技術総合研究所 外国出願10

PCT出願10

革新的水性塗料の開発
日本ペイント（株）

溶剤フリー塗装技術の研究開発
シルバー精工（株）

有害廃棄物フリー高効率エステル合
成プロセスの開発
（株）ケミクレア
（独）産業技術総合研究所

革新的塗装装置の開発
加美電子工業（株）
（独）産業技術総合研究所

有害化学物質削減支援ツールの開発
（株）三菱化学テクノリサーチ
（株）三菱総合研究所
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14 2 2
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2
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5
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6
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－

3
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－ －

－

－

16

－
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6
日

S
tr

e
ss

-
S
tr

ai
n
 C

u
rv

e
 o

f 
A

c
ti
va

te
d 

C
ar

bo
n
 F

ib
e
r 

S
h
e
e
t

an
d 

E
le

c
tr

ic
al

 R
e
si

st
an

c
e

2
0
0
5
年

8
月

2
5
日

S
e
le

c
ti
ve

 F
o
rm

at
io

n
 o

f 
W

e
ll-

de
fi
n
e
d 

M
o
rp

h
o
lo

gi
c
al

P
o
ro

u
s 

S
ili

c
a 

U
si

n
g 

S
o
di

u
m

 S
ili

c
at

e
 b

y 
T
ri
bl

o
c
k

C
o
po

ly
m

e
r 

T
e
m

pl
at

in
g

2
0
0
5
年

1
0
月

2
1
日

中
小

発
生

源
か

ら
の

V
O

C
の

吸
着

回
収

2
0
0
5
年

1
0
月

2
8
日

活
性

炭
素

繊
維

シ
ー

ト
の

応
力

と
電

気
抵

抗
変

化

2
0
0
5
年

1
1
月

3
日

強
誘

電
体

の
キ

ュ
リ

ー
ポ

イ
ン

ト
を

用
い

た
マ

イ
ク

ロ
波

加
熱

制
御

2
0
0
5
年

1
1
月

4
日

マ
イ

ク
ロ

波
を

用
い

た
V

O
C

吸
着

回
収

の
た

め
の

吸
着

剤
の

検
討

2
0
0
5
年

1
2
月

1
4
日

ナ
ノ

空
間

と
マ

ク
ロ

形
態

を
制

御
し

た
シ

リ
カ

材
料

と
V

O
C

吸
脱

着
特

性
2
0
0
6
年

2
月

2
8
日

中
小

発
生

源
か

ら
の

V
O

C
の

吸
着

回
収

2
0
0
6
年

3
月

9
日

活
性

炭
素

シ
ー

ト
の

脱
着

温
度

に
お

け
る

応
力

と
電

気
抵

抗

2
0
0
6
年

3
月

2
6
日

T
E
0
1
1
モ

ー
ド

円
筒

空
洞

共
振

器
を

用
い

た
微

小
試

料
の

複
素

誘
電

率
評

価
2
0
0
6
年

4
月

1
1
日

V
O

C
実

態
把

握
に

よ
る

空
気

質
改

善
の

た
め

の
研

究
人

2
0
0
6
年

7
月

3
1
日

S
yn

th
e
si

s 
o
f 

W
e
ll-

de
fi
n
e
d 

M
o
rp

h
o
lo

gi
c
al

 P
o
ro

u
s 

S
ili

c
a,

R
o
dl

ik
e
, 
F
ib

e
rl
ik

e
, 
an

d 
S
ph

e
ri
c
al

 P
ar

ti
c
le

s,
 U

si
n
g 

S
o
di

u
m

S
ili

c
at

e
 b

y 
T
ri
bl

o
c
k 

C
o
po

ly
m

e
r 

T
e
m

pl
at

in
g

2
0
0
6
年

8
月

1
0
日

M
e
as

u
re

m
e
n
t 

o
f 

C
o
m

pl
e
x 

P
e
rm

it
ti
vi

ty
 a

n
d 

T
e
m

pe
ra

tu
re

D
e
pe

n
de

n
c
e
 f

o
r 

T
h
in

 M
at

e
ri
al

 w
it
h
in

 C
av

it
y 

R
e
so

n
at

o
r

社
団

法
日

本
空

気
清

浄
協

会
 第

2
4
回

空
気

清
浄

と
コ

ン
タ

ミ
ネ

ー
シ

ョ
ン

コ
ン

ト
ロ

ー
ル

研
究

大
会

第
5
回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
・
応

用
国

際
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

In
te

rn
at

io
n
al

 M
ic

ro
w

av
e
 P

o
w

e
r

In
st

it
u
te

's
 4

0
th

 A
n
n
u
al

 S
ym

po
si

u
m

P
ro

c
e
e
di

n
gs

発
表

媒
体

第
1
3
回

国
際

粘
土

会
議

エ
コ

テ
ク

ノ
2
0
0
5
「
使

え
る

産
総

研
発

、
環

境
・
リ

サ
イ

ク
ル

技
術

」
講

演
会

計
測

自
動

制
御

学
会

中
部

支
部

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

2
0
0
5

3
rd

 I
n
t.
 C

o
n
f.
 A

dv
. 
F
ib

e
r/

T
e
xt

ile
M

at
e
r.

つ
く
ば

新
技

術
講

座

平
成

1
7
年

度
 産

総
研

 環
境

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

シ
リ

ー
ズ

5
「
我

が
国

に
お

け
る

環
境

技
術

開
発

の
新

た
な

展
開

」
低

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
型

環
境

負
荷

物
質

低
減

技
術

開
発

成
果

発
表

会
日

本
機

械
学

会
北

陸
信

越
支

部
第

4
3
期

講
演

会
電

子
情

報
通

信
学

会
2
0
0
6
年

総
合

大
会

Z
M

P
C

2
0
0
6
(I
n
te

rn
at

io
n
al

 S
ym

po
si

u
m

o
n
 Z

e
o
lit

e
s 

an
d 

M
ic

ro
po

ro
u
s

C
ry

st
al

s)

第
5
回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
・
応

用
国

際
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

中
村

祐
樹

、
田

中
京

子
、

山
浦

逸
雄

、
白

井
汪

芳
、

小
林

 悟

発
表

者

高
上

公
輔

、
熊

谷
一

清
、

水
越

厚
史

、
野

口
美

由
貴

、
柳

沢
幸

雄

小
菅

勝
典

、
菊

川
伸

行
、

竹
森

 信

I. 
Y
am

au
ra

 e
t 

al
.

小
菅

勝
典

 他

菊
川

伸
行

、
小

林
悟

長
野

義
信

、
小

林
悟

、
菊

川
伸

行
、

烏
鷹

幸
弘

小
菅

勝
典

烏
鷹

幸
弘

、
小

林
悟

、
川

澄
珠

美
、

長
野

義
信

、
小

菅
勝

典
、

菊
川

伸
行

、
金

 潤
甲

菊
川

伸
行

、
小

林
悟

中
村

祐
樹

、
田

中
京

子
、

鮑
力

民
、

山
浦

逸
雄

、
小

林
悟

勝
田

祐
馬

、
金

井
由

宇
、

二
川

佳
央

Y
. 
N

ik
aw

a 
an

d 
Y
. 
K
an

ai
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Ａ
－

（
２

）
直

接
加

熱
式

V
O

C
吸

着
回

収
装

置
の

研
究

開
発

①
研

究
発

表
・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
6
年

8
月

S
tu

dy
 o

n
 P

at
c
h
 A

rr
ay

 i
n
 M

u
lt
im

o
de

 C
av

it
y 

fo
r 

H
e
at

in
g

T
h
in

 M
at

e
ri
al

”
,

2
0
0
6
年

8
月

M
e
as

u
re

m
e
n
t 

o
f 

C
o
m

pl
e
x 

P
e
rm

it
ti
vi

ty
 f

o
r 

M
at

e
ri
al

s
U

n
de

rM
ic

ro
w

av
e
 H

e
at

in
g 

U
si

n
g 

C
yl

in
dr

ic
al

 R
e
so

n
at

o
r

2
0
0
6
年

9
月

7
日

実
測

に
よ

る
簡

易
モ

ニ
タ

ー
で

の
T
V

O
C

測
定

の
検

討

2
0
0
6
年

9
月

R
e
c
e
n
t 

P
ro

gr
e
ss

 a
n
d 

P
e
rs

pe
c
ti
ve

 o
n
 M

ic
ro

w
av

e
A

pp
lic

at
io

n
 T

e
c
h
n
o
lo

gi
e
s 

in
 J

ap
an

2
0
0
6
年

9
月

基
礎

か
ら

の
高

周
波

・
マ

イ
ク

ロ
波

エ
ネ

ル
ギ

ー
応

用
技

術

2
0
0
6
年

9
月

T
M

0
1
0
 モ

ー
ド

空
洞

共
振

器
を

用
い

た
材

料
の

マ
イ

ク
ロ

波
加

熱
に

よ
る

複
素

誘
電

率
温

度
特

性
評

価
2
0
0
6
年

1
1
月

マ
イ

ク
ロ

波
領

域
に

お
け

る
有

機
材

料
の

複
素

誘
電

率
温

度
依

存
性

の
評

価
2
0
0
6
年

1
1
月

3
日

マ
イ

ク
ロ

波
加

熱
式

Ｖ
Ｏ

Ｃ
吸

着
回

収
装

置
の

開
発

2
0
0
6
年

1
1
月

マ
イ

ク
ロ

波
帯

円
筒

空
洞

共
振

器
を

用
い

た
微

小
材

料
の

複
素

誘
電

率
温

度
依

存
性

の
測

定
2
0
0
6
年

1
1
月

空
洞

共
振

器
に

よ
る

材
料

の
異

方
性

の
測

定

2
0
0
6
年

1
1
月

U
n
if
o
rm

 M
ic

ro
w

av
e
 H

e
at

in
g 

fo
r 

L
o
w

 L
o
ss

 M
at

e
ri
al

 U
si

n
g

C
ir
c
u
la

r 
P

o
la

ri
zi

n
g 

P
at

c
h
 A

rr
ay

2
0
0
6
年

1
1
月

材
料

の
複

素
誘

電
率

・
透

磁
率

の
測

定
評

価

2
0
0
6
年

1
1
月

直
交

3
 軸

成
分

を
考

慮
し

た
電

磁
界

可
視

化
に

関
す

る
検

討
講

演
要

旨
集

2
0
0
6
年

1
1
月

ア
ル

ミ
ナ

中
に

分
散

し
た

無
機

物
質

の
マ

イ
ク

ロ
波

発
熱

挙
動

2
0
0
6
年

1
1
月

M
ic

ro
w

av
e
 B

as
is

 a
n
d 

T
h
e
ir
 A

pp
lic

at
io

n
 T

e
c
h
n
o
lo

gi
e
s

2
0
0
6
年

：
A

C
F
 フ

ェ
ル

ト
付

設
電

極
の

電
極

抵
抗

 ―
導

電
性

接
着

剤
に

よ
る

差
異

L
e
c
tu

re
s 

in
 H

ar
bi

n
 I
n
st

it
u
te

 o
f

T
e
c
h
n
o
lo

gy
―

、
計

測
自

動
制

御
学

会
中

部
支

部
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
2
0
0
6

日
本

電
磁

波
エ

ネ
ル

ギ
ー

応
用

学
会

 第
6
回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
･応

用
国

際
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
第

6
 回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
・
応

用
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

第
6
 回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
・
応

用
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
第

6
 回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
・
応

用
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

In
te

rn
at

io
n
al

 M
ic

ro
w

av
e
 P

o
w

e
r

In
st

it
u
te

's
 4

0
th

 A
n
n
u
al

 S
ym

po
si

u
m

P
ro

c
e
e
di

n
gs

第
6
 回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
・
応

用
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

発
表

媒
体

2
0
0
6
 年

電
子

情
報

通
信

学
会

エ
レ

ク
ト

ロ
ニ

ク
ス

ソ
サ

イ
エ

テ
ィ

大
会

B
o
o
k 

o
f 

A
bs

tr
ac

t,
 3

rd
 I
n
te

rn
at

io
n
al

C
o
n
fe

re
n
c
e
 o

n
 M

ic
ro

w
av

e
C

h
e
m

is
tr

y

第
6
 回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
・
応

用
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

第
6
 回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
・
応

用
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

2
0
0
6
 C

h
in

a-
J
ap

an
 J

o
in

t 
M

ic
ro

w
av

e
C

o
n
fe

re
n
c
e
 P

ro
c
e
e
di

n
gs

日
本

建
築

学
会

 2
0
0
6
年

度
大

会
(関

東
)

学
術

講
演

会

A
E
T
 J

ap
an

 セ
ミ

ナ
ー

: 
基

礎
か

ら
の

高
周

波
・
マ

イ
ク

ロ
波

エ
ネ

ル
ギ

ー
応

用
技

術
資

料

第
6
 回

マ
イ

ク
ロ

波
効

果
・
応

用
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

黒
田

直
樹

、
中

村
祐

樹
、

田
中

京
子

、
山

浦
逸

雄小
林

悟
、

筒
井

咲
子

、
菊

川
伸

行
他

勝
田

祐
馬

、
二

川
 佳

央

発
表

者
Y
. 
N

ik
aw

a

熊
谷

一
清

・
野

口
美

由
貴

・
柳

沢
幸

雄

関
 勇

、
二

川
佳

央

Y
. 
N

ik
aw

a

二
川

佳
央

Y
. 
N

ik
aw

a

二
川

佳
央

、
菊

川
伸

行
、

長
野

義
信

、
小

林
悟

二
川

佳
央

Y
. 
G

u
an

 a
n
d 

Y
. 
N

ik
aw

a,

Y
. 
N

ik
aw

a

金
井

由
宇

、
二

川
 佳

央

二
川

佳
央

、
関

 勇

齊
藤

愛
子

、
小

林
悟

、
烏

鷹
幸

弘
、

長
野

義
信

、
山

下
公

成
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Ａ
－

（
２

）
直

接
加

熱
式

V
O

C
吸

着
回

収
装

置
の

研
究

開
発

①
研

究
発

表
・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
7
年

1
月

中
小

発
生

源
に

適
し

た
ス

チ
ー

ム
レ

ス
V

O
C

吸
着

回
収

技
術

2
0
0
7
年

8
月

M
e
as

u
re

m
e
n
t 

o
f 

T
e
m

pe
ra

tu
re

 D
e
pe

n
de

n
t 

C
o
m

pl
e
x

P
e
rm

it
ti
vi

ty
 o

f 
D

ie
le

c
tr

ic
 M

at
e
ri
al

 b
y 

M
ic

ro
w

av
e
 H

e
at

in
g

U
si

n
g 

C
yl

in
dr

ic
al

 R
e
so

n
at

o
r

2
0
0
7
年

8
月

3
1
日

T
V

O
C

に
よ

る
一

般
環

境
・
作

業
環

境
・
屋

外
環

境
の

V
O

C
s汚

染
指

標
統

合
化

（
福

岡
，

2
0
0
7
.8

.3
1

2
0
0
7
年

9
月

1
1
日

吸
着

剤
直

接
加

熱
技

術
を

用
い

た
V

O
C

吸
着

回
収

装
置

の
開

発
2
0
0
7
年

9
月

1
3
日

実
測

調
査

に
よ

る
金

属
鍍

金
工

場
内

の
ト

リ
ク

ロ
ロ

エ
チ

レ
ン

濃
度

と
そ

の
範

囲
に

つ
い

て
2
0
0
7
年

9
月

2
6
日

高
周

波
誘

導
加

熱
を

利
用

し
た

V
O

C
吸

着
回

収
装

置
の

試
作

2
0
0
7
年

9
月

高
周

波
発

熱
素

材
の

誘
電

率
・
透

磁
率

特
性

評
価

と
発

熱
特

性

2
0
0
7
年

9
月

マ
イ

ク
ロ

波
領

域
に

お
け

る
誘

電
体

・
磁

性
体

材
料

に
対

す
る

電
磁

気
的

特
性

の
温

度
依

存
性

評
価

2
0
0
7
年

1
2
月

D
yn

am
ic

 M
e
as

u
re

m
e
n
t 

o
f 

T
e
m

pe
ra

tu
re

 D
e
pe

n
de

n
t

C
o
m

pl
e
x 

P
e
rm

it
ti
vi

ty
 o

f 
M

at
e
ri
al

 b
y 

M
ic

ro
w

av
e
 h

e
at

in
g

U
si

n
g 

C
yl

in
dr

ic
al

 R
e
so

n
at

o
r

2
0
0
7
年

1
2
月

M
e
as

u
re

m
e
n
t 

o
f 

T
e
m

pe
ra

tu
re

 D
e
pe

n
de

n
t 

P
e
rm

it
ti
vi

ty
fo

r 
T
h
in

 M
at

e
ri
al

 d
u
ri
n
g 

M
ic

ro
w

av
e
 H

e
at

in
g

2
0
0
7
年

度
日

本
建

築
学

会
講

演
会

T
X
 テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
・
シ

ョ
ー

ケ
ー

ス
 イ

ン
ツ

ク
バ

2
0
0
7

In
te

rn
at

io
n
al

 M
ic

ro
w

av
e
 P

o
w

e
r

In
st

it
u
te

's
 4

1
st

 S
ym

po
si

u
m

P
ro

c
e
e
di

n
gs

発
表

媒
体

二
川

佳
央

、
小

林
 悟

、
 菊

川
伸

行
、

 長
野

義
信 二

川
佳

央
、

 関
 勇

Y
o
sh

io
 N

ik
aw

a 
an

d 
Y
o
n
g 

G
u
an

菊
川

伸
行

、
齊

藤
亜

衣
子

、
長

野
義

信
、

山
下

公
成

、
烏

鷹
幸

弘
、

小
林

悟

菊
川

伸
行

､小
菅

勝
典

、
竹

森
信

、
小

林
悟

発
表

者

亀
谷

桂
一

郎
、

烏
鷹

幸
弘

野
口

美
由

貴
他

Y
o
sh

io
 N

ik
aw

a,
 Y

o
n
g 

G
u
an

野
口

美
由

貴
他

Y
u
m

a 
K
at

su
ta

 a
n
d 

Y
o
sh

io
 N

ik
aw

a
2
0
0
7
 A

si
a-

P
ac

if
ic

 M
ic

ro
w

av
e

C
o
n
fe

re
n
c
e
 P

ro
c
e
e
di

n
gs

J
C

II講
演

会

2
0
0
7
年

度
日

本
建

築
学

会
講

演
会

第
1
回

日
本

電
磁

波
エ

ネ
ル

ギ
ー

応
用

学
会

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

第
1
回

日
本

電
磁

波
エ

ネ
ル

ギ
ー

応
用

学
会

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

2
0
0
7
 A

si
a-

P
ac

if
ic

 M
ic

ro
w

av
e

C
o
n
fe

re
n
c
e
 P

ro
c
e
e
di

n
gs

第
１

回
日

本
電

磁
波

エ
ネ

ル
ギ

ー
応

用
学

会
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム

成果要約集7



Ａ
－

（
２

）
直

接
加

熱
式

V
O

C
吸

着
回

収
装

置
の

研
究

開
発

②
発

表
論

文
発

表
年

月
日

発
表

媒
体

査
読

有
無

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
6
年

筑
波

石
川

研
究

交
流

会
機

関
誌

,第
1
9
号

,p
.1

2
(2

0
0
6
)

無
中

小
発

生
源

に
適

し
た

V
O

C
 吸

着
回

収
技

術
の

開
発

2
0
0
6
年

2
0
0
6
 A

si
a-

P
ac

if
ic

M
ic

ro
w

av
e
 C

o
n
fe

re
n
c
e

P
ro

c
e
e
di

n
gs

, 
V

o
l. 

3
, 
pp

.
1
6
1
8
-
1
6
2
1
(2

0
0
6
)

無
P

at
c
h
 A

rr
ay

 t
o
 H

e
at

 T
h
in

 M
at

e
ri
al

 U
si

n
g 

M
ic

ro
w

av
e

2
0
0
6
年

2
0
0
6
 A

si
a-

P
ac

if
ic

M
ic

ro
w

av
e
 C

o
n
fe

re
n
c
e

P
ro

c
e
e
di

n
gs

, 
V

o
l. 

3
, 
pp

.
1
4
4
9
-
1
4
5
2
(2

0
0
6
)

無
S
tu

dy
 o

n
 C

o
m

pl
e
x 

P
e
rm

it
ti
vi

ty
 o

f 
M

at
e
ri
al

s 
W

it
h

T
e
m

pe
ra

tu
re

 C
h
an

ge
 b

y 
M

ic
ro

w
av

e
 H

e
at

in
g

2
0
0
6
年

2
0
0
6
 A

si
a-

P
ac

if
ic

M
ic

ro
w

av
e
 C

o
n
fe

re
n
c
e

P
ro

c
e
e
di

n
gs

, 
V

o
l. 

1
, 
pp

.
5
8
7
-
5
9
0
 (

2
0
0
6
)

無
O

bl
iq

u
e
ly

 C
u
t 

O
pe

n
 E

n
de

d 
C

o
ax

ia
l 
P

ro
be

 f
o
r 

O
bt

ai
n
in

g
C

o
m

pl
e
x 

P
e
rm

it
ti
vi

ty
 o

f 
L
o
ss

y 
M

at
e
ri
al

s

2
0
0
6
年

2
0
0
6
 A

si
a-

P
ac

if
ic

M
ic

ro
w

av
e
 C

o
n
fe

re
n
c
e

P
ro

c
e
e
di

n
gs

, 
V

o
l. 

2
, 
pp

.
1
2
0
8
-
1
2
1
1
(2

0
0
6
)

無
E
qu

al
iz

in
g 

o
f 

G
ro

u
p 

D
e
la

y 
fo

r 
F
e
e
d 

F
o
rw

ar
d 

A
m

pl
if
ie

r
U

si
n
g 

D
ie

le
c
tr

ic
 F

ilt
e
rs

2
0
0
6
年

電
子

情
報

通
信

学
会

論
文

誌
C

, 
V

o
l. 

J
8
9
-
C

, 
N

o
. 
1
2
,

pp
.1

0
3
2
-
1
0
3
8
 (

2
0
0
6
)

有
円

筒
空

洞
共

振
器

を
用

い
た

材
料

の
複

素
誘

電
率

の
マ

イ
ク

ロ
波

照
射

に
よ

る
温

度
依

存
特

性
測

定

2
0
0
6
年

電
子

情
報

通
信

学
会

論
文

誌
C

, 
V

o
l. 

J
8
9
-
C

, 
N

o
. 
1
2
,

pp
.1

0
8
2
-
1
0
8
4
(2

0
0
6
)

有
斜

め
切

削
開

放
終

端
同

軸
プ

ロ
ー

ブ
に

よ
る

損
失

媒
質

の
複

素
誘

電
率

測
定

Y
. 
G

u
an

, 
T
. 
N

ak
ay

am
a 

an
d 

Y
. 
N

ik
aw

a

J
. 
H

ay
as

h
i 
an

d 
Y
. 
N

ik
aw

a

関
勇

、
二

川
佳

央

道
山

哲
幸

、
田

辺
英

二
、

二
川

佳
央

発
表

者
菊

川
伸

行
、

小
林

悟

Y
. 
N

ik
aw

a 
an

d 
Y
. 
G

u
an

T
. 
M

ic
h
iy

am
a,

 E
. 
T
an

ab
e
, 
an

d 
Y
. 
N

ik
aw

a
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Ａ
－

（
２

）
直

接
加

熱
式

V
O

C
吸

着
回

収
装

置
の

研
究

開
発

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
6
年

5
月

1
日

特
願

2
0
0
6
-
1
2
7
8
4
1

公
開

マ
イ

ク
ロ

波
加

熱
の

温
度

制
御

方
法

及
び

マ
イ

ク
ロ

波
加

熱
装

置
産

業
技

術
総

合
研

究
所

、
エ

ン
バ

イ
ロ

メ
ン

ト
・
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
・
ベ

ン
チ

ャ
ー

ズ
(E

T
V

)株
式

会
社

長
野

義
信

、
小

林
悟

、
菊

川
伸

行
、

烏
鷹

幸
弘

、
山

下
公

成
、

齊
藤

亜
衣

子
2
0
0
7
年

1
月

3
1
日

特
願

2
0
0
7
-
2
1
8
6
9

公
開

被
覆

活
性

炭
及

び
そ

の
製

造
方

法
E
T
V

(株
)

齊
藤

亜
衣

子
、

小
林

悟
、

烏
鷹

幸
弘

、
長

野
義

信
、

山
下

公
成

2
0
0
7
年

2
月

9
日

特
願

2
0
0
7
-
3
0
9
3
3

公
開

吸
着

体
及

び
そ

れ
を

用
い

た
吸

着
回

収
装

置
E
T
V

(株
)

烏
鷹

幸
弘

、
小

林
悟

、
長

野
義

信
、

山
下

公
成

、
齊

藤
亜

衣
子

2
0
0
7
年

5
月

1
4
日

特
願

2
0
0
7
-
1
2
8
3
4
5

公
開

マ
イ

ク
ロ

波
加

熱
ユ

ニ
ッ

ト
E
T
V

(株
)

長
野

義
信

、
小

林
悟

、
烏

鷹
幸

弘
、

山
下

公
成

、
齊

藤
亜

衣
子

2
0
0
7
年

6
月

2
8
日

特
願

2
0
0
7
-
1
7
0
7
0
7

公
開

高
周

波
加

熱
式

吸
着

塔
産

業
技

術
総

合
研

究
所

、
E
T
V

(株
)

菊
川

伸
行

、
小

林
悟

、
川

崎
文

子
、

長
野

義
信

、
烏

鷹
幸

弘
、

山
下

公
成

、
齊

藤
亜

衣
子

2
0
0
8
年

3
月

1
9
日

特
願

2
0
0
8
-
7
0
5
0
1

出
願

金
属

製
容

器
又

は
金

属
製

管
の

密
閉

シ
ー

ル
方

法
E
T
V

(株
)

山
下

公
成

、
長

野
義

信
、

烏
鷹

幸
弘

、
齊

藤
亜

衣
子

2
0
0
8
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
8
-
9
1
9
9
3

出
願

無
排

水
化

吸
着

回
収

装
置

E
T
V

(株
)

烏
鷹

幸
弘

、
山

下
公

成
、

長
野

義
信

、
齊

藤
亜

衣
子

2
0
0
8
年

4
月

1
日

特
願

2
0
0
8
-
9
2
2
0
3

出
願

吸
着

回
収

装
置

E
T
V

(株
)

山
下

公
成

、
烏

鷹
幸

弘
、

長
野

義
信

、
齊

藤
亜

衣
子

2
0
0
8
年

6
月

2
6
日

特
願

2
0
0
8
-
1
6
7
6
5
8

出
願

マ
イ

ク
ロ

波
加

熱
用

吸
着

体
E
T
V

(株
)

長
野

義
信

、
齊

藤
亜

衣
子

、
烏

鷹
幸

弘
、

山
下

公
成

、
小

林
悟

2
0
0
8
年

7
月

2
日

特
願

2
0
0
8
-
1
7
3
6
0
8

出
願

金
属

皮
膜

吸
着

体
E
T
V

(株
)

烏
鷹

幸
弘

、
山

下
公

成
、

長
野

義
信

、
齊

藤
亜

衣
子

、
小

林
悟

成果要約集9



Ａ
－

（
２

）
直

接
加

熱
式

V
O

C
吸

着
回

収
装

置
の

研
究

開
発

④
受

賞
実

績
な

し
。

⑤
新

聞
発

表
等

　
な

し
。
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Ａ
－

（
３

）
吸

着
相

オ
ゾ

ン
酸

化
に

よ
る

排
出

有
害

物
質

の
完

全
分

解
処

理
①

研
究

発
表

・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
5
年

1
0
月

3
1
日

～
1
1

月
4
日

A
ds

o
rp

ti
ve

 o
zo

n
at

io
n
 o

f 
o
rg

an
ic

 p
o
llu

ta
n
ts

 i
n
 z

e
o
lit

e
m

o
n
o
lit

h
: 
A

 k
in

e
ti
c
 s

tu
dy

2
0
0
5
年

1
1
月

1
8
-
1
9
日

A
pp

lic
at

io
n
 o

f 
ad

so
rp

ti
ve

 o
zo

n
at

io
n
 p

ro
c
e
ss

 i
n

w
as

te
w

at
e
r 

tr
e
at

m
e
n
t

2
0
0
5
年

9
月

1
5
-
1
7
日

吸
着

オ
ゾ

ン
酸

化
プ

ロ
セ

ス
に

お
け

る
有

害
化

学
物

質
分

解
と

そ
の

速
度

解
析

2
0
0
5
年

9
月

2
9
-
3
0
日

ハ
ニ

カ
ム

担
持

ゼ
オ

ラ
イ

ト
を

用
い

た
吸

着
相

オ
ゾ

ン
酸

化
に

よ
る

水
溶

液
中

有
害

化
学

物
質

の
分

解
2
0
0
5
年

7
月

2
9
-
3
0
日

有
機

物
を

対
象

と
し

た
液

相
オ

ゾ
ン

吸
着

反
応

の
基

礎
的

検
討

2
0
0
5
年

9
月

2
9
-
3
0
日

ハ
ニ

カ
ム

担
持

ゼ
オ

ラ
イ

ト
を

用
い

た
吸

着
相

オ
ゾ

ン
酸

化
に

よ
る

気
相

中
有

害
化

学
物

質
の

分
解

②
発

表
論

文
　

な
し

。

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

　
な

し
。

④
受

賞
実

績
な

し
。

⑤
新

聞
発

表
等

　
な

し
。

蔡
宗

岳
、

下
ヶ

橋
雅

樹
、

藤
井

隆
夫

、
迫

田
章

義

蔡
宗

岳
、

下
ヶ

橋
雅

樹
、

藤
井

隆
夫

、
迫

田
章

義
、

藤
田

洋
崇

、
泉

順
、

熊
谷

幹
郎

藤
田

洋
崇

藤
田

洋
崇

、
熊

谷
幹

郎
、

泉
順

第
1
9
回

日
本

吸
着

学
会

研
究

発
表

会
第

1
6
回

日
本

吸
着

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

発
表

者
A

IC
h
E
 2

0
0
5
 A

n
n
u
al

 M
e
e
ti
n
g

発
表

媒
体

T
h
e
 3

0
th

 C
o
n
fe

re
n
c
e
 o

f
W

as
te

w
at

e
r 

T
re

at
m

e
n
t 

T
e
c
h
n
o
lo

gy
化

学
工

学
会

第
3
7
回

秋
季

大
会

第
1
9
回

日
本

吸
着

学
会

研
究

発
表

会

T
su

n
g-

Y
u
e
h
 T

sa
i, 

M
as

ak
i 
S
ag

e
h
as

h
i,

T
ak

ao
 F

u
jii

, 
A

ki
yo

sh
i 
S
ak

o
da

T
su

n
g-

Y
u
e
h
 T

sa
i, 

M
as

ak
i 
S
ag

e
h
as

h
i,

T
ak

ao
 F

u
jii

, 
A

ki
yo

sh
i 
S
ak

o
da
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Ａ
－

（
４

）
マ

イ
ク

ロ
バ

ブ
ル

の
圧

壊
に

よ
る

有
害

化
学

物
質

の
高

効
率

分
解

技
術

の
開

発
①

研
究

発
表

・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
4
年

9
月

1
4
 日

マ
イ

ク
ロ

バ
ブ

ル
の

特
性

と
応

用
展

開

2
0
0
4
年

1
0
月

5
日

マ
イ

ク
ロ

バ
ブ

ル
の

特
性

2
0
0
4
年

1
0
月

1
2
日

小
さ

な
気

泡
の

神
秘

2
0
0
4
年

1
2
月

8
日

微
小

気
泡

の
基

礎
と

可
能

性
2
0
0
5
年

1
月

1
8
日

オ
ゾ

ン
マ

イ
ク

ロ
バ

ブ
ル

に
よ

る
殺

菌
技

術

2
0
0
5
年

1
月

2
5
日

マ
イ

ク
ロ

バ
ブ

ル
に

よ
る

水
環

境
改

善
2
0
0
5
年

2
月

1
7
日

マ
イ

ク
ロ

バ
ブ

ル
の

工
学

的
応

用
の

可
能

性
2
0
0
5
年

4
月

1
5
日

マ
イ

ク
ロ

バ
ブ

ル
の

工
学

的
利

用

2
0
0
5
年

6
月

2
0
日

マ
イ

ク
ロ

バ
ブ

ル
の

基
礎

特
性

と
工

学
的

応
用

2
0
0
5
年

9
月

3
0
日

マ
イ

ク
ロ

バ
ブ

ル
の

特
性

と
応

用
展

開
2
0
0
5
年

9
月

3
0
日

格
子

ボ
ル

ツ
マ

ン
法

の
適

用
と

展
開

－
微

細
多

孔
質

体
内

流
れ

解
析

と
二

相
流

界
面

追
跡

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

－
2
0
0
5
年

1
0
月

2
8
日

マ
イ

ク
ロ

バ
ブ

ル
の

特
性

と
応

用
展

開
2
0
0
5
年

1
1
月

1
2
日

微
小

気
泡

の
現

状
と

将
来

性
2
0
0
5
年

1
1
月

2
0
日

格
子

ボ
ル

ツ
マ

ン
法

と
フ

ェ
ー

ズ
フ

ィ
ー

ル
ド

モ
デ

ル
に

基
づ

く
二

相
流

数
値

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

2
0
0
5
年

1
2
月

1
4
日

微
小

気
泡

の
不

思
議

な
特

性
と

そ
の

応
用

展
開

2
0
0
6
年

2
月

1
5
日

マ
イ

ク
ロ

バ
ブ

ル
と

そ
の

応
用

の
研

究
つ

く
ば

新
技

術
講

座
光

触
媒

研
究

会
特

別
講

演

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

第
1
8
回

計
算

力
学

講
演

会
高

橋
正

好
高

田
尚

樹

高
橋

正
好

高
田

尚
樹

発
表

者

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

日
本

化
学

工
学

会
関

東
支

部
特

別
講

演

水
産

業
中

央
研

修
会

発
表

媒
体

技
術

情
報

セ
ミ

ナ
ー

講
演

会

科
学

技
術

振
興

機
構

研
究

成
果

活
用

プ
ラ

ザ
広

島
講

演
会

産
総

研
ラ

ン
チ

ョ
ン

セ
ミ

ナ
ー

日
本

機
能

水
学

会
特

別
講

演

第
9
回

計
算

理
工

学
フ

ォ
ー

ラ
ム

川
崎

商
工

会
議

所
特

別
講

演
宮

城
県

東
松

島
市

特
別

講
演

つ
く
ば

エ
ン

バ
イ

ロ
フ

ォ
ー

ラ
ム

講
演

会
日

本
ウ

ォ
ー

タ
ー

ジ
ェ

ッ
ト

学
会

特
別

講
演 静

岡
工

業
技

術
セ

ン
タ

ー
特

別
講

演
技

術
情

報
セ

ン
タ

ー
セ

ミ
ナ

ー
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Ａ
－

（
４

）
マ

イ
ク

ロ
バ

ブ
ル

の
圧

壊
に

よ
る

有
害

化
学

物
質

の
高

効
率

分
解

技
術

の
開

発
②

発
表

論
文

発
表

年
月

日
発

表
媒

体
査

読
有

無
発

表
タ

イ
ト

ル
2
0
0
4
年

セ
ー

フ
テ

ィ
ダ

イ
ジ

ェ
ス

ト
5
0
(1

0
),
 2

-
9
, 
2
0
0
4

無
小

さ
な

気
泡

の
不

思
議

な
力

2
0
0
4
年

水
2
0
0
4
(9

) 
2
3
-
2
8
, 
2
0
0
4

無
マ

イ
ク

ロ
バ

ブ
ル

の
基

礎
物

性
2
0
0
4
年

食
品

工
業

2
0
0
4
(8

) 
2
6
-
3
4
,

2
0
0
4

無
マ

イ
ク

ロ
バ

ブ
ル

の
圧

壊

2
0
0
4
年

ア
ク

ア
ネ

ッ
ト

7
(6

) 
7
0
-
7
4
,

2
0
0
4

無
マ

イ
ク

ロ
バ

ブ
ル

の
工

学
的

な
利

用

2
0
0
5
年

環
境

浄
化

技
術

4
（
6
）
, 
6
－

1
0
, 
2
0
0
5

無
マ

イ
ク

ロ
バ

ブ
ル

を
利

用
し

た
水

処
理

技
術

2
0
0
5
年

J
. 
P

h
ys

. 
C

h
e
m

. 
B

 1
0
9
,

2
1
8
5
8
-
2
1
8
6
4
, 
2
0
0
5

有
ζ

 P
o
te

n
ti
al

 o
f 

M
ic

ro
bu

bb
le

 i
n
 A

qu
e
o
u
s 

S
o
lu

ti
o
n
s:

E
le

c
tr

ic
al

 P
ro

pe
rt

ie
s 

o
f 

th
e
 G

as
 –

 W
at

e
r 

In
te

rf
ac

e

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

　
な

し
。

④
受

賞
実

績
な

し
。

⑤
新

聞
発

表
等

　
な

し
。

発
表

者

M
as

ay
o
sh

i 
T
ak

ah
as

h
i

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好

高
橋

正
好
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Ａ
－

（
５

）
大

気
圧

・
空

気
プ

ラ
ズ

マ
を

利
用

し
た

揮
発

性
有

機
化

合
物

(V
O

C
)等

の
無

害
化

装
置

の
開

発
①

研
究

発
表

・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
7
年

9
月

1
2
日

プ
ラ

ズ
マ

燃
焼

シ
ス

テ
ム

に
よ

る
自

動
車

燃
費

改
善

と
V

O
C

 処
理

2
0
0
8
年

2
月

2
7
日

マ
イ

ク
ロ

波
パ

ル
ス

プ
ラ

ズ
マ

技
術

を
用

い
た

V
O

C
ガ

ス
低

減

2
0
0
8
年

1
2
月

1
2
日

（
G

E
特

別
賞

受
賞

）
マ

イ
ク

ロ
波

パ
ル

ス
プ

ラ
ズ

マ
技

術
を

用
い

た
V

O
C

ガ
ス

低
減

②
発

表
論

文
な

し
。

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
9
年

9
月

1
7
日

特
願

2
0
0
9
-
2
1
6
2
7
5

出
願

済
排

気
ガ

ス
処

理
装

置
イ

マ
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
㈱

池
田

裕
二

、
金

子
仁

恵
、

川
島

元
樹

2
0
0
9
年

9
月

1
7
日

特
願

2
0
0
9
-
2
1
6
2
7
4

出
願

済
ガ

ス
処

理
装

置
お

よ
び

プ
ラ

ズ
マ

燃
焼

装
置

イ
マ

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ

㈱
池

田
裕

二
、

三
宅

茂
夫

④
受

賞
実

績
受

賞
年

月
日

受
賞

内
容

2
0
0
8
年

1
2
月

1
2
日

マ
イ

ク
ロ

波
パ

ル
ス

プ
ラ

ズ
マ

技
術

を
用

い
た

Ｖ
Ｏ

Ｃ
ガ

ス
低

減

⑤
新

聞
発

表
等

　
な

し
。

発
表

媒
体

第
2
9
回

真
空

展
V

A
C

U
U

M
2
0
0
7
技

術
発

表
会

第
3
回

エ
コ

ケ
ミ

カ
ル

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

（
N

E
D

O
主

催
）

エ
コ

ジ
ャ

パ
ン

カ
ッ

プ
2
0
0
8
,　

環
境

省
・
総

務
省

・
三

井
住

友
銀

行
・
環

境
ビ

ジ
ネ

ス
ウ

イ
メ

ン
主

催

発
表

者
池

田
裕

二

池
田

裕
二

池
田

裕
二

受
賞

者
受

賞
名

エ
コ

ジ
ャ

パ
ン

カ
ッ

プ
2
0
0
8
、

ビ
ジ

ネ
ス

部
門

環
境

ビ
ジ

ネ
ス

・
ベ

ン
チ

ャ
ー

オ
ー

プ
ン

Ｇ
Ｅ

特
別

審
査

員
賞

イ
マ

ジ
ニ

ア
リ

ン
グ

㈱
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Ａ
－

（
６

）
デ

ュ
ア

ル
メ

ン
ブ

レ
ン

シ
ス

テ
ム

に
よ

る
ガ

ソ
リ

ン
ベ

ー
パ

ー
回

収
装

置
の

開
発

①
研

究
発

表
・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
6
年

1
1
月

1
2
日

A
sy

m
m

e
tr

ic
 C

ar
bo

n
 M

o
le

c
u
la

r 
S
ie

ve
 M

e
m

br
an

e
s 

B
as

e
d

o
n
 P

o
ly

(p
h
e
n
yl

e
n
e
 o

xi
de

) 
fo

r 
G

as
 S

e
pa

ra
ti
o
n

2
0
0
6
年

1
1
月

2
2
日

ガ
ス

分
離

用
P

P
O

誘
導

体
中

空
糸

カ
ー

ボ
ン

膜
の

開
発

2
0
0
7
年

5
月

1
1
日

P
P

O
誘

導
体

カ
ー

ボ
ン

膜
の

脱
水

膜
と

し
て

の
応

用
2
0
0
7
年

1
1
月

1
4
日

中
空

糸
カ

ー
ボ

ン
膜

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

作
製

と
ガ

ス
分

離
性

能
2
0
0
8
年

2
月

2
7
日

デ
ュ

ア
ル

メ
ン

ブ
レ

ン
シ

ス
テ

ム
に

よ
る

ガ
ソ

リ
ン

ベ
ー

パ
ー

回
収

装
置

の
開

発

2
0
0
8
年

3
月

6
日

カ
ー

ボ
ン

膜
を

用
い

た
高

効
率

気
体

分
離

技
術

の
開

発
2
0
0
8
年

5
月

向
流

型
チ

ュ
ー

ブ
ラ

ー
膜

モ
ジ

ュ
ー

ル
で

の
水

蒸
気

分
離

と
濃

度
分

極
2
0
0
8
年

5
月

1
6
日

P
P

O
カ

ー
ボ

ン
膜

を
用

い
た

混
合

ガ
ス

分
離

2
0
0
8
年

6
月

6
日

P
P

O
系

中
空

糸
カ

ー
ボ

ン
膜

に
よ

る
気

体
分

離
技

術
の

開
発

2
0
0
8
年

7
月

1
7
日

P
re

pa
ra

ti
o
n
 a

n
d 

ga
s 

se
pa

ra
ti
o
n
 p

e
rf

o
rm

an
c
e
 o

f 
c
ar

bo
n

h
o
llo

w
 f
ib

e
r 

m
e
m

br
an

e
 m

o
du

le
2
0
0
8
年

8
月

1
9
日

W
at

e
r 

va
po

r 
pe

rm
e
at

io
n
 a

n
d 

de
h
yd

ra
ti
o
n
 p

e
rf

o
rm

an
c
e
s

o
f 
P

P
O

-
de

ri
ve

d 
c
ar

bo
n
 h

o
llo

w
 f
ib

e
r 

m
e
m

br
an

e
s

2
0
0
8
年

9
月

2
4
日

単
管

ゼ
オ

ラ
イ

ト
膜

モ
ジ

ュ
ー

ル
の

除
湿

性
能

と
濃

度
分

極
の

解
析

2
0
0
8
年

9
月

2
4
日

中
空

糸
カ

ー
ボ

ン
膜

の
浸

透
気

化
分

離
特

性
2
0
0
8
年

1
1
月

1
4
日

二
種

膜
を

用
い

た
湿

り
ガ

ソ
リ

ン
蒸

気
か

ら
ド

ラ
イ

ガ
ソ

リ
ン

の
回

収

②
発

表
論

文
発

表
年

月
日

発
表

媒
体

査
読

有
無

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
7
年

1
2
月

J
E
T
I, 

5
5
(1

4
),
 1

-
4

無
給

油
所

の
V

O
C

排
出

削
減

技
術

2
0
0
8
年

6
月

配
管

技
術

, 
5
0
(9

),
 2

1
-
2
4

無
自

動
車

給
油

時
の

V
O

C
排

出
削

減
技

術

吉
宗

美
紀

、
原

谷
賢

治
原

谷
賢

治
、

本
橋

俊
明

発
表

媒
体

A
IC

h
E
 2

0
0
6
 A

n
n
u
al

 M
e
e
ti
n
g

膜
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
2
0
0
6

日
本

膜
学

会
第

2
9
年

会

T
h
e
 1

0
th

 I
n
te

rn
at

io
n
al

 C
o
n
fe

re
n
c
e
s

o
n
 I
n
o
rg

an
ic

 M
e
m

br
an

e
s

化
学

工
学

会
第

4
0
回

秋
季

大
会

発
表

者
M

. 
Y
o
sh

im
u
n
e
,K

 H
ar

ay
a

吉
宗

美
紀

、
原

谷
賢

治
吉

宗
美

紀
、

藤
原

一
郎

、
原

谷
賢

治

原
谷

賢
治

、
吉

宗
美

紀
、

藤
原

一
郎

膜
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
2
0
0
7

第
３

回
エ

コ
ケ

ミ
カ

ル
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
「
有

害
化

学
物

質
削

減
技

術
に

関
す

る
最

新
動

向
と

環
境

ビ
ジ

ネ
ス

」

M
. 
Y
o
sh

im
u
n
e
,I 

F
u
jiw

ar
a,

K
 H

ar
ay

a

本
橋

俊
明

、
原

谷
賢

治

吉
宗

美
紀

、
原

谷
賢

治
原

谷
賢

治
、

吉
宗

美
紀

、
藤

原
一

郎
、

本
橋

俊
明

、
関

谷
勝

彦
、

田
中

明

原
谷

賢
治

、
本

橋
俊

明発
表

者

分
離

技
術

会
年

会
2
0
0
8

T
h
e
 2

0
0
8
 I
n
te

rn
at

io
n
al

 C
o
n
gr

e
ss

 o
n

M
e
m

br
an

e
s 

an
d 

M
e
m

br
an

e

日
本

膜
学

会
第

3
0
年

会

日
本

膜
学

会
第

3
0
年

会

化
学

工
学

会
第

4
0
回

秋
季

大
会

膜
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
2
0
0
8

第
8
回

G
S
C

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

吉
宗

美
紀

、
原

谷
賢

治
M

. 
Y
o
sh

im
u
n
e
,K

 H
ar

ay
a

原
谷

賢
治

、
藤

原
一

郎
、

吉
宗

美
紀

原
谷

賢
治

、
吉

宗
美

紀

吉
宗

美
紀

、
原

谷
賢

治
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Ａ
－

（
６

）
デ

ュ
ア

ル
メ

ン
ブ

レ
ン

シ
ス

テ
ム

に
よ

る
ガ

ソ
リ

ン
ベ

ー
パ

ー
回

収
装

置
の

開
発

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
7
年

1
月

1
7
日

特
願

2
0
0
7
-
0
0
7
6
8
8

公
開

有
機

蒸
気

回
収

シ
ス

テ
ム

及
び

有
機

蒸
気

の
回

収
方

法
原

谷
賢

治
、

藤
原

一
郎

、
須

田
洋

幸
、

吉
宗

美
紀

、
本

橋
俊

明
、

関
谷

勝
彦

、
清

水
誠

、
田

中
明

原
谷

賢
治

、
藤

原
一

郎
、

須
田

洋
幸

、
吉

宗
美

紀
、

本
橋

俊
明

、
関

谷
勝

彦
、

清
水

誠
、

田
中

明
2
0
0
7
年

8
月

2
日

特
願

2
0
0
7
-
2
0
1
8
6
5

公
開

中
空

糸
炭

素
膜

と
そ

の
製

造
方

法
吉

宗
美

紀
、

原
谷

賢
治

吉
宗

美
紀

、
原

谷
賢

治

④
受

賞
実

績
な

し
。

⑤
新

聞
発

表
等

掲
載

年
月

日
掲

載
題

目
2
0
0
7
年

2
月

2
日

「
中

空
糸

カ
ー

ボ
ン

膜
を

活
用

し
た

高
効

率
な

新
ガ

ス
分

離
法

を
開

発
」

2
0
0
7
年

8
月

3
0
日

「
給

油
所

の
V

O
C

削
減

」
2
0
0
8
年

2
月

1
3
日

「
気

体
分

子
を

分
離

す
る

中
空

糸
炭

素
膜

の
開

発
」

－吉
宗

美
紀

発
表

者

－
N

an
o
 t

e
c
h
 2

0
0
8
 国

際
ナ

ノ
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
総

合
展

・
技

術
会

議

掲
載

媒
体

日
経

産
業

新
聞

化
学

工
業

日
報
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Ａ
－

（
７

）
含

塩
素

Ｖ
Ｏ

Ｃ
高

効
率

分
解

固
定

化
装

置
の

研
究

開
発

①
研

究
発

表
・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
7
年

9
月

1
7
日

炭
素

含
有

酸
化

カ
ル

シ
ウ

ム
を

用
い

た
有

機
塩

素
化

合
物

の
分

解
固

定
化

反
応

2
0
0
8
年

2
月

2
7
日

含
塩

素
V

O
C

高
効

率
分

解
固

定
化

装
置

の
開

発
2
0
0
8
年

3
月

1
7
日

金
属

担
持

C
aO

触
媒

を
用

い
た

有
機

塩
素

化
合

物
の

分
解

固
定

化
反

応
2
0
0
8
年

9
月

2
4
日

高
比

表
面

積
水

酸
化

カ
ル

シ
ウ

ム
を

用
い

た
T
C

E
分

解
固

定
化

反
応

②
発

表
論

文
な

し
。

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
7
年

2
月

2
0
日

特
願

2
0
0
7
-
0
3
9
4
6
1

公
開

含
ハ

ロ
ゲ

ン
有

機
化

合
物

の
分

解
固

定
化

反
応

器
、

固
定

化
反

応
装

置
及

び
そ

の
方

法
加

藤
守

孝
他

 1
1
名

加
藤

守
孝

他
 1

1
名

2
0
0
9
年

3
月

1
9
日

特
願

2
0
0
9
-
0
6
8
6
1
9

出
願

含
塩

素
揮

発
性

有
機

化
合

物
の

無
害

化
方

法
J
F
E
エ

ン
ジ

ニ
ア

リ
ン

グ
株

式
会

社
加

藤
守

孝
他

 6
名

④
受

賞
実

績
な

し
。

⑤
新

聞
発

表
等

な
し

。

浅
間

　
亮

太

発
表

媒
体

第
1
0
0
回

触
媒

討
論

会

第
3
回

エ
コ

ケ
ミ

カ
ル

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

化
学

工
学

会
第

７
３

年
会

化
学

工
学

会
第

4
0
回

秋
季

大
会

発
表

者
小

島
　

綾
一

小
島

　
綾

一
岡

田
　

正
弘

成果要約集17



（
Ｂ

）
イ

ン
プ

ラ
ン

ト
技

術
Ｂ

－
（
１

）
非

フ
ェ

ノ
ー

ル
系

樹
脂

原
料

を
用

い
た

レ
ジ

ス
ト

材
料

の
開

発
①

研
究

発
表

・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
5
年

1
2
月

1
8
日

A
 P

ra
c
ti
c
al

 S
yn

th
e
si

s 
fo

r 
F
u
n
c
ti
o
n
al

 E
po

xy
 M

o
n
o
m

e
rs

 b
y

S
e
le

c
ti
ve

 E
po

xi
da

ti
o
n
 o

f 
D

io
le

fi
n
s 

w
it
h
 A

qu
e
o
u
s

H
yd

ro
ge

n
 P

e
ro

xi
de

2
0
0
6
年

8
月

2
1
日

過
酸

化
水

素
を

用
い

る
選

択
酸

化
技

術
開

発
2
0
0
6
年

1
0
月

6
日

過
酸

化
水

素
水

を
用

い
る

安
価

で
ク

リ
ー

ン
な

選
択

酸
化

技
術

2
0
0
6
年

1
0
月

2
5
日

過
酸

化
水

素
を

用
い

る
環

境
調

和
型

酸
化

反
応

の
開

発
2
0
0
6
年

1
1
月

7
日

置
換

シ
ク

ロ
ヘ

キ
セ

ン
類

の
エ

ポ
キ

シ
化

反
応

の
立

体
選

択
性

に
つ

い
て

2
0
0
6
年

1
1
月

7
日

過
酸

化
水

素
水

溶
液

を
酸

化
剤

と
す

る
ジ

オ
レ

フ
ィ

ン
類

の
選

択
的

モ
ノ

エ
ポ

キ
シ

化
反

応
の

開
発

2
0
0
6
年

1
1
月

1
6
日

新
規

二
官

能
性

エ
ポ

キ
シ

モ
ノ

マ
ー

の
開

発
と

そ
れ

を
用

い
た

熱
硬

化
性

樹
脂

2
0
0
6
年

1
2
月

1
日

過
酸

化
水

素
酸

化
 -

安
価

で
ク

リ
ー

ン
な

選
択

酸
化

技
術

-
2
0
0
7
年

2
月

2
日

過
酸

化
水

素
を

用
い

る
酸

化
反

応
の

開
発

2
0
0
7
年

2
月

2
2
日

過
酸

化
水

素
を

用
い

る
環

境
に

優
し

い
酸

化
反

応
の

開
発

ー
塩

素
化

合
物

を
使

わ
な

い
エ

ポ
キ

シ
ド

製
造

な
ど

ー

2
0
0
7
年

3
月

9
日

D
e
ve

lo
pm

e
n
t 

o
f 

N
o
ve

l 
B

if
u
n
c
ti
o
n
al

 E
po

xy
 M

o
n
o
m

e
rs

 a
n
d

T
h
e
rm

o
se

tt
in

g 
R

e
si

n
 m

ad
e
 f

ro
m

 T
h
e
m

2
0
0
7
年

3
月

9
日

A
 P

ra
c
ti
c
al

 S
yn

th
e
si

s 
fo

r 
F
u
n
c
ti
o
n
al

 E
po

xy
 M

o
n
o
m

e
rs

 b
y

S
e
le

c
ti
ve

 E
po

xi
da

ti
o
n
 o

f 
D

io
le

fi
n
s 

w
it
h
 A

qu
e
o
u
s

H
yd

ro
ge

n
 P

e
ro

xi
de

2
0
0
7
年

7
月

1
0
日

過
酸

化
水

素
酸

化
反

応
の

開
発

と
展

開
 －

「
社

会
へ

つ
な

が
る

有
機

合
成

」
を

目
指

し
て

－
2
0
0
7
年

8
月

3
0
日

G
re

e
n
 O

xi
da

ti
o
n
 w

it
h
 H

yd
ro

ge
n
 P

e
ro

xi
de

2
0
0
7
年

9
月

2
0
日

置
換

シ
ク

ロ
ヘ

キ
セ

ン
類

の
エ

ポ
キ

シ
化

反
応

選
択

性

②
発

表
論

文
発

表
年

月
日

発
表

媒
体

査
読

有
無

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
6
年

7
月

1
0
日

環
境

管
理

，
4
2
,(
7
)，

2
1
(2

0
0
6
)

無
非

フ
ェ

ノ
ー

ル
系

エ
ポ

キ
シ

樹
脂

を
用

い
た

ソ
ル

ダ
ー

レ
ジ

ス
ト

材
料

の
開

発
2
0
0
7
年

6
月

1
5
日

フ
ァ

イ
ン

ケ
ミ

カ
ル

,3
6
,(
7
),

4
1
(2

0
0
7
)

無
過

酸
化

水
素

酸
化

反
応

を
利

用
し

た
機

能
性

モ
ノ

マ
ー

の
合

成
お

よ
び

絶
縁

性
樹

脂
の

開
発

第
1
0
0
回

触
媒

討
論

会
藤

田
 俊

雄
, 
小

林
有

二
, 
大

賀
 一

彦
, 
今

瀬
 達

1
st

 A
si

an
-
O

c
e
an

ia
n
 C

o
n
fe

re
n
c
e
 o

n
G

re
e
n
 a

n
d 

S
u
st

ai
n
ab

le
 C

h
e
m

is
tr

y
大

越
 雅

典
, 
清

水
 政

男
, 
佐

藤
 一

彦
, 
小

林
 有

二
, 
内

田
博

第
4
0
回

有
機

金
属

若
手

の
会

佐
藤

 一
彦

P
IP

O
C

 2
0
0
7

佐
藤

 一
彦

1
st

 A
si

an
-
O

c
e
an

ia
n
 C

o
n
fe

re
n
c
e
 o

n
G

re
e
n
 a

n
d 

S
u
st

ai
n
ab

le
 C

h
e
m

is
tr

y
坂

田
 優

子
, 
小

林
 有

二
, 
冨

田
 浩

幸
, 
内

田
 博

,
大

越
 雅

典
, 
清

水
 政

男
, 
佐

藤
 一

彦

第
1
5
回

ポ
リ

マ
ー

材
料

フ
ォ

ー
ラ

ム
坂

田
 優

子
, 
小

林
 有

二
, 
冨

田
 浩

幸
, 
内

田
 博

,
大

越
 雅

典
, 
清

水
 政

男
, 
佐

藤
 一

彦
プ

ロ
セ

ス
化

学
ラ

ウ
ン

ジ
 2

0
0
6

佐
藤

 一
彦

小
倉

合
成

工
業

講
演

会
佐

藤
 一

彦
エ

ポ
キ

シ
樹

脂
技

術
協

会
第

4
回

特
別

講
演

会
佐

藤
 一

彦

佐
藤

 一
彦

Ｇ
ＩＣ

講
演

会
佐

藤
 一

彦
第

3
9
回

酸
化

反
応

討
論

会
小

林
 有

二
, 
大

賀
一

彦
, 
藤

田
 俊

雄
, 
今

瀬
達

也
, 
渋

佐
 義

博
, 
内

田
 博

, 
大

越
 雅

典
, 
 清

水

発
表

媒
体

P
A

C
IF

C
E
H

M
2
0
0
5
第

8
4
春

季
年

会
(ポ

ス
タ

ー
発

表
)

M
as

an
o
ri
 O

h
ko

sh
i,M

as
ao

 S
h
im

iz
u
,K

az
u
h
ik

o
S
at

o

発
表

者

発
表

者
内

田
　

博
,佐

藤
一

彦
,島

田
広

道

内
田

　
博

第
３

７
回

触
媒

サ
マ

ー
セ

ミ
ナ

ー
佐

藤
 一

彦
C

R
E
S
T
環

境
ナ

ノ
触

媒
領

域
ワ

ー
ク

第
3
9
回

酸
化

反
応

討
論

会
大

越
 雅

典
, 
清

水
  

政
男

, 
佐

藤
 一

彦
, 
小

林
有

二
, 
内

田
博

成果要約集18



Ｂ
－

（
１

）
非

フ
ェ

ノ
ー

ル
系

樹
脂

原
料

を
用

い
た

レ
ジ

ス
ト

材
料

の
開

発
③

特
許

等
（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
5
年

3
月

4
日

特
願

2
0
0
5
-
0
6
1
4
2
1
号

み
な

し
取

り
下

げ
熱

可
塑

性
樹

脂
組

成
物

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
木

村
和

弥
，

坂
田

　
優

子

2
0
0
5
年

3
月

7
日

特
願

2
0
0
5
-
0
6
2
3
9
7
号

み
な

し
取

り
下

げ
カ

ル
ボ

キ
シ

ル
基

含
有

ポ
リ

ウ
レ

タ
ン

昭
和

電
工

株
式

会
社

坂
田

　
優

子
，

内
田

博

2
0
0
5
年

4
月

6
日

特
願

2
0
0
5
-
1
0
9
4
6
1
号

み
な

し
取

り
下

げ
脂

環
骨

格
を

有
す

る
ポ

リ
カ

ー
ボ

ネ
ー

ト
ジ

オ
ー

ル
重

合
体

及
び

そ
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
平

川
律

子

2
0
0
5
年

5
月

1
6
日

特
願

2
0
0
5
-
1
4
3
1
2
4
号

審
査

請
求

ジ
オ

レ
フ

ィ
ン

化
合

物
の

選
択

酸
化

に
よ

る
２

官
能

性
エ

ポ
キ

シ
モ

ノ
マ

ー
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

内
田

　
博

，
坂

田
優

子
，

平
川

　
律

子
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

　
雅

典

2
0
0
5
年

5
月

1
6
日

特
願

2
0
0
5
-
1
4
3
2
9
3
号

み
な

し
取

り
下

げ
カ

ル
ボ

キ
シ

ル
基

含
有

ポ
リ

ウ
レ

タ
ン

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
平

川
律

子

2
0
0
5
年

5
月

1
6
日

特
願

2
0
0
5
-
1
4
3
2
9
4
号

み
な

し
取

り
下

げ
熱

硬
化

性
樹

脂
組

成
物

お
よ

び
皮

膜
材

料
形

成
用

ペ
ー

ス
ト

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

 博
，

平
川

 律
子

，
宮

島
　

芳
生

，
井

上
　

浩
文

，
木

村
和

弥
，

東
　

幸
彦

2
0
0
5
年

7
月

4
日

特
願

2
0
0
5
-
1
9
4
8
2
1
号

み
な

し
取

り
下

げ
カ

ル
ボ

キ
シ

ル
基

含
有

ポ
リ

ウ
レ

タ
ン

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
平

川
律

子

2
0
0
5
年

1
0
月

7
日

特
願

2
0
0
5
-
2
9
5
2
7
4
号

審
査

請
求

無
カ

ル
ボ

キ
シ

ル
基

含
有

ポ
リ

ウ
レ

タ
ン

お
よ

び
熱

硬
化

性
ポ

リ
ウ

レ
タ

ン
樹

脂
組

成
物

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
平

川
律

子

2
0
0
5
年

1
0
月

7
日

特
願

2
0
0
5
-
2
9
5
2
7
5
号

審
査

請
求

カ
ル

ボ
キ

シ
ル

基
含

有
ポ

リ
ウ

レ
タ

ン
お

よ
び

熱
硬

化
性

ポ
リ

ウ
レ

タ
ン

樹
脂

組
成

物
昭

和
電

工
株

式
会

社
内

田
　

博
，

平
川

律
子

2
0
0
6
年

2
月

2
日

特
願

2
0
0
6
-
0
2
6
0
3
8
号

審
査

請
求

エ
ポ

キ
シ

基
含

有
重

合
体

お
よ

び
そ

の
製

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

小
林

　
有

二
，

内
田

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

　
雅

典
，

清
水

政
男

2
0
0
6
年

3
月

2
日

9
5
1
0
7
0
4
5
号

（
台

湾
出

願
）

審
査

請
求

カ
ル

ボ
キ

シ
ル

基
含

有
ポ

リ
ウ

レ
タ

ン
及

び
こ

れ
を

用
い

た
熱

硬
化

性
樹

脂
組

成
物

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
木

村
和

弥
，

坂
田

　
優

子

2
0
0
6
年

3
月

3
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
6
/
3
0
4
6
7
4
号

各
国

移
行

（
U

S
（
審

査
未

着
手

）
,E

P
（
放

棄
）
,K

R
（
審

査
未

請
求

）
,C

N
（
審

査
請

求
）
）

C
A

R
B

O
X
Y
L
 G

R
O

U
P

-
C

O
N

T
A

IN
IN

G
 P

O
L
Y
U

R
E
T
H

A
N

E
A

N
D

 T
H

E
R

M
O

S
E
T
T
IN

G
　

R
E
S
IN

 C
O

M
P

O
S
IT

IO
N

 U
S
IN

G
T
H

E
 S

A
M

E
昭

和
電

工
株

式
会

社
内

田
　

博
，

木
村

和
弥

，
坂

田
　

優
子

2
0
0
6
年

3
月

3
日

特
願

2
0
0
6
-
0
5
7
5
2
9
号

 
審

査
請

求
熱

硬
化

性
樹

脂
組

成
物

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
木

村
和

弥
，

坂
田

　
優

子
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Ｂ
－

（
１

）
非

フ
ェ

ノ
ー

ル
系

樹
脂

原
料

を
用

い
た

レ
ジ

ス
ト

材
料

の
開

発
③

特
許

等
（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
6
年

3
月

6
日

特
願

2
0
0
6
-
0
5
8
8
0
6
号

審
査

請
求

カ
ル

ボ
キ

シ
ル

基
含

有
ポ

リ
ウ

レ
タ

ン
昭

和
電

工
株

式
会

社
坂

田
　

優
子

，
内

田
博

2
0
0
6
年

4
月

4
日

9
5
1
1
1
9
8
6
号

（
台

湾
出

願
）

審
査

請
求

脂
環

骨
格

を
有

す
る

ポ
リ

カ
ー

ボ
ネ

ー
ト

ジ
オ

ー
ル

重
合

体
及

び
そ

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
内

田
　

博
，

平
川

律
子

2
0
0
6
年

4
月

5
日

特
願

2
0
0
6
-
1
0
3
8
5
9
号

審
査

請
求

脂
環

骨
格

を
有

す
る

ポ
リ

カ
ー

ボ
ネ

ー
ト

ジ
オ

ー
ル

重
合

体
及

び
そ

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
内

田
　

博
，

平
川

律
子

2
0
0
6
年

4
月

5
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
6
/
3
0
7
6
9
0
号

各
国

移
行

（
U

S
（
審

査
係

属
中

）
,E

P
（
審

査
請

求
）
,K

R
（
審

査
未

請
求

）
,C

N
（
審

査
請

求
）
）

P
O

L
Y
M

E
R

 O
F
 P

O
L
Y
C

A
R

B
O

N
A

T
E
 D

IO
L
 H

A
V

IN
G

 A
N

A
L
IC

T
C

L
IC

 S
T
R

U
C

T
U

R
E
 A

N
D

 P
R

O
D

U
C

T
IO

N
P

R
O

C
E
S
S
 T

H
E
R

E
O

F
昭

和
電

工
株

式
会

社
内

田
　

博
，

平
川

律
子

2
0
0
6
年

5
月

1
6
日

特
願

2
0
0
6
-
1
3
6
8
2
6
号

審
査

請
求

カ
ル

ボ
キ

シ
ル

基
含

有
ポ

リ
ウ

レ
タ

ン
、

熱
硬

化
性

樹
脂

組
成

物
お

よ
び

そ
れ

ら
の

用
途

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

 博
，

平
川

 律
子

，
宮

島
　

芳
生

，
井

上
　

浩
文

，
木

村
和

弥
，

東
　

幸
彦

2
0
0
6
年

5
月

1
6
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
6
/
3
1
0
0
9
7
号

各
国

移
行

（
U

S
（
審

査
係

属
中

）
,E

P
（
登

録
：

D
E
,F

R
,G

B
,IT

）
,K

R
（
審

査
係

属
中

）
,C

N
（
審

査
請

求
）
）

P
R

O
D

U
C

T
IO

N
 P

R
O

C
E
S
S
 O

F
 B

IF
U

N
C

T
IO

N
A

L
 E

P
O

X
Y

M
O

N
O

M
E
R

 B
Y
 S

E
L
E
C

T
IV

E
 O

X
ID

A
T
IO

N
 O

F
 D

IO
L
E
F
IN

C
O

M
P

O
U

N
D

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

内
田

　
博

，
坂

田
優

子
，

平
川

　
律

子
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

　
雅

典
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Ｂ
－

（
１

）
非

フ
ェ

ノ
ー

ル
系

樹
脂

原
料

を
用

い
た

レ
ジ

ス
ト

材
料

の
開

発
③

特
許

等
（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
6
年

5
月

1
6
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
6
/
3
1
0
0
8
4
号

各
国

移
行

（
U

S
（
審

査
係

属
中

）
,E

P
（
放

棄
）
,K

R
（
審

査
係

属
中

）
,C

N
（
審

査
請

求
）
）

C
A

R
B

O
X
Y
L
 G

R
O

U
P

-
C

O
T
A

IN
IN

G
 P

O
L
Y
U

R
E
T
H

A
N

E
,

H
E
A

T
-
C

U
R

A
B

L
E
 R

E
S
IN

 C
O

M
P

O
S
IT

IO
N

 A
N

D
 U

S
E
S

T
H

E
R

E
O

F
昭

和
電

工
株

式
会

社

内
田

 博
，

平
川

 律
子

，
宮

島
　

芳
生

，
井

上
　

浩
文

，
木

村
和

弥
，

東
　

幸
彦

2
0
0
6
年

5
月

1
6
日

9
5
1
1
7
3
4
5
号

（
台

湾
出

願
）

登
録

 Ｉ
3
0
7
6
9
5

ジ
オ

レ
フ

ィ
ン

化
合

物
の

選
択

酸
化

に
よ

る
２

官
能

性
エ

ポ
キ

シ
モ

ノ
マ

ー
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

内
田

　
博

，
坂

田
優

子
，

平
川

　
律

子
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

　
雅

典

2
0
0
6
年

5
月

1
6
日

9
5
1
1
7
4
0
3
号

（
台

湾
出

願
）

審
査

請
求

無
カ

ル
ボ

キ
シ

ル
基

含
有

ポ
リ

ウ
レ

タ
ン

、
熱

硬
化

性
樹

脂
組

成
物

お
よ

び
そ

れ
ら

の
用

途
昭

和
電

工
株

式
会

社

内
田

 博
，

平
川

 律
子

，
宮

島
　

芳
生

，
井

上
　

浩
文

，
木

村
和

弥
，

東
　

幸
彦

2
0
0
6
年

5
月

1
8
日

特
願

2
0
0
6
-
1
3
8
5
1
0
号

持
分

放
棄

ジ
オ

レ
フ

ィ
ン

化
合

物
の

選
択

酸
化

に
よ

る
二

官
能

性
エ

ポ
キ

シ
モ

ノ
マ

ー
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

小
林

　
有

二
，

内
田

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

　
雅

典
，

清
水

政
男

2
0
0
6
年

5
月

2
2
日

特
願

2
0
0
6
-
1
4
1
5
4
9
号

み
な

し
取

り
下

げ
新

規
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

お
よ

び
そ

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社

藤
田

　
俊

雄
，

小
林

有
二

，
内

田
　

博
，

佐
々

木
　

信
利

，
佐

藤
　

一
彦

，
大

越
雅

典
，

清
水

　
政

男

2
0
0
6
年

6
月

6
日

特
願

2
0
0
6
-
1
5
7
4
4
8
号

み
な

し
取

り
下

げ
新

規
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

お
よ

び
そ

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

藤
田

　
俊

雄
，

小
林

有
二

，
内

田
　

博
，

佐
々

木
　

信
利

，
佐

藤
　

一
彦

，
大

越
雅

典
，

清
水

　
政

男

2
0
0
6
年

6
月

7
日

特
願

2
0
0
6
-
1
5
8
7
1
3
号

み
な

し
取

り
下

げ
新

規
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

と
そ

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
佐

々
木

　
信

利
，

藤
田

　
俊

雄
，

内
田

2
0
0
6
年

7
月

4
日

特
願

2
0
0
6
-
1
8
4
4
7
4
号

審
査

請
求

カ
ル

ボ
キ

シ
ル

基
含

有
ポ

リ
ウ

レ
タ

ン
お

よ
び

そ
の

用
途

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
平

川
律

子
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Ｂ
－

（
１

）
非

フ
ェ

ノ
ー

ル
系

樹
脂

原
料

を
用

い
た

レ
ジ

ス
ト

材
料

の
開

発
③

特
許

等
（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
6
年

7
月

4
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
6
/
3
1
3
6
4
3
号

各
国

移
行

（
U

S
（
審

査
未

着
手

）
,E

P
（
審

査
係

属
中

、
分

割
）
,K

R
（
審

査
係

属
中

）
,C

N
（
審

査
請

求
）
）

C
A

R
B

O
X
Y
L
 G

R
O

U
P

-
C

O
T
A

IN
IN

G
 P

O
L
Y
U

R
E
T
H

A
N

E
A

N
D

 U
S
E
S
 T

H
E
R

E
O

F
昭

和
電

工
株

式
会

社
内

田
　

博
，

平
川

律
子

2
0
0
6
年

7
月

4
日

9
5
1
2
4
3
6
3
号

（
台

湾
出

願
）

審
査

請
求

カ
ル

ボ
キ

シ
ル

基
含

有
ポ

リ
ウ

レ
タ

ン
お

よ
び

そ
の

用
途

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
平

川
律

子

2
0
0
6
年

8
月

1
5
日

特
願

2
0
0
6
-
2
2
1
6
4
8
号

み
な

し
取

り
下

げ
新

規
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

お
よ

び
そ

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
佐

々
木

　
信

利
，

藤
田

　
俊

雄
，

内
田

2
0
0
6
年

9
月

1
2
日

特
願

2
0
0
6
-
2
4
7
0
7
1
号

審
査

請
求

無
新

規
熱

硬
化

性
重

合
液

及
び

そ
れ

を
用

い
た

熱
硬

化
性

樹
脂

昭
和

電
工

株
式

会
社

坂
田

　
優

子
，

冨
田

浩
幸

，
内

田
　

博

2
0
0
6
年

1
0
月

4
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
6
/
3
2
0
2
4
1
号

各
国

移
行

（
U

S
（
審

査
係

属
中

）
,E

P
（
審

査
係

属
中

）
,K

R
（
審

査
係

属
中

）
,C

N
（
審

査
請

求
）
）

C
A

R
B

O
X
Y
L
 G

R
O

U
P

-
C

O
T
A

IN
IN

G
 P

O
L
Y
U

R
E
T
H

A
N

E
A

N
D

 H
E
A

T
-
C

U
R

A
B

L
E
 P

O
L
Y
U

R
E
T
H

A
N

E
 R

E
S
IN

C
O

M
P

O
S
IT

IO
N

昭
和

電
工

株
式

会
社

内
田

　
博

，
平

川
律

子

2
0
0
6
年

1
0
月

5
日

9
5
1
3
7
1
8
0
（
台

湾
出

願
）

未
審

査
請

求
（
近

日
審

査
請

求
予

定
）

カ
ル

ボ
キ

シ
ル

基
含

有
ポ

リ
ウ

レ
タ

ン
お

よ
び

熱
硬

化
性

ポ
リ

ウ
レ

タ
ン

組
成

物
昭

和
電

工
株

式
会

社
内

田
　

博
，

平
川

律
子

2
0
0
6
年

1
0
月

1
0
日

特
願

2
0
0
6
-
2
7
6
0
1
5
号

審
査

請
求

無
新

規
な

ポ
リ

ス
チ

レ
ン

坦
持

ア
ン

モ
ニ

ウ
ム

塩
お

よ
び

そ
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

小
林

　
有

二
，

内
田

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

　
雅

典
，

清
水

政
男

2
0
0
6
年

1
0
月

1
0
日

特
願

2
0
0
6
-
2
7
6
4
9
3
号

審
査

請
求

無
新

規
な

ア
ン

モ
ニ

ウ
ム

塩
含

有
ポ

リ
マ

ー
、

そ
の

製
造

方
法

お
よ

び
そ

れ
を

触
媒

に
用

い
た

エ
ポ

キ
シ

化
合

物
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

小
林

　
有

二
，

内
田

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

　
雅

典
，

清
水

政
男
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Ｂ
－

（
１

）
非

フ
ェ

ノ
ー

ル
系

樹
脂

原
料

を
用

い
た

レ
ジ

ス
ト

材
料

の
開

発
③

特
許

等
（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
6
年

1
0
月

1
0
日

特
願

2
0
0
6
-
2
7
6
6
4
1
号

審
査

請
求

ト
リ

オ
レ

フ
ィ

ン
化

合
物

の
選

択
的

酸
化

に
よ

る
多

官
能

性
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

の
製

造
方

法

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

大
賀

　
一

彦
，

小
林

有
二

，
内

田
　

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

雅
典

，
清

水
　

政
男

2
0
0
6
年

1
0
月

2
7
日

特
願

2
0
0
6
-
2
9
2
0
3
4
号

審
査

請
求

無
ポ

リ
オ

レ
フ

ィ
ン

化
合

物
の

選
択

的
酸

化
に

よ
る

多
官

能
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

大
賀

　
一

彦
，

小
林

有
二

，
内

田
　

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

雅
典

，
清

水
　

政
男

2
0
0
6
年

1
1
月

1
5
日

特
願

2
0
0
6
-
3
0
9
4
2
1
号

審
査

請
求

無
新

規
二

官
能

性
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

お
よ

び
そ

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

小
林

　
有

二
，

大
賀

一
彦

，
内

田
　

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

大
越

雅
典

，
清

水
　

政
男

2
0
0
7
年

2
月

7
日

特
願

2
0
0
7
-
0
2
7
9
6
4
号

未
審

査
請

求
(審

査
請

求
不

要
回

答
受

エ
ポ

キ
シ

基
と

オ
キ

セ
タ

ン
骨

格
を

有
す

る
エ

ス
テ

ル
化

合
物

の
製

造
方

法

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

大
賀

一
彦

，
小

林
有

二
，

内
田

博

2
0
0
7
年

5
月

2
1
日

9
6
1
1
7
9
6
5
（
台

湾
出

願
）

審
査

請
求

新
規

エ
ポ

キ
シ

化
合

物
お

よ
び

そ
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

藤
田

　
俊

雄
，

小
林

有
二

，
内

田
　

博
，

佐
々

木
　

信
利

，
佐

藤
　

一
彦

，
大

越
雅

典
，

清
水

　
政

男

2
0
0
7
年

5
月

2
1
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
7
/
0
6
0
5
6
6
号

各
国

移
行

（
Ｊ
Ｐ

（
審

査
請

求
）
,U

S
（
審

査
未

着
手

）
,E

P
（
審

査
請

求
）
,K

R
（
審

査
請

求
）
,C

N
（
審

査
請

求
）
）

新
規

エ
ポ

キ
シ

化
合

物
お

よ
び

そ
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

藤
田

　
俊

雄
，

小
林

有
二

，
内

田
　

博
，

佐
々

木
　

信
利

，
佐

藤
　

一
彦

，
大

越
雅

典
，

清
水

　
政

男

2
0
0
7
年

5
月

2
8
日

特
願

2
0
0
7
-
1
4
0
8
3
4
号

未
審

査
請

求
新

規
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

と
そ

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
佐

々
木

信
利

，
藤

田
俊

雄
，

内
田

博

2
0
0
7
年

5
月

3
0
日

9
6
1
2
0
3
6
6
（
台

湾
出

願
）

審
査

請
求

新
規

エ
ポ

キ
シ

化
合

物
と

そ
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

佐
々

木
　

信
利

，
藤

田
　

俊
雄

，
内

田

成果要約集23



Ｂ
－

（
１

）
非

フ
ェ

ノ
ー

ル
系

樹
脂

原
料

を
用

い
た

レ
ジ

ス
ト

材
料

の
開

発
③

特
許

等
（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
7
年

5
月

3
0
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
7
/
0
6
1
3
9
8
号

各
国

移
行

（
U

S
（
審

査
未

着
手

）
,E

P
（
C

o
m

m
u

n
ic

at
io

n
R

u
le

7
1
(3

)E
P

C
）
,K

R
（
審

査
請

求
）
,C

N
（
審

査
請

求
）
）

N
O

V
E
L
 E

P
O

X
Y
 C

O
M

P
O

U
N

D
S
 A

N
D

 P
R

O
C

E
S
S
 F

O
R

T
H

E
IR

 P
R

O
D

U
C

T
IO

N
昭

和
電

工
株

式
会

社
佐

々
木

　
信

利
，

藤
田

　
俊

雄
，

内
田

博

2
0
0
7
年

5
月

3
1
日

特
願

2
0
0
7
-
1
4
5
4
3
8
号

未
審

査
請

求
硬

化
性

樹
脂

組
成

物
お

よ
び

そ
の

硬
化

物
昭

和
電

工
株

式
会

社
坂

田
優

子
，

内
田

博

2
0
0
7
年

8
月

1
3
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
7
/
0
6
6
0
6
1
号

各
国

移
行

（
Ｊ
Ｐ

（
未

審
査

請
求

）
,U

S
（
審

査
未

着
手

）
,E

P
（
審

査
請

求
）
,K

R
（
審

査
請

求
）
,C

N
（
審

査
請

求
）
）

新
規

エ
ポ

キ
シ

化
合

物
お

よ
び

そ
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

佐
々

木
　

信
利

，
藤

田
　

俊
雄

，
内

田
博

2
0
0
7
年

8
月

1
4
日

9
6
1
3
0
0
2
3
（
台

湾
出

願
）

審
査

請
求

新
規

エ
ポ

キ
シ

化
合

物
お

よ
び

そ
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

佐
々

木
　

信
利

，
藤

田
　

俊
雄

，
内

田

2
0
0
8
年

2
月

2
8
日

特
願

2
0
0
8
-
0
4
8
1
0
1
号

み
な

し
取

り
下

げ
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

小
林

　
有

二
，

内
田

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

今
　

喜
裕

2
0
0
9
年

2
月

2
0
日

P
C

T
/
J
P

2
0
0
9
/
0
5
3
6
1
1

各
国

移
行

前
エ

ポ
キ

シ
化

合
物

の
製

造
方

法
昭

和
電

工
株

式
会

社
独

立
行

政
法

人
産

業
技

術
総

合
研

究
所

小
林

　
有

二
，

内
田

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

今
　

喜
裕

2
0
0
9
年

2
月

2
5
日

9
8
1
0
5
9
8
5
（
台

湾
出

願
）

審
査

請
求

エ
ポ

キ
シ

化
合

物
の

製
造

方
法

昭
和

電
工

株
式

会
社

独
立

行
政

法
人

産
業

技
術

総
合

研
究

所

小
林

　
有

二
，

内
田

博
，

佐
藤

　
一

彦
，

今
　

喜
裕
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Ｂ
－

（
１

）
非

フ
ェ

ノ
ー

ル
系

樹
脂

原
料

を
用

い
た

レ
ジ

ス
ト

材
料

の
開

発
④

受
賞

実
績

受
賞

年
月

日
受

賞
内

容
2
0
0
8
年

5
月

2
0
日

過
酸

化
水

素
に

よ
る

ク
リ

ー
ン

酸
化

技
術

を
基

盤
と

す
る

革
新

的
絶

縁
用

樹
脂

の
開

発

⑤
新

聞
発

表
等

掲
載

年
月

日
掲

載
題

目
2
0
0
6
年

9
月

2
4
日

 電
気

絶
縁

性
と

柔
軟

性
を

両
立

さ
せ

た
絶

縁
用

樹
脂

を
開

発
－

エ
レ

ク
ト

ロ
ニ

ク
ス

製
品

の
小

型
軽

量
化

、
高

性
能

化
、

長
寿

命
化

に
貢

献
－

2
0
0
8
年

5
月

9
日

化
学

・
バ

イ
オ

つ
く
ば

賞
発

表

受
賞

名
受

賞
者

日
本

経
済

新
聞

他
多

数
に

掲
載

プ
レ

ス
発

表
（
産

総
研

つ
く
ば

セ
ン

タ
ー

）

日
本

経
済

新
聞

他
多

数
に

掲
載

化
学

・
バ

イ
オ

つ
く
ば

財
団

発
表

者

化
学

・
バ

イ
オ

つ
く
ば

財
団

　
第

1
6
回

化
学

・
バ

イ
オ

つ
く
ば

賞
佐

藤
　

一
彦

，
清

水
　

政
男

，
今

　
喜

裕
，

内
田

博
，

小
林

　
有

二

掲
載

媒
体

成果要約集25



Ｂ
－

（
２

）
革

新
的

水
性

塗
料

の
開

発
①

研
究

発
表

・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
6
年

1
月

2
7
日

V
O

C
排

出
抑

制
の

取
組

事
例

に
つ

い
て

2
0
0
6
年

2
月

3
日

革
新

的
水

性
塗

料
の

開
発

2
0
0
6
年

6
月

2
6
-
3
0
日

M
o
le

c
u
la

r 
D

e
si

gn
 o

f 
N

o
ve

l 
G

ra
ft

in
g 

P
o
ly

m
e
r　

fo
r

A
qu

e
o
u
s 

P
ig

m
e
n
t 

D
is

pe
rs

an
ts

2
0
0
6
年

9
月

5
-
6
日

ミ
ニ

エ
マ

ル
シ

ョ
ン

重
合

法
に

よ
る

 疎
水

性
材

料
複

合
エ

マ
ル

シ
ョ

ン
樹

脂
の

合
成

2
0
0
6
年

1
0
月

7
-
9
日

等
温

滴
定

熱
量

測
定

法
に

よ
る

会
合

性
高

分
子

の
研

究

2
0
0
6
年

1
1
月

1
8
日

等
温

滴
定

熱
量

測
定

法
に

よ
る

会
合

性
高

分
子

と
イ

オ
ン

性
界

面
活

性
剤

の
相

互
作

用
の

研
究

2
0
0
7
年

2
月

1
6
日

塗
装

製
品

の
V

O
C

削
減

技
術

-
低

V
O

C
塗

料
の

採
用

に
よ

る
V

O
C

削
減

-
2
0
0
7
年

7
月

2
0
日

革
新

的
水

性
塗

料
の

開
発

2
0
0
8
年

2
月

1
5
日

革
新

的
水

性
塗

料
の

開
発

2
0
0
8
年

2
月

2
7
日

革
新

的
水

性
塗

料
の

開
発

2
0
0
8
年

3
月

8
日

革
新

的
水

性
塗

料
の

開
発

2
0
0
8
年

3
月

2
6
-
2
8
日

革
新

的
水

性
塗

料
用

水
溶

性
グ

ラ
フ

ト
高

分
子

と
そ

の
等

温
滴

定
熱

量
測

定
2
0
0
8
年

1
2
月

1
1
-
1
3
日

革
新

的
水

性
塗

料
の

開
発

2
0
0
9
年

3
月

3
0
日

ハ
イ

ソ
リ

ッ
ド

水
性

塗
料

（
革

新
的

水
性

塗
料

の
開

発
）

産
業

構
造

審
議

会

第
8
回

G
S
C

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

ポ
ス

タ
ー

発
表 日

本
化

学
会

春
季

大
会

エ
コ

プ
ロ

ダ
ク

ツ
2
0
0
8

日
本

化
学

会
春

季
大

会
産

学
交

流
委

員
会

発
表

者
安

藤
研

司

青
木

啓

川
満

大
河

(東
京

理
科

大
）

川
満

大
河

、
厳

虎
、

久
司

美
登

、
桑

島
輝

昭
、

石
井

敬
三

、
戸

嶋
直

樹
安

藤
研

司

安
藤

研
司

第
3
回

エ
コ

ケ
ミ

カ
ル

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

平
成

1
8
年

度
技

術
セ

ミ
ナ

ー

高
分

子
講

演
会

発
表

媒
体

平
成

1
7
年

度
V

O
C

排
出

抑
制

推
進

セ
ミ

ナ
ー

第
1
回

エ
コ

ケ
ミ

カ
ル

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

C
o
at

in
gs

 S
c
ie

n
c
e
 I
n
te

rn
at

io
n
al

 2
0
0
6

色
材

研
究

発
表

会

第
4
2
回

熱
測

定
討

論
会

日
本

化
学

会
2
0
0
6
西

日
本

大
会

青
木

啓
青

木
啓

青
木

啓

石
井

敬
三

久
司

美
登

藤
村

有
喜

、
馬

越
淳

夫
、

　
上

田
栄

治
、

桑
島

輝
昭 川

満
大

河
、

厳
虎

、
久

司
美

登
、

桑
島

輝
昭

、
石

井
敬

三
、

戸
嶋

直
樹

青
木

啓
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Ｂ
－

（
２

）
革

新
的

水
性

塗
料

の
開

発
②

発
表

論
文

発
表

年
月

日
発

表
媒

体
査

読
有

無
発

表
タ

イ
ト

ル
2
0
0
5
年

1
1
月

化
学

物
質

と
環

境
N

o
7
4
、

6
-

7
無

低
V

O
C

塗
料

の
開

発
に

向
け

た
取

り
組

み
と

課
題

2
0
0
6
年

V
O

C
排

出
抑

制
の

手
引

き
無

低
V

O
C

塗
料

の
研

究
開

発
動

向

2
0
0
7
年

3
月

1
4
日

テ
ク

ノ
コ

ス
モ

ス
　

V
o
l．

2
0

無
水

性
塗

料
に

お
け

る
顔

料
分

散
剤

2
0
0
7
年

3
月

1
4
日

テ
ク

ノ
コ

ス
モ

ス
　

V
o
l．

2
0

無
有

害
化

学
物

質
リ

ス
ク

削
減

基
盤

技
術

研
究

開
発

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

－
革

新
的

水
性

塗
料

の
開

発
2
0
0
7
年

6
月

J
.c

o
llo

id
 a

n
d 

In
te

rf
ac

e
S
c
ie

n
c
e

有
C

o
lo

rm
e
tr

ic
 S

tu
dy

 I
n
te

ra
c
t 

o
f 

W
at

e
r-

S
o
lu

bl
e

C
o
po

ly
m

e
rs

 w
it
h
 I
o
n
ic

 S
u
rf

ac
ta

n
t

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
6
年

4
月

4
日

特
願

2
0
0
6
-
1
0
3
2
7
2

審
査

請
求

中
塗

装
物

の
製

造
装

置
及

び
塗

装
物

の
製

造
方

法
日

本
ペ

イ
ン

ト
（
株

）
阿

久
津

顯
右

2
0
0
6
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
6
-
0
9
9
8
6
9

審
査

請
求

せ
ず

顔
料

分
散

型
水

性
塗

料
組

成
物

日
本

ペ
イ

ン
ト

（
株

）
久

司
美

登
，

上
田

栄
治

，
大

畑
正

敏
，

桑
島

輝
昭

2
0
0
6
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
6
-
0
9
8
8
0
4

審
査

請
求

中
エ

マ
ル

シ
ョ

ン
お

よ
び

そ
の

製
造

方
法

、
な

ら
び

に
該

エ
マ

ル
シ

ョ
ン

を
用

い
た

水
性

塗
料

組
成

物
日

本
ペ

イ
ン

ト
（
株

）
上

田
栄

治
，

大
畑

正
敏

，
久

司
美

登
，

桑
島

輝
昭

2
0
0
6
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
6
-
0
9
8
8
0
2

審
査

請
求

中
エ

マ
ル

シ
ョ

ン
お

よ
び

そ
の

製
造

方
法

、
な

ら
び

に
該

エ
マ

ル
シ

ョ
ン

を
用

い
た

水
性

塗
料

組
成

物
日

本
ペ

イ
ン

ト
（
株

）
三

上
滋

2
0
0
6
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
6
-
0
9
8
8
0
3

審
査

請
求

中
エ

マ
ル

シ
ョ

ン
お

よ
び

そ
の

製
造

方
法

、
な

ら
び

に
該

エ
マ

ル
シ

ョ
ン

を
用

い
た

水
性

塗
料

組
成

物
日

本
ペ

イ
ン

ト
（
株

）
冨

田
理

会
，

浦
野

哲
2
0
0
6
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
6
-
0
9
9
8
7
0

審
査

請
求

中
カ

ル
ボ

ジ
イ

ミ
ド

化
合

物
、

硬
化

剤
及

び
硬

化
性

樹
脂

組
成

物
日

本
ペ

イ
ン

ト
（
株

）
冨

田
理

会
，

浦
野

哲
2
0
0
6
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
6
-
0
9
9
8
7
1

審
査

請
求

中
硬

化
性

樹
脂

組
成

物
日

本
ペ

イ
ン

ト
（
株

）
瀬

田
努

，
阿

部
洋

太
郎

2
0
0
6
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
6
-
0
9
9
8
7
2

審
査

請
求

中
硬

化
性

樹
脂

組
成

物
日

本
ペ

イ
ン

ト
（
株

）
瀬

田
努

，
阿

部
洋

太
郎

2
0
0
8
年

2
月

1
日

特
願

2
0
0
8
-
0
2
2
8
0
9

0
9
.1

0
頃

公
開

予
水

性
塗

料
組

成
物

日
本

ペ
イ

ン
ト

（
株

）
道

井
誠

, 
薮

下
千

聡
, 
藤

村
有

喜

石
井

敬
三

発
表

者

D
r.
H

u
 Y

an
(東

京
理

科
大

）

安
藤

研
司

久
司

美
登

石
井

敬
三
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）
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的
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性

塗
料
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開

発
④

受
賞

実
績

な
し

。

⑤
新

聞
発

表
等

掲
載

年
月

日
掲

載
題

目
2
0
0
5
年

7
月

1
3
日

低
V

O
C

化
の

塗
料

設
計

2
0
0
6
年

2
月

2
4
日

革
新

的
水

性
塗

料
の

開
発

に
つ

い
て

2
0
0
6
年

4
月

5
日

水
性

自
動

車
補

修
塗

料
シ

ス
テ

ム
-
環

境
法

規
制

と
補

修
現

場
の

取
り

組
み

の
必

要
性

2
0
0
7
年

8
月

1
1
日

塗
り

替
え

る
歴

史
　

日
本

ペ
イ

ン
ト

2
0
0
7
年

9
月

1
4
日

水
性

塗
料

　
有

機
溶

剤
を

大
幅

削
減

　
日

本
ペ

イ
ン

ト
　

含
有

率
３

－
４

％

ペ
イ

ン
ト

＆
コ

ー
テ

ィ
ン

グ
ジ

ャ
ー

ナ
ル

日
本

経
済

新
聞

塗
料

報
知

日
刊

工
業

新
聞

掲
載

媒
体

化
学

工
業

日
報

青
木

啓

安
藤

研
司

発
表

者
青

木
啓

安
藤

研
司

青
木

啓
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溶
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フ
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ー

塗
装

技
術

の
研

究
開

発
①

研
究

発
表

・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
7
年

3
月

8
日

マ
グ

ネ
シ

ウ
ム

合
金

の
ポ

リ
尿

素
薄

膜
を

用
い

た
表

面
改

質
2
0
0
7
年

3
月

1
4
日

S
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th
e
si

s 
o
f 
p
o
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u
re

a 
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in
 f
ilm

s 
p
re

p
ar

e
d
 b
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c
h
e
m

ic
al
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po

r 
de

po
si

ti
o
n
 p

o
ly

m
e
ri
za

ti
o
n

2
0
0
7
年

7
月

2
0
日

蒸
着

重
合

法
に

よ
る

ポ
リ

尿
素

薄
膜

の
作

製
と

防
蝕

効
果

2
0
0
7
年

9
月

7
日

蒸
着

重
合

法
に

よ
る

脂
環

族
・
脂

肪
族

ポ
リ

尿
素

薄
膜

の
作

製
2
0
0
8
年

2
月

2
7
日

溶
剤

フ
リ

ー
塗

装
技

術
の

研
究

開
発

②
発

表
論

文
発

表
年

月
日

発
表

媒
体

査
読

有
無

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
8
年

J
pn

. 
J
. 
A

pp
l.P

h
ys

. 
4
7

(2
0
0
8
) 

pp
. 
1
4
1
9
-
1
4
2
1

無
R

e
la

ti
o
n
sh

ip
 b

e
tw

e
e
n
 F

ilm
 D

e
po

si
ti
o
n
 R

at
e
 a

n
d 

E
xh

au
st

S
pe

e
d 

in
 A

lip
h
at

ic
 P

o
ly

u
re

a 
T
h
in

 F
ilm

　
P

re
pa

re
d 

by
V

ap
o
r 

D
e
po

si
ti
o
n
 P

o
ly

m
e
ri
za

ti
o
n

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
6
年

8
月

3
1
日

特
願

2
0
0
6
-
2
3
4
7
4
4
号

公
開

真
空

処
理

装
置

及
び

真
空

処
理

プ
ロ

セ
ス

シ
ル

バ
ー

精
工

株
式

会
社

高
橋

善
和

2
0
0
7
年

1
0
月

3
1
日

特
願

2
0
0
7
-
2
8
3
9
8
3
号

公
開

マ
グ

ネ
シ

ウ
ム

合
金

板
材

及
び

そ
の

塑
性

変
形

加
工

方
法

シ
ル

バ
ー

精
工

株
式

会
社

三
橋

学

④
受

賞
実

績
な

し
。

⑤
新

聞
発

表
等

掲
載

年
月

日
掲

載
題

目
2
0
0
7
年

8
月

1
6
日

―
未

来
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
動

く
－

2
0
0
7
年

9
月

1
8
日

V
O

C
出

さ
ず

防
さ

び
塗

装
2
0
0
7
年

1
1
月

号
 p

2
1

塗
り

替
わ

る
産

業
地

図

－ －S
h
in

ko
 M

ak
iy

am
a,

Y
o
sh

ik
az

u
 T

ak
ah

as
h
i

日
経

産
業

新
聞

「
山

陰
の

経
済

」掲
載

媒
体

表
面

技
術

協
会

第
1
1
5
回

講
演

大
会

4
th

 I
n
t.
 C

o
n
f.
 o

n
 M

o
le

c
. 
E
le

c
.

B
io

e
le

c
.

高
分

子
講

演
会

（
東

海
）

三
橋

学
、

高
谷

松
文

、
高

橋
善

和

発
表

者

高
橋

善
和

第
6
8
回

応
用

物
理

学
会

学
術

講
演

会
高

橋
善

和

発
表

者

S
h
in

ko
 M

ak
iy

am
a

牧
山

真
子

、
高

橋
善

和

－

発
表

者

第
3
回

エ
コ

ケ
ミ

カ
ル

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

日
経

産
業

新
聞

発
表

媒
体
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有

害
廃

棄
物

フ
リ

ー
高

効
率

エ
ス

テ
ル

合
成

プ
ロ

セ
ス

の
開

発
①

研
究

発
表

・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
8
年

8
月

4
-
8
日

M
ic

ro
w

av
e
-
as

si
st

e
d 

ra
pi

d 
e
st

e
ri
fi
c
at

io
n
 o

f 
c
ar

bo
xy

lic
ac

id
s 

an
d 

al
c
o
h
o
ls

 o
n
 s

o
lid

 a
c
id

2
0
0
8
年

9
月

1
6
-
2
0
日

M
ic

ro
w

av
e
-
as

si
st

e
d 

R
ap

id
 E

st
e
ri
fi
c
at

io
n
 o

f 
C

ar
bo

xy
lic

A
c
id

s 
w

it
h
 A

lc
o
h
o
ls

 b
y 

U
se

 o
f 

O
rg

an
ic

 S
o
lid

 A
c
id

C
at

al
ys

ts
2
0
0
8
年

9
月

1
7
-
1
9
日

マ
イ

ク
ロ

波
を

用
い

た
ア

ミ
ノ

酸
類

の
ブ

チ
ル

エ
ス

テ
ル

化
反

応

2
0
0
8
年

1
1
月

1
7
-
1
8
日

新
規

ブ
レ

ン
シ

ュ
テ

ッ
ド

酸
触

媒
の

合
成

と
そ

の
利

用

2
0
0
9
年

3
月

2
7
-
3
0
日

新
規

な
ブ

レ
ン

ス
テ

ッ
ド

酸
触

媒
を

用
い

る
効

率
的

な
エ

ス
テ

ル
合

成

2
0
0
9
年

1
1
月

1
8
-
2
0
日

マ
イ

ク
ロ

波
を

用
い

た
ハ

ロ
ゲ

ン
化

カ
ル

ボ
ン

酸
の

高
速

エ
ス

テ
ル

化
反

応

2
0
0
9
年

1
1
月

1
8
-
2
0
日

マ
イ

ク
ロ

波
に

よ
る

ア
ミ

ノ
酸

の
高

効
率

エ
ス

テ
ル

化
反

応

2
0
0
9
年

1
1
月

9
-
1
3
日

M
ic

ro
w

av
e
-
as

si
st

e
d 

ra
pi

d 
e
st

e
ri
fi
c
at

io
n
 o

f 
am

in
o
 a

c
id

s
an

d 
al

c
o
h
o
ls

②
発

表
論

文
発

表
年

月
日

発
表

媒
体

査
読

有
無

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
9

C
h
e
m

. 
L
e
tt

. 
3
8
, 
6
6
8

無
P

h
o
sp

h
o
ro

fl
u
o
ri
di

c
 A

c
id

-
c
at

al
yz

e
d 

C
o
n
de

n
sa

ti
o
n

R
e
ac

ti
o
n
 o

f 
C

ar
bo

xy
lic

 A
c
id

s 
w

it
h
 1

-
A

ry
la

lk
yl

 A
lc

o
h
o
ls

L
e
ad

in
g 

to
 E

st
e
rs

 u
n
de

r 
S
o
lv

e
n
t-

fr
e
e
 C

o
n
di

ti
o
n
s

発
表

媒
体

T
. 
M

u
ra

i, 
N

. 
T
an

ak
a,

 S
. 
H

ig
as

h
iji

m
a,

 H
.

M
iu

ra

発
表

者

K
az

u
h
ik

o
 T

ak
e
u
c
h
i,Y

u
ka

ri
 H

o
ri
,R

in
o
 K

o
ga

,
Y
u
ki

e
 M

o
ri
,T

ak
as

h
i 
N

ak
am

u
ra

,R
it
su

ko
N

ag
ah

at
a

発
表

者

森
由

紀
江

、
中

村
孝

志
、

古
賀

梨
乃

、
長

畑
律

子
、

竹
内

和
彦

Y
u
ki

e
 M

o
ri
,R

in
o
 K

o
ga

, 
Y
u
ka

ri
 A

be
,R

it
su

ko
N

ag
ah

at
a,

Y
o
ic

h
i 
T
ag

u
c
h
i,K

az
u
h
ik

o
T
ak

e
u
c
h
i

K
az

u
h
ik

o
 T

ak
e
u
c
h
i,Y

u
ka

ri
 H

o
ri
,R

in
o
 K

o
ga

,
Y
u
ki

e
 M

o
ri
,T

ak
as

h
i 
N

ak
am

u
ra

,R
it
su

ko
N

ag
ah

at
a

古
賀

梨
乃

、
中

村
孝

志
、

森
由

紀
江

、
長

畑
律

子
、

竹
内

和
彦

船
曳

一
正

、
米

田
拓

也
、

東
嶋

伸
治

、
鈴

木
真

吾
、

森
田

雅
之

、
三

浦
偉

俊
、

窪
田

裕
大

、
松

居
正

樹

G
lo

ba
l 
C

o
n
gr

e
ss

 o
n
 M

ic
ro

w
av

e
E
n
e
rg

y 
A

pp
lic

at
io

n
s 

G
C

M
E
A

 2
0
0
8
/

M
A

J
IC

 1
st

2
n
d
 E

U
C

H
E
M

S
 C

h
e
m

is
tr

y 
C

o
n
gr

e
ss

日
本

油
化

学
会

第
4
7
回

年
会

日
本

化
学

会
第

8
9
春

季
年

会

第
3
2
回

フ
ッ

素
化

学
討

論
会

田
口

洋
一

、
大

石
晃

広
、

飯
田

洋
、

　
田

口
和

宏
、

長
畑

律
子

、
竹

内
和

彦
船

曳
一

正
、

米
田

拓
也

、
東

嶋
伸

治
、

鈴
木

真
吾

、
森

田
雅

之
、

三
浦

偉
俊

、
窪

田
裕

大
、

松
居

正
樹

第
3
回

日
本

電
磁

波
エ

ネ
ル

ギ
ー

応
用

学
会

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

T
h
e
 1

1th
 In

te
rn

at
io

n
al

 K
yo

to
C

o
n
fe

re
n
c
e
 o

n
 N

e
w

 A
sp

e
c
ts

 o
f

O
rg

an
ic

 C
h
e
m

is
tr

y

第
3
回

日
本

電
磁

波
エ

ネ
ル

ギ
ー

応
用

学
会

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム
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Ｂ
－

（
４

）
有

害
廃

棄
物

フ
リ

ー
高

効
率

エ
ス

テ
ル

合
成

プ
ロ

セ
ス

の
開

発
③

特
許

等
（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
8
年

2
月

6
日

特
願

2
0
0
8
-
0
2
6
3
8
9
号

出
願

フ
ィ

チ
ン

酸
を

有
効

成
分

と
す

る
脱

水
反

応
用

酸
触

媒
、

及
び

該
触

 媒
を

用
い

た
エ

ス
テ

ル
類

又
は

エ
ー

テ
ル

類
の

製
造

方
法

産
業

技
術

総
合

研
究

所
田

口
和

宏
、

廣
瀬

重
雄

、
竹

内
和

彦
、

田
口

洋
一

、
長

畑

④
受

賞
実

績
な

し
。

⑤
新

聞
発

表
等

掲
載

年
月

日
掲

載
題

目
2
0
0
8
年

5
月

2
0
日

マ
イ

ク
ロ

波
利

用
可

能
に

2
0
0
8
年

6
月

1
1
日

高
機

能
品

製
造

の
廃

棄
物

削
減

マ
イ

ク
ロ

波
を

使
っ

た
エ

ス
テ

ル
合

成
の

実
現

を
目

指
す

2
0
0
8
年

7
月

M
ak

in
g 

e
st

e
rs

 w
it
h
 m

ic
ro

w
av

e
s

2
0
0
9
年

9
月

マ
イ

ク
ロ

波
加

熱
を

利
用

し
た

工
業

的
化

学
プ

ロ
セ

ス
の

構
築

−
エ

ス
テ

ル
化

合
物

お
よ

び
ポ

リ
エ

ス
テ

ル
の

製
造

装
置

実
用

化
に

向
け

て
−

2
0
0
9
年

1
0
月

9
日

マ
イ

ク
ロ

波
利

用
技

術
を

確
立

～
廃

棄
物

低
減

へ
溶

剤
使

わ
ず

エ
ス

テ
ル

合
成

～
　

ス
ケ

ー
ル

ア
ッ

プ
検

討
（
ブ

ロ
モ

酢
酸

エ
ス

テ
ル

）
、

触
媒

併
用

で
事

業
化

へ
（
ア

ミ
ノ

酸
エ

ス
テ

ル
）

化
学

工
業

日
報

－三
浦

　
偉

俊
 竹

内
　

和
彦

掲
載

媒
体

化
学

工
業

日
報

フ
ァ

イ
ン

ケ
ミ

カ
ル

3
8
(9

),
 p

p5
-
1
4

－ － －

発
表

者

C
H

E
M

IC
A

L
 E

N
G

IN
E
E
R

IN
G

化
学

工
業

日
報

成果要約集31



Ｂ
－

（
５

）
革

新
的

塗
装

装
置

の
開

発
①

研
究

発
表

・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
7
年

9
月

1
5
日

高
圧

二
酸

化
炭

素
存

在
下

に
お

け
る

ジ
ア

ル
キ

ル
ケ

ト
ン

の
膨

張
率

2
0
0
8
年

2
月

1
5
日

二
酸

化
炭

素
塗

装
シ

ス
テ

ム
の

開
発

2
0
0
8
年

2
月

2
7
日

革
新

的
塗

装
装

置
の

開
発

2
0
0
8
年

3
月

1
9
日

酢
酸

エ
ス

テ
ル

お
よ

び
ケ

ト
ン

類
の

液
相

二
酸

化
炭

素
モ

ル
分

率
に

対
す

る
膨

張
率

の
考

察
2
0
0
8
年

9
月

2
4
日

二
酸

化
炭

素
膨

張
液

体
の

溶
液

構
造

の
解

析

2
0
0
8
年

9
月

2
5
日

連
続

式
二

酸
化

炭
素

塗
装

装
置

の
開

発

2
0
0
8
年

9
月

2
5
日

二
酸

化
炭

素
塗

装
に

お
け

る
塗

膜
形

成
と

塗
膜

評
価

2
0
0
8
年

2
月

1
5
日

二
酸

化
炭

素
を

用
い

た
低

V
O

C
・
高

意
匠

性
塗

装
の

実
現

②
発

表
論

文
発

表
年

月
日

発
表

媒
体

査
読

有
無

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
9
年

7
月

3
0
日

塗
装

工
学

, 
4
4
, 
2
3
0
-
2
3
7

有
高

圧
マ

イ
ク

ロ
混

合
器

を
用

い
た

二
酸

化
炭

素
塗

装
技

術
の

開
発

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

出
願

日
出

願
番

号
状

態
出

願
に

係
る

特
許

等
の

標
題

出
願

人
発

明
者

2
0
0
9
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
9
-
0
8
8
4
7
9
号

出
願

二
酸

化
炭

素
塗

装
方

法
及

び
そ

の
装

置
鈴

木
明

、
川

﨑
慎

一
朗

、
早

坂
宜

晃
鈴

木
明

、
川

﨑
慎

一
朗

、
早

坂
宜

晃
2
0
0
9
年

3
月

3
1
日

特
願

2
0
0
9
-
0
8
8
5
0
1
号

出
願

二
酸

化
炭

素
を

用
い

た
一

液
型

・
二

液
型

塗
料

の
塗

装
方

法
及

び
そ

の
装

置
鈴

木
明

、
川

﨑
慎

一
朗

、
早

坂
宜

晃
鈴

木
明

、
川

﨑
慎

一
朗

、
早

坂
宜

晃

発
表

者

発
表

者

発
表

媒
体

化
学

工
学

会
第

3
9
回

秋
季

大
会

平
成

1
9
年

度
 産

総
研

 環
境

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

4
第

３
回

エ
コ

ケ
ミ

カ
ル

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

化
学

工
学

会
第

4
0
回

秋
季

大
会

化
学

工
学

会
第

4
0
回

秋
季

大
会

相
田

努
、

相
澤

崇
史

、
金

久
保

光
央

、
南

條
弘

相
澤

崇
史

、
相

田
努

、
南

條
弘

、
鈴

木
明

、
川

﨑
慎

一
朗

相
田

努
、

相
澤

崇
史

、
金

久
保

光
央

、
南

條
弘

早
坂

宜
晃

、
早

坂
裕

、
雪

下
勝

三
、

鈴
木

明
、

川
﨑

慎
一

朗
、

相
澤

崇
史

、
相

田
努

、
佐

藤
勲

征
、

千
代

窪
毅

相
澤

崇
史

相
田

努
、

相
澤

崇
史

、
金

久
保

光
央

、
南

條
弘

化
学

工
学

会
第

7
3
年

会

化
学

工
学

会
第

4
0
回

秋
季

大
会

佐
藤

勲
征

、
千

代
窪

毅
、

宮
本

達
也

、
千

葉
亮

司
、

相
澤

崇
史

、
相

田
努

、
鈴

木
明

、
川

﨑
慎

一
朗

、
早

坂
裕

、
早

坂
宜

晃
、

雪
下

勝
三

相
澤

崇
史

、
相

田
努

、
南

條
弘

、
鈴

木
明

、
川

﨑
慎

一
朗

、
雪

下
勝

三
、

早
坂

宜
晃

、
佐

藤
勲

征
、

千
代

窪
毅

平
成

2
0
年

度
 産

総
研

 環
境

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

シ
ン

ポ
ジ

ウ
ム

3

鈴
木

明
、

川
﨑

慎
一

朗
、

相
澤

崇
史

、
小

野
實

信
、

早
坂

裕
、

雪
下

勝
三

、
早

坂
宜

晃
、

佐
藤

勲
征

、
千

代
窪

毅
、

中
塚

朝
夫
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Ｂ
－

（
５

）
革

新
的

塗
装

装
置

の
開

発
④

受
賞

実
績

受
賞

年
月

日
受

賞
内

容
2
0
0
9
年

7
月

1
6
日

有
害

化
学

物
質

フ
リ

ー
革

新
塗

装
プ

ロ
セ

ス
の

開
発

⑤
新

聞
発

表
等

掲
載

年
月

日
掲

載
題

目
2
0
0
8
年

3
月

1
4
日

油
性

塗
装

　
有

機
溶

剤
不

要
に

2
0
0
8
年

2
月

2
7
日

C
O

2
使

い
ス

プ
レ

ー
塗

装
2
0
0
8
年

5
月

2
日

ク
ロ

ー
ズ

ア
ッ

プ
み

や
ぎ

2
0
0
8
年

5
月

2
5
日

ク
ロ

ー
ズ

ア
ッ

プ
み

や
ぎ

2
0
0
9
年

1
0
月

1
4
日

C
O

2
溶

媒
利

用
技

術
実

用
へ

～
車

載
・
携

帯
部

品
の

塗
装

～
V

O
C

排
出

大
幅

に
削

減
～

年
内

に
も

工
業

化
装

置

－ －

日
経

産
業

新
聞

1
面受
賞

名

化
学

工
業

日
報

－

発
表

者
－

化
学

工
業

日
報

1
0
面

受
賞

者
早

坂
裕

、
鈴

木
明

、
相

澤
崇

史
、

川
﨑

慎
一

朗
、

小
野

實
信

、
雪

下
勝

三
、

早
坂

宜
晃

、
中

塚
朝

夫
、

佐
藤

勲
征

、
千

代
窪

毅

－
宮

城
版

N
H

K
全

国
版

N
H

K

第
３

回
も

の
づ

く
り

日
本

大
賞

特
別

賞

掲
載

媒
体

成果要約集33



（
Ｃ

）
シ

ス
テ

ム
・
ソ

フ
ト

技
術

Ｃ
－

（
１

）
有

害
化

学
物

質
支

援
ツ

ー
ル

の
開

発
①

研
究

発
表

・
講

演
（
口

頭
発

表
も

含
む

）
発

表
年

月
日

発
表

タ
イ

ト
ル

2
0
0
5
年

9
月

8
日

エ
レ

メ
ン

ト
フ

ロ
ー

解
析

に
よ

る
化

学
物

質
管

理
手

法
の

検
討

～
鉛

を
例

と
し

て
～

2
0
0
5
年

9
月

8
日

エ
レ

メ
ン

ト
フ

ロ
ー

解
析

に
よ

る
化

学
物

質
管

理
手

法
の

検
討

～
塩

素
を

例
と

し
て

～
2
0
0
7
年

1
0
月

-
2
0
0
8
年

3
月

（
計

3
回

）
V

O
C

排
出

削
減

ツ
ー

ル
の

紹
介

及
び

ツ
ー

ル
の

使
い

方

2
0
0
7
年

1
0
月

-
1
2
月

（
計

8
回

）
V

O
C

排
出

削
減

支
援

ツ
ー

ル
の

ご
紹

介

2
0
0
8
年

2
月

1
5
日

V
O

C
排

出
削

減
支

援
ツ

ー
ル

の
ご

紹
介

2
0
0
8
年

2
月

2
2
日

Ｖ
Ｏ

Ｃ
削

減
に

寄
与

す
る

Ｖ
Ｏ

Ｃ
排

出
削

減
支

援
ツ

ー
ル

の
開

発
と

利
用

法
2
0
0
8
年

7
月

-
2
0
0
8
年

8
月

（
計

3
回

）
V

O
C

排
出

削
減

ツ
ー

ル
の

紹
介

及
び

ツ
ー

ル
の

使
い

方

2
0
0
8
年

7
-
9
月

（
計

1
0

回
）

V
O

C
排

出
削

減
支

援
ツ

ー
ル

の
ご

紹
介

2
0
0
9
年

1
月

1
3
日

N
E
D

O
開

発
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

よ
る

V
O

C
排

出
抑

制
ツ

ー
ル

の
紹

介
2
0
0
8
年

1
2
月

-
2
0
0
9
年

1
月

（
計

4
回

）
V

O
C

排
出

削
減

支
援

ツ
ー

ル
「
Ｖ

Ｏ
Ｃ

ナ
ビ

」
の

ご
紹

介

2
0
0
8
年

7
月

号
V

O
C

排
出

削
減

支
援

ツ
ー

ル
の

開
発

と
利

用
方

法

②
発

表
論

文
な

し
。

③
特

許
等

（
出

願
済

み
特

許
等

リ
ス

ト
）

な
し

。

④
受

賞
実

績
な

し
。

三
菱

総
合

研
究

所
　

中
條

　
寛

み
ず

ほ
情

報
総

研
　

和
田

　
宇

生

環
境

科
学

会
2
0
0
5
年

会
（
一

般
講

演
）

N
E
D

O
技

術
開

発
機

構
:

2
0
0
7
年

度
3
回

　
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

東
京

都
主

催
「
V

O
C

対
策

普
及

啓
発

セ
ミ

ナ
ー

：
V

O
C

対
策

の
メ

リ
ッ

ト
教

え
ま

東
京

都
産

業
技

術
研

究
セ

ン
タ

ー
主

催
「
新

技
術

セ
ミ

ナ
ー

：
塗

装
製

品
の

Ｖ
Ｏ

Ｃ

（
社

）
産

業
環

境
管

理
協

会
主

催
「
V

O
C

自
主

的
取

組
普

及
セ

ミ
ナ

ー
」

発
表

媒
体

環
境

科
学

会
2
0
0
5
年

会
（
一

般
講

演
）

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

メ
ン

バ
ー

全
員

発
表

者
三

菱
総

合
研

究
所

　
中

條
　

寛

ダ
イ

ヤ
リ

サ
ー

チ
マ

ー
テ

ッ
ク

　
竹

下
　

宗
一

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

メ
ン

バ
ー

全
員

三
菱

化
学

テ
ク

ノ
リ

サ
ー

チ
　

藤
井

　
俊

治
愛

知
県

主
催

「
V

O
C

排
出

抑
制

講
習

会
」

三
菱

化
学

テ
ク

ノ
リ

サ
ー

チ
　

藤
井

　
俊

治

N
E
D

O
技

術
開

発
機

構
:

2
0
0
8
年

度
3
回

　
ワ

ー
ク

シ
ョ

ッ
プ

神
奈

川
県

公
害

防
止

推
進

協
議

会
主

催
「
V

O
C

対
策

講
演

会
」

関
東

経
済

産
業

局
・
（
社

）
産

業
環

境
管

理
協

会
主

催
「
平

成
2
0
年

度
V

O
C

セ
ミ

塗
装

技
術

の
特

集
「
環

境
対

応
技

術
に

お
け

る
最

新
動

向
を

探
る

」

三
菱

化
学

テ
ク

ノ
リ

サ
ー

チ
　

藤
井

　
俊

治

三
菱

化
学

テ
ク

ノ
リ

サ
ー

チ
　

藤
井

　
俊

治

三
菱

化
学

テ
ク

ノ
リ

サ
ー

チ
　

藤
井

　
俊

治

三
菱

化
学

テ
ク

ノ
リ

サ
ー

チ
　

渕
上

　
智

子

成果要約集34



Ｃ
－

（
１

）
有

害
化

学
物

質
支

援
ツ

ー
ル

の
開

発
⑤

新
聞

発
表

等
掲

載
年

月
日

掲
載
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